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１．高精度な３Ｄ構造モデルに基づく自動震源決定システムの開発  

 

図１ DONET 観測点直下の地震波速度構造の推定の試み。左上）記録を使用した DONET 観

測点と構造探査測線の配置。左下）反射法地震探査記録断面の例。右上）DONET 観測点で

得られた構造探査測線上のエアガンショット記録例。オレンジ線は上下動成分で確認でき

る初動の周辺に引いた補助線であり、水平動の主な振幅が有意に遅れて到着していること

が分かる。右下）DONET 観測点の上下、水平成分に基づくレシーバー関数。これらの情報

から各観測点における観測点補正値を求め、３Ｄ構造モデルに反映する。 

 

 

図２ ３Ｄ構造モデルを用いた自動震源決定システムの概略構成図。本研究で新たに構築

した部分を実線枠で、本システムと連携する既存のシステムなどを破線枠で示す。１Ｄ構

造モデルに基づく震源決定結果をトリガとした自動起動あるいは手動起動により、様々な

計算アルゴリズム、計算パラメータに基づいた震源計算を実施する。処理結果は、リレー

ショナルデータベース（RDB）に保存される。  
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２．プレート固着・すべり分布のモニタリングシステムの構築 

 

 

 

図３ 1707 年宝永地震を模したイベントの数値シミュレーション結果に対して開発に着

手したリアルタイム MCMC 法を適用したときのすべり量分布。左側が断層枚数 80 枚の場合

の推定結果(中央値)とその 95％信頼区間、右側が断層枚数 185 枚の場合の推定結果(中央

値)とその 95％信頼区間をそれぞれ示す。いずれの場合も海溝軸付近においてその推定誤

差が大きく、陸域 GNSS データからのみではそれら領域のすべりの正確な把握が難しいこ

とが定量化されている。 
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３．３Ｄモデル・履歴情報を用いた推移予測 

 

 

 
図４ 生成された南海トラフ域での３Ｄ不均質粘弾性有限要素モデルの概観色は物性の値

に応じて異なっており、青は陸側のプレート、水色・ベージュ色はフィリピン海プレー

ト、オレンジは太平洋プレートに対応している。 

 

 

 

図５ 地震時すべりに対する弾性・粘弾性応答の収束性を確認した計算結果の例。 
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４．臨時情報発表時の人々の行動意思決定に資する情報の提供 

 

［成果 1］「臨時情報」発表時の事前避難の必要性を地域ごとに分析・判断するためのシ

ステム『事前避難要不要判断ツール』の開発と社会実装 

 

図６（上左） 避難訓練支援アプリ「逃げトレ」（福岡工業大学・特許第５７３７６８３号を使用）

で取得した移動データ（始点・終点）をもとにした初期分析の結果表示画面（「事前避難要

不要判断ツール」のプロトタイプから） 

図７（上右） 初期分析の結果をもとに、地域ごとに（ユーザーがカスタマイズ可能）、避

難の成功・失敗のデータをもとに事前避難の必要性を３段階で色分けして示した図（同上） 

 

［成果２］ケースフィール

ドにおいて「逃げ地図」ワー

クショップを試行し、避難

困難区域において避難を可

能にするまちづくり方策に

ついて検討 

 

 

 

図８ 和歌山県串本町にお

いて作成された「逃げ地

図」 
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５．発災時の企業の事業活動停止を防ぐ 

 

図９ 中部電力管内の電力需要と平均気温の関係 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）での社会経済活動の停滞と臨時情報発表時の社会

の委縮に伴う地域経済活動停止との類似性の観点から、電力需要と平均気温との関連性を

明らかにした。 

 

図 10 緊急事態宣言前後の水供給量の変

化（10 分平均配水量比） 

COVID-19 による社会活動の萎縮が、水配水

量に出現していることを明らかにした。こ

れにより、水供給量のモニタリングにより、

社会経済活動の萎縮や人々の生活様式変化

を地域別に把握することが可能であると指

摘した。 

 

 

図 11  遠隔ワークショップ実施の様子 

 

新型コロナウイルス感染症対策下におい

ても関係機関がオンラインで参加可能な

南海トラフ地震臨時発表時の課題に関す

るワークショップを実施した。その結

果、南海トラフ地震臨時情報発表時の特

徴的な時間断面での災害対応の図上演習

シナリオ検討の場づくりができた。  
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６．発災時の大都市機能の維持 

 

 

 

 

図 12 震災時のエレベータ復旧戦略の評価シミュレーションモデルの概要  
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７．地震防災基盤シミュレータの構築 

 

 

図 13 長継続時間地震動計算について、長周期地震動計算に用いる３次元差分法による

地震動シミュレータ GMS に波動場平滑化スキームを実装し、検証用計算モデルを用いた計

算により、短周期成分が減衰され発散を抑制する効果があることを確認した。 

 

 

図 14 津波遡上シミュレーションについて、詳細地形モデル、多様性を考慮した波源断層

モデル群、改良した津波シミュレータ TNS を用いて、サブ課題２(d)の実証実験対象地域で

の試計算を実施した。 
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８．創成情報発信研究 

 

図 15 津波浸水深分布と瓦礫堆積分布の評価例（Case 1 と Case 7）。左図は最大浸水

深分布、右図は瓦礫堆積分布を示している。浸水域が同程度であっても浸水深分布の違

いにより瓦礫の堆積分布は異なることがわかる。 
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はじめに 

 

南海トラフにおいては、過去に発生した巨大地震の多様性が指摘されるとともに、国難

級の巨大地震の発生が危惧されている。そこで、令和２年度より５年間の計画で開始され

た本プロジェクトでは科学的・定量的なデータに基づき地震活動・プレート固着状態の現

状を把握するとともに、これまでとは異なるゆっくりすべり等が起こった際にその活動と

今後の推移に関する情報を迅速かつ精度よく評価し情報発信する手法の開発を行う。また、

発信された情報を被害軽減に最大活用するため、平時や通常と異なるゆっくりすべり等に

関する情報が発信された場合、住民・企業等の防災対策のあり方、防災対応を実行するに

あたっての仕組みについて研究を実施する。さらに、自治体等と連携し、本プロジェクト

で進めた研究成果が被害軽減の向上にどのように貢献したか定量的な評価を行い、防災・

減災計画に向けた効果的な研究開発項目を明らかにする。これらの目標達成に向けて、本

プロジェクトでは地殻活動情報創成研究、地震防災情報創成研究、創成情報発信研究の３

つの研究課題を設定している。 

地殻活動情報創成研究では南海トラフの地震・地殻変動の現状を即時的に把握し情報を

発信するため、海陸地震・地殻変動データを最大活用した地震活動・プレート固着すべり

モニタリングシステムの構築をすすめるとともに、一定規模以上の地震が想定震源域、あ

るいはその近傍で発生した場合や、通常と異なるゆっくりすべりが進行した場合に備えて

プレート固着状態の推移予測の確立をめざす。 

地震防災情報創成研究では地震発生の時空間的な多様性を持つとされている南海トラ

フ沿いの巨大地震に対して、「通常と異なる現象」発生後の時間推移についてもその多様性

の一例としてとらえることにより、地震や津波のハザード・リスクの防災情報基盤を創生

し、「命を守る」「地域産業活動を守る」「大都市機能を守る」の３つの目標を立て研究を推

進する。 

創成情報発信研究では地殻活動情報創成研究、地震防災情報創成研究の成果を踏まえて、

地域や企業と連携して、それらの情報を利活用する手法を検討して情報の水平展開を行う。 

以上、本プロジェクトではこれらの取り組みの成果を地震防災関係機関、自治体、企業

などに展開し、南海トラフ地震・津波の災害軽減に資する研究を統合的に推進するもので

ある。 
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１．プロジェクト概要 

 

南海トラフ地震の多様性が指摘され、また巨大地震発生確率が高まる中、本プロジェク

トでは、科学的・定量的なデータに基づき南海トラフの現状や一定規模の地震発生時、及

びこれまでとは異なるゆっくり滑り等が起こった際の地震・地殻活動とその推移予測に関

する情報を迅速かつ精度よく評価し情報発信する手法の開発を行う。また、発信された情

報を被害軽減に最大活用するため、平時や「南海トラフ地震臨時情報」が出された場合、

住民・企業等の防災対策のあり方、防災対応を実行するにあたっての仕組みについて研究

を実施する。さらに、自治体等と連携し、本プロジェクトで進めた研究成果が被害軽減の

向上にどのように貢献したか定量的な評価を行い、防災・減災計画に向けた効果的な研究

開発項目を明らかにする。 

 

(1) サブ課題１：地殻活動情報創成研究 

南海トラフの地震・地殻活動の現状や、「通常と異なる現象」を即時的に把握し情報を

発信することを可能とするため、海陸地震・地殻変動データを最大活用した地震・地殻活

動モニタリングシステムを構築する。そのため以下の三つの取り組みを行う。 (a)地震

活動情報評価：南海トラフの地震活動の現状を迅速かつ精度よく把握する為に、海陸統合

三次元構造モデル（以下「３Ｄ構造モデル」という。）を用いた自動震源決定システム及

び通常と異なる地震活動の検出と情報発信するためのシステムを開発する。(b)プレート

固着・すべり評価：海底や陸域で観測された地殻変動・ゆっくり地震活動からプレート固

着・すべりの現状把握と通常と異なる状態の検出を即時的かつ精度よく行う為に、３Ｄ構

造モデルを用いた固着・すべりの時空間変化と地震時すべりの即時推定の手法及び情報

発信システムを開発する。(c)推移予測：一定規模以上の地震が想定震源域で発生した場

合や、通常と異なるゆっくり滑りが進行した際、その後のプレート固着・すべり推移予測

を即時的に行う手法開発を進める。 

 

(a) 高精度な３Ｄ構造モデルに基づく自動震源決定システムの開発 

「地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施

策（第３期）」において、海溝型地震の発生予測手法の高度化を行うために取り組む

課題として、地震活動状況や海溝付近を含む海陸の堆積物データ、広域かつ三次元的

な海域地下構造データ等の各種データの時間・空間分解能の向上を図ることと、時間・

空間分解能を向上させた地震活動データ等を用いてプレート間固着・すべりのモニタ

リングの高度化を図ることが挙げられている。本サブテーマでは、３Ｄ構造モデル及

び海陸の観測データを用いた自動震源決定システムを構築し、南海トラフ及びその周

辺の地震活動の現状を即時的に把握出来るようにする。「南海トラフ広域地震防災研

究プロジェクト（平成 25 年度～令和元年度）」で構築したＰ波速度３Ｄ地下構造モデ

ルについて、「海域における断層情報総合評価プロジェクト（平成 25 年度～令和元年

度）」の成果も活用し、最新の地下構造研究成果を取り入れることで高精細化すると

ともに、Ｓ波速度や密度等を含めたマルチパラメータ化を行う。海底に設置された常

設地震・津波観測点（DONET 等）については、各観測点直下の堆積層構造を詳細に評価
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し、震源決定の高度化に資する観測点補正値を求め、３Ｄ構造モデルに反映する。構

築した３Ｄ構造モデルを自動震源決定システムに適宜採用することで、過去及び現在

の地震活動を適切に把握するとともに、通常と異なる活動の検出に向けた研究開発を

行う。なお、本サブテーマで構築する３Ｄ構造モデルは、本プロジェクトにおける基

本モデルとして、随時、他のサブテーマに提供する。 

 

(b) プレート固着・すべり分布のモニタリングシステムの構築 

南海トラフにおける巨大地震震源域の様々な時間帯域におけるプレート間固着・す

べりの現状把握を実現し、情報発信するために、現実的な３Ｄ構造モデルに基づいた、

プレート境界及び分岐断層等の海域断層を含めた固着・すべりを、３Ｄ構造モデルの

不確実性を含む、推定の曖昧さとともに定量化するシステム開発を行う。同システム

にはプレート境界以外の断層も含む３Ｄ構造モデルに基づいた、地下の断層における

すべりと地表及び海底での地殻変動を結びつけるグリーン関数を組み込む。さらに３

Ｄ構造モデルに不均質粘弾性構造を追加したグリーン関数を導入する。これによって、

プレート境界におけるすべり遅れの蓄積、地震時のすべり及びゆっくりすべり等の時

空間分布を迅速かつ精度よく把握するとともに、その推定誤差を定量的に提示し、情

報発信できるシステムのプロトタイプを実現する。加えて分岐断層等のプレート境界

以外の海域断層も考慮に入れた推定を試みるとともに、広帯域海底地震観測により、

プレート境界浅部におけるスロー地震活動や非プレート境界の地震活動の詳細な時空

間把握を行う。３Ｄ構造モデルが更新されれば、それに追随してグリーン関数を修正

して随時再解析を行う。これらのうち、プレート境界及び分岐断層等の海域断層を含

めた固着・すべりの推定の曖昧さを含めた推定技術については、国土地理院が別途進

めている「南海トラフ沿いの巨大地震発生に対応するための高精度な地殻活動把握手

法の研究開発」と密接に連携する。また、地震時すべり分布の即時推定については、

国土地理院で運用している REGARD (電子基準点リアルタイム解析システム) への技術

移転を念頭に置いた開発を行う。 

 

(c) ３Ｄモデル・履歴情報を用いた推移予測 

過去の地震履歴についての知見を拡充するとともに、地殻変動データと整合する３

Ｄ粘弾性構造モデルを構築し、過去の地震履歴や固着・すべりの現状把握の結果が与

えられたもとで、現在の応力蓄積状態を推定するとともに、擾乱（半割れ等）が与え

られた際の推移を予測する手法を開発する。そのために、断層すべりによる地殻変動

計算と断層面での応力評価を、３Ｄ不均質粘弾性構造を考慮して行うための大規模有

限要素モデルを南海トラフを対象として構築するとともに、前回の南海トラフ地震以

降の地殻変動データと整合する物性パラメータを推定した上で、グリーン関数を計算

する。また、断層構成則と組み合わせることで、与えられた固着・すべりの後の推移

の計算を実現する。履歴については、海域及び陸域の地層の中から過去の地震・津波

の痕跡を検出するとともに歴史地震について史料調査を実施する。陸域では掘削調査

等から津波浸水や地殻変動の履歴を、海域では海底堆積物調査から地震・津波の発生
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履歴を解明し、その年代や拡がりから南海トラフ沿いにおける津波の履歴を解明す

る。また、史料解析に基づいて歴史地震における諸現象をより正確に復元する。 

 

(2) サブ課題２：地震防災情報創成研究 

将来の発生が確実視され、地震発生の時空間的な多様性を持つとされている南海トラ

フ沿いの巨大地震に対して、「通常と異なる現象」発生後の時間推移についてもその多様

性の一例として取り込んだ地震や津波のハザードやリスクの防災情報基盤を創生し、３

つの目標を立て総合的に研究を推進する。命を守ることを目標として、津波到達時間が短

い地域を対象に、「南海トラフ地震臨時情報」の効力を十分に引き出すための事前避難の

診断、人口動態をモニタリングする技術の開発を行う。また、地域産業活動を守ることを

目標に、製造業の盛んな地域に対して、社会様相モニタリングデータ等に基づく事態想定

シミュレーション技法を開発し、社会萎縮回避や事前防災投資のための地域産業回復シ

ナリオを作成する。さらに、大都市機能を守ることを目標に、首都圏を対象に災害シナリ

オをダイナミックに自動生成する仕組みを構築し、復旧オペレーションを確立する。 

 

(d) 臨時情報発表時の人々の行動意思決定に資する情報の提供 

「南海トラフ地震臨時情報」には、同地震・津波による被害を大幅に軽減すること

が期待されている。しかし、本情報をはじめ不確実性を含む災害情報の効力を十分に

引き出すためには、どの範囲の、どのような人々が事前避難すべきなのかに関する客

観的基準、避難先及び避難方法に関する知見とノウハウが必要とされる。そこで、(g)

で開発する地震防災基盤シミュレータの津波シミュレーションをベースに、事前避難

の要不要の診断ツールを開発し実装する。また、臨時情報発表時の人口動態予測シス

テムを開発し実装する。さらに、津波到達時間が短い地域での地域研究会を実施し、

両システムの実装と効果検証作業を行う。具体的には、第１に、先行プロジェクト（戦

略的イノベーション創造プログラム（SIP）第１期）で津波避難訓練支援アプリとして

開発した「逃げトレ」を、訓練のたびに住民の空間移動データを標準化された形式で

ビッグデータとして蓄積可能なシステムとして再編し、『事前避難要不要判断ツール』

として社会に実装する。第２に、空間モバイルデータを活用して、人や車の移動に伴

った大規模な空間移動動態を予測・実測し、「臨時情報」発表時にどの地域でどのよう

な人口移動が生じ、どこにどの程度の避難所が必要となるのかについてシミュレーシ

ョンするための『広域人口動態予測システム』を開発し、「避難が可能なまち」を実現

するためのシステムとして社会に実装する。なお、上記のツール及びシステムの実証

実験のフィールド及び実装先については、高知県、和歌山県内の自治体の中から選定

し実施する。 

 

(e) 発災時の企業の事業活動停止を防ぐ 

既往の調査研究プロジェクト成果を考慮した臨時情報発表時に製造業を中心とする

地域産業活動が継続するために必要となる要素を構造化し、事前防災対策と事後対応

を構成要素とした産業タイムラインモデルを構築し、都市インフラとサプライチェー

ンの回復力のリスク評価を行う。地域の人流、物流に対しては、地震センサー、停電
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情報や都市インフラのスマートデータ、自動車センサーによるプローブデータに対す

る減災情報利活用の高度化等を行い、臨時情報発表時の俯瞰的かつ総合的なリアルタ

イムでの社会様相モニタリング手法を開発する。(g)で開発する地震防災基盤シミュ

レータと連携し、様々な階層における社会様相モニタリングデータを用いたリスク評

価手法によるマルチエージェントの時間断面での行動と資源を取り入れた事態想定シ

ミュレーション技法を開発し、社会萎縮回避や事前防災投資のための地域産業回復シ

ナリオを作成し、サブ課題３「創成情報発信研究」と連携し、情報提供できるように

する。 

 

(f) 発災時の大都市機能の維持 

南海トラフ巨大地震は国難ともいうべき災害であり、このような状況下で東京・名

古屋・大阪などの大都市機能を維持することはとりわけ重要である。特に長周期地震

動の影響がある首都圏は、政治・経済・報道などを代表とする中枢管理機能が集中し

ており、例えば高層ビルなどの被害は首都機能維持や国全体としての災害対応そのも

のに少なくない影響を及ぼすと考えられる。しかしながら、平時に極めて高度かつ複

合的に設計されている大都市は、一たび突発的な災害が発生した際、どの程度・どう

いった形で都市機能が喪失するかは詳らかにされていない。他方で今後はあらゆるも

のにセンサーが埋め込まれ、モニタリングが可能なスマートシティ時代を迎える。そ

れゆえ被害量の精緻な即時的予測は技術的に可能となりつつあり、これを災害対応に

運用するための社会技術が求められる。具体的には、大規模災害時に都市機能の喪失

に至らないための復旧オペレーションを、その災害の特徴を踏まえた形で発災直後に

示すことも可能になるものと考えられる。 

本研究では、このようなスマートシティ時代における新しい防災対応手法の確立も

にらんで、「都市機能の維持」に必要な対策をリアルタイムで抽出するための研究を、

首都圏を対象として行う。研究の手順としては、①大都市における災害シナリオをダ

イナミックに自動生成する仕組みを構築し、②これを基に都市機能を維持するための

対応タイムライン作成手法を確立する。このうち災害シナリオの自動生成技術は、分

担者責任者が開発している定性的被害予測技術を用いる。この技術は、これまでの災

害教訓から得られる膨大な災害事象の網羅的な因果データベースを機械学習を用いて

構築し、それを利用して近い将来に起こりうる災害事象をリアルタイムで抽出するも

のであり（イベントツリー・タイムラインの形）、本研究ではこれを援用して「大都

市機能の維持」に焦点を絞った検討を行う。研究の後半では社会への実装を図るが、

ここでは(g)で開発する地震防災基盤シミュレータによる長周期地震動対策を対象と

し、長周期地震動が大きく影響を与える都市機能として、超高層ビル等の被害（エレ

ベータ障害等）に着目して、モデル地域における復旧状況をシミュレーションする手

法を開発し、都市機能を守るための大都市圏ならではの復旧オペレーションの検討を

実施する。 

 

(g) 地震防災基盤シミュレータの構築 

時空間的な地震発生の多様性を持つ南海トラフ地震を対象に、上記テーマ(d)～(f)
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の研究で活用可能とする将来を予測する基盤となる情報として、地震や津波のハザー

ドやそれによって引き起こされるリスク情報を創出する。具体的には、「通常と異な

る現象」を地震発生の多様性の一例として捉え、それが起こった後の時間推移を考慮

した条件付きリスク評価手法の開発行う。また、地震本部の知見を採り入れつつ、地

震発生の多様性を表現するために構築された時空間的に膨大な組み合わせからなる断

層モデル群に対して、長継続時間・広帯域強震動（長周期地震動を含む）や津波遡上

を安定的かつ効率的にシミュレーションできる手法を開発し、上記テーマに関連して、

事前避難、産業活動及び大都市機能維持のそれぞれの地域性の観点から南海トラフの

地震像を類型化する手法の開発を行い、類型化毎の代表的な広域災害シナリオを構築

する。このように創出したハザード・リスク情報を格納する情報基盤を、防災科研の

地震ハザードステーション（J-SHIS）、津波ハザードステーション（J-THIS）及びリ

アルタイム地震被害推定システム（J-RISQ）と連携できる形で地震防災基盤シミュレ

ータとして構築し、(d)～(f)のそれぞれの目的に適した形態で提供可能とするととも

にサブ課題３「創成情報発信研究」と連携して利活用を進めることで防災対策に活か

す。 

 

(3)  サブ課題３：創成情報発信研究 

地域防災力の向上のために、事前準備、災害時対応及び災害後対応の各ステージで各

種情報を地域の防災に活用するための情報発信の在り方を探る。サブ課題１の理学的な

成果とサブ課題２の工学・社会学的な成果を、地殻変動や地震活動等、異常な現象が発生

した時にどのように活かすか、これまでの南海トラフ巨大地震関連のプロジェクトの地

域研究会での議論も参考に、情報発信検討会を共通の防災上の特性を有する複数の地域

で開催して検討する。検討には、気象庁からの臨時情報・解説情報の発表のケースを念頭

に、これまで地震調査研究推進本部から公表されているハザードマップや各種情報も入

力情報として使用する。研究成果を直接的に防災に活かせるよう、地域毎に異なる防災上

の課題を整理し、その解決手段を講じる。つまり、単に研究成果を防災情報としてアウト

プットするだけでなく、正しくかつ効果的に防災情報を利用し適切な防災行動につなげ

てもらう必要がある。例えば、津波浸水を考えた場合、浅い浸水深が安心情報になっては

いけない。それは、浸水評価の誤差の問題のみならず、浅い浸水深は瓦礫集積や津波火災

の可能性を示唆するからである。個々人の知識と経験から、各地域が防災上のリーダーシ

ップをとって行動に移すことができる体制の構築を目指し、災害対応評価システムを構

築して、本プロジェクトの成果の地域への貢献度を評価する。この評価のために、地方自

治体や地域の研究者の協力を仰ぎ、特定多数における情報リテラシーを計測する。また、

これらの取り組みや分析結果について、情報発信検討会を通じて地域と共有して検証し、

次の防災力向上の計画へとつなげる。 
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１．１ 研究概要の説明 

（１）研究者別の概要 

所属機
関・部

局・職名 
氏名 

分担した研究項目 
及び研究成果の概要 

研究実
施期間 

配分を受け
た研究費 
（円） 

間接経費 
（円） 

国 立 研 究
開 発 法 人
海 洋 研 究
開発機構 

小平秀一 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

堀 高峰 
 
 
 
 

仲西理子 
 
 
 
 
 
 
 
 

飯沼卓史 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今井健太郎 

プロジェクト研究代表・
サブ課題１責任者。 
プロジェクト全体につ
いては、サブ課題１・２・
３の連携を意識した議
論・検討を行った。 
サブ課題１については、
３課題の連携を構築し
地震・地殻活動モニタリ
ングシステム構築を進
めた。 
 
サブ課題１c 責任者。 
粘弾性構造テストモデ
ルを構築して、精度評価
まで実施した。 
 
サブ課題１a 分担者。 
既存・新規調査研究成果
の収集とともに、それら
を取り入れた速度構造
モデル更新の仕組みの
構築、及びモデルのマル
チパラメータ化の方針
や手法の検討を進めた。 
 
サブ課題１b 分担者。 
プレート境界でのすべ
り・固着に対する長期孔
内観測システムでの歪・
傾斜応答について、既存
の有限要素モデルを局
所的に細分化する手法
の実装及び高精細化さ
れたモデルを用いての
計算を実施し、現実的な
３Ｄ構造モデルを用い
たグリーン関数を得た。 
 
サブ課題 1c および３分
担者。 
サブ課題 1c では史料に
基づいた履歴調査を行
い、中世のイベントでは
史料と津波堆積物を組
み合わせて検討する重
要性を示した。 
サブ課題３では、津波浸
水だけでなく、津波瓦礫
堆積分布の情報が事後
復旧には重要であるこ
とを示した。 

令和２年 
７月 22 日 

～ 
令和３年 
３月 31 日 

85,016,153 
 

25,504,845  
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国 立 研 究
開 発 法 人
防 災 科 学
技 術 研 究
所 

藤原広行 
 
 
 
 
 

汐見勝彦 
 
 
 
 
 
 

中村洋光 
 
 
 
 
 

高橋成実 

サブ課題２責任者。 
サブ課題２について、４
つのテーマ間での調整
を行い、連携体制が構築
できた。 
 
サブ課題１a 責任者。 
３Ｄ構造モデルを用い
た自動震源計算システ
ムについて基本設計を
実施し、システムの主要
部分を構築した。 
 
サブ課２g 責任者。 
地震防災基盤シミュレ
ータについてシステム
のハードウェアの導入
及び設計ができた。 
 
サブ課題３責任者。 
サブ課題１とサブ課題
２の連携を通じて、研究
成果の可視化と地域と
の成果共有・理解の体制
を構築することができ
た。 
 

令和２年 
７月 22 日 

～ 
令和３年 
３月 31 日 

75,347,693 22,604,307 

国 立 大 学
法 人 東 北
大 学 大 学
院 

太田雄策 サブ課題１b 責任者。 
断層モデルの推定不確
実性を含めた推定アル
ゴリズムの開発につい
て着手し、数値実験によ
ってその性能評価を行
ない、一定の精度で推定
が可能であるという結
果が得られた。 
 

令和２年 
７月 22 日 

～ 
令和３年 
３月 31 日 

5,165,385 1,549,615 

国 立 大 学
法 人 京 都
大 学 防 災
研究所 

矢守克也 サブ課題２d 責任者。 
事前避難要不要判断ツ
ールの開発について、シ
ステムの基本構成につ
いて検討し、プロトタイ
プを作成した。 
 

令和２年 
７月 22 日 

～ 
令和３年 
３月 31 日 

30,045,385 9,013,615 
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国 立 大 学
法 人 東 海
国 立 大 学
機 構 名 古
屋大学 

平山修久 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中井健太郎 

サブ課題２e 責任者。 
産業タイムライン構築、
リアルタイム社会様相
把握について、都市イン
フラデータモデル、産業
構造モデルを構築して、
南海トラフ臨時情報発
表時の社会活動の萎縮
状況に関する結果が得
られた。 
 
サブ課題３分担者。 
ボーリング柱状図を分
析し、解析対象河川の二
次元的な地層構成を把
握した。 
 

令和２年 
７月 22 日 

～ 
令和３年 
３月 31 日 

39,589,231 11,876,769 

国 立 大 学
法人東 京
大学 

廣井 悠 サブ課題２f 責任者。 
・災害因果データベース
の拡充について朝日新
聞記事を機械学習する
ことで、6 ヶ月間の災害
連関図の結果が得られ
た。 
エレベータ復旧オペレ
ーション方針の検討に
ついて文献調査やヒア
リング調査を実施して、
復旧過程をシミュレー
ションするために考慮
すべき項目が得られた。 
 

令和２年 
７月 22 日

～ 
令和３年 
３月 31 日 

15,119,231 4,535,769 

国 立 大 学
法人東 京
大 学 地 震
研究所 

篠原雅尚 サブ課題１b 分担者。 
プレート境界付近の地
震活動把握について海
底観測網整備を行い、長
期海底観測を開始した。 
 

令和２年 
７月 22 日 

～ 
令和３年 
３月 31 日 

43,593,847 13,078,154 

国 立 研 究
開 発 法 人
産 業 技 術
総 合 研 究
所 

宍倉正展 サブ課題１c 分担者。 
海域および陸域の地震・
津波履歴について、主に
堆積物の分析を行い、発
生年代や再来間隔に関
するデータが得られた。 
 

令和２年 
７月 22 日 

～ 
令和３年 
３月 31 日 

24,700,000 7,410,000 

国 立 大 学
法 人 香 川
大学 

金田義行 サブ課題３分担者。 
情報リテラシー向上研
究として複数小学校で
地震津波アンケート調
査を実施し、知識等で
地域性が存在する結果
が得られた。 
 

令和２年 
７月 22 日 

～ 
令和３年 
３月 31 日 

3,000,000 900,000 
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国 立 大 学
法 人 徳 島
大学 

馬場俊孝 サブ課題３分担者。 
情報リテラシー向上に
ついて、各県の県民意
識調査を調査し、住民
への防災知識の伝達状
況を明らかにした。 

令和２年 
７月 22 日 

～ 
令和３年 
３月 31 日 

1,500,000 450,000 
 

 

（２）研究実施日程 

 

 
業務項目  

実    施    日    程 

 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

【理学研究】（サブ課題 1：地殻活

動情報創成研究） 
                        

   
(a) 高精度な 3D 構造モデルに基

づく自動震源決定システムの開発 
            

  
(b) プレート固着・すべり分布の

モニタリングシステムの構築 
              

   
(c) 3D モデル・履歴情報を用い

た推移予測 
                     

 
【工学・社会科学研究】（サブ課題

2：地震防災情報創成研究） 
                        

   
(d) 臨時情報発表時の人々の行動

意思決定に資する情報の提供 
       

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

  
(e) 発災時の企業の事業活動停止

を防ぐ 
            

  (f) 発災時の大都市機能の維持             

  
(g) 地震防災基盤シミュレータの

構築 
            

 
【地域連携】（サブ課題 3：創成情

報発信研究） 
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２．研究成果 

２.１ 高精度な３Ｄ構造モデルに基づく自動震源決定システムの開発 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「高精度な３Ｄ構造モデルに基づく自動震源決定システムの開発」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 グループリーダー 

副主任研究員 

特任研究員 

臨時研究補助員 

グループリーダー 

副主任研究員 

副主任研究員 

副主任研究員 

副主任研究員 

研究員 

ポスドク研究員 

招聘主任研究員 

藤江  剛 

仲西 理子 

Xin Liu 

田中 恵介 

尾鼻 浩一郎 

中村 恭之 

利根川 貴志 

新井 隆太 

白石 和也 

山本 揚二朗 

Yanfang Qin 

山下 幹也 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 副部門長 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主幹研究員 

特別研究員 

汐見 勝彦 

浅野 陽一 

植平 賢司 

木村 武志 

松原  誠 

田中 佐千子 

松澤 孝紀 

武田 哲也 

三好 崇之 

関口 渉次 

 

(c) 業務の目的 

三次元地震波速度構造（３Ｄ構造）モデルならびに海陸の観測データを用いた自動震

源決定システムを構築し、南海トラフ及びその周辺の地震活動の現状を即時的に把握出

来るようにすることを目的とする。３Ｄ構造モデルの構築にあたっては、様々な既往研

究成果や最新の地下構造研究成果を取り入れることで、既に構築済みのＰ波速度３Ｄ地

下構造モデルを高精細化するとともに、Ｓ波速度や密度等を含めたマルチパラメータ化

を行う。また、海底に設置された常設地震観測点直下の堆積層構造を詳細に評価し、震

源決定の高度化に資する観測点補正値を求め、３Ｄ構造モデルに反映する。構築した３

Ｄ構造モデルを自動震源決定システムに適宜採用することで、過去及び現在の地震活動

を適切に把握する。構築した３Ｄ構造モデルは、本プロジェクトにおける基本モデルと
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して、他の研究課題と共有する。 

 

(d) ５か年の年次実施計画 

1) 令和２年度： 

熊野灘海域の速度構造モデルの更新の仕組みの構築及び DONET 観測点の観測点補正

値推定方法の検討を進めた。３Ｄ構造モデルを用いた自動震源決定システム構築に向

け、既存モデルを用いた震源計算システムを整備した。 

2) 令和３年度： 

熊野灘周辺の海陸統合３Ｄ構造モデルを構築するとともに、自動震源決定システム

に新しい３Ｄ構造モデルを反映する仕組みを構築する。ここまで構築した３Ｄ構造モ

デルについて、サブ課題１「地殻活動情報創成研究」内で共有するとともに、他のサ

ブ課題との共有について議論を開始する。自動震源決定システムの動作評価を進める

とともに、同システムを用いて過去に発生した地震の震源再決定を行う。 

3) 令和４年度： 

熊野灘周辺の３Ｄ構造モデルの検証や更新を実施しつつ、解析対象を紀伊水道域へ

拡張するとともに、観測点補正値を３Ｄ構造モデルに反映する。熊野灘周辺の３Ｄ構

造モデルを自動震源決定システムに反映させるとともに、構築した震源カタログに基

づいて地震発生層の評価手法の検討を行う。他の研究課題と共有した３Ｄ構造モデル

について、新たに構築したモデルへの更新を行う。 

4) 令和５年度： 

３Ｄ構造モデルの構築対象領域を四国沖へ拡張するとともに、観測データを用いた

モデルの検証や改善を進める。構築した震源カタログに基づき、地震発生層の評価や

地震活動解析手法の確立を進める。他の研究課題と共有した３Ｄ構造モデルについて、

新たに構築したモデルへの更新を行う。 

5) 令和６年度： 

前年度までに構築した３Ｄ構造モデルの検証や更新を実施しつつ、堆積層構造解析

結果のモデルへの反映、東海沖及び日向灘沖への対象領域の拡張を行う。モデルの誤

差評価手法を開発する。前年度までに得られたモデルを自動震源決定システムに反映

させるとともに、地震活動を可視化して表現するシステムを構築する。他の研究課題

と共有した３Ｄ構造モデルについて、新たに構築したモデルへの更新を行う。 

 

(e) 令和２年度業務目的 

DONET が設置されている熊野灘周辺の３Ｄ構造モデルを高精細化するため、最新の地

下構造研究成果の収集とともに、構造モデル更新の仕組みの構築とマルチパラメータ化

の手法・方針の検討を行う。観測点補正値を求めるため、構造探査データを用いた DONET

観測点直下の堆積層構造推定方法の検討を進める。３Ｄ構造モデルを用いた震源計算の

効果を調査するため、既存３Ｄ構造モデルを用いた準リアルタイム自動震源決定システ

ムを構築し、震源計算結果及び計算時間等の評価を行う。 
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(2) 令和２年度の成果 

①過去の探査や基盤観測データに基づく３Ｄ構造モデルの構築と検証 

(a) 業務の要約 

南海トラフ域３Ｄ構造モデルの高精細化のため、熊野灘海域を中心に、既存及び新た

に発表された成果に基づく速度構造情報を収集した。加えて、新たに反映させる成果を

取り入れると的確に３Ｄ構造モデルが更新される仕組みの構築を進めた。モデルのマル

チパラメータ化のため、既存の研究成果や経験的関係式について情報収集・整理し、モ

デル構築の手法・方針について検討を進めた。新たなマルチパラメータ構造推定手法の

検討としては、震源決定の高精度化に重要な観測点補正値を求めるため、潮岬付近の

DONET 観測点をモデルケースとして、構造探査データを用いた観測点直下の堆積層構造

推定を試みた。 

 

(b) 業務の成果 

1) 既存・新規観測研究成果の収集 

南海トラフにおける既存の３Ｄ構造モデルとしては、先行の「東海・東南海・南海

地震の連動性評価プロジェクト」1)で実施された主に屈折法地震探査の成果に基づき、

「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」2)で取りまとめられたプレート形状を

含むＰ波速度構造モデル 3)や「海域における断層情報総合評価プロジェクト」4)で実

施された反射法地震探査の成果も考慮したＰ波速度構造モデルが報告されている。ま

ず、これらの個別に進められた各プロジェクトの成果と使用された構造情報を整理し、

統合するための準備を進めた。さらに、これらのモデルにまだ取り入れられていない

既存の調査観測研究の成果や今年度新たに発表された研究成果について、熊野灘海域

を中心に収集した。具体的には、図２－１－①－１に示す反射法地震探査に基づくプ

レート形状 5),6)や屈折法地震探査による最新のＰ波速度構造 7)、地震観測データに基

づく紀伊半島沖の深部構造トモグラフィによるＰ波・Ｓ波速度構造 8)、DONET 観測点

直下の１次元Ｓ波速度構造 9)である。 
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図２－１－①－１ ３Ｄ構造モデルに取り入れるために収集した調査観測研究に基づく成

果 

2) 構造モデル作成・更新の仕組みの構築とマルチパラメータ化の手法・方針の検討 

南海トラフにおける既存の３Ｄ構造モデルは、上述の通り、それぞれ異なる入力デ

ータ、方針で構築されてきた。本プロジェクトでは、それらを統合し、さらにこれら

のモデルにはまだ反映されていない成果を取り入れて、一つの３Ｄ構造モデルとして

取りまとめる計画である。そこで、今年度は、既存情報の収集に加え、新たな成果を

取り入れると的確にモデルが更新される仕組みの構築を進めた。具体的には、３Ｄ構

造を図２－１－①－２に示すような構造区分（堆積層、付加体、陸側地殻、沈み込む

海洋地殻等）で取り扱う。それぞれの構造区分の境界となる境界面は、調査研究の成

果に基づき作成する。多くの２次元断面上の情報から成る調査研究の成果に基づき、

構造区分ごとに適切な条件を設定して補間する方針で、モデル構築とモデル更新を可

能とする仕組みを、Schlumberger 社製の地震探査データ等解析・可視化ソフトウエア

である Petrel などを用いて整備した。 

さらに、モデルのマルチパラメータ化のためには、Ｓ波速度、密度などの情報も必

要である。しかし、海域の調査観測研究から現時点で得られている推定結果は非常に

限られている。本プロジェクトでは、まず、Ｐ波速度とその他の物理パラメータとの

経験的関係式を用いて、Ｐ波速度構造モデルをマルチパラメータモデルに変換し、そ

の上で、調査観測研究の成果が存在する地点のパラメータ値と比較し、調整してマル

チパラメータ化を進めていく方針で検討した。今年度は、Ｐ波速度からＳ波速度及び

密度を導出する経験的な関係式について既存の研究成果 10)～17)を中心に情報収集し、

図２－１－①－３のように整理した。これらの関係式をモデル構築に導入できるよう

Petrel を用いた作業環境の整備を進めた。 
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図２－１－①－２ モデル構築の方針を示す構造区分の模式図および実際に構築した地層

境界面 

 

 

図２－１－①－３ 既存の成果に基づき整理したＰ波速度とＳ波速度及び密度との経験的

な関係 
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3) 浅部堆積層構造の推定方法の検討 

震源決定の高精度化に重要な観測点補正値を求めるため、構造探査データを用いた

DONET 観測点直下の堆積層内のＰ波及びＳ波速度構造推定方法について、その有効性

や限界、最適な適用方法などについて検討を進めた。 

採用したＳ波速度の推定方法は、人工振源から出たＰ波が観測点直下付近でＳ波に

変換したフェーズを用いて PS 変換面をイメージングした上で、反射法地震探査のイメ

ージング結果であるＰ波地震波反射断面に基づき変換面深度及びその付近のＰ波速度

を同定することで、変換面より浅い部分のＳ波速度を見積もるというものである。こ

の方法の適用には、DONET 観測点周辺で反射法地震探査を実施する必要がある。潮岬

沖では、2018 年、海洋研究開発機構の調査船「かいめい」が大容量エアガン・アレー

（総容量 10,600 inch3）と６㎞のストリーマーケーブルを用いて集中的な反射法地震

構造探査を実施しており、本手法の検討の場として理想的な条件にある。そこで、令

和２年度は潮岬沖の DONET 観測点をモデルケースとして、本解析手法の最適化や限界

などを評価した。 

エアガン信号を用いて抽出した PS 変換面の時間深度イメージ（レシーバー関数解析

結果）の一例を図２－１－①－４に示す。ここでは約 0.89 秒にコヒーレントな PS 変

換面が確認できる。近傍の反射断面ではいくつかのＰ波反射面が識別できるが、その

振幅を基準に観測点下の深さ 490ｍ（往復走時 0.27 秒）に位置する反射面が PS 変換

面だと想定すると、海底面と変換面の間の堆積層の平均Ｐ波速度は反射法解析結果か

ら 1.81 km/s、Ｓ波速度は 0.42 km/s と見積られる。この見積もりは、レシーバー関

数の品質と PS 変換面に対応するＰ波反射面の同定結果によって大きく変化し得る。 
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図２－１－①－４ DONET 観測点直下の地震波速度構造の推定の試み。（左上）記録を使用

した DONET 観測点と構造探査測線の配置。（左下）反射法地震探査記録断面。（右上）DONET

観測点で得られた構造探査測線上のエアガンショット記録。オレンジ線は上下動成分で確

認できる初動の周辺に引いた補助線であり、水平動の主な振幅が有意に遅れて到着してい

ることが分かる。（右下）DONET 観測点の上下、水平成分に基づくレシーバー関数。 

(c) 結論ならびに今後の課題 

南海トラフ域３Ｄ構造モデルの高精細化のため、熊野灘海域を中心に、既存及び新た

に発表された成果に基づく速度構造情報を収集した。収集した速度構造情報は、それぞ

れ異なる調査目的、観測仕様で得られた成果で、扱うスケールや領域に違いがある。異

なる分解能を持つ入力データが分散して存在する問題の取り扱いは、信頼性や誤差の評

価とも関係する課題である。また、新たに反映させる成果を取り入れると的確に３Ｄ構

造モデルが更新される仕組みの構築を進めたが、実際にモデル構築を進めながら、必要

に応じて手法や方針を修正してく必要があると考えられる。特に、モデルのマルチパラ

メータ化のため、様々な海域における既存研究成果に基づきＰ波速度から他のパラメー

タに変換する経験的関係式を整理したが、現時点でのＰ波速度を基準とした単純な整理

であっても、複数の関係式を滑らかに統合することは困難である上、関係式によって導

出されたＳ波速度や密度と調査観測研究に基づく成果との比較も単純に整合しないこ

とが予想される。さらに、他海域や実験研究に基づく経験式が南海トラフの実データに

どこまで適用可能かについても検証が必要である。今後は、関係式からの推定値と調査

研究成果の比較を進めつつ、Ｐ波速度構造モデルの構築時と同様に、構造区分ごとに適

切な条件を調整、設定しながら進めることで、変換式の高精度化とモデル構築の実現を

目指す。新たなマルチパラメータ構造推定手法の検討としては、DONET 観測点で収録さ
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れた構造探査データを用いた観測点直下の堆積層構造推定を試みたが、DONET 観測点の

水平成分の方位の補正など基本的なデータ処理を施す必要がある。さらに、観測点の南

北によって波形データの見え方が異なるなど、複雑な構造が想像されるケースについて

の対応方法も検討する必要がある。変換面が複数観測される場合などは特に、反射断面

で見られる構造境界と変換面の紐づけ作業（同定作業）はレシーバー関数解析と反射法

データのみでは難しいため、近傍の屈折法データ解析結果などと合わせた解釈（同定）

を進めていかねばならないだろう。 
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②３Ｄ構造モデルを用いた自動震源決定システムの構築 

(a) 業務の要約 

南海トラフ及びその周辺域で発生する地震の活動状況を逐次的かつ適確に把握する

ことを目的として、３Ｄ構造モデルならびに海陸の地震観測データを用いた自動震源決

定システムの構築に着手した。今年度は、防災科学技術研究所（防災科研）が運用する

高感度地震観測網（防災科研 Hi-net）にて自動的に求められた震源情報を初期震源とし

て受信し、アルゴリズムや計算パラメータの異なる複数のサブシステムで震源位置を推

定する仕組みを構築した。解析により求まった震源情報はリレーショナルデータベース

（RDB）に保存する仕組みとした。この RDB には、１Ｄ構造モデルによって求められた

震源カタログ等も参照用として保存することにより、本研究で構築するシステムの震源

計算結果の評価やカタログ活用の利便性向上を図った。 

 

(b) 業務の成果 

西南日本下には南海トラフからフィリピン海プレートが沈み込んでおり、フィリピン

海プレートと陸側プレートとの境界部を震源とする巨大地震の発生が危惧されている 1)。

この地震の想定震源域はほぼ海域に位置する。海域ではフィリピン海プレートが比較的

浅部に位置するだけでなく、陸域に向かって次第に深くなる傾向にあること、当該海域

下において複雑に湾曲していることが知られている 2), 3)。このような複雑な地下構造が

想定される場合、従来のような１Ｄ構造モデルを用いた震源位置の推定では大きな誤差

が生じうる。例えば、2016 年４月１日に三重県南東沖で発生したマグニチュード（M）

6.5 の地震の場合、気象庁によって１Ｄ構造モデルを用いて決められた震源の深さは

28.7 km であった 4)。これまでに提唱されているフィリピン海プレートモデルでは、こ

の地震の震央付近のフィリピン海プレート上面深さは 10 km 付近である 2), 3)。したがっ

て、求められた震源深さからは、この地震はフィリピン海プレート内で発生した地震で

ある可能性を示唆する。しかし、より詳細な地下構造を用いて震源決定を行った結果、

フィリピン海プレート上面付近の深さに震源が決まる 5),6)。前述の通り、南海トラフ周

辺の海域ではフィリピン海プレートが地下浅部に位置する。このため、陸域を対象とし

た震源決定で用いられている１Ｄ構造モデルでの想定よりも有意に浅い場所に高速度

なマントル物質が存在している。海域の海洋モホ面以浅で地震が発生すると、海洋モホ

面に沿うヘッドウェーブとして速い見かけ速度で地震波が伝わる。１Ｄ構造モデルを用

いた震源決定でこのような地震波伝播の特徴を説明するためには、陸域でより深くに設

定されているモホ面近く、すなわち実際よりも震源を深く決め易くなる傾向がある 7)。 

近年、地震活動状況を把握するための指標として、グーテンベルグ・リヒター則のｂ

値の時空間変化が着目されている。ただし、ｂ値には震源深さ依存性 8)やメカニズム解

依存性 9)がある。ｂ値の変化として地震活動の特徴を適切に捉えるためには、地震の発

生層、すなわち陸側プレート内、プレート境界付近、スラブ内のどこで発生した地震か

を的確に把握し、地震活動を正しく分類した上で評価することが重要となる。 

今年度は、より現実に即した３Ｄ構造モデルを用いた震源決定を実施するためのシス

テムの根幹部の整備とデータ利用環境の構築を行った。高精細かつ高分解能なモデルを

震源決定に用いる場合、計算機上に膨大な記憶領域を確保しなくてはならないだけでな
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く、相応の計算コストが必要となる可能性がある。また、複雑な地下構造を導入すると、

理論的な波線計算が収束せず、震源決定が不安定になることが危惧される。システム構

築にあたっては、既存の３Ｄ構造モデルを用いた震源決定アルゴリズムの調査と収集を

実施するとともに、自動処理実現に向けた計算速度、計算の安定性の評価を実施する。

評価に当たっては、一定の期間のデータを様々なアルゴリズムや計算パラメータで計算

し、比較検討をする。大量のデータを効率的に管理するため、計算結果は全て RDB に保

存し、必要な情報の検索や抽出を高速に実現できるようにした。 

 

1) ３Ｄ構造モデルを用いた震源決定アルゴリズムの収集と実装 

南海トラフ及びその周辺域を対象とした自動震源決定を実現するため、既に稼働実

績を有する３Ｄ構造モデルを用いた震源決定方法の調査を行うとともに、そのプログ

ラムを収集、実装した。 

防災科研では、防災科研 Hi-net をはじめとする日本全国の高感度地震計による観測

波形データと１Ｄ構造モデルを用いた震源カタログ構築を行うため、Ｐ波及びＳ波の

到着時刻を自動あるいは手動で検測している。この検測値データを用いた地震波走時

トモグラフィ解析により、日本周辺海域を含めた３Ｄ構造モデルが構築・提案されて

いる 10)。詳細な震源分布を利用する際には、都度、この３Ｄ構造モデルを用いて震源

位置の再決定を実施しており、その成果は活断層地域評価のための基礎資料等として

活用されている 11)～14)。地震の震源位置は、与えた構造モデルに対し、震源－観測点

間を接続する波線経路とその間を地震波が伝播するために要する理論的な時間（走時）

を計算するための波線追跡（Ray Tracing）を行い、この理論走時と観測走時との差が

最小となる場所を探索することで推定される。防災科研では、３Ｄ構造モデルに対し

て、pseudo-bending 法 15)により波線経路ならびに走時の計算を逐次行っている。この

方法は、波線追跡を逐次実施する方法であることから、RT 法と呼ぶこととする。なお、

最終的な震源位置を得るためには、多くの波線を計算する必要がある。震源位置の推

定に要する計算時間を短縮するために、RT 法では、波線経路の計算を並列化して実行

している。RT 法とは別に、pseudo-bending 法によりあらかじめ仮想震源と観測点間の

走時を計算した走時表（Travel-time Table）を整備しておき、震源位置を探索する際

にはその情報を活用することで計算時間の短縮を行う方法もある。この方法では走時

表を用いることから、TT 法と呼ぶこととする。また、NonLinLoc と呼ばれる震源決定

のためのソフトウエアパッケージが公開され、世界中で広く使われている 16)。この方

法は、３Ｄ構造モデルから有限差分近似を用いてあらかじめ震源と観測点間の走時を

求めておき、この走時情報を用いた非線形探索法により震源位置を求めるものである。

この方法を以下では NL 法と呼ぶこととする。今年度構築する自動震源決定処理システ

ムには、これら３種類の方法を実装することとした。 

前述の通り、３Ｄ構造モデルが複雑になるにつれ、波線経路を求めるための計算量

が膨大になったり、計算が不安定に陥ったりすることが危惧される。このような課題

に対処するため、pseudo-bending 法等の近似的な解法が提案されてきた。一方、複雑

な構造モデルに対しても適用可能な地震波波線計算法として最短経路法が知られてい

る。この方法は、得られた波線経路が局所解に陥らないこと、異方性媒質に簡単に適
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用できることなどの特徴があるが、膨大な計算時間を要するという欠点があった。最

近、最短経路法をもとにした効率的な地震波波線計算方法が開発され、計算時間の大

幅短縮が実現した 17)。本研究では、研究の進展に伴って更新される３Ｄ構造モデルに

あわせて波線・走時計算結果の更新を行う必要があり、効率的かつ安定的に走時を計

算する環境の整備は必須である。自動処理震源決定システムの構築にあたっては、３

Ｄ構造モデル、あるいは構造モデルに基づく走時情報の更新が容易であり、モデルや

走時表を更新してもシステムの安定性が阻害されないことを念頭にした設計としてい

る。次年度以降、最短経路法によって求めた走時表を TT 法に実装することで、複雑な

地下構造が震源決定に与える影響を検討することも重要となる。 

 

2) 自動震源決定処理システムの構築 

今年度構築した自動震源決定処理システムでは、前節で調査した既存３手法に基づ

くプログラムを稼働させる仕組みを根幹とし、震源計算に用いる３Ｄ構造モデルや計

算パラメータ等は容易に入れ替えられる構成とした。各アルゴリズムや計算パラメー

タ等の性能比較を容易にするため、計算方法や設定したパラメータごとに仮想サーバ

（サブシステム）を立て、それぞれの計算が独立に動作する環境を構築した。構築し

たシステム（以下、本システム）の概略構成を図２－１－②－１に示す。 

防災科研 Hi-net では、日本全国から収集した観測波計データを逐次処理し、イベン

トの自動検出、Ｐ波、Ｓ波到着時刻の検測、１Ｄ構造モデルを用いた震源決定処理を

行い、その結果をデータベース（DB）に保存している。また、震源位置に関する情報

等が DB に登録された際に、そのイベント情報に１：１で紐付くインデックス（ID）情

報を含んだ電文を発報している。本システムは、この電文を受信すると、ID に紐付く

震源情報を Hi-net の DB から自動取得する。当該イベントが、南海トラフ及びその周

辺で発生した地震である場合、Hi-net DB から検測値情報を取得するとともに、Hi-net

震源情報や検測値情報、観測点情報を記した共通入力データを作成し、各サブシステ

ムに引き渡す。各サブシステムから得られた処理結果は、後述する RDB システムに保

存される。 

システム全体を効率的に管理するためには、通常、複数のサブシステムの操作性や

入出力データの形式は統一しておくことが望ましい。一方、今回採用した震源決定シ

ステムは、様々な環境下で豊富な動作実績を有している。データ入出力部分だけであ

ってもプログラムの改変を行うことは、相応の作業量が生じるだけでなく、不具合の

混入とそれに伴うシステム全体の不安定化に繋がる可能性が否定出来ないため、各震

源決定プログラム本体は既存のものをそのまま活用することを原則とした。各サブシ

ステムで必要な情報を１ファイルにまとめた形式を定め、そのファイルを各サブシス

テムで採用している震源決定プログラムへの入力ファイルに即した形式となるように

変換するプログラムを新に作成した。出力ファイルについても同様の考えのもと、共

通ファイルに変換した後に RDB に登録する形式とした。 

各サブシステムは、過去のデータを手動で解析する目的でも使用出来る。その場合

の入力方法のひとつとして、Hi-net の既存 DB に登録されているイベントの ID を指定

する方法を用意した。この場合は、自動起動時と同様、ID に紐付くイベント情報を
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Hi-net の DB から取得し、共通入力データを作成、各サブシステムに転送する。この

他、初期震源や検測値情報を入力データとして直接作成し、使用することも可能とし

た。この機能を導入したことにより、Hi-net システムで検知されなかったイベントが

ある場合でも３Ｄ構造モデルを用いた震源計算が実施可能となる。 

 

1D

DB
:1D

DB

B

N

：

RDB

3D

3D

3D

 

図２－１－②－１ ３Ｄ構造モデルを用いた自動震源決定システムの概略構成図。本研究

で新たに構築した部分を実線枠で、本システムと連携する既存システムなどは破線枠で示

した。 

 

3) RDB の構築 

各サブシステムで求められた震源計算結果（以下、３Ｄ震源カタログ）は、今後、

その決定位置や震源計算に要する時間などの評価ならびに地震活動そのものの評価に

用いる。最終的には数十年にわたる３Ｄ震源カタログを構築するとともに、その情報

を対象とした様々な解析や評価に資するため、震源カタログの検索や抽出が効率的に

実施できることは極めて重要である。また、各サブシステムで得られた３Ｄ震源カタ

ログの性能評価、あるいは地震活動状況の評価を行う場合、他のシステムで決められ

た震源情報やスロー地震等、関連する他の事象との時空間的な比較検討が必須となる。

そこで、各サブシステムの出力結果ならびに関連する各種情報を、全て RDB 上のテー

ブルに保存することとした。RDB として、オープンソースの RDB 管理システムである

PostgreSQL を採用した。 

まず、各サブシステムで得られた震源情報や計算に用いた検測値情報等を保存する

RDB（以下、3D-DB）を構築した。本 DB に対して、ユーザーから高負荷な検索を受ける

ことで、新たな３Ｄ震源カタログの登録に支障が出ることは避ける必要がある。そこ

で、この 3D-DB は計算結果の保存を主要な目的とし、ユーザーが検索等に用いる参照

用の DB（以下、RefDB）を別途構築した。RefDB は、様々な震源カタログを比較検討す

ることを目的とし、震源要素のみを登録することで軽量化を行った。表２－１－②－
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１、表２－１－②－２に、3D-DB に登録したデータの例及び RefDB に登録したデータ

を、それぞれ示す。 

表２－１－②－１ 3D-DB に登録したデータの例 

登録データ種別 主な登録情報 

震源要素 ID 

震源時／震源時誤差 

震央緯度／南北誤差 

震央経度／東西誤差 

震源深さ／深さ誤差 

O-C 標準誤差 

観測点数 

Ｐ位相使用数 

Ｓ位相使用数 

振幅マグニチュード 

更新日付 

位相情報 ID 

観測点コード 

位相区分（Ｐ/Ｓ） 

O-C 値 

Ｐ初動極性 

最大振幅 

到着時／読み取り誤差幅 

 

表２－１－②－２ RefDB に登録したデータ 

データ種別 データ内容 備考 

３Ｄ震源カタログ ３Ｄ構造モデルによる

震源要素（本研究） 

逐次更新 

Hi-net 震源カタログ １Ｄ構造モデルによる

震源要素と初動解 

自動更新（1 時間 1 回） 

F-net MT 解カタログ １Ｄ構造モデルによる

MT 解 

自動更新（１時間１回） 

気象庁一元化震源カタログ １Ｄ構造モデルによる

震源要素と初動解 

自動更新（１日１回） 

日本全国高分解能再決定震

源カタログ 18) 

Double-Difference 法 19)

による震源要素 

2001 年～2012 年 M≤6.5 

深さ 40 km 以浅 

深部低周波微動カタログ 20) ハイブリッド法による

震央位置カタログ 21),22) 

手動更新 



 

24 
 

4) 自動震源決定システム試験運用結果 

図２－１－②－２は、今年度導入した３つのサブシステムにより自動的に求められ

た３Ｄ震源カタログと、同期間の防災科研 Hi-net による自動処理震源カタログの比較

結果を表す。両カタログ間において、同一の地震による情報を実線で結ぶとともに、

３Ｄ震源カタログについては、震源位置を表す丸印を黒線で縁取って示した。初期震

源として用いた１Ｄ構造モデルによる震源位置と３Ｄ震源カタログを比較すると、特

に NL 法のトラフ軸周辺の地震でやや差違が目立つ傾向がある。ただし、各図は、各サ

ブシステムが動作確認期間中に取得した限られた期間のデータであり、計算に用いて

いる３Ｄ構造モデルは、それぞれのサブシステムで稼働実績がある仮のモデルである

ことに注意が必要である。 

図２－１－②－２に示す通り、今年度、各サブシステムが問題無く稼働することを

確認することが出来た。次年度以降、既存３Ｄ構造モデルを各サブシステムに反映さ

せる仕組みを構築し、自動処理やオフライン処理を実施することで、各サブシステム

の評価を進めていく予定である。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

南海トラフ及びその周辺域で発生する地震の活動状況を逐次的かつ適確に把握する

ためには、より現実に即した地震波速度構造を用い、自動的に震源位置の推定を行う必

要がある。本年度は、自動あるいは手動による検測値情報と１Ｄ構造モデルを用いて求

められた防災科研 Hi-net の震源情報を初期震源として、３Ｄ構造モデルを用いた震源

決定を実施するシステムの構築を行った。この際、震源決定アルゴリズムとして、既に

提案されている複数の方法を適用することで、その計算速度や安定性を評価出来る仕組

みを導入した。また、全ての震源計算結果は、１Ｄ構造モデルを用いて求められた複数

の震源カタログと併せて RDB に登録し、震源計算結果の評価やカタログ活用の利便性向

上を図った。 

本年度構築した震源決定システムでは、各サブシステムで稼働実績のある３Ｄ構造モ

デル、あるいは走時情報を仮に用いた。今後は本業務で構築するマルチパラメータ化し

た高精度な３Ｄ構造モデルを容易に各サブシステムに反映するための仕組みを構築す

る必要がある。高精度かつ高分解能な３Ｄ構造モデルが得られた場合に備え、より高速

かつ安定した波線経路計算を行うことも重要になるため、新たな方法として提案された

最短経路法に基づくアルゴリズムの導入も進める。さらに、構築した震源決定システム

や３Ｄ構造モデルの評価を行うためにはたくさんの地震の震源決定処理を行う必要が

ある。当面は既存３Ｄ構造モデルを用いて震源決定システムの評価を進めつつ、過去に

発生した地震の震源再決定を効率的に行うための方法を検討する。 
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図２－１－②－２ ３Ｄ構造モデルに基づく震源計算システムの試験稼働結果。３Ｄ震源

カタログと初期震源として用いた１Ｄ構造モデルによる Hi-net 震源との間を線で結んで

いる。また、３Ｄ震源カタログについては、シンボルを黒線で縁取って示している。図中

の太枠は、各サブシステムで、試験的に処理対象とした領域を表す。 
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２．２ プレート固着・すべり分布のモニタリングシステムの構築 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「プレート固着・すべり分布のモニタリングシステムの構築」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

東北大学大学院理学研究科 

東北大学大学院理学研究科 

東北大学大学院理学研究科 

東北大学大学院理学研究科 

東北大学大学院理学研究科 
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教授 

助教 
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技術専門職員 

技術専門職員 

技術専門職員 
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日野亮太 

東 龍介 

鈴木秀市 

中山貴史 

出町知嗣 
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東京大学地震研究所 

東京大学地震研究所 

東京大学地震研究所 

東京大学地震研究所 
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教授 

教授 
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京都大学防災研究所 

准教授 

助教 

伊藤喜宏 

山下裕亮 

  

(c) 業務の目的 

南海トラフにおける巨大地震震源域の様々な時間帯域におけるプレート間固着・すべ

りの現状把握を実現し、情報発信するために、現実的な３Ｄ構造モデルに基づいた、

プレート境界及び分岐断層等の海域断層を含めた固着・すべりを、３Ｄ構造モデルの

不確実性を含む、推定の曖昧さとともに定量化するシステム開発を行う。同システム

にはプレート境界以外の断層も含む３Ｄ構造モデルに基づいた、地下の断層における

すべりと地表及び海底での地殻変動を結びつけるグリーン関数を組み込む。さらに３

Ｄ構造モデルに不均質粘弾性構造を追加したグリーン関数を導入する。これによっ
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て、プレート境界におけるすべり遅れの蓄積、地震時のすべり及びゆっくりすべり等

の時空間分布を迅速かつ精度よく把握するとともに、その推定誤差を定量的に提示

し、情報発信できるシステムのプロトタイプを実現する。加えて分岐断層等のプレー

ト境界以外の海域断層も考慮に入れた推定を試みるとともに、広帯域海底地震観測に

より、プレート境界浅部におけるスロー地震活動や非プレート境界の地震活動の詳細

な時空間把握を行う。３Ｄ構造モデルが更新されれば、それに追随してグリーン関数

を修正して随時再解析を行う。これらのうち、プレート境界及び分岐断層等の海域断

層を含めた固着・すべりの推定の曖昧さを含めた推定技術については、国土地理院が

別途進めている「南海トラフ沿いの巨大地震発生に対応するための高精度な地殻活動

把握手法の研究開発」と密接に連携する。また、地震時すべり分布の即時推定につい

ては、国土地理院で運用している REGARD (電子基準点リアルタイム解析システム) へ

の技術移転を念頭に置いた開発を行う。 

 

(d) ５か年の年次実施計画 

1）令和２年度： 

正確な地殻変動の再現を目指し、現実的な３Ｄ構造モデルを用いたグリーン関数

の構築を行うために、 ３Ｄ構造モデルに基づくグリーン関数の計算を行った。推定

された断層すべりが持つ誤差を定量評価するための手法の枠組みを得るために、プ

レート間固着・すべり分布推定の誤差を定量評価する手法の開発を開始した。また、

南海トラフプレート境界浅部におけるスロー地震活動や非プレート境界の地震活動

の詳細な時空間把握を目指し、南海トラフ中西部における長期海底地震観測を開始

した。 

2）令和３年度： 

より正確な地殻変動の再現を目指し、最新の３Ｄ構造モデルを用いたグリーン関

数の改訂を行う。推定された断層すべりが持つ誤差を定量評価するための手法を得

る。開発した手法を用いて実データに基づいて、南海トラフにおけるプレート間固着

強度分布をその不確実性とともに得る。粘弾性構造を考慮した地殻変動場の再現を

目指し、３Ｄ粘弾性構造モデルを得る。さらに、南海トラフプレート境界浅部におけ

るスロー地震活動や非プレート境界の地震活動の詳細な時空間把握を目指し、広帯

域地震観測データを得る。 

3）令和４年度： 

プレート境界以外の断層面が地震間や地震時の地殻変動に与える影響を評価する

ことを目指し、分岐断層等を含めた海域構造を考慮した全国地下構造モデルでのグ

リーン関数を得る。構築した３Ｄ構造モデルの不確実性が固着・すべり分布推定に与

える影響について予察的知見を得る。粘弾性構造を考慮した地殻変動場の再現を目

指し、３Ｄ粘弾性構造モデルに基づいたグリーン関数を得る。さらに、南海トラフプ

レート境界浅部におけるスロー地震活動や非プレート境界の地震活動の詳細な時空

間把握を目指し、広帯域地震観測データを得るとともに、浅部プレート境界における

固着状況の把握・モデル化について予察的な知見を得る。  
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4）令和５年度： 

プレート境界以外の断層面が地震間や地震時の地殻変動に与える影響を評価する

ことを目指し、内陸断層を含めた構造モデルでのグリーン関数を得るとともに、プレ

ート境界と内陸断層におけるすべり・固着分布を同時推定した結果を得る。構造モデ

ル等の不確実性が固着・すべり分布推定に与える影響について知見を得る。前回の南

海トラフ地震以降のすべり欠損の蓄積並びに現在の応力状態とその不確かさについ

て知見を得る。さらに、南海トラフプレート境界浅部におけるスロー地震活動や非プ

レート境界の地震活動の詳細な時空間把握を目指し、広帯域地震観測データを得る

とともに、浅部プレート境界における固着状況の把握・モデル化について知見を得る。 

5）令和６年度： 

内陸断層およびプレート境界における固着・すべりの履歴を同時推定した結果を

得る。開発を進めた誤差の定量評価付きプレート間固着・すべり分布即時推定手法を、

REGARD へ技術移転するために必要な情報を得る。南海トラフ中西部における長期観

測型海底地震観測データの取りまとめと、それを用いた浅部プレート境界における

固着状況の把握・モデル化についてまとめの知見を得る。 

 

(e) 令和２年度業務目的 

正確な地殻変動の再現を目指し、現実的な３Ｄ構造モデルを用いた日本周辺域におけ

る弾性グリーン関数の構築を行うとともに、プレート境界でのすべり・固着による、熊

野灘周辺に設置された長期孔内観測システムにおける歪・傾斜応答グリーン関数を精度

よく計算するため、既存の有限要素モデルでは空間解像度が不足している領域を局所的

に細分化する手法の実装及び高精細化されたモデルを用いてのグリーン関数の計算を

実施する。推定された断層すべりが持つ誤差を定量評価するために、マルコフ連鎖モン

テカルロ法を活用した推定手法の開発に着手する。さらに、南海トラフプレート境界浅

部におけるスロー地震活動や非プレート境界の地震活動の詳細な時空間把握を目指し

た広帯域地震観測データを得ることを目的に、固有周期 120 秒の広帯域地震計を搭載し

たレベリング装置付き小型広帯域海底地震計５台の整備を行う。さらに南海トラフ西部

の日向灘において、これまで浅部低周波微動や超低周波地震活動の発生が確認されてい

る領域に今年度に整備を行った小型広帯域海底地震計５台を含め、10 台の長期観測可

能な海底地震計を設置し、観測を開始する。 

 

(2) 令和２年度の成果 

① 固着・すべり状態の変化による地殻変動の計算 

(a) 業務の要約 

プレート境界におけるすべり遅れの蓄積や、地震時のすべり、スロースリップなどの時

空間分布を迅速かつ精度よく把握するシステムの構築を実現するため、地殻変動データ

からプレート間の固着・すべり分布を推定するうえで必要となる、地下の断層におけるす

べりと地表及び海底での地殻変動を結びつけるグリーン関数を、現実的な３Ｄ構造モデ

ル（図２－２－①－１）に基づいて計算する。 
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図２－２－①－１ グリーン関数の計算に用いた 3Ｄ地震波速度構造モデル 5)。左側下段

は、上段の赤枠内を拡大したもの。有限要素法モデルが右図の範囲に構築されており、メ

ッシュサイズは細かいところで 1km 程度となっている。 

 

本年度は、上記目的達成のため、プレート境界でのすべり・固着による、熊野灘周辺に

設置された長期孔内観測システムにおける歪・傾斜応答グリーン関数を精度よく計算す

るため、既存の有限要素モデルでは空間解像度が不足している領域を局所的に細分化す

る手法の実装及び高精細化されたモデルを用いてのグリーン関数の計算を実施した。 

 

(b) 業務の実施方法 

南海トラフ中部域においては長期孔内観測システムに設置された間隙水圧計によって

体積歪変化が計測されており、地震・津波観測監視システム（DONET）の基幹ケーブルを

介してのリアルタイムモニタリングが実施されている（図２－２－①－２）。 
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図２－２－①－２ 南海トラフ東南海地震震源域沖合に設置された３点の長期孔内観測点

（C0002、C0010、C0006）と DONET の観測点配置図（海洋研究開発機構（2021, 第 355 回

地震調査委員会資料）5)より）。（a）DONET 全域。（b）孔内観測点（C0002、C0010）周辺。

（c）孔内観測点（C0006）周辺。 

 

これまでに、近傍のプレート境界における長期的スロースリップイベントによると考

えられる変動が複数回検出されているものの 1,2)、プレート境界のどこがどの程度すべっ

たのかを精確に推定するためには、海底の地形や地下の構造が正しく反映された３Ｄ構

造モデルに基づいて計算されたグリーン関数を用いて解析を行う必要がある。南海トラ

フ域全域に対して、全国一次地下構造モデル 3,4)に基づいて計算されたグリーン関数ライ

ブラリがすでに整備されている 5)が、そこで用いられている有限要素法モデルのメッシ
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ュサイズは 1km 程度であるため、海底面から 1km 未満の深度に設置されている長期孔内

観測システムのセンサーによって計測された間隙水圧変化（≒体積歪）に基づいてプレー

ト境界におけるすべりを推定するには、空間解像度が不足している（図２－２－①－３参

照）。 

 

図２－２－①－３ 南海トラフ東南海地震震源域沖合に設置された３点の長期孔内観

測点（C0002、 C0010、C0006）の設置位置（地震断面図に投影したもの）（海洋研究開発

機構（2021, 第 355 回地震調査委員会資料）5)より）。海底下 980m（C0002）、650m（C0010）、

495m（C0006）まで掘削した孔内における地殻内の間隙水圧・体積歪（C0010、C0006）な

どの連続リアルタイム観測が実施されている。 

 

また、長期孔内観測システムには傾斜計も設置されているが、そのデータを活用する

ためには、センサーの位置における変位場の空間微分値に関するグリーン関数も必要で

ある。このため、局所的に有限要素法モデルのメッシュを細分化する手法と変位場の空

間微分値の出力値を得るためのサブルーチンの実装、並びに、それらを用いた有限要素

法モデルの局所高精細化及びグリーン関数の計算を実施することとした。 

 

(c) 業務の成果 

南海トラフ沿い沈み込み帯全体の大規模有限要素法モデルのうち、間隙水圧計の位置、

並びに、観測孔の孔口（海底面上）周辺を局所的に高精細化するサブルーチンを実装し

た。また、高精細化したモデルの各要素のうち、間隙水圧計の位置ならびに観測孔の孔

口（海底面上）が含まれる要素を抽出する（いずれの要素にも含まれない場合は、最近

傍の要素を抽出する）サブルーチンを実装した。これらを用いて、長期孔内観測システ

ムの間隙水圧計の位置および同システムの孔口（海底面）の位置それぞれの変位及び歪

応答の計算を行った。今回は、長期孔内観測システム付近のメッシュを三段階で再分割

することにより、初期の八分の一、すなわち約 125m にメッシュサイズを細分化しての

計算を実施した。プレート境界面におけるすべりを表現するスプライン関数を配置する

位置を変えていき、走向方向および傾斜方向の単位すべりそれぞれに対するグリーン関

数を得た。 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

本業務により、既存の３Ｄ構造モデルに基づいた有限要素法モデルを用いてプレート

境界面における固着・すべり分布の把握するために必要なグリーン関数を整備すること

ができた。長期孔内観測システムの間隙水圧計及び傾斜計においては、2020 年 12 月か

ら 1 月にかけて、これまでに観測されてきたものよりも規模の大きなスロースリップイ

ベントの発生に伴うとみられる変動が検出されている 6)。次年度、今回計算したグリー

ン関数を用いた解析を実施してプレート境界でのすべり分布の詳細を把握するととも

に、過去のイベントに伴う地殻変動データの再解析を行って、プレート境界でのすべり

分布の比較を行うことを計画している。 
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(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1）特許出願 

なし 

2）ソフトウエア開発 

なし 

3）仕様・標準等の策定 

なし 

 

② 固着・すべり分布の即時推定 

(a) 業務の要約 

現実的な３Ｄ構造モデルを用いたグリーン関数の構築を行うために、３Ｄ構造モデル

に基づくグリーン関数の計算を行うとともに、プレート境界でのすべり・固着による、

熊野灘周辺に設置された長期孔内観測システムにおける歪・傾斜応答グリーン関数を精

度よく計算するため、既存の有限要素モデルでは空間解像度が不足している領域を局所

的に細分化する手法の実装及び高精細化されたモデルを用いてのグリーン関数の計算

を実施した。推定された断層すべりが持つ誤差を定量評価するための手法の枠組みを得

るために、プレート間固着・すべり分布推定の誤差を定量評価する手法の開発を開始し、

試行的に 1707 年宝永地震を模したシミュレーションデータに同手法を適用し、その性

能評価を行った。また、南海トラフプレート境界浅部におけるスロー地震活動や非プレ

ート境界の地震活動の詳細な時空間把握を目指し、南海トラフ中西部における長期海底

地震観測を開始した。 

 

(b) 業務の実施方法 

 プレート間の固着、すべりを限られた測地観測データから推定するとき、得られた断

層すべりには大きな推定不確実性が内在する。これを定量評価することを目的に、本年

度はマルコフ連鎖モンテカルロ法 (MCMC 法)を用いた断層すべり分布の即時推定アルゴ

リズムの開発に着手した。MCMC 法は多数のフォワード計算を行うために計算コストが

非常に大きく、リアルタイム用途には不適であると従来考えられてきた。一方、近年 MCMC

をリアルタイム用途に活用するための研究が進展しつつある 1)。こうした背景を受けて、

本研究ではリアルタイムで実行が可能にすることを念頭に置いた MCMC を活用した推定

アルゴリズムの開発に着手した。具体的には、データを説明する多様なパラメータの組

み合わせを効率的に探索するために、プレート境界面の断層を逐次細分化する「段階的

全分割アルゴリズム」の開発を行った。同アルゴリズムでは、全小断層を段階的に４ス

テージに分割して細分化する。このとき、各ステージの前ステージにおける各小断層の

95%信頼区間を次のステージにおける MCMC 法の各パラメータの摂動幅として用いるこ

とでマルコフ連鎖の収束における効率化を図った。同アルゴリズムの性能評価を目的と

して、南海トラフで過去に発生した 1707 年宝永地震を模したすべり分布 (Mw 8.75) 2) 

のシミュレーションデータへ適用した。ここで観測データとしては陸域の GNSS データ
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を仮定し、リアルタイムで想定されるノイズを付加したものを観測値として使用した。

今年度の試行では、グリーン関数には均質半無限媒質の解析解 3)を用いた。 

MCMC 法を活用した上記手法では、観測データを同程度に説明する多数の異なる断層

すべりモデルが得られる。これら得られた結果から、断層すべりモデルの不確実性を迅

速に定量化することを目的として、多数断層モデル可視化ツールを開発した。同ツール

は、得られた多数モデルの結果を GUI ベースで簡単に表示することが可能である。 

 本研究課題で実施する内容の内、地震時すべり分布の即時推定については、国土地理

院で運用している REGARD (電子基準点リアルタイム解析システム) への技術移転を念

頭に置いている。そのため、2020 年 11 月 19 日に国土地理院測地観測センターおよび

地理地殻活動研究センターと打ち合わせを行ない、本研究課題の進捗状況についての報

告および議論を行った。 

 

(c) 業務の成果 

開発した「段階的全分割アルゴリズム」を、1707 年宝永地震を模したすべり分布  

(Mw 8.75) のシミュレーションデータに適用したところ、仮定したすべりを大局的に

推定することができた一方で、陸域に近いプレート境界では断層すべりの不確実性が

明瞭に小さいのに対し、海溝軸付近に位置する断層ではその不確実性がきわめて大き

いという結果を定量化することに成功した（図２－２－②－１）。  
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図２－２－②－１ 1707 年宝永地震を模したイベントの数値シミュレーション結果に対し

て「段階的全分割アルゴリズム」を適用したときのすべり量分布。左側が断層枚数 80 枚の

場合の推定結果(中央値)とその 95％信頼区間、右側が断層枚数 185 枚の場合の推定結果

(中央値)とその 95％信頼区間をそれぞれ示す。右下図は各小断層における事後確立分布。

黒実線は中央値を、黒点線は 95%信頼区間を示す。赤実線は、最小単位の断層パッチにおいて

仮定したすべり量を示す。挿入値は、上から平均値・中央値・最頻値を示す。  

 

さらに、南海トラフの東半分（東南海）のみが破壊したと仮定したときに、陸域

GNSS 観測データからその走向方向の破壊をどの程度拘束できるかを、同手法を活用し

て評価した。その結果、やはり海溝軸付近では断層すべりが生じた領域の同定におい

て、走向方向に 30〜40km 程度の不確実性があることが明らかになった（図２－２－②

－２）。  
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図２－２－②－２ 紀伊半島よりも東側のみが破壊する半割れケースの西側すべり境界地域

の推定されたすべり量のプロファイル。横軸は、挿入地図内のすべり境界 (黒細線) を０とし

て、その東方向を正とした。バックグラウンド小断層の断層走向方向の断層長さは全て８km で

統一されており、プロファイルの横軸はその長さである (単位は [km])。想定すべり分布 (黒

点線) に対する、４段階各々の推定結果の中央値と 95%信頼区間を示す (青: 断層枚数 80 枚、

緑: 断層枚数 185 枚、オレンジ: 断層枚数 388 枚、赤: 断層枚数 1451 枚)。  

 

断層すべりモデルの不確実性を迅速に定量化することを目的とした、多数断層モデ

ル可視化ツールを開発することによって、GUI ベースで迅速に各小断層が持つ推定不確

実性を把握することが可能になった（図２－２－②－３）。また、2020 年 11 月 19 日
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に国土地理院と行った打ち合わせにより、国土地理院で現在機能改善を進めている

REGARD の現状等についての情報共有を実現した。 

 

 
図２－２－②－３ 断層すべりモデルの不確実性を迅速に定量化することを目的とした、

多数断層モデル可視化ツール。各小断層がどのようなすべりの多様性を持ちうるかを事後

確率分布の形で迅速に GUI を用いて表示させることができる。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

断層すべりモデルの不確実性を迅速に推定するためのアルゴリズム開発を行うこと

で、推定の枠組みを得た。さらに試行的に南海トラフ巨大地震を模したイベントに対

して同手法を適用した。同試行では均質半無限媒質を仮定した。さらに断層すべりモ

デルの不確実性を可視化するための多数断層モデル可視化ツールの開発を行った。ま

た、本課題で開発した技術の REGARD への技術移転のための国土地理院との打ち合わせ

を 2020 年 11 月に実施した。今年度は、不確実性を含めて推定するためのアルゴリズ

ムの枠組みを得た。来年度は同手法を高度化するとともに、３Ｄ構造モデルによる推

定の試行や海底地殻変動観測データの利活用等の検討等を進める。 

 

(e) 引用文献 

1)  大野圭太郎，太田雄策: CMC を用いたリアルタイム GNSS データによる単一矩形断

層推定の不確実性定量評価の試み −2011 年東北地方太平洋沖地震への適用例−.測

地学会誌, 64, 39-50, 2018. 

2)  Furumura, T., Imai, K., and Maeda, T.: A revised tsunami source model for the 

1707 Hoei earthquake and simulation of tsunami inundation of Ryujin Lake, 

Kyushu, Japan. Journal of Geophysical Research: Solid Earth, 116 (2), 1–17. 

doi:10.1029/2010JB007918, 2011. 
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3)  Okada, Y.: Internal Deformation due to Shear and Tensile Faults in a Half-
space, Bull. Seism. Soc. Am., 82, 2, pp.1018-1040, 1992. 

(f）成果の論文発表・口頭発表等 

1) 学会等における口頭・ポスター発表 

なし 

2) 学会誌・雑誌等における論文掲載 

なし 

 

（g）特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1）特許出願 

なし 

2）ソフトウエア開発 

なし 

3）仕様・標準等の策定 

なし 

 

③ 浅部プレート境界の固着状態の推定 (広帯域地震観測) 

(a) 業務の要約 

浅部スロー地震活動はプレート境界浅部におけるプレート間固着状態を把握する上

で有用な指標の１つである。本研究では浅部スロー地震活動が活発な南海トラフ中西部

において広帯域海底地震観測によりプレート境界浅部におけるスロー地震活動の詳細

な時空間把握を行う。また、プレート境界からの分岐断層付近に代表される非プレート

境界域における地震活動の時空間把握も行う。観測より得られるこれらの地震活動の時

空間変化を、現実的な３Ｄ構造モデルに基づいた、プレート境界および分岐断層等の海

域断層を含めた固着・すべりを、３Ｄ構造モデルの不確実性を含む、推定の曖昧さとと

もに定量化するシステム開発に役立てる。 

本年度は、上記目的達成のため、まず、固有周期 120 秒の広帯域地震計を搭載したレ

ベリング装置付き小型広帯域海底地震計５台の整備を行った。その後、南海トラフ西部

の日向灘において、これまで浅部低周波微動や超低周波地震活動の発生が確認されてい

る領域に今年度に整備を行った小型広帯域海底地震計５台を含め、10 台の長期観測可

能な海底地震計を設置し、観測を開始した。 

 

(b) 業務の実施方法 

南海トラフ中西部域ではトラフ近傍のプレート境界浅部域においてスロー地震の発

生が確認されており、特に海底観測によって活動特性が明らかになりつつある 1,2,3)。こ

れらの浅部スロー地震活動の時空間変化はプレート間固着状態を反映していると考え

られる。また、浅部スロー地震のうち、浅部低周波微動に関しては時間と共に発生領域

が移動するマイグレーション現象が確認されている 3)。これから短期的なスロースリッ

プの発生が示唆されており 3)、南海トラフ中部域においては孔内間隙水圧観測の変化か
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らもスロースリップの発生が推定されている 2)。浅部超低周波地震は波形解析からプレ

ート境界地震と同様の発震機構であることが明らかになっており 1)、浅部低周波微動と

浅部超低周波地震が同期発生していることも明らかになっている 3)。これらの異なる周

波数帯域を持つ地震活動特性を総合的に理解するためには、海底における地震近傍での

広帯域観測が必要不可欠である。南海トラフ中西部では１年～数年間隔でマイグレーシ

ョン現象を伴う比較的規模の大きな浅部スロー地震活動が発生しており、本研究期間中

にも複数回の浅部スロー地震活動が発生することが期待される。南海トラフ域では、過

去の地震の震源域内にプレート境界からの分岐断層が存在することが明らかにされ 4)、

地震発生様式やプレート間固着への影響が議論されている。そこで、浅部スロー地震活

動と非プレート境界域における地震活動の詳細な時空間変化を明らかにすることを目

的として、南海トラフ中西部の浅部スロー地震震源域周辺に通常の地震から浅部低周波

微動、超低周波地震まで観測できる広帯域海底地震計を含めた稠密観測網を構築するこ

ととした。 

 

(c) 業務の成果 

南海トラフ中西部のプレート境界浅部におけるスロー地震活動と非プレート境界域

における地震活動の詳細な時空間把握が本研究業務の目的である。これらの結果は、３

Ｄ構造モデルに基づいたプレート境界および分岐断層等の海域断層を含めた固着・すべ

りを定量化するシステム開発に寄与する。本年度は、まず固有周期 120 秒の広帯域地震

計を搭載したレベリング装置付き小型広帯域海底地震計５台の整備を行った。固有周波

数 1Hz の地震計を搭載する長期観測型海底地震計のセンサー部を、固有周期 120 秒の小

型広帯域地震計を搭載するレベリング装置と交換することにより、小型広帯域海底地震

計とした 5)。広帯域地震計には、Nanometrics 社 Trillium Compact を用いた。その後、

日向灘に今回整備した５台のレベリング装置付き小型広帯域海底地震計と長期観測型

海底地震計５台の計10台の海底地震計を設置して、観測を開始した(図２－２－③－１、

写真２－２－③－１～５、表２－２－③－１)。 
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図２－２－③－１ 設置した海底地震計位置 

2020 年度に観測を開始した長期観測型および小型広帯域海底地震計 10 台の設置位置。図

中の青丸の５点に長期観測型海底地震計、赤丸の５点に小型広帯域海底地震計を設置し

て、観測を開始した。これらの海底地震計は、次年度以降まで観測を継続し、その後回収

を予定している。なお、図中のコンターは 1000m 間隔の等水深線である。 
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写真２－２－③－１ 観測に使用した研究船「第三開洋丸」 

 

 
写真２－２－③－２ 観測船に搭載された海底地震計 
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写真２－２－③－３ 小型広帯域海底地震計 

   外見は従来の長期観測型海底地震計と全く同じである 

 

 
写真２－２－③－４ 海底地震計設置前準備作業 
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写真２－２－③－５ 海底地震計投入 

 

表２－２－③－１ 海底地震計設置位置 

観測点名 
緯度 経度 水深 

備考 
度 分 度 分 ｍ 

NK20A6 31 22.22 132 00.70 1159 LOBS 

NK20S1 31 27.44 131 58.65 1225 CBBOBS 

NK20S2 31 26.80 132 03.65 1153 CBBOBS 

NK20S3 31 22.89 131 55.64 1189 LOBS 

NK20S4 31 20.60 132 05.64 1145 LOBS 

NK20S5 31 18.00 131 58.12 1380 LOBS 

NK20S6 31 16.37 132 02.12 1194 LOBS 

NK20S7 31 15.65 131 51.76 1187 CBBOBS 

NK20S8 31 10.88 131 58.17 1302 CBBOBS 

NK20S9 31 13.20 132 07.42 1434 CBBOBS 

 

備考欄の LOBS は長期観測型海底地震計、CBBOBS は固有周期 120 秒の地震計を搭載した小

型広帯域海底地震計を示す。座標値は着底後の音響測量によって求められた着底位置であ

る。 

 



47 
 

本設置作業には、海洋エンジニアリング株式会社所属の第三開洋丸（2021 年３月 25

日宮崎港出港、同年同月 27 日宮崎港帰港）を使用した。プレート間固着状況の把握に

着目し、これまでの観測で浅部低周波微動・超低周波地震活動が確認されている日向灘

のスロー地震活動域と通常の地震発生域の境界付近を観測対象域とした。海底地震計の

設置間隔は 10～20 km とし、稠密観測網を構築した。また、同領域には別プロジェクト

(文部科学省 災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画(第２次) 課題番号

DPRI016))により海底地震計短スパンアレイが設置されており、この短スパンアレイと連

携可能となるように観測点を配置した。設置後に、海底地震計が着底した位置を海底地

震計の音響通信システムを用いた音響測量により求めた。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

新たに小型広帯域海底地震計５台の整備を行った。日向灘において、整備した小型広

帯域海底地震計を含めた計 10 台の長期観測可能な海底地震計の設置を行い、観測を開

始した。今回の観測は海底地震計耐圧容器内の記録媒体にデータ収録されるため、デー

タ取得には次年度以降の海底地震計回収作業が必須である。回収し得られたデータをも

とに、プレート境界およびその周辺で発生していると考えられるスロー地震を含めた地

震活動を把握し、浅部プレート境界域における解析を実施する。地震活動の詳細な時空

間把握のためには、継続的な観測ならびにスロー地震の帯域まで記録可能な機材による

観測が重要である。次年度以降においても、広帯域海底地震計を含めた海底観測網を構

築し、観測を実施する予定である。そのため、新たにレベリング装置付き小型広帯域海

底地震計の整備を行うことも計画している。 

 

(e) 引用文献 

1) Sugioka, H., Okamoto, T., Nakamura, T., Ishihara, Y., Ito, A., Obana, K., 

Kinoshita, M., Nakahigashi, K., Shinohara, M., and Fukao, Y.: Tsunamigenic 

potential of the shallow subduction plate boundary inferred from slow 

seismic slip, Nature Geoscience, 5 (6), 414-418, doi: 10.1038/NGEO1466, 

2012. 

2) Yamashita, Y., Yakiwara, H., Asano, Y., Shimizu, H., Uchida, K., Hirao, 

S., Umakoshi, K., Miyamachi, H., Nakamoto, M., Fukui, M., Kamizono, M., 

Kanehara, H., Yamada, T., Shinohara, M., and Obara, K.: Migrating tremor 

off southern Kyushu as evidence for slow slip of a shallow subduction 

interface, Science, 348 (6235), 676-679, doi:10.1126/science.aaa4242, 2015. 

3) Araki, E., Saffer, D. M., Kopf, A. J., Wallace, L. M., Kimura, T., 

Machida, Y., et al.: Recurring and triggered slow-slip events near the 

trench at the Nankai Trough subduction megathrust. Science, 356(6343), 

1157-1160, doi:10.1126/science.aan3120, 2017.  

4) Park, J.-O., Tsuru, T., Kodaira, S., Cummins P.R.and Kaneda, Y.: Splay 

fault branching along the Nankai subduction zone, Science, 297, 1157-1160, 

2020. 



48 
 

5) Shinohara, M., Yamada, T., Shiobara, H., and Yamashita, Y.: Development 

of Compact Broadband Ocean Bottom Seismometer for Monitoring of Slow 

Earthquakes, submitted to Seism. Res. Lett. 

6) 「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」令和元年度成果報告書，

http://www.eri.u-tokyo.ac.jp/YOTIKYO/OpenReport/R1/r1_kikanbetsu.pdf 

 

f）成果の論文発表・口頭発表等 

1) 学会等における口頭・ポスター発表 

なし 

2) 学会誌・雑誌等における論文掲載 

なし 

 

g）特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1）特許出願 

なし 

2）ソフトウエア開発 

なし 

3）仕様・標準等の策定 

なし 
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２．３ ３Ｄモデル・履歴情報を用いた推移予測 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「３Ｄモデル・履歴情報を用いた推移予測」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

海域地震火山部門 

地震津波予測研究開発センター 

グループリーダー 

副主任研究員 

技術スタッフ 

事務副主任 

ポストドクトラル研究員 

堀 高峰 

今井 健太郎 

大林 涼子 

中野 祥房 

楠本 聡 

国立大学法人東京大学地震研究所 

計算地球科学研究センター 

教授 市村 強 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

海域地震火山部門 

地震発生帯研究センター 

専門部長 金松 敏也 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

地質情報研究部門 

海洋地質研究グループ 

 

招聘研究員（特命上席研

究員） 

上級主任研究員 

主任研究員 

池原 研 

 

片山 肇 

杉崎 彩子 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

活断層・火山研究部門 

海溝型地震履歴研究グループ 

 

研究グループ長 

上級主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

研究員 

研究員 

副研究部門長 

宍倉 正展 

澤井 祐紀 

行谷 佑一 

松本 弾 

谷川 晃一朗 

伊尾木 圭衣 

嶋田 侑眞 

藤原 治 

法政大学 文学部 教授 前杢 英明 

国立大学法人東京大学大学院理学系研

究科 

准教授 安藤 亮輔 

 

(c) 業務の目的 

過去の地震履歴についての知見を拡充するとともに、地殻変動データと整合する３Ｄ

粘弾性構造モデルを構築し、過去の地震履歴や固着・すべりの現状把握の結果が与えら

れたもとで、現在の応力蓄積状態を推定するとともに、擾乱（半割れ等）が与えられた際

の推移を予測する手法を開発する。そのために、断層すべりによる地殻変動計算と断層

面での応力評価を、３Ｄ不均質粘弾性構造を考慮して行うための大規模有限要素モデル

を、南海トラフを対象として構築するとともに、前回の南海トラフ地震以降の地殻変動
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データと整合する物性パラメータを推定した上で、グリーン関数を計算する。また、断層

構成則と組み合わせることで、与えられた固着・すべりの後の推移の計算を実現する。履

歴については、海域及び陸域の地層の中から過去の地震・津波の痕跡を検出するととも

に歴史地震について史料調査を実施する。陸域では掘削調査等から津波浸水や地殻変動

の履歴を、海域では海底堆積物調査から地震・津波の発生履歴を解明し、その年代や拡が

りから南海トラフ沿いにおける津波の履歴を解明する。また、史料解析に基づいて歴史

地震における諸現象をより正確に復元する。 

 

(d) ５か年の年次実施計画 

1) 令和２年度： 

推移予測では３Ｄ不均質粘弾性構造を考慮した地殻変動計算と断層面での応力評価

を行うための大規模有限要素モデル構築の基礎検討を行った。陸域では駿河湾奥から

九州東部沿岸において掘削調査を行い地震・津波履歴を推定した。海域では御前崎沖海

域において調査航海を実施し、地震・津波履歴の調査を実施した。史料調査では明応東

海地震から昭和東南海・南海地震において現地調査に基づいた史料収集及びその精査

を行った。 

2) 令和３年度： 

推移予測では、応力蓄積過程の計算に必要となる前回の南海トラフ地震からの地殻

変動データの整備を引き続き行うとともに、南海トラフを対象として、３Ｄ粘弾性不均

質構造の曖昧さを考慮した地殻変動計算と断層面での応力評価を行うための大規模有

限要素モデルを構築する。陸域では令和２年度で採取した既存の掘削試料の解析を行

う。海域では日向灘～南九州沖海底堆積物試料の分析から日向灘～南九州における地

震・津波履歴を推定する。史料調査ではこれまで得られた史料調査の結果を基に昭和東

南海・南海地震の津波波源モデルの再評価を行う。 

3) 令和４年度： 

推移予測では、令和２・３年度で得られた成果を基に３Ｄ不均質粘弾性構造を考慮し

たグリーン関数を求める。陸域では紀伊～四国沿岸陸域において掘削調査から地震・津

波の発生履歴を得る。海域では東海〜四国沖における海底堆積物試料の分析から地震・

津波の発生履歴を得る。史料調査ではこれまで得られた史料調査の結果を基に宝永地

震及び安政南海地震の津波波源モデルの再評価を行う。 

4) 令和５年度： 

推移予測では、履歴研究に基づいた過去の地震履歴と１(b)の成果にもとづくからす

べり欠損をもとに、初期条件の計算とすべり後の推移予測の試行計算を行う。陸域では

東海～紀伊沿岸陸域において掘削調査から地震・津波の発生履歴を得る。海域では令和

４年度に引き続き、東海〜四国沖における海底堆積物試料の分析から地震・津波の発生

履歴を得る。史料調査では明応東海地震津波に関わる津波痕跡、地殻変動の陸上調査を

実施する。 

5) 令和６年度： 

推移予測では、履歴研究と１(b)の成果にもとづいて更新したプレート間の固着及び

すべり状態を与えたその後の推移予測の試行計算結果をまとめる。陸域では東海～九
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州沿岸陸域において補完的な掘削調査を実施し、海域ではこれまで採取した海底堆積

物の分析及び評価を実施する。さらに陸域と海域の成果をまとめて地質試料による統

合地震履歴情報を得る。史料調査では令和５年度までに得られた史料調査の結果を基

に明応東海地震の津波波源モデルの検討を行う。 

 

(e) 令和２年度業務目的 

前回の南海トラフ地震からの応力蓄積過程計算準備と過去の地震履歴の拡充に着手す

る。このため、応力蓄積過程の計算に必要となる前回の南海トラフ地震からの地殻変動

データの整備を行うとともに、南海トラフを対象として、３Ｄ粘弾性不均質構造を考慮

した地殻変動計算と断層面での応力評価を行うための大規模有限要素モデル構築に着手

する。また履歴については、陸域では紀伊～九州沿岸での掘削調査等から津波浸水や地

殻変動の履歴、海域では東海〜九州沖海域の試料の分析等から地震・津波の発生履歴、

史料調査では、1498 年明応東海地震から 1946 年昭和南海地震までの津波痕跡高・地殻

変動の史料収集とその精査を実施する。 

 

(2) 令和２年度の成果 

① ３Ｄ不均質粘弾性構造モデルを考慮した推移予測手法の開発 

(a) 業務の要約 

南海トラフを対象として、３Ｄ不均質粘弾性構造を考慮した地殻変動計算と断層面で

の応力評価を行うための大規模有限要素モデル構築の基礎検討を行った。具体的には、

南海トラフを対象として３Ｄ不均質粘弾性構造を用いて大規模有限要素モデルを構築し、

この大規模有限要素モデル構築の有効性を確かめるために、このモデルを用いてグリー

ン関数を計算し、粘弾性を考慮した逆解析を行った。南海トラフという広域に対しても

大規模有限要素モデル構築が可能であること、また、このようなモデルを用いた逆解析

等の解析の有効性が示されたことから、今後の検討のための基礎的な知見が得られたと

考えられる。 

 

(b) 業務の実施方法 

Hori et al.（2021a1）,2021b2)）において使用された JIVSM（Japan Integrated Velocity 

Structure Model, ver.1）をベースとした南海トラフ域の地殻構造データを用いる。地

殻構造データは、 東経 135 度、北緯 33.5 度地点における地球楕円体モデル GRS80 の高

さゼロメートル地点を基準点とし、東西方向-1248 km ≤ x ≤ 1248 km、 南北方向-1248 

≤ y ≤ 1248 km、 鉛直方向-1100 km ≤ z ≤ 0 km を対象範囲とする。また、大陸マント

ルを粘弾性構造としており、粘性率を 1.0×1019Pas としている。地殻構造の複雑な幾何

形状を精度よくモデル化し、地表の応力フリーの境界条件を精度よく考慮するため、 非

構造要素による有限要素法を用いることとし、その有限要素モデルを構築する。図２－

３―①―１は最小の要素サイズ ds=2km となるように離散化して生成された有限要素モ

デルを示している。ただし、高さ方向については要素の高さが ds=5km となるように設定

しており、均質な構造部分においては鉛直方向長さが水平方向に対して 2.5 倍である直

方体をベースとして要素を生成している。また、最大の要素サイズは ds=8km としてい
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る。有限要素モデルは 2.1×108 要素の四面体二次要素で構成され、 自由度は 8.7×108

となっている。 

構築した南海トラフ域での３Ｄ不均質粘弾性有限要素モデルの有効性を確認するため、

本モデルを用いた地殻変動解析によりグリーン関数を計算し、断層すべりの逆解析を行

う。基礎検討であるため、地震時すべりのみを考え、地震発生後に発生する余効すべり

は生じないとしている。参照解となる地震すべりを図２－３―①―２に示す。地震時す

べりはおおよそ海洋プレートが沈み込む方向とは反対の方向に発生することから、沈み

込み方向に近い方位 111.5 度の方向としている。単位断層すべりによる地殻の変動を線

形粘弾性変形とみなし、支配方程式として、 

 

を考え、粘弾性を考慮したグリーン関数を計算する。ここで、𝜎、𝑓はそれぞれ応力、 外

力、𝜖 、𝜆、 𝜇、 𝛿、𝜂はそれぞれ、 ひずみ、 第一ラメ定数、 剛性率、クロネッカーの

デルタ、粘性係数である。参照解とグリーン関数を組み合わせることで、疑似観測デー

タを生成し、この疑似観測データにそぐう断層すべり分布を逆解析により推定する。基

底関数としてグリッドの双三次 B-spline 曲線を用いて 186 点で単位断層すべりを設定

し断層すべり分布を表現することとしている。断層面における x 方向と y 方向の滑り分

布を考えるので、 2×186 =372 のグリーン関数を計算した。なお、372 本のグリーン関

数を計算する有限要素解析には、IBM Power System AC922 (2 16-core IBM POWER9 2.60 

GHz CPU & 4 NVIDIA Tesla V100 GPU) を２台用い、８枚の GPU を８本の MPI 並列にて

用いて解析している。解析アルゴリズムの工夫・GPU への実装を行ったことにより解析

時間が大幅に短縮されており、グリーン関数一本当たりにかかる計算時間 200 秒以下に

抑えられており、８億自由度の三次元有限要素モデルを用いた 372 本のグリーン関数と

いう大きな解析コストが必要とされる問題であっても簡単に計算することが出来ている。

計算したグリーン関数を用いた逆解析により断層すべり分布を推定する。まず、地表面

の観測地点から得た N 個の地殻の変位データから断層すべりの空間分布を求める手法を

一般的な形式で示す。求める断層すべりの空間分布𝒔(𝑥)を M 個の基底関数𝑋(𝑥)によって

基底関数展開する。 

 

𝑎は地震時すべりを表すパラメータであり、𝒂と基底となる断層すべり分布𝑋(𝑥)に対す

る地表面の応答であるグリーン関数𝑔を用いて、観測方程式は 

 

と表せる。ただし、𝒅は観測点における地表面変位ベクトルである。𝑮は観測行列であり、 

グリーン関数𝑔で構成される。𝒅は平均𝟎、分散共分散𝚺の正規分布に従う誤差であるとす
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る。逆解析の ill-posed さを低減するために、地震すべり分布の非現実的な荒さに対し

て罰則を与える roughness として 

 

を用いる。roughness は有限差分近似を行うことによって、半正定値行列𝑳を用いて𝒓 =

𝒂்𝑳𝒂と表すことができる。また、スパースな解（０が相当数ある解）を期待し、L1 正則

化も加える。結果的に、 

 

なる目的関数を設定して Alternating Direction Method of Multipliers により最小化

することで、すべりパラメータを決定することとなる。 

 

図２－３－①－１ 生成された南海トラフ域での３Ｄ不均質粘弾性有限要素モデ

ルの概観。色は物性の値に応じて異なっており、青は陸側のプレート、水色・ベー

ジュ色はフィリピン海プレート、オレンジは太平洋プレートに対応している。 
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図２－３－①－２ 南海トラフにおける参照解とする地震時すべり分布。すべりの

向きは N111.5 度方向で一様とした。用いる観測点を・で示している。 

 

(c) 業務の成果 

最適化による推定結果を図２－３－①－３に示す。弾性変位のみで推定を行った場合、

すべり分布の相対誤差は 0.15、モーメントマグニチュードは 8.11 となっている。粘弾

性変位を考慮した時刻歴応答まで利用して推定を行った場合についても、推定誤差は

0.14 であり、モーメントマグニチュード 8.13 となっている。今回設定した参照解すべ

りにおいては、基底滑りによって再現ができない高周波成分が含まれており、すべり分

布の相対誤差は最もよい推定を行えた場合においても 0.063 生じることを考えると十分

な結果と言える。また、参照解すべりのモーメントマグニチュードは 8.11 でありほとん

ど一致している。どちらのケースについても、すべり分布の概形、および地震の規模を

ほぼ正確に捉えることができている。参照解すべりでの観測変位に対する推定すべりに

よる観測変位の平均二乗誤差は 0.22 cm であり、最大で 1.3 cm 程度である。予想される

観測ノイズに対して十分小さな値となっている。このことは基底関数の解像度によって

十分に推定することが可能であり、高周波成分による影響が低いことを示している。観

測値の再現性の観点や推定すべり分布の推定結果のどちらの結果からも、基底滑りで表

せない高周波成分による影響は低く、分解能としては十分であるといえる。また、参照

解すべりですべりが生じている範囲の周辺以外では、推定されたすべり量はゼロとなっ

ており、スパースな解を得ることができている。 
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図２－３－①－３ 弾性モデルと粘弾性モデルにおける最適化による地震時すべ

りの予測値および、参照解からの残差。(a)すべり量の予測値。(b)参照解との残差

のうち南海トラフにおけるプレート収束方向と逆向き成分に関する予測値に関す

る成分。(c)参照解との残差のうちプレート収束方向とは直交する成分。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

高性能計算を活用することで、従来よりも詳細な地殻構造モデルを利用することによ

って、信頼性の高いと期待される数値実験が実現されることを示した。一方で、地殻構

造モデルには誤差が本来存在し、その誤差の影響についてはまだ考慮していない。今後

は、地殻構造データの不確実性を含めたモデル化によって、数値実験の信頼性をさらに

ためていく必要があると考えられる。 

また、粘弾性応答のテスト計算を並行して行っており、図２－３－①－２のすべりに

対して、図２－３－①－４で示したような地震時ならびに粘弾性変形の結果を、計算の

収束性を確認しており、今後の検討のための基礎的な知見が得られた。今後は、前回の

南海トラフ地震時からの地殻変動データの整備をするとともに、南海トラフを対象とし

て、３Ｄ粘弾性不均質構造の曖昧さを考慮した地殻変動計算と断層面での応力評価を行

うための大規模有限要素モデルを構築する計画である。 
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図２－３－①－４ テスト計算での弾性・粘弾性変形の断面図。 
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(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

なし 

2) ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 

 

② 海域における地震・津波履歴調査 

(a) 業務の要約 

南海トラフ沿いで発生する巨大地震・津波に伴って形成されるイベント堆積物を海底

堆積物中から認定し、その堆積間隔から地震発生履歴を推定するために御前崎沖から採

取された海底堆積物コアの分析を行った。御前崎沖のコアでは放射性炭素年代測定と古

地磁気記録から過去約４万年間に渡る堆積物記録が得られたことがわかった。そして、

挟在するタービダイトの平均的な堆積間隔は 200 年程度と見積もられた。これは南海ト

ラフの巨大地震の発生間隔に調和的である。また、古地磁気永年変化が堆積速度の速い

海底堆積物の堆積年代推定に有効であることが確認され、この手法を適用することで地

震性のイベント堆積物の対比の精度を向上できることが示唆された。 

 

(b) 業務の実施方法 

海底堆積物中の地震・津波イベント堆積物の認定とこれに基づく南海トラフ沿いの地

震・津波履歴の情報整備のため、令和２年度は海洋研究開発機構の地球深部探査船「ち

きゅう」の Expedition 912 により御前崎沖で採取された掘削コアの分析と解析を実施

した。「ちきゅう」により採取された掘削コア C9035 Hole A と C9035 Hole B について

は、堆積年代とイベント堆積物の堆積プロセスの推定のため、バルク有機物ならびに浮

遊性有孔虫遺骸を用いた放射性炭素年代測定と高感度パススルー型超電導磁力計による

残留磁化測定を実施した。また、海底表層付近のイベント堆積物と南海トラフ沿いの歴

史地震との対応を検討するため、放射性セシウムと過剰鉛-210 の測定を行った。 

 

(c) 業務の成果 

海溝型巨大地震の震源の多くは海底下にある。このため、もっとも大きな地震動とそ

れに伴う変動は震源近傍の海底で起こると考えられる。海底での大きな震動は海底堆積

物粒子の再配列を引き起こし、粒子間の間隙を埋める水（間隙水）の圧力を上昇させ、

粒子を間隙水中に浮かせることで海底堆積物の強度を弱化させ、海底地すべりを発生し

やすくする。また、地震の大きな震動や浅海に侵入した津波は未固結の海底表層堆積物

を巻き上げ、再移動させる 10）、11)。このような地震や津波に伴う海底での土砂の移動／

再堆積は堆積物粒子を含んだ周囲の海水よりも密度の大きい水塊として、重力の効果に

より海底斜面を流れ下る堆積物重力流によると考えられ、斜面やその基部では水中土石

流堆積物やタービダイトを堆積させる。これらの地震・津波起源で形成された堆積物（イ

ベント堆積物と呼ばれる）は平常時に海底に堆積する泥とは異なる粒度組成や堆積構造



58 

 

を持つことが知られている 5）、16)ので、海底堆積物中からイベント堆積物を認定し、その

堆積年代を決めることで過去の地震や津波の発生時期を特定できる可能性がある 2）、6)、

8)。本課題では、南海トラフ沿いの海域を対象に、海底堆積物中の地震・津波起源のイベ

ント堆積物からこの海域の地震・津波の発生履歴情報を得ることが目的となる。 

 

 

図２－３－②－１ 「ちきゅう」による御前崎沖試料採取地点 
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図２－３－②－２ 御前崎沖から採取された C9035 Hole A および C9035 Hole B コ

ア上部の柱状図。黄色がタービダイト砂、灰色がタービダイト泥、ピンクは火山灰層。 

 

掘削コア C9035 Hole A と C9035 Hole B は、御前崎沖の金洲ノ瀬トラフから「ちきゅ

う」により採取された試料である（図２－３－②－１）。今回は C9035 Hole A コアの全

体（長さ 10m）と C9035 Hole B コアの上部 42m を用いた。いずれのコアにも多数の砂質

堆積物の挟在が確認され、下面が明瞭で侵食的で、上方へ細粒化する構造などから、堆

積物重力流の一つである混濁流から形成されたタービダイトと解釈される。タービダイ

トの砂質部分の上位にはわずかに上方に細粒化する生物擾乱を持たない泥が存在し、タ

ービダイト泥と判断される。C9035 Hole A コアには変形しているセクションを除いて 25

枚の、C9035 Hole B コアには 192 枚のタービダイトの挟在が船上の肉眼記載および X 線
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CT 画像から識別されている（図２－３－②－２）。タービダイトの堆積年代の推定のた

めに、２種類の材料を用いた放射性炭素年代測定を実施した。タービダイトに挟まれる

平常時に堆積した泥（半遠洋性泥）に含まれる有機物を用いた年代測定では C9035 Hole 

B コアの表層付近で 2530 年前、深度約 35m（タービダイトを除いた半遠洋性泥だけの深

度で約 18m）で 32560 年前の放射性炭素年代が得られた。タービダイトを抜いた半遠洋

性泥の厚さ（深度）と年代をプロットすると（図２－３－②－３の灰色の丸）、多少のば

らつきはあるものの年代はほぼ直線的に深度方向に古くなることがわかる。一方、浮遊

性有孔虫を用いた年代測定結果（図２－３－②－３の青色の丸）も半遠洋性泥の厚さ（深

度）の増加とともに年代が古くなる傾向を示し、コアの分析層準の基底付近の深度約

41.8m で約 40500 年前の年代を示す。有機物も浮遊性有孔虫も深度 6m 付近に変曲点があ

り、それ以浅と以深で傾きの異なる２つの直線に分かれる。この原因は不明であるが、

異なる測定材料で似た傾向を示すことから、海洋循環や水塊構造の変化に伴う海洋レザ

バー効果の時間変化などの可能性が考えられる。実際この海域では最終氷期最盛期から

後氷期にかけての時期の海洋レザバーが完新世のそれとは異なっていたことが報告され

ており 9）、海洋環境変化との関係の検討が必要である。一方、C9035 Hole B コアに挟在

する３枚の明瞭な火山灰層（図２－３－②－２）のうち、最上位のものと最下位のもの

は近傍から得られた放射性炭素年代と近接する海域から報告されている火山灰層序 9）か

ら、鬼界－アカホヤ（K-Ah）火山灰と姶良 Tn（AT）火山灰にそれぞれ対比できる可能性

が高い。これらの対比を今後確定することで、より正確な堆積年代モデルの構築が可能

となる。コア基底部の年代とコアに挟在するタービダイトの枚数から、タービダイトの

平均堆積間隔として 200 年程度の値が得られる。この値は、金洲ノ瀬トラフの表層部分

のコアから報告されている間隔 8）、15)にほぼ等しく、ここでは過去約４万年間にわたって

同じ程度の間隔でタービダイトが繰り返し堆積してきたことを示す。またこの値は南海

トラフ沿いの巨大地震の発生間隔とされる 150〜200 年 4）と調和的である。ただし、タ

ービダイト間の半遠洋性泥の厚さは均一ではないので、堆積間隔にはばらつきがあると

考えられる。今後、浮遊性有孔虫の年代測定の数を増やし、ばらつきを評価することが

重要である。 
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図２－３－②－３ 御前崎沖から採取された C9035 Hole B コアの半遠洋性泥中の

浮遊性有孔虫（青色）、有機物（灰色）およびタービダイト泥中の有機物（オレンジ

色）の年代測定結果。縦軸が放射性炭素年代（年）、横軸がタービダイト部分を除い

た半遠洋性泥の深度（cm）。 

 

C9035 Hole B コアについては古地磁気測定に基づく堆積年代推定も試みた。これは今

後実施される浮遊性有孔虫による年代測定とのクロスチェックとともに、既存あるいは

今後採取されるコアとの対比のポイントの情報を得るためである。海底堆積物には地磁

気変動が記録されていることが知られており、50cm／千年程度以上の堆積速度を持つ堆

積物では地磁気の詳細な永年変化が記録され、その記録を基準曲線と対比することで海

底堆積物の高解像度年代モデルの構築やそれを基にした地震・津波イベントの対比が可

能である 13）、17)。先行研究により金洲ノ瀬トラフの堆積速度は速いことが知られている

8）ので、高品質な古地磁気記録が得られることが期待された。今回、C9035 Hole B コア

から 40 本の２×２cm 断面の u-channel 試料を分取し、高知大学の高感度パススルー型

超電導磁力計により測定を行った。本年度は全体の概要把握のための予察的測定とした

が、u-channel 試料の測定結果にはセンサー特性が含まれるため、これを取り除くデコ

ンボリューション処理 18）を今後実施する予定である。科学掘削で用いられる水圧式ピス

トンコアリングでは採取試料に掘削残留磁化と呼ばれる垂直方向の大きな人工的磁化が

付着することが知られている 1）が、これは 20mT 程度の交流消磁で除けるとされている。

「ちきゅう」船上で実施した交流消磁前と今回の交流消磁後の磁化の方向を比較すると

伏角が 10〜30°程度浅くなり、磁化強度も１オーダー程度小さくなっている（図２－３

－②－４）ことから垂直方向の大きな掘削残留磁化は消去できていると考えられ、すな

わち自然残留磁化の方位変化である永年変化が得られたと考えられる。さらに、掘削時

に生ずるコア深度 10m 毎のズレを補正して得られたのが図２－３－②－５である。琵琶

湖から報告されている永年変化曲線 3）、7)と予察的に対比してみると C9035 Hole B コア

に挟在する２枚の火山灰層の層準は琵琶湖での K-Ah と AT 火山灰の層準とよく一致して

いることがわかる。これは前述の放射性炭素年代測定の結果と矛盾しない。さらにこの

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

40000

45000

0 500 1000 1500 2000 2500 3000

Conventional (pF) Conventional (T) Conventional (H)



62 

 

二つの層準を鍵に二つの曲線を比較すると、偏角や伏角の変化は互いに類似し、C9035 

Hole B コアで得られた結果は古地磁気永年変化曲線を示していると考えられる。今回は

予察的な測定であったが、今後はさらに段階的な交流消磁により磁化の安定性を確認し、

対比の精度をあげていく予定である。 

 

 

 

図２－３－②－４ C9035 Hole B コアにおける交流消磁前（赤）と 20mT での交流

消磁後（青）の伏角（a）と磁化強度（b）の比較。縦軸は深度（m）。 
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図２－３－②－５ C9035 Hole B コアにおける交流消磁後の偏角（a）と伏角（c）

および琵琶湖の古地磁気永年変化記録の偏角（b）と伏角（d）。琵琶湖の赤線は Ali 

et al. （1999）15）、黒線は Hayashida et al.（2007）16）による古地磁気永年変化

曲線。C9035 Hole B コアの火山灰は予察的な対比に基づく。a、c の縦軸は深度（m）。 

 

次に、このタービダイトの堆積プロセスをタービダイト泥と半遠洋性泥に含まれる有

機物の放射性炭素年代測定結果から考察する。タービダイト泥の放射性炭素年代値は近

傍の半遠洋性泥のそれと大きな違いはなく（図２－３－②－３）、日本海溝の陸側斜面で

報告された 12)のと同様な地震動による表層堆積物の再懸濁・再移動起源のタービダイト

である可能性が高い。地震動により再移動した表層堆積物の厚さは日本海溝陸側斜面で

は数〜10 数 cm 程度と考えられており 14)、堆積速度の速い斜面域ではタービダイトを用

いた巨大地震履歴の解読に適した堆積プロセスと考えられている 12)。一方、御前崎沖で

はタービダイト泥と半遠洋性泥の年代差はほぼ０年〜2000 年程度で、500〜1000 年程度

が多く、日本海溝陸側斜面のそれ（数百年以下 12)）よりもやや大きい。これは、御前崎

沖の斜面域の方が平常時の堆積速度が遅く、地震によりほぼ同じ厚さの表層堆積物が再

移動してもより古い堆積物まで移動することが可能であるからと考えられる。 

地層記録からの地震・津波履歴の解読においては、その場に残されたイベント堆積物

がどの程度の規模の地震・津波の記録であるかの理解が重要である。これを理解するた

め、C9035 Hole A および C9035 Hole B コアの表層部分の堆積物について放射性セシウ

ムと過剰鉛-210 の測定を行い、コア中のイベント堆積物と歴史地震との対比を試みた。

結果は、測定試料から放射性セシウムは検出できず、過剰鉛-210 のアクティビティも

C9035 Hole A の最上部のタービダイト泥の層準を除くと低く（図２－３－②－６）、年

代の特定に至らなかった。今後、C9035 Hole B コア最上部の過剰鉛-210 の鉛直分布から

の年代推定を試みる予定である。 
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図２－３－②－６ 御前崎沖から採取された C9035 Hole A および C9035 Hole B コ

ア最上部の過剰鉛-210 の測定結果 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

以上のように、令和２年度の海底堆積物コアの分析結果から以下のことがわかった。

御前崎沖では「ちきゅう」による掘削コアの分析から、挟在する多数のタービダイトの

平均堆積間隔が南海トラフ沿いの巨大地震の発生間隔にほぼ等しい 200 年程度であるこ

とがわかった。また、タービダイト間の半遠洋性泥とタービダイト泥中の有機物の放射

性炭素年代の差が小さいことから、これらのタービダイトの多くは地震時の震動により

海底表層堆積物が再懸濁・再移動して形成されたと考えられた。このような表層堆積物

再懸濁の堆積プロセスから形成されたタービダイトが海底堆積物を用いた地震履歴の検

討に有効であることがわかった。一方で、タービダイト間の半遠洋性泥の厚さは均一で

ないので、タービダイトの堆積間隔にはばらつきがあると推定され、このばらつきの評

価は今後の大きな課題である。また、コアの表層部に挟在するタービダイトの堆積年代

と歴史地震との関係の解明はこの場所のタービダイトがどのような地震で形成されたも

のかの理解に重要である。表層付近のタービダイトの堆積年代を過剰鉛-210 の深度プロ

ファイルから検討することが必要である。さらに、タービダイトの堆積年代を古地磁気

測定から推定できる可能性が示された。これは特に浮遊性有孔虫の含有量が少ない堆積

速度の速い堆積物コアや高緯度海域の珪藻質堆積物からなるコア、大水深からの堆積物

コアの解析で有効である。御前崎沖の掘削コアから得られたさまざまな年代データを統

合し、より信頼性の高い年代モデルの構築とそれに基づく地震履歴の解読を進める必要

がある。 
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Repeated occurrence of 

surface-sediment 

remobilization along 

the landward slope of 

the Japan Trench by 

great earthquakes 

Ikehara, K., 

Usami, K. and 

Kanamatsu, T. 

 

Earth, 

Planets and 

Space 

 

2020 年 8

月 

 

国外 

 

X-ray fluorescene core 

scanning, magnetic 

signatures, and organic 

geochemistry analyses 

of Ryukyu Trench 

sediments: Turbidites 

and hemipelagites 

Hsiung, K.-H., 

Kanamatsu, T., 

Ikehara, K., 

Usami, K., 

Horng, C.-S., 

Ohkouchi, N., 

Ogawa, N., 

Saito, S. and 

Murayama, M. 

Progress in 

Earth and 

Planetary 

Science 

 

2021 年 1

月 

 

国外 

 

The link between upper-

slope submarine 

landslides and mass 

transport deposits in 

the hadal trenchs 

Usami, K., 

Ikehara, K., 

Kanamatsu, T., 

Kioka, A., 

Schwestermann, 

T. and 

Strasser, M. 

Understanding 

and Reducing 

Landslide 

Disaster 

Risk, Volume 

1 Sendai 

Landslide 

Partnerships 

2021 年 1

月 

 

国外 
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and Kyoto 

Landslide 

Commitment, 

Springer 

 

(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

なし 

2) ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 

 

③ 陸域における地震・津波履歴調査 

(a) 業務の要約 

陸域における地震・津波の履歴調査は、南海トラフ沿い東縁の駿河湾奥から西縁の九

州東部沿岸にかけての５地域において、おもに既存の堆積物コア試料の分析（おもに放

射性炭素同位体年代測定）を行い、一部で新たに掘削調査を行った。その結果、南海ト

ラフ東縁にあたる静岡県富士市の浮島ヶ原では、1707 年宝永地震、1605 年慶長地震、

1498 年明応地震、1361 年正平地震、887 年仁和地震にそれぞれ対応する可能性のある沈

水イベントを確認した。南海トラフ中部に面する紀伊半島では、三重県南伊勢町のこが

れ池で 1959 年の伊勢湾台風によるストーム堆積物および 1707 年宝永地震、1361 年正

平地震、887 年仁和地震による津波堆積物の可能性のあるイベント層、和歌山県那智勝

浦町八尺鏡野地区で 5400 年前ころから 2400 年前ころまでの約 3000 年間に７回の浸水

イベントをそれぞれ確認した。南海トラフ西部に面する四国中部の高知県高知市春野町

仁ノ地区では約 2200～2500 年前に堆積したイベント砂層と沈水を示唆する堆積物の変

化を確認した。南海トラフ西縁に面する九州東部の宮崎県串間市一里崎付近では約 2300

年前以降に形成された津波堆積物の可能性のあるイベント層をそれぞれ確認した。 

 

(b) 業務の成果 

1）  静岡県富士市・浮島ヶ原 

静岡県富士川市の浮島ヶ原の湿原堆積物の従来の記載した Fujiwara et al. 

(2016)1)によれば、南海トラフ東端（駿河トラフ）に面した同地域の堆積物には、過去

の東海地震に関連した地殻変動の繰り返しが沈水イベントというかたちで記録されて

いる。このイベントは主に層相の変化から読み取られているが、歴史地震との対比は

必ずしもうまくいっていない。この問題を解決するため、産業技術総合研究所では、

浮島が原で採取された既存のボーリングコア試料（図２－３－③－１）の解析を行っ

てきた。これまでの研究から、最も新しい沈水イベントは 1707 年宝永地震か 1498 年

明応地震、２番目に新しいイベントは 1498 年明応地震か 1361 年正平（康安）地震、

３番目に新しい沈水イベントは 1096 年永長地震か 887 年仁和地震に対応する値を示
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すことが明らかになった。本プロジェクトでは、従来のコア試料解析にベイズ統計を

用いた Age-depth モデルを導入することにより、イベント発生時期の特定を試みた。 

 

 

図２－３－③－１ 2010 年度～2012 年度にボーリング調査が行われた場所（藤

原・澤井, 20142）を改変）（静岡県富士市。国土地理院発行 1:25000 地形図「吉

原」「沼津」を使用）。 

 

放射性炭素年代測定結果を、Haslett and Parnell (2008)3)で示されたアルゴリズ

ムによる Age-depth モデル 4)に当てはめた。この際、暦年校正曲線は、Intcal13 を用

いた。その結果、これまでに大型植物化石および珪藻化石から明らかになっている沈

水イベント（上位より A～K）のうち、歴史時代に相当するイベント A～F は以下の年

代を示した。イベント A：西暦 1690-1780、イベント B：西暦 1550-1630、イベント C：

西暦 1400-1460、イベント D：西暦 1320-1390、イベント E：西暦 900-990、イベント

F：西暦 530-600。なお、これらの年代は計算過程による乱数のばらつきを考慮し、下

１桁を四捨五入した値になっている。また、年代幅は四分位範囲の値である。この結

果から、イベント A は 1707 年宝永地震、イベント B は 1605 年慶長地震、イベント C

は 1498 年明応地震、イベント D は 1361 年正平地震、イベント E は 887 年仁和地震に

対応する可能性がある。 
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図２－３－③－２ 浮島が原で採取されたボーリング試料の堆積年代曲線。薄い

灰色の領域は事後確率分布を表している。 

 

2) 三重県南伊勢町・こがれ池 

放射性炭素同位体年代測定の測定物には、植物の種子・果実等の小型の植物化石と

花粉を使用した。植物化石については、大型植物化石は、バルク試料をふるい（250 µm

メッシュ）にかけ、実体顕微鏡下で拾い出した。測定は、加速器質量分析法を用いた。

花粉については、層厚にして４cm に分割した堆積物から花粉を抽出し、測定物とした。

また、１～３cm の厚さの堆積物を乾燥させメノウ乳鉢にてすりつぶしたものを測定試

料として、ゲルマニウム半導体検出器を用いたガンマ線放出核種の測定を行った。放

射性炭素年代測定とガンマ線の測定によって得られた年代値を基に、堆積曲線（Age-

Depth モデル）の推定を行った。堆積曲線の作成には、ベイズ統計を用いた年代統計

学のパッケージである Bchron3）、4)を利用した。 
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図２－３－③－３ 分析を行った湖底堆積物が採取されたこがれ池の位置（三重

県南伊勢町。国土地理院発行 1:25000 地形図「贄浦」を使用）。 

 

放射性炭素同位体年代測定とガンマ線放出核種の測定結果を基に Age-Depth モデ

ルの作成と、見つかったイベント堆積物 16 枚（湖底からの深度が浅い順に E1-E16 と

命名）の堆積年代の推定を行った。そのうち、E2 の堆積年代は 278-201 cal yr BP（西

暦 1672-1749 年）、E4 の堆積年代は 629-551 cal yr BP（西暦 1321-1400 年）、E5 の堆

積年代は 1147-1054 cal yr BP（西暦 803-896 年）であった（年代幅は全て四分位範

囲）。従って、E2 は 1707 年宝永地震、E4 は 1361 年正平地震、E5 は 887 年仁和地震に

よる津波堆積物の可能性がある。また、E1 については、放射性セシウムの検出限界よ

りも上位に確認されたことから、1959 年の伊勢湾台風によるストーム堆積物の可能性

がある。 
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図２－３－③－４ こがれ池の湖底堆積物の堆積曲線（Age-Depth モデル）。灰

色で年代測定の結果、水色で年代の事後確率分布を示している。 

 

3) 和歌山県那智勝浦町八尺鏡野地区 

和歌山県那智勝浦町八尺鏡野地区には、太田川河口から約 1.2km 遡った右岸側に幅

100m 以下、奥行き約 400m の溺れ谷状の湿地が分布する（図２－３－③－５）。この湿

地の海側から陸側に向けて設定した約 100 m の測線上の４箇所（海側から YT-01、YT-

01-2、YT-02、YT-03）で、文部科学省委託事業「南海トラフ広域地震防災研究プロジ

ェクト」（文部科学省研究開発局・海洋研究開発機構, 2020）5)において産業技術総合

研究所が令和元年に採取した堆積物コア試料（コア径約５cm）について、層相観察を

行った。また層相観察の結果で過去の浸水イベントを示す痕跡が見つかった層準につ

いては、そのイベント層準の直上と直下のそれぞれ層厚１〜３cm 程度の堆積物を年代

測定用試料とした。年代測定用試料は、実体顕微鏡による観察で堆積物からおもに植

物化石（葉や果実）を拾い出し、放射性炭素同位体年代測定を実施した。 
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図２－３－③－５ 八尺鏡野湿地における掘削調査地点の位置。地理院タイル使用。 

 

堆積物コア試料は、YT-01 で深度 2.5 m、YT-01-2 で深度 2.2 m、YT-02 で深度５m、

YT-03 で深度６m までそれぞれ観察され、層相からみておおまかに４つのユニット

（Unit 0〜3）に区分できる（図２－３－③－６）。Unit 0 は YT-03 の最下位にのみ見

られ、基盤の熊野層群の可能性がある。その上位には暗褐色有機質シルト（Unit 1）、

黒〜暗褐色泥炭（Unit 2）、黒〜暗褐色有機質シルトおよび黄灰色シルト〜粘土（Unit 

3）が分布する。YT-01、YT-01-2 では Unit 1 の下、YT-02 では Unit 2 の下にそれぞれ

厚い砂礫が分布するが、これは海側ほど分布高度が高まっていることから、浜堤を構

成する砂礫層の可能性がある。浸水イベントを示すとみられる砂層については、YT-02

のコアを重点的に観察し、少なくとも８層が確認できた。このうち最上位のものを除

く７層について放射性炭素同位体測定を行った。その結果、最下位の層（E1.2）でお

およそ 5400〜5000 年前の年代を示し、それより上位の５層（E1.3〜1.6、E2.1）はお

およそ 5300〜3900 年前の間、さらに上位の層（E2.2）はおおよそ 2700〜2400 年前の

年代を示した。 
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図２－３－③－６ 八尺鏡野湿地での掘削で得られたコアの地質柱状図。 

 

4) 高知県高知市春野町仁ノ地区 

高知県高知市春野町仁ノ地区の沿岸低地の２地点において、文部科学省委託事業「南

海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」（文部科学省研究開発局・海洋研究開発機構, 

2020）5)において産業技術総合研究所が平成 30 年度にハンディージオスライサーを用

いて採取した堆積物試料の観察を行った。（図２－３－③－７、８）。観察には剥ぎ取

り標本及び軟 X 線写真を用いた。剥取り標本は親水性樹脂を使用して作成される。砂

礫などの間隙の大きい粗粒堆積物は、泥質の細粒堆積物に比べ樹脂が染み込みやすい

ため、剥取り標本は堆積物の粒度を反映して粗粒堆積物で厚くなる。よって、剥取り

標本は粒度の違いや堆積構造を読み取るのに有用である。また、実体顕微鏡下で堆積

物中から拾い出した植物化石（果実）の放射性炭素年代測定も行った。これらの植物

化石は堆積物そのものや木片、炭化物に比べ真の堆積年代を示す可能性が高く、イベ

ント年代の推定に適した測定試料である。 
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図２－３－③－７ 高知市春野町の調査地域。地理院地図を使用。 

 

春野町仁ノ地区の沿岸低地は仁淀川河口左岸に位置し、標高約０～２m と非常に低

平である。海岸には現成の砂丘が分布し、その背後には海岸線と平行に小松の沼と呼

ばれるラグーンが広がる（図２）。小松の沼の北側の低地は水田として利用されており、

分析に使用したジオスライサー試料は海岸から約 700m 内陸の水田で採取された。 

 

図２－３－③－８ 春野町仁ノの掘削地点。位置は図１を参照。赤丸の地点で

はハンドコアラー、青丸の地点ではハンドコアラーおよびハンディージオス

ライサーを用いて掘削を行った。地理院地図を使用。 

 

調査地域の地下約 2.5m までの表層地質は主に粘土および有機質粘土や泥炭からな

る（図２－３－③－９）。深さ約 0～1.5m までは非常に粘着質の青灰色粘土層で、地点

によって細粒砂を多く含むが植物片など有機物がほとんどみられない。深さ約 1～
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2.5m は主に植物片に富む有機質粘土層や泥炭層からなり、上位の青灰色粘土層との地

層境界は多くの地点で不明瞭である。X-X’測線中央部や Y-Y’測線では、有機質粘土

層中に細粒～中粒砂からなる砂層や砂質層が挟在する。これらの砂層はハンドコアラ

ー試料で多く観察されたが、確認された砂層の数は地点間で異なっており、特定の砂

層の面的な広がりは不明である。 

 

 

図２－３－③－９ X-X’測線及び Y-Y’測線で採取されたハンドコアラーの柱状図 
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Y-Y’測線の南側の２地点（Y-1、Y-2）では、表層地質をより詳細に観察し、年代測

定用試料を採取するため、ハンディージオスライサーを用いて掘削を行った（図２－

３－③－８、９、１０）。 

 

 

図２－３－③－１０ ジオスライサー試料の柱状図（左）とその剥取り標本（右）。

(a)地点 Y-1 で採取されたジオスライサーHN-G1、(b)地点 Y-2 で採取されたジオ

スライサーHN-G2。 

 

地点 Y-1 及び Y-2 で採取されたジオスライサーHN-G1 及び HN-G2 においても、上位

には砂礫を含む粘土層、下位に有機質粘土層が見られた。HN-G1 の標高約-90～-120cm

には有機質粘土層が分布し、管状の堆積構造が観察された。一方、HN-G2 の有機質粘

土層中には同様の堆積構造は確認されず、全体的に植物片が多く含まれる。HN-G1 の

最下部には砂礫層が分布する。HN-G2 においても標高約-150cm に砂礫層が存在するが、

層厚は HN-G1 に比べ薄い。また、HN-G2 の標高約-60～-140cm の有機質粘土層中には、

パッチ状あるいはシート状の砂層が多く挟在する。これらの砂層は粗粒砂を主体とす

るものが多い。これらの砂層と周囲の粘土層の境界は比較的明瞭である。上下で得ら

れた年代値からは、これらの砂層は約 2200～2500 年前に堆積したと考えられる。しか

し、HN-G2 の下部で得られた年代は、近接する HN-G1 の下部で得られた年代よりも約

2000 年も若く、どちらかの年代値が真の堆積年代を示していない可能性もある。 
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HN-G1 で観察された管状の堆積構造は上位の砂礫の混じる粘土層と同一のものと考

えられる粘土で充填されており、巣穴などの生痕化石であると考えられる。以上の観

察結果から、砂礫の混じる粘土層の下部は海水の影響下で堆積した可能性がある。一

方、有機質粘土層は淡水成と考えられ、これら一連の地層は淡水から海水への堆積環

境の変化を捉えている可能性がある。有機質粘土層の下限付近からは 4530-4420 cal 

BP の放射性炭素年代が得られており、約 4500 年前に有機質粘土層が堆積し始めたと

みられる。 

5) 宮崎県串間市一里崎 

日向灘周辺で発生する巨大津波による浸水の履歴を明らかにするために、文部科学

省委託事業「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」（文部科学省研究開発局・海

洋研究開発機構, 2020）5)において産業技術総合研究所では令和元年度に日向灘に続

く志布志湾に面した宮崎県南部の串間市一里崎付近（図２－３－③－１１）において

人力による掘削機器（ハンディコアラー）を用いた地質試料採取調査を実施した。本

プロジェクトではこれまでに得られた試料中に見られた津波堆積物の可能性がある砂

層の形成年代を推定するために、年代測定試料を抽出し、５件の依頼分析を実施した。

さらに、この砂層の面的な広がりを確認するために、近接する２地点において人力に

よる掘削機器（ハンディコアラー）を用いた地質試料採取調査を実施した。 

 

 

図２－３－③－１１ 調査範囲の位置。国土地理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

宮崎県串間市一里崎周付近においてこれまでに実施された調査では、深さ 0.2ｍ程

度までの表層付近は耕作土、深さ 0.2ｍから２ｍ程度までは有機質粘土層、深さ２ｍ

よりも深いところでは泥炭からなり、有機質粘土層や泥炭層の中には、津波堆積物の
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可能性がある複数の砂層が存在することがわかっていた。このうち、深さ２～2.5ｍ程

度に位置するイベント層 B は、層厚１cm～数 cm 程度の層が２～３枚断続的に累重す

る。各層には粒径数 mm 程度の白色多孔質軽石（パミス）が濃集しており、石英や長石

といった鉱物や有孔虫などの微化石はほとんど含まれない。一方、深さ１～1.5 m 程

度に位置するイベント層 A は、層厚１cm～数 cm 程度の層が１～４枚断続的に累重し、

各層は石英や長石を主体とした細粒～中粒砂からなり、パミスや微化石はほとんど含

まれない。従来の堆積相解析や年代測定からは、本調査地のイベント層 B が本調査地

から南東に約３km 離れた場所で Yamada et al. (2019)6)が報告した約 4600 年前に津

波で形成された軽石質津波堆積物に対比されうる可能性が示唆されている。 

本業務では２つのイベント層の形成年代をより確実に推定するために、５件の放射

性炭素年代測定を行うとともに、２つのイベント層の面的な広がりを確認するために

新たに２地点で掘削調査を実施した（図２－３－③－１２）。その結果、イベント層 B

が Yamada et al. (2019)6)による約 4600 年前の軽石質津波堆積物である可能性が極

めて高いことが明らかとなった。一方、イベント層 Aは放射性炭素年代測定から約 2300

年前以降に形成されたと考えられるが、現時点では形成年代を精度よく推定すること

ができていない。また、新たな２地点での掘削調査の結果、２つのイベント層がこれ

までの地点とほぼ同じ深度でみられた。２つのイベント層が面的に広がりを持つこと

が明らかとなったことから、イベント層 B だけではなくイベント層 A も津波堆積物で

ある可能性が高いと考えられる。 

 

図２－３－③－１２ 宮崎県串間市一里崎周付近で採取した試料の柱状図と 14C

年代測定試料採取層準。赤字で地点名を記した IC-W3 および IC-W4 の柱状図は今

年度の掘削調査で得られた成果。年代値の中で、赤字で示したものが今年度実施

した測定結果。 

 

 

 



80 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

南海トラフ沿い陸域沿岸の５地域で得られている堆積物試料について分析し、明ら

かになったことと、今後の課題はそれぞれ以下の通りまとめられる。 

静岡県富士市において採取された既存のボーリングコア試料について、放射性炭素

年代測定に基づいた Age-depth モデルの検討を行った結果、これまでに明らかにされ

た沈水イベントのうち、イベント A は 1707 年宝永地震、イベント B は 1605 年慶長地

震、イベント C は 1498 年明応地震、イベント D は 1361 年正平地震、イベント E は 887

年仁和地震に対応する可能性があることが明らかになった。 

三重県南伊勢町のこがれ池から採取された既存のコア試料の湖底堆積物中には、

1707 年宝永地震、1361 年正平地震、887 年仁和地震による津波堆積物と、1959 年伊勢

湾台風のストーム堆積物が保存されている可能性がある。今後は、Age-Depth モデル

について、Bchron 以外のプログラムでも作成することで、各イベント層の堆積年代に

ついてさらに詳細に検討を行う予定である。 

和歌山県那智勝浦町八尺鏡野湿地では既存のコア試料について観察し、過去に少な

くとも８回の浸水イベントを示す砂層が確認された。それらのうち最上位の砂層を除

く７層は 5400〜2400 年前の放射性炭素同位体年代を示した。平均再来間隔は 400〜

600 年程度である。これらの結果は、和歌山県串本町など周辺地域で行われた既存の

津波堆積物調査の結果と対比可能と考えられ、今後それらの年代と慎重に比較検討し

ていく必要がある。 

高知県高知市春野町の海岸低地ではハンディージオスライサーを用いて採取された

堆積物試料の観察および放射性炭素同位体年代測定を実施し、有機質粘土層に挟在す

る砂層を複数確認した。これらの砂層は約 2200～2500 年前に堆積した可能性がある。

また、当地域では有機質粘土層から有機物に乏しい粘土層への層相変化が確認され、

堆積環境も淡水から海水の影響下に変化した可能性が示唆された。この層相変化は地

震性沈降によって生じた可能性があるが、仁淀川河口でのラグーンの形成・拡大など

の環境変化でも説明可能であり、今後は微化石分析などから成因の検討を行う必要が

ある。 

宮崎県串間市一里崎付近では、既存の堆積物コア試料に年代分析を５件行うととも

に、追加の掘削調査を２地点で実施した。既存試料からは２つのイベント層が見出さ

れていたが、追加掘削調査の結果、これらが面的な広がりを持つことが確認でき、津

波堆積物である可能性が高いことが明らかとなった。放射性炭素年代測定の結果、イ

ベント層 B が約 4600 年前に発生した津波によって形成されたものであると考えられ

る。また約 2300 年前以降に形成されたイベント層 A は、今後形成年代をより精度よく

推定するために追加の年代測定が必要である。さらに、堆積物コア試料には地殻変動

の可能性を示唆する堆積相の変化がみられるが、今後珪藻化石分析など各種分析を実

施することで、古地震との関連性を検証する必要がある。 
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④ 史料に基づく南海トラフ巨大地震の履歴 

(a) 業務の要約 

歴史時代の史料に基づくと南海トラフ巨大地震の履歴は 684 年白鳳地震まで遡るこ

とができ、昭和東南海・南海地震を含めて９回発生していることがわかっている。昭

和から安政、宝永、明応と一連の南海トラフ巨大地震の事例を見てもその地震発生域

には多様性を含んでいるため、これらの波源評価に関連する情報を可能な限り入手し、

詳細な波源の検討を行うとともに、地震発生の多様性を定量的に示すとともに、地震
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発生推移予測の重要な拘束条件を示すことができる。そこで本業務では、静岡県西部

において明応東海地震の津波痕跡評価に資する史料調査と北米西岸で観測された潮位

波形から安政東海・南海地震の発生時間差の推定、体験談に基づいた現地測量から昭

和東南海・南海地震の津波痕跡調査を実施した。その結果、まず静岡県遠州沿岸にお

いて現在閲覧可能な史資料が、現存している明応東海地震の全てであることが分かっ

た。一方、元島遺跡の膨大な発掘資料や元島遺跡近郊の太田川河岸のトレンチから大

規模な津波堆積物が見つかっていることから、今後はこのような遺跡資料も積極的に

利用して、地震津波履歴情報の拡充を図っていく必要がある。また北米西岸で観測さ

れた潮位波形から推定される安政東海・南海地震の発生時間差は 30時間 54分であり、

歴史資料調査の結果と概ね整合することが分かった。さらに昭和東南海・南海地震の

津波痕跡高は 1.3～6.8m で、県南ほど高くなる傾向にあることが分かった。令和二年

度は津波到達地点が特定できる記述のみを抽出したが、地震動の有感記録のみを記述

した史料もあるため今後さらなる調査が必要になる可能性がある。 

 

(b) 業務の成果 

1）  静岡県遠州灘における史資料調査 

歴史時代の史料に基づくと、南海トラフ巨大地震の履歴は 684 年白鳳地震まで遡る

ことができ、その再来間隔については大まかな被害の様相に関する記述から推定する

と、昭和東南海・南海地震を含めて９回発生していることがわかっている（図２－３

－④－１）。ただし、被害地域やその程度を詳細に特定することができるのは、具体的

な被害状況を記した史資料が残されるようになった明応東海地震の事例からである。

江戸期に入ると識字率の上昇に伴って、宝永地震の被害事象に関する史料数は爆発的

に増え、安政東海・南海地震では 2000 点に及ぶ史料が確認されている。それ以前の地

震についての史料は極端に少なくなり、地震や津波の発生に起因して形成される海域

（２－３－②節参照）や陸域（２－３－③節参照）に残された堆積物を利用すること

になる。 

昭和から、安政、宝永、明応と一連の南海トラフ巨大地震の事例（図２－３－④－

１）を見ても、その地震発生域には多様性を含んでいるため、これらの波源評価に関

連する情報を可能な限り入手し、詳細な波源の検討を行うとともに、地震発生の多様

性を定量的に示すとともに、地震発生推移予測の重要な拘束条件を示すことができる

と考えられる。そのような状況を鑑み、令和２年度では静岡県西部において明応東海

地震の津波痕跡評価に資する史料調査を行った。明応東海地震を対象とした理由とし

ては、史料に基づいて津波や地殻変動の痕跡分布を評価し得る最古の事例であること

や一連の南海トラフ巨大地震のうち、東海セグメントが全域にわたって滑りが生じた

と考えられているのは 1854年安政東海地震と 1498年明応東海地震であるからである。 

明応東海地震の諸相については、中世に遡るために史料が十分残されているとはい

えないが、津波の被害が甚大で、静岡県西部の天竜川、太田川、菊川流域や富土川流

域で山崩れ、菊川下流域の軟弱地盤地帯での噴泥が著しかったことがわかっている。

また、焼津や伊豆西岸の仁科で津波被害が大きかったことに加え、浜名湖の今切がこ

の地震によって切れて、海に通じたことが知られている 15）。 
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明応東海地震に関する各地の津波高について、津波痕跡データベース（東北大学災

害科学国際研究所、オンライン）から、津波痕跡の信頼度が C 以上を抽出した（図２

－３－④－２）。ここで、痕跡信頼度は岩渕・他（2012）10)によって定められた津波痕

跡信頼性階級であり、A: 古文書・郷土史等に記載され、痕跡の場所を現在でも確認で

き、しかも近年になって測量されて高さの確定されたもの、B：古文書・郷土史等に記

載され、痕跡の場所を現在でも確認できるが、近年の再測量のなされていないもの、

C:古文書等に記載、或いは言い伝えられてはいるが、字名、集落名などにとどまり、

到達地点を確かめることのできないもの、D: 文書等の関連現象・被害の記述から推測

されたもの、と定義される。図中の痕跡値の多くは都司・他（2013）19)による値であ

る。図から、伊豆半島西部や磐田市で極めて高い津波となっていることがわかる。た

だし、中世の地震津波に関する史料は、江戸時代と比べて記載内容をその時代背景を

踏まえて解釈していく必要があり、また、史料のみではなく、地質記録と合わせて検

討する必要がある。また、2011 年東北地方太平洋沖地震以降、日本全国の地震津波防

災意識の高まりから、各地域における郷土誌などには、新たに見出された史料の紹介

や未翻刻史料の解釈が掲載されることが多くなっている。そこで、本業務では、静岡

県西部における郷土誌も含めた史料の再調査と、これまでの研究成果を踏まえて、明

応東海地震の津波痕跡評価の指針について検討を行った。 

史料調査は、静岡県遠州沿岸の主要蔵書施設（静岡県立中央図書館、静岡県歴史文

化情報センター、掛川市立中央図書館、同市大東図書間、磐田市立中央図書館、同市

立福田町図書館、浜松市図書館）で実施した。この史料調査で、明応東海地震に関す

る新出史料を見出すことはできなかった。すなわち、静岡県遠州沿岸においては、現

在閲覧可能な史資料が現存しているすべてといえる。なお、明応東海地震以外の地殻

変動や津波痕跡に関する史資料は、宝永地震で８点、安政東海地震で 17 点見出すこと

ができた。これらは次年度以降に検討を進める予定である。 

前述のとおり、中世の史料に記述されている内容は、自然や政治的影響を含む人工

的な地勢改変により、現況の地勢とは大きく異なる場合が多く、史料だけに頼って津

波痕跡の解釈を行うことは早計の場合が多い。一方で、遠州灘では中世の遺跡が数カ

所発掘されており、発掘過程で津波堆積物と考えられる地層が見出されている 15)。以

下に、史料と地質情報を組み合わせた明応東海地震の津波痕跡地の解釈の一例を示す。 

この地震の津波被害の実態を知り得るものとして『円通松堂禅師語録』20)が著名で

あり、この史料には「…群者近隣之賈客、八宗之仏民架寺院僧坊。并歌舞伎楽遊燕之

輩、一朝不渉乎時刻、洪濤滔天来。而一弾指頃、掃地総巻去。」とある。瞬く間に、津

波によって集落が掃き去られ跡形もなくなったと記されている。都司・他（2013）19)

は、近隣の商人で賑わっていたことや八つの宗派毎の寺院があることなどから、この

記述に該当する集落は掛塚と断定している。一方、木村（2014）12)は、本史料の失わ

れた集落として、元島遺跡の可能性を指摘している。元島遺跡は 15 世紀まで栄えた湊

街の跡が発掘され、16 世紀に入ると急に衰退したとされている 11)。また、当該遺跡に

は津波堆積物と思われる地層が見出されていること、元島遺跡近郊の太田川河岸のト

レンチから場所によっては層厚が 70 cm に及ぶ大規模な津波堆積物が発見されている

6)。元島遺跡については膨大な発掘資料 11)が残されている。16 世紀頃の海岸線や太田
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川の河道状況の復元も必要になるが、これらの史資料や遺跡資料を津波堆積物分布の

読み取りという視点で再分析することによって、津波による土砂堆積分布を明らかに

できる可能性がある。さらに土砂堆積分布の観測値と数値計算による解析値 8)を組み

合わせることによって、明応東海地震の波源規模を推定できる可能性がある。前述の

元島遺跡と同様に、湖西市の長谷川元屋敷遺跡でも明応東海地震によると考えられて

いる津波堆積物が同定されている 13）、17）。今後はこのような遺跡資料も積極的に利用

して、地震津波履歴情報の拡充を図っていく必要がある。 

 

図２－３－④－１ 史料に基づく南海トラフ巨大地震の再来間隔。Ishibashi（2004）9)

を改変。 
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図２－３－④－２ 明応東海地震の津波痕跡高分布。 

 

2）  1854 年安政東海・南海地震の津波励起時刻と発生時間差 

本業務では、1854 年 12 月 23～24 日にかけて発生した安政東海・南海地震津波が北

米西岸のサンフランシスコ及びサンディエゴの検潮所で観測されている 4）、16)ことに

着目して、それらの津波波形の特徴を調べて津波伝播数値シミュレーションで求めた

計算波形と比較することで安政東海・南海地震の津波励起時刻とその時間差を推定し

た 15）（図２－３－④－３、図２－３－④－４）。 
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図２－３－④－３ 安政東海・南海地震津波の震央と検潮所の位置。コンターは地震

発生からの津波初動到達時刻（単位は時間）を示す。 
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図２－３－④－４ 北米西岸における検潮所の周辺地形。(a)・(c)はサンフランシス

コ湾、(b)・(d)はサンディエゴ湾の詳細地形をそれぞれ示す。 

 

まず、大森 (1913)16)に掲載されている潮位波形は紙媒体であるため、Golden 

Software 製 Didger 4 を使って１分間隔でデジタル化した。デジタル化した波形に対

して、まず理論潮汐曲線の山谷に基づいて記録紙の歪みを修正した。次に、潮汐成分

と短周期のノイズを除去するため振幅スペクトルを基に 16～128 分のバンドパスフィ

ルターをかけた（図２－３－④－５）。ここで紙媒体の時単位は１時間であるため、時

間分解能はその 1/10 である６分とした。津波来襲時の潮位計は現在のものと比較して

振幅の記録精度が悪いため、振幅は最大値で規格化した。ここで地方時からグリニッ

ジ標準時（GMT）に変換するため、経度を基にサンフランシスコは８時間 10 分、サン

ディエゴは７時間 48 分だけ時刻を補正した。 
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図２－３－④－５ 観測津波波形の振幅スペクトル。灰色の領域はバンドパスフィル

ターで除去された領域を示す。 

 

次に、津波伝播数値シミュレーションには高性能津波計算コード JAGURS3）を使用し

て、長時間の津波伝播で発生する位相遅れは Allgeyer and Cummins (2014)1)によって

提案された手法を用いて補正した。波源モデルは安中ほか(2003)2)の矩形断層モデル

を採用し、津波励起時刻は歴史資料調査の結果を基に安政東海地震は 12 月 23 日午前

0 時（GMT）、安政南海地震は 12 月 24 日午前 7 時（GMT）として計算を実行した。安政

南海地震の初動走時を判別するため、ウェーブレット解析を実行した。ウェーブレッ

ト解析には Torrence and Compo (1998)18)によって開発されたソフトウェアを使用し、

マザー関数はスケーリングパラメータで記述したモレット関数を使用した。観測波形

と計算波形の整合性を調べるにあたって、正規化二乗平均平方根（Normalized Root-

Mean Square：NRMS）とその誤差を使用した。NRMS とその誤差は値が０に近いほど観測

波形と計算波形が整合していることを示す。 

図２－３－④－６に観測波形と計算波形の比較を示す。計算波形と観測波形の形状

は概ね一致しているものの、初動到達時刻は計算波形が観測波形より数十分早かった。

安政東海津波の到達時刻の読み取りは容易である一方、安政南海津波は安政東海地震

の後続波によって乱されているため初動走時の読み取りは困難であった。ウェーブレ

ット解析結果を見ると、安政東海地震津波が到達してからおよそ 30 時間後に安政南海

地震津波が到来し、その後高エネルギー・高振幅の後続波が続くことが分かった（図

２－３－④－７）。 
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図２－３－④－６ 観測波形（黒線）と計算波形（青線）の比較。振幅は最大値で 

規格化している。 

 

 

図２－３－④－７ サンフランシスコ及びサンディエゴの検潮所で観測された安政東

海・南海地震津波のウェーブレット解析結果。コンターは 95%信頼区間を示す。 

 

図２－３－④－８と図２－３－④－９に安政東海・南海地震津波の観測波形と計算

波形の NRMS と NRMS 誤差をそれぞれ示す。安政東海地震の場合、計算波形を 30 分遅ら
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せた場合、サンフランシスコ及びサンディエゴの計算波形は観測波形と概ね一致する

（図２－３－④－１０）。安政南海地震も同様に、計算波形は 24 分遅らせると、サン

フランシスコ及びサンディエゴの計算波形は観測波形と概ね一致する（図２－３－④

－１１）。数値シミュレーションを実行するにあたって、安政東海・南海地震の津波励

起時刻はそれぞれ 12 月 23 日 0 時（GMT）と 12 月 24 日 7 時（GMT）を仮定していたた

め、上述の結果を踏まえると安政東海・南海地震の津波励起時刻はそれぞれ 12 月 23

日 0 時 30 分頃（GMT）と 12 月 24 日 7 時 24 分頃（GMT）と推定される。以上の成果か

ら、安政東海地震と安政南海地震の発生時間差は 30 時間 54 分であった。 

 

図２－３－④－８ 安政東海地震津波の観測波形・計算波形の NRMS と NRMS 誤差。 

 

 

図２－３－④－９ 安政南海地震津波の観測波形・計算波形の NRMS と NRMS 誤差。 
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図２－３－④－１０ 安政東海地震津波の観測波形（黒線）と走時を 30 分遅らせた計

算波形（赤線）。 

 

 

図２－３－④－１１ 安政南海地震津波の観測波形（黒線）と走時を 24 分遅らせた計

算波形（赤線）。 

 

3）  和歌山県における東南海・南海地震体験談に基づく津波痕跡調査 

和歌山県は有史以来、約 90 年から 150 年周期で繰り返し発生している東南海・南海

地震により大きな被害を受けており、近年では 1944 年昭和東南海地震、1946 年昭和

南海地震により甚大な被害が発生した。昭和東南海・南海地震の体験者が高齢となる

中、繰り返し発生する地震・津波の被害を軽減するために、先人の経験や教訓を広く

県民に伝承し、防災意識を高めていくことが重要と考えており、体験者から体験談の
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聞き取り調査を実施し、その内容を県のホームページに公開している（和歌山県，オ

ンライン）21）。本業務では、各体験談の内容から津波到達地点が特定できる全 10 地点

を抽出し、実際にその場所へ赴いて測量することで昭和東南海・南海地震の津波痕跡

調査を行った。以下、和歌山県西岸から反時計回りに実施した津波痕跡調査の成果を

示す。 

 

i). 和歌山市 

図２－３－④－１２は和歌山市和歌浦の調査結果を示す図である。昭和南海地震

体験者の体験談によると、体験者は地震の揺れが収まった後、自宅寝室で布団に入っ

ていたが、「津波やぞー」と叫んでいるのが聞こえたので、すぐに浜へ行くと第１波

が引いたところだった。第２波が来た時は小舟が浜へ乗り上げた。津波の回数を７回

まで数えた後、流された船を探すために沖に出て、明るくなるまで海上で待機した。

明るくなった際に確認すると、冷水から塩津の海岸線は、流れて来たもので一杯で、

漆器の材料や瓦が乗ったままの小屋まであった。また、後から聞いた話によると新和

歌浦のバス停の下１、２軒が浸水したとあった。この体験談から特定できる場所とし

て、新和歌浦のバス停があり、実際にバス停周辺の住民から当時の状況についての聞

き取りを行った結果、図２－３－④－１２の地点まで津波が到達したことが判明し、

測量した結果 4.2m であった。 

 

図２－３－④－１２ 和歌山市和歌浦における昭和南海地震の津波痕跡高。国土

地理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

ii). 由良町 

図２－３－④－１３は由良町網代地区の調査結果を示す図である。昭和南海地震

体験者の体験談によると地震の揺れが収まった後、地震＝津波という認識があった

ので自宅下の海を見に行き、20～25 分ほど様子を見ていたが潮が引かなかったので

大丈夫だと感じ自宅に戻って布団に入った。しかし 15 分も経たないうちに「津波や

―」という叫び声が聞こえ、すぐに山に避難し明るくなるまで待機した。明るくなっ

て海の様子が見えるようになると水位が上がったり下がったりするのが見えた。そ

の後、網代地区だけで 19 人が亡くなり、由良川の近くの民家が 1、２件流されたこ



93 

 

とが分かった。このことから、実際に流された民家の位置まではわからなかったが、

由良川に面している住宅がある地点で計測行うことにし測定した結果 2.2m であった。 

 

図２－３－④－１３ 由良町網代地区における昭和南海地震の津波痕跡高。国土

地理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

iii). 田辺市 

図２－３－④－１４は田辺市芳養町の調査結果を示す図である。調査地点で昭和

南海地震体験者の体験談を残してくれている体験者は複数おり、その中の一人の体

験談では、当時山へ避難していたが、明るくなって戻ってみると住んでいた家の天井

下 20 ㎝の位置に津波浸水の線がくっきり付いており、二階は無事であったという。

また同集落の別の体験者も周囲の被害状況について、鉄道線路の前の家、基礎石残し

て全流出、近所の作業場・借家も基礎石残して流出、後は、ほとんど天井下 20～30cm

浸水し、天井までの家もあったと語っている。また、当時の集落の地図も残っており、

位置が特定できたため計測を行うこととした。測定の結果、高さ 2.9m であることが

わかった。 

 

図２－３－④－１４ 田辺市芳養町における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 
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図２－３－④－１５は田辺市新庄町の調査結果を示す図である。昭和南海地震体

験者の体験談によると当時の家は大きな岩の上に建つ宗教施設であり、安政地震で

もここまで津波が来なかったと聞いたので家の窓から海を見ていたという。夜が明

けて、窓から被害がよく見えるようになると流出した船や家や家財道具があちこち

に見えた。また、家に上がる坂の上に、溺死体があり、斜め前の田んぼに流出してき

た家があったと語っている。この体験談で出てくる宗教施設は現在もあり、溺死体が

流れ着いた教会に上がる坂についても特定できたため計測を行うこととした。測定

した結果、坂の上の教会前の高さが 6.2m であり、坂の下にあたる地点では 2.2m であ

ることが分かった。 

 

図２－３－④－１５ 田辺市新庄町における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

iv). すさみ町 

図２－３－④－１６はすさみ町の調査結果を示す図である。昭和南海地震体験者

がその地震を経て、その後、当時の史料を集めた際に聞いた話によると、浜のそばに

家がある漁師は、恐る恐る家に帰ってみると全く被害がなく驚いたとあり、これは川

のある方向に津波が入ったためと語っている。橋の被害は２本ある川の両方を、数キ

ロ遡上して橋梁破壊していき、国保すさみ病院より、まだ上の河原にイカ釣り漁船が

打ち上げられたと語っており、そこまで津波が来たということである。このことから、

実際にイカ釣り漁船がどこまで遡上してきたのかはわからなかったが、少なくとも

国保すさみ病院までは来ていたことがわかるので、その地点の河原にて測定を行う

こととした。測定した結果、計測地点の高さは 1.3m であることが分かった。 
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図２－３－④－１６ すさみ町における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

v). 串本町 

図２－３－④－１７は串本町の調査結果を示す図である。昭和南海地震体験者の

体験談によると津波襲来時の状況について語っており、地震後津波に備えてすぐに

串本小学校裏の西の丘の山に避難したという。避難時の周囲の状況について、自宅か

ら桟橋までは若干下り坂になっているため、津波は自宅から桟橋方向に 200m ほど離

れた薬局までちょろちょろと上がってきた程度だったと語っている。体験談で出て

くる薬局は現存しており、実際に現地に赴いて薬局及び周辺で当時の状況のヒアリ

ングを行い、津波到達場所を特定することができたので測定を行うこととした。計測

の結果、４m であることがわかった。 

 

図２－３－④－１７ 串本町における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地理

院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－１８は串本町の調査結果を示す図である。昭和南海地震体験者の

体験談では津波襲来時の状況を語っており、付近の住人と一緒に県道の奥の高いと

ころまで避難した際に、ゴーｯという物凄い音で、波が田代港に向かって、捲くし立
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てて来る様子を感じることが出来たという。また、津波を実際見たわけではないが、

波は５m 程の高さで、県道と海岸に挟まれた通称小学校へ行く道（北は現在民間企業

があり、南は田代停留所あたりまで）に当たって、海抜より５m 低いところにあった

民家や倉庫が浸水や流されるなどの被害に遭ったと聞いたそうである。また逆に大

島港の場合は、津波は来るときはひたひたひたと上がってきており、大島港から蓮生

寺までは緩やかな上り坂になっているため、波を見ながら逃げることが出来たが、そ

の代わり、引いていくときはサーッと引き方は速かったという。波は大きなものでは

なかったが、２～３m の高さだったと思われ、３～４波ほど来たと思われるが、１波

より２波のほうが酷かったと語っている。この体験談の内容のうち、田代停留所につ

いては特定できたため測定を行うこととした。田代停留所付近で測定した結果、５m

であることがわかった。 

 

図２－３－④－１８ 串本町大島における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

vi). 那智勝浦町 

図２－３－④－１９は那智勝浦町浦神の調査結果を示す図である。昭和東南海地

震体験者の体験談によると当時の周囲の被害状況について、津波が引くときに浦神

駅近くの二軒の家と神社（海蔵寺の向かい）のそばの駄菓子屋が流されており、流さ

れたといっても家が全部流されたわけではなく、母屋がそのまま移動して置かれた

みたいだったと語っている。また現在の国道 42 号線 浦神南信号から田原方面に直

線で 300m ほど若干上り坂になって右にカーブしたところに JR の鉄橋があり、そこ

にゴミが引っかかっていたので、波はそこまで上がったことになると語っている。こ

の体験談から、JR の鉄橋については場所が特定できたため計測を行うこととした。

実際に現地で測定した結果、3.9m であることがわかった。 
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図２－３－④－１９ 那智勝浦町浦神における昭和東南海地震の津波痕跡高。国

土地理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－２０は那智勝浦町下里の調査結果を示す図である。昭和東南海地

震体験者の体験談によると津波襲来時の状況について、地震が収まった後、しばらく

すると路地から小父さんや小母さんが「津波が来るぞー、山へ逃げろ」と叫びながら

やって来たので、浜へ出てみたら潮がグーンと引いていったので津波が来るとすぐ

に判断できたと語っている。当時一クラス 40～50 人くらいで、全校生徒約 300 人が

裏山に避難し、山の上から津波の様子を見ていて、夏になると大浜で高さが２～３m

くらいの土用波が起き、その高さの波は体験していたし、台風の波も経験していたが、

そんなものではなく、それよりも倍以上の大きな波がワーッと押し寄せて、その波は

高芝沖の立石を呑み込みながら、太田川から下里地区に入り込み、行きは波がまくし

立てて入り込んで行く感じだったと語っている。３時間ほど山にいると繰り返し、繰

り返し余震があり余震のたびに、津波が押し寄せてきたが、第 1 波ほどの大きさは、

そのあとはなく、下里の江川を乗り越えて街中まで入ったそうで、波は大浜を超え、

国鉄下里駅近くまで入っては引く、を繰り返したと語っている。このことから国鉄下

里駅（現 JR 下里駅）については特定できたため、この地点を計測することとした。

下里駅付近を測定した結果、2.5m であることがわかった。 
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図２－３－④－２０ 那智勝浦町下里における昭和東南海地震の津波痕跡高。国

土地理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－２１は那智勝浦町天満の調査結果を示す図である。昭和東南海地

震体験者の体験談によると津波襲来時の状況について、那智湾から入った津波が現

在の国道 42 号線沿いの那智中学校付近まで乗り上げ、返す波が海抜の低い勝浦方向

に進路を取ったため、多大の被害をもたらしたと語っている。また天満の桜道の踏み

切り近くにあった４～５軒の家や青果市場が流され、同時に近くの線路も、もぎとら

れ、鉄道は不通になったと語っている。このことから那智中学校については現存して

おり、また那智中学校横にある円心寺の方に当時の状況についてヒアリングを行っ

たところ、中学校と寺の間にある道について津波が到達した位置を特定することが

できたため計測を行うこととした。測定した結果、４m であることがわかった。 

 
図２－３－④－２１ 那智勝浦町天満における昭和東南海地震の津波痕跡高。国

土地理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

4）  昭和南海・東南海地震に関する津波碑の調査 

和歌山県の沿岸部には、過去に発生した津波に関する津波碑が多く存在しており、

その中には津波到達記録を示す津波碑がある。過去には和歌山県に現存する津波碑に
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ついての位置情報の調査は行ったものがあるが、津波到達記録の碑石が示す高さにつ

いては未計測であった。したがって今回、昭和南海・東南海地震の津波到達記録を示

している津波碑、全 33 箇所について再調査を行うこととした。以下、和歌山県西岸か

ら反時計回りに実施した津波痕跡調査の成果を示す。 

 

vii). 海南市 

図２－３－④－２２は海南市の海南駅前に設置されてある津波到達記録の碑石

(2.8m)について再調査を行った結果を示す図である。 

 

図２－３－④－２２ 海南市における昭和東南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

viii). 由良町 

図２－３－④－２３は由良町の由良中央公民館前に設置されてある津波到達記録

の碑石(2.9m)について再調査を行った結果を示す図である。 

 

図２－３－④－２３ 由良町における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地理

院図（電子国土 Web）を加工。 
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ix). 田辺市 

図２－３－④－２４は田辺市芳養を通る国道 42 号の芳養交差点に設置されてある

津波到達記録の碑石(3.8m)について再調査を行った結果を示す図である。 

 

図２－３－④－２４ 田辺市芳養町における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－２５は田辺市新庄町にある紀伊新庄駅前(2.3m)、北長町内会館前

(4.2m)、および新庄町に設置されてある津波到達記録の碑石(2.2ｍ)について再調査

を行った結果を示す図である。 

 

図２－３－④－２５ 田辺市新庄町における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－２６は田辺市新庄町跡之浦地区にある跡之浦児童公園の敷地内

(2.8m)、および跡之浦会館前(4.4m)に設置されてある津波到達記録の碑石について

再調査を行った結果を示す図である。 
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図２－３－④－２６ 田辺市新庄町跡之浦における昭和南海地震の津波痕跡高。

国土地理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－２７は田辺市新庄町内之浦地区にある山祇神社の階段脇(2.2m)、

および内之浦公民館敷地内(3.7m)に設置されてある津波到達記録の碑石について再

調査を行った結果を示す図である。 

 

図２－３－④－２７ 田辺市新庄町内之浦における昭和南海地震の津波痕跡高。

国土地理院図（電子国土 Web）を加工。 
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x). 白浜町 

図２－３－④－２８は白浜町の立ケ谷会館前に設置されてある津波到達記録の碑

石(2.5m)について再調査を行った結果を示す図である。 

 

図２－３－④－２８ 白浜町立ケ谷における昭和南海地震の津波痕跡高。国土

地理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－２９は白浜町の綱不知地蔵堂境内前(2.2m)および綱不知公園内

(2.4m)に設置されてある津波到達記録の碑石について再調査を行った結果を示す図

である。 

 

図２－３－④－２９ 白浜町綱不知における昭和南海地震の津波痕跡高。国土

地理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－３０は白浜町才野にある才野会館に設置されてある津波到達記録

の碑石(3.4m)について再調査を行った結果を示す図である。 



103 

 

 

図２－３－④－３０ 白浜町才野における昭和南海地震の津波痕跡高。国土

地理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－３１は白浜町堅田にある細野会館に設置されてある津波到達記録

の碑石(1.9m)について再調査を行った結果を示す図である。 

 

図２－３－④－３１ 白浜町堅田における昭和南海地震の津波痕跡高。国土

地理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－３２は白浜町富田を通る国道 42 号沿いの消防倉庫の横に設置され

てある津波到達記録の碑石(3.3m)について再調査を行った結果を示す図である。 
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図２－３－④－３２ 白浜町富田における昭和南海地震の津波痕跡高。国土

地理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

xi). 串本町 

図２－３－④－３３は串本町和深の和深公民館前に設置されてある津波到達記録

の碑石(6.8m)について再調査を行った結果を示す図である。 

 

図２－３－④－３３ 串本町和深における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－３４は串本町安指の安指区民館前に設置されてある津波到達記録

の碑石(5.4m)について再調査を行った結果を示す図である。 
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図２－３－④－３４ 串本町安指における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－３５は串本町田子の田子区民会館敷地内に設置されてある津波到

達記録の碑石(5.1m)について再調査を行った結果を示す図である。 

 

図２－３－④－３５ 串本町田子における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－３６は串本町江田地区の告示板横に設置されてある津波到達記録

の碑石(5.1m)について再調査を行った結果を示す図である。 
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図２－３－④－３６ 串本町江田における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－３７は串本町田並の円光寺石垣付近に設置されてある津波到達記

録の碑石(3.5m)について再調査を行った結果を示す図である。 

 

図２－３－④－３７ 串本町田並における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－３８は串本町有田の JR きのくに線紀伊有田駅付近に設置されてあ

る津波到達記録の碑石(4.6m)について再調査を行った結果を示す図である。 
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図２－３－④－３８ 串本町有田における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－３９は串本町高富の釡郷原防火水槽付近に設置されてある津波到

達記録の碑石(3.7m)について再調査を行った結果を示す図である。 

 

図２－３－④－３９ 串本町高富における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－４０は串本町二色のにしき園踏切入口付近(6.4m)および二色町営

住宅入口付近(3.5m)に設置されてある津波到達記録の碑石について再調査を行った

結果を示す図である。 
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図２－３－④－４０ 串本町二色における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－４１は串本町袋の袋バス停前に設置されてある津波到達記録の

碑石(5.2m)について再調査を行った結果を示す図である。 

 

図２－３－④－４１ 串本町袋における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－４２は串本町南の町道の電柱横(3.6m)および串本町堀の元警察官

舎(4.5m)に設置されてある津波到達記録の碑石について再調査を行った結果を示す

図である。 
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図２－３－④－４２ 串本町南における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地理

院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－４３は串本町大水崎の串本町総合運動公園大水崎踏切前の町道

(4.4m)および串本町矢の熊に設置されてある津波到達記録の碑石(4.1m)について再

調査を行った結果を示す図である。 

 

図２－３－④－４３ 串本町大水崎における昭和南海地震の津波痕跡高。国土

地理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－４４は串本町大島の個人所有の駐車場(3.9m)および大島漁協上に

ある町道 (4.3m)に設置されてある津波到達記録の碑石について再調査を行った結

果を示す図である。 
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図２－３－④－４４ 串本町大島における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

図２－３－④－４５は串本町橋杭の JR きのくに線のガード下に設置されてある津

波到達記録の碑石(3.6m)について再調査を行った結果を示す図である。 

 

図２－３－④－４５ 串本町橋杭における昭和南海地震の津波痕跡高。国土地

理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

本業務では、静岡県西部において明応東海地震の津波痕跡評価に資する史料調査と北

米西岸で観測された潮位波形から安政東海・南海地震の発生時間差の推定、体験談と津

波碑に基づいた現地測量から昭和東南海・南海地震の津波痕跡調査を実施した。静岡県

遠州沿岸においては、現在閲覧可能な史資料が現存している明応東海地震の全てである

ことが分かった。なお、明応東海地震以外の地殻変動や津波痕跡に関する史資料は、宝永

地震で８点、安政東海地震で 17 点見出すことができた。これらは次年度以降に検討を進

める予定である。その一方で、元島遺跡の膨大な発掘資料や元島遺跡近郊の太田川河岸
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のトレンチから大規模な津波堆積物が見つかっていることから今後はこのような遺跡資

料も積極的に利用して、地震津波履歴情報の拡充を図っていく必要がある。北米西岸で

観測された潮位波形から推定した安政東海・南海地震の津波励起時刻はそれぞれ 12 月 23

日 0 時 30 分頃、12 月 24 日 7 時 24 分頃で、その発生時間差は 30 時間 54 分であった。こ

れは歴史資料調査によるおよそ 30 時間とする結果と概ね整合することが分かった。昭和

東南海・南海地震の津波痕跡高は 1.3～6.8m で、県南ほど高くなる傾向にあることが分

かった（図２－３－④－４６）。また体験談から、津波は複数回にわたって押し寄せ、第

２波が最も大きかったことが分かった。令和二年度は津波到達地点が特定できる記述の

みを抽出したが、地震動の有感記録のみを記述した史料もあるため今後さらなる調査が

必要になる可能性がある。 

 

 
図２－３－④－４６ 昭和東南海・南海地震津波の痕跡調査全体図。昭和南海地震津

波に関する高さはオレンジ色で示し、昭和東南海地震津波に関する高さは青色で示す。 
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19) 都司嘉宣, 矢沼隆, 細川和弘, 岡部隆宏, 堀池泰三, 小網汪世: 明応東海地震
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参照 2021 年 3 月 31 日． 

 

(e) 成果の論文発表・口頭発表等 

1) 学会等における口頭・ポスター発表 

発表した成果（発表題

目、口頭・ポスター発表

の別） 

発表者氏名 発表した場所 

（学会等名） 

発 表 し た

時期 

国 内 ・

外の別 

1854年安政南海地震に

よる高知県沿岸におけ

る津波痕跡高の再評価 

（口頭） 

今井健太郎, 都

司嘉宣, 蝦名裕

一, 柄本邦明, 

大林涼子, 岩瀬

浩之 

歴史地震研究会 2020年9月

27日 

国内 

遠地津波波形から推定

される1854年安政東海・

南海地震の津波励起時

刻 （口頭） 

楠本聡, 今井健

太 郎 , 大 林 涼

子, 高橋成実, 

堀高峰 

歴史地震研究会 2020年9月

27日 

国内 

北米西岸で観測された

1854年安政東海・南海地

震津波 （口頭） 

楠本聡 第10回巨大津波

災害に関する合

同研究集会 

2020 年 12

月18日 

国内 

北米西岸で観測された

安政東海・南海地震津波

の特徴 （ポスター） 

楠本聡, 今井健

太 郎 , 大 林 涼

子, 高橋成実, 

堀高峰 

日本地震学会秋

季大会 

2020 年 10

月31日 

国内 

Time Difference 

Between the 1854 

Ansei-Tokai and 

Ansei-Nankai 

Earthquakes Estimated 

from Distant Tsunami 

Waveforms on West 

Coast of North 

America （ポスター） 

Kusumoto, S., 

Imai, K., 

Obayashi, R., 

Takahashi, N., 

Hori, T. 

AGU Fall 

Meeting 2020 

2020 年 12

月9日 

国外 

 



114 

 

2) 学会誌・雑誌等における論文掲載 

掲載した論文（発表題目） 発表者氏名 発表した場所 

（学会誌・雑誌

等名） 

発 表 し た

時期 

国 内 ・

外の別 

古絵図に基づく安政東海

地震の浜名湖周辺におけ

る津波浸水域の分析 

蝦名裕一, 今井

健太郎, 大林涼

子, 柄本邦明, 

都司嘉宣 

歴史地震, 35 2020年9月 国内 

 

(f) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

なし 

2) ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 
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２.４ 臨時情報発表時の人々の行動意思決定に資する情報の提供 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目「臨時情報発表時の人々の行動意思決定に資する情報の提供」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

京都大学防災研究所 

京都大学防災研究所 

京都大学防災研究所 

京都大学防災研究所 

京都大学防災研究所 

京都大学防災研究所 

京都大学防災研究所 

京都大学防災研究所 

京都大学防災研究所 

京都大学防災研究所 

京都大学防災研究所 

京都大学防災研究所 

教授 

教授 

教授 

准教授 

助教 

特定研究員 

特定研究員 

研究員 

教授 

技術補佐員 

技術補佐員 

教務補佐員 

矢守克也 

牧 紀男 

畑山満則 

大西正光 

中野元太 

杉山高志 

岡田（静間）夏美 

朴 慧晶 

飯尾能久 

阪口光 

山岡孝子 

曽我部哲人 

東北大学災害科学国際研究所 准教授 佐藤翔輔 

関西大学社会安全学部 准教授 城下秀行 

日本ミクニヤ株式会社 社員 金玟淑 

明治大学理工学部 

明治大学大学院理工学研究科建築 

明治大学理工学部 

明治大学理工学部 

明治大学理工学部 

教授 

博士課程 1 年 

建築学科 4 年生 

建築学科 4 年生 

建築学科 4 年生 

山本俊哉 

酒井泰斉 

坪井稚津子 

生島知紗 

山崎なつみ 

明治大学まちづくり研究所 客員研究員 森脇環帆 

和歌山大学システム工学部環境システム学科 

和歌山大学大学院システム工学研究科 

和歌山大学大学院システム工学研究科 

和歌山大学大学院システム工学研究科 

和歌山大学大学院システム工学研究科 

和歌山大学大学院システム工学研究科 

和歌山大学大学院システム工学研究科 

和歌山大学大学院システム工学研究科 

准教授 

博士課程 2 年 

博士課程 2 年 

博士課程 1 年 

博士課程 1 年 

博士課程 1 年 

博士課程 1 年 

博士課程 1 年 

平田隆行 

縄田 諒 

池内天子 

熊谷東吾 

古賀涼花 

佐藤孝志 

島本智也 

松葉理紗 

 

(c) 業務の目的 

本研究は、南海トラフ地震に関する「臨時情報」を、事前避難対応に効果的に活用する

ために、事前避難の必要性を地域ごとに分析・判断するためのシステム（『事前避難要不要
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判断ツール』）を開発し、社会実装することを目的とする。 

南海トラフ地震に関する「臨時情報」には、同地震・津波による被害を大幅に軽減する

ことが期待されている。しかし、大きな不確実性を含む本情報の効力を十分に引き出すた

めには、どの地域の、どの範囲の、どのような人々が事前避難すべきなのかに関する客観

的基準、および、避難先の設定、避難方法に関する知見とノウハウが必要とされる。 

そこで、本サブ課題では、本ツールの効果的運用の前提となる「臨時情報」に関する認

知・理解を高めるための基礎研究を実施しつつ、まず、サブ課題２(g)で開発する地震防災

基盤シミュレータの津波シミュレーションをベースに、津波避難訓練支援アプリ「逃げト

レ」（福岡工業大学・特許第５７３７６８３号を使用）を改良し、事前避難の要不要について分

析し診断するためのツール（『事前避難要不要判断ツール』）を開発し、社会実装する。次

に、臨時情報発表時に予想される、より広域の避難人口動態予測システムを開発し実装す

る。さらに、津波到達時間が短い地域で「逃げ地図」を基幹ルールとしたワークショップ

を実施し、両システムの実装と効果検証作業を行う。以上が本研究の主目的である。 

具体的には、第１に、先行プロジェクト（戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）

第 1 期）（科学技術振興機構, 2019）で津波避難訓練支援アプリとして開発した「逃げトレ」

（逃げトレ開発チーム, 2014）を、訓練のたびに住民の空間移動データを標準化された形

式でビッグデータとして蓄積可能なシステムの形式で再編し、『事前避難要不要判断ツー

ル』として社会に実装する。第２に、空間モバイルデータを活用して、人や車の移動に伴

った大規模な空間移動動態を予測・実測し、「臨時情報」発表時にどの地域でどのような人

口移動が生じ、どこにどの程度の避難所が必要となるのかについてシミュレーションする

ための『広域人口動態予測システム』を開発する。第３に、津波防災まちづくりのツール

として開発された「逃げ地図」をもとに、その課題の検証・改善方法の抽出を行い、避難

困難区域において避難を可能にするまちづくり方策を検討するための仕組みの構築を行う。 

なお、上記のツールおよびシステムの実証実験のフィールドおよび実装先として、高知

県、和歌山県内を想定する。 

 

(d) ５か年の年次実施計画 

1) 令和２年度： 

第１に、『事前避難要不要判断ツール』については、先行プロジェクト（SIP 第１期）

で津波避難訓練支援アプリとして開発した「逃げトレ」を、訓練のたびに住民の空間

移動データを標準化された形式でビッグデータとして蓄積可能なシステムの形で再編

するための基礎作業を実施した。まず、本ツールの効果的運用の前提となる「臨時情

報」に関する認知・理解を高めるための基礎研究を進めた。次に、臨時情報発表時に

想定される津波浸水想定について、サブ課題２(g)と連携のもと、想定の内容、データ

の形式などについて事前協議を行った。さらに、『事前避難要不要判断ツール』の基本

構成、UI（ユーザ・インタフェース）の概要について検討した。最後に、現行の「逃

げトレ」システムを『事前避難要不要判断ツール』と接続するために必要な改修内容

について協議した。 

 第２に、「逃げ地図」については、テストフィールドとして和歌山県串本町を選択す

るとともに、同地域において「逃げ地図」ワークショップを試行し、避難困難区域に
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おいて避難を可能にするまちづくり方策について検討した。また「逃げ地図」ワーク

ショップを支援するためのシステムの改良を行った。 

 2) 令和３年度： 

『事前避難要不要判断ツール』については、年度前半に、そのプロトタイプを完成

させ、年度後半には、高知県内のテストフィールド（高知県黒潮町、四万十町、須崎

市を想定）において、最初の実証実験を実施し、自治体関係者、自主防災組織関係者

からフィードバックを得て、事前避難の要不要の判断に必要とされる情報の精査を行

い、それをもとにシステムの改良作業を行う。 

「逃げ地図」については、改良されたワークショップをテストフィールド（和歌山

県串本市）で継続的に実施し、避難困難区域にける事前避難のあり方について検討す

る。 

  3) 令和４年度： 

『事前避難要不要判断ツール』については、改良されたプロトタイプを用いた実証

実験を高知県内のテストフィールド（高知県黒潮町、四万十町、須崎市を想定）にお

いて反復し、『事前避難要不要判断ツール』（1 次版）を完成させる。 

「逃げ地図」については、改良されたワークショップをテストフィールド（和歌山

県串本市）で継続的に実施し、『事前避難要不要判断ツール』（1 次版）と連携させて、

臨時情報を効果的に活用して事前避難を行うための手法について検討する。 

  4) 令和５年度： 

『事前避難要不要判断ツール』については、『事前避難要不要判断ツール』（1 次版）

をテストフィールドとは別の地域にも水平展開するための手法を策定するとともに、

このツールに集積されるビッグデータをもとに、臨時情報発表時に、どの地域でどの

ような人口移動が生じ、どこにどの程度の避難所が必要となるのかについてシミュレ

ーションするための『広域人口動態予測システム』開発のための基礎作業を行う。 

「逃げ地図」については、改良されたワークショップをテストフィールドとは別の

地域にも水平展開するための手法を策定するとともに、『事前避難要不要判断ツール』

（1 次版）および『広域人口動態予測システム』と連携させて、広域的な事前避難に

ついて検討するための手法の開発を行う。 

5) 令和６年度： 

『事前避難要不要判断ツール』、「逃げ地図」、両プロジェクトの成果を統合し、『事

前避難要不要判断ツール』（1 次版）の水平展開作業の結果をベースに完成させた『事

前避難要不要判断ツール』（最終版）、「逃げ地図」、『広域人口動態予測システム』の 3

ツールを通して、臨時情報発表時の事前避難に関する当事者（自治体、地域社会など）

の意思決定を支援するためのシステムを完成させて社会実装する。あわせて、以上の

成果を社会に発信するためのアウトリーチメディアについても作成する。 

 

(e) 令和２年度業務目的 

業務目的は大きく２つに分かれる。第１が『事前避難要不要判断ツール』の開発、第２

が、「逃げ地図」の開発と運用である（『広域人口動態予測システム』関係は令和５年度以

降に着手予定）。 
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第１に、『事前避難要不要判断ツール』については、先行プロジェクト（SIP 第 1 期）で

津波避難訓練支援アプリとして開発した「逃げトレ」を、訓練のたびに住民の空間移動デ

ータを標準化された形式でビッグデータとして蓄積可能なシステムの形で再編するための

基礎作業を実施することを主目的とした。 

まず、本ツールの効果的運用の前提となる「臨時情報」に関する認知・理解を高めるた

めの方略について検討し、適切なリスクコミュニケーション・ツールを開発・整備するこ

とを目的とした。 

次に、臨時情報発表時に想定される津波浸水想定について、サブ課題２(g)と連携のも

と、想定の内容、データの形式を固めること、特に、従来の津波想定（内閣府想定の L1、

L2 想定、および、各自治体が発表している独自想定など）と差別化した上で、臨時情報が

発表された場合に、もっとも確からしい想定としてどのような想定を選定するのが適当か

について検討することを目的とした。 

さらに、『事前避難要不要判断ツール』の基本構成、UI（ユーザ・インタフェース）の

概要について検討することを業務目的とした。具体的には、事前避難の要不要の判断にお

いて自治体が求める情報はどのようなものかについて、自治体関係者に聴き取り調査を実

施し、あわせて、そうした情報を可視化してビジュアルに表現するための手法について検

討することを研究目的とした。 

最後に、現行の「逃げトレ」システムを『事前避難要不要判断ツール』と接続するため

に必要な改修内容について検討することを業務目的とした。具体的には、事前避難の判断

に必要となる個人情報（避難時の支援の必要性など）について、どのような形式で収得す

ることが望ましいかについて検討することを研究目的とした。 

第２に、「逃げ地図」については、テストフィールドとして和歌山県串本町を選択する

とともに、同地域において「逃げ地図」ワークショップを試行し、避難困難区域において

避難を可能にするまちづくり方策について検討することを業務目的とした。また「逃げ地

図」ワークショップを支援するために現システムを改良することを研究目的とした。 

 

(2) 令和２年度の成果 

①『事前避難要不要判断ツール』に関する検討 

(a) 業務の要約 

 『事前避難要不要判断ツール』については、先行プロジェクト（SIP 第 1 期）1)で津波避

難訓練支援アプリとして開発した「逃げトレ」を、訓練のたびに住民の空間移動データを

標準化された形式でビッグデータとして蓄積可能なシステムの形で再編するための基礎作

業を実施した。まず、本ツールの効果的運用の前提となる「臨時情報」に関する認知・理

解を高めるための方略について検討した。次に、臨時情報発表時に想定される津波浸水想

定について、サブ課題２(g)との連携のもと、想定の内容、データの形式などに関する事前

協議を実施し、『事前避難要不要判断ツール』の基本構成を確定させた。さらに、現行の「逃

げトレ」を『事前避難要不要判断ツール』とスムーズに接続するために必要な改修内容に

ついて検討し、避難時の支援の有無など必要な情報を入力する形のユーザ・インタフェー

スの改修案が確定した。 
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(b) 業務の成果 

 まず、①『事前避難要不要判断ツール』に関する検討について、研究全体を概観した図

を提示する。 

 

図２－４－①－１ 研究①『事前避難要不要判断ツール』の概要 

 

1) 臨時情報に関する意識啓発と臨時情報発表時の津波想定と浸水シミュレーション 

     臨時情報が発表されるのは、「半割れ」、「一部割れ」、「ゆっくりすべり」等のケース

とされており、突発的な地震に伴って発生する津波（政府想定として公表されている

L1、L2 想定、および、自治体等が独自に計算・公表している想定）とは、規模や性質

等において異なる津波が想定される。 

   しかし、これらの内容は、本研究のテストフィールドとなる地域の住民を含め国民に

十分理解されていないのが現状である。そのため、本情報に関する理解・認知度を正し

く把握すること、および、それを向上させるための手法を探るための研究として、テス

トフィールドに簡易な防災ミュージアムを開設し、ワークショップや展示などの手法を

用いたリスク・コミュニケーションの効果を検証する研究を実施した。 

また、本研究のベースとして使用する津波避難訓練支援アプリ「逃げトレ」（図２－

４－①－２）は、基本的に、こうした既存想定に対応してアプリが構築されているため、

『事前避難要不要判断ツール』と「逃げトレ」を有効に接続するために、新たに、臨時

情報発表時に想定される津波に関するシミュレーションを実施し、その結果を「逃げト

レ」に組み込むことが必要とされる。 
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図２－４－①－２ 津波避難訓練支援アプル「逃げトレ」の概要 

 

本研究では、この目的のためサブ課題２(g)と連携して、新たに津波浸水シミュレーシ

ョンを実施して、その成果を「逃げトレ」に新規に実装する。次に、それを活用した避難

訓練を繰り返すことで、臨時情報発表時に、仮に事前避難を行わなかった人びとが、成功

裡に避難行動を完遂できるかどうかに関するチェック作業（組織的な避難訓練）を行う。 

R2 年度は、この目的のため、臨時情報発表時に想定される津波シナリオのうち、どのシ

ナリオに基づく津波浸水想定を「逃げトレ」に実装するのが望ましいのかに関して検討し

た。あわせて、「逃げトレ」システムとサブ課題２(g)で開発中の津波シミュレーションと

を連携させるためのデータ形式の統一化といったテクニカルな課題についても詳細に検討

した。 

以上に略述した新たな津波浸水シミュレーション開発と「逃げトレ」システムとの連携

作業の概要は、図２－４－①－３および図２－４－①－４に示した通りである。 
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図２－４－①－３ 臨時情報発表時に想定される津波のシミュレーション（概要と対象地域） 
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図２－４－①－４ 臨時情報発表時に想定される津波のシミュレーション 

（開発と実装イメージ） 

 

  2) 『事前避難要不要判断ツール』の構築（基本構成の確定） 

  本研究の基幹ツールとなる『事前避難要不要判断ツール』については、大きく分けて

２つの成果があった。第１の成果は、『事前避難の要不要診断ツール』を中心とした開

発プロジェクトの全体構想の確定であり、第２の成果は、事前避難の要不要の診断ツー

ルのプロトタイプの作成である。これらについては、業務の実施方法としては、研究チ

ーム（主にシステム作成とデザイニング担う研究分担者）によるリサーチ・ミーティン

グ、および、自治体関係者へのヒアリングを中心とした。その概要は、以下の表の通り

である。 

 

表２－４－①－１ R2 年度におけるリサーチ・ミーティング 

日時 参加人数 協議アジェンダ 

令和 2 年 8 月 24

日 
7 人 

今年度の業務内容についての協議と防災科学技術研究

所との打ち合わせ内容の共有 

令和 2 年 9 月 15

日 
7 人 

事前避難要不要システムそのものの構成・デザイン、事

前避難要不要システムを前提にした時に必要となる「逃



  

123 
 

げトレ」本体の改修についての協議 

令和 2 年 9 月 29

日 
7 人 

追加取得すべき情報や事前避難要不要ツールに必要な

情報についての協議 

令和 2 年 10 月 26

日 
7 人 

逃げトレの「判断ツール」の方向性や逃げトレの UI の

改善方針についての協議 

令和 2 年 11 月 26

日 
7 人 

アプリの画面遷移、マップの可視化方法、ワークショッ

プ方法についての協議 

令和 2 年 12 月 22

日 
7 人 

アプリの画面遷移、マップの可視化方法、プロジェクト

の全体像についての協議 

令和 3 年 1 月 22

日 
7 人 

アプリの画面遷移、マップの可視化方法、プロジェクト

の全体像についての協議 

令和 3 年 2 月 25

日 
7 人 

アプリの画面遷移、マップの可視化方法、プロジェクト

の全体像、カスタマーリサーチの計画についての協議 

 

表２－４－①－２ 自治体関係者への聴き取りの概要 

日時 
参加人

数 

聞き取り対象自治

体 
聞き取りアジェンダ 

令和 2 年 11 月 27

日 
2 人 高知県・黒潮町 

臨時情報対応として行政側が知り

たい情報や逃げトレを通じて取得

したい情報についての聞き取り 

令和 2 年 12 月 3

日 
3 人 高知県・四万十町 

臨時情報対応についての行政側の

課題を確認し、事前避難分析ツール

に対する要望についての聞き取り 

令和 2 年 12 月 7

日 
4 人 大阪府・堺市 

臨時情報対応についての行政側の

課題を確認し、事前避難分析ツール

に対する要望についての聞き取り 

令和 2 年 12 月 15

日 
2 人 高知県・東洋町 

臨時情報の対応策を検討する上で

課題に感じていることや臨時情報

についての計画を策定する上で行

政として知りたい情報、事前避難分

析ツールに対する要望についての

聞き取り 

 

 

 まず、第 1 の成果の概要は、図２－４－①－５から図２－４－①－７に示した通りであ

る。具体的には、主に個人ユーザによる個人使用を原則としていた「逃げトレ」アプリを

発展させ、アプリ使用によって収集される大量の避難行動データを集合データ（ビッグデ
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ータ）として再構成するデータベースシステムをシステムの中核として設定した。そこか

ら派生したコンテンツとして、一つには、専門家や自治体関係者など限定されたユーザの

みが参照できる分析・可視化ツールとして「逃げトレダッシュボード」を構築した。さら

に、もう一つのコンテンツとして、一般住民等も自由に参照できるツール「逃げトレ WEB」

を構築するという全体構想を固めた。 

 

 

図２－４－①－５ 『事前避難要不要判断ツール』の全体像① 
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図２－４－①－６ 『事前避難要不要判断ツール』の全体像② 

 

 

図２－４－①－７ 『事前避難要不要判断ツール』の全体像③ 

 



  

126 
 

次に、第２の成果の概要は、図２－４－①－８に示した通りである。具体的には、高知

県黒潮町入野地区をテストフィールド（事例）とした本図に示した通り、「逃げトレ」によ

る避難訓練結果に基いて（各個人の結果はポイントで示されている）、地区ごとに、その地

区から避難した人について、一定の基準に従って（たとえば、80%以上が避難成功、50%以

上が成功、それ以下など）、地区ごとの避難困難度を診断（本事例の場合、３段階（赤、黄、

緑評価））するためのシステムを、一次プロトタイプとして構築した。あわせて、例示図の

右コラムに示されている通り、より詳しい情報（避難成功率、避難所要時間、平均移動距

離等）を地区ごとに可視化して表示するシステムもプロトタイプに組み込んだ。 

 

図２－４－①－８ 『事前避難要不要判断ツール』のメイン結果表示図（プロトタイプ） 
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3)「逃げトレ」の改修 

  本項目は、上述の成果１と成果２に続く、R2 年度における第３の成果と位置づけられ

る。「逃げトレ」は、もともと、個人ユーザを対象に、個人として自らの津波避難上の

課題を自ら主体的にかつ個人的に検証するためのツールとして開発したものである。そ

のため、現行システムにおいては、事前避難の必要性の有無について集合的に（地域単

位で）検証するための情報を収集することは考慮されていない。 

  しかし、『事前避難の要不要診断ツール』の構築にあたっては、いくつかの個人属性情

報を把握しておくことが必要不可欠となる。たとえば、年齢や性別といったデモグラフ

ィック要因に加えて、重要でありつつ慎重な取り扱いが求められる情報として、近隣住

民や家族による避難支援の必要性の有無に関する情報がある。この情報について、アプ

リ上で取得するのか、またその場合、どのような画面遷移での取得が望ましいのか、あ

るいは、別途自治体等の協力を得て本人の同意のもと収集した情報と事後的にマッチン

グするのか、こういった諸方式の是非・可否について検討し、現時点でもっとも望まし

いと思われる方法を数件同定した。来年度以降、これらの手法について実証実験を通し

て比較検討し、どの手法がシステム構築上も、また個人情報の収得上および管理上望ま

しいのかについて、さらに検討を進める。 

 

 

 
図２－４－①－９ 新「逃げトレ」システムにおける画面遷移案 
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4)「臨時情報」に関する理解と認知度の向上のためのアクションリサーチ 

 以上に述べてきた本研究課題における基幹ツール『事前避難の要不要診断ツール』の開

発、および、その効率的な運用にとって、その前提となる「臨時情報」に関する社会的な

認知や理解が依然低水準にとどまっている現状は、非常に大きな障害となる。そのため、

本研究のメインフィールドとなる地域（高知県四万十町や黒潮町）において、地域住民や

自治体職員に「臨時情報」に対する認知度・理解度を向上させることは、本研究にとって

喫緊の課題となっている。 

以上を踏まえて、第１に、テストフィールドの一つとなる四万十町興津地区（中学校校

舎の一角）に、新たに簡易な防災ミュージアムを開設し、「臨時情報」を含む地震リスク情

報に対する認知や知識を高めるためのアウトリーチ活動拠点とした（図２－４－①－10 を

参照）。その上で、この拠点を中心に、「臨時情報」に関する認知度・理解度を把握するた

めの研究、および、それを向上させるための手法を探るための研究を実施した。その結果、

ワークショップ、展示などのさまざまなアウトリーチ手法の効果について確認することが

できた。 

第２に、一つには、「臨時情報」と関連する地震情報（たとえば、余震情報、日常の観

測情報など）を効果的に活用するための防災教育について検討するため、もう一つには、

広域避難戦略を検討するための基礎資料として、広域避難者の受入側になる可能性のある

地域等、すなわち、「臨時情報」が直接発表されない地域に居住する人々の同情報に対する

認知や理解についても、京都府および鳥取県で小規模ながら基礎調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－４－①－10 「臨時情報」の普及啓発拠点として開設した 

「興津ぼうさいミュージアム」（高知県四万十町） 

（左：展示ワークショップの様子、左：展示物の一例） 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 『事前避難要不要判断ツール』については、先行プロジェクト（SIP 第 1 期）1)で津波避

難訓練支援アプリとして開発した「逃げトレ」を、訓練のたびに住民の空間移動データを

標準化された形式でビッグデータとして蓄積可能なシステムの形で再編するための基礎作

業を完了させた。このことをもって、本年度の達成目標は 100%達成できたと自己評価して

いる。 

具体的には、まず、臨時情報発表時に想定される津波浸水想定について、サブ課題 2(g)

との連携のもと、想定の内容、データの形式などについて検討し、従来の津波想定（内閣
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府想定の L1、L2 想定、および、各自治体が発表している独自想定など）と差別化した上で、

臨時情報が発表された場合に、もっとも確からしい想定としてどのような想定を選定する

かについて当面の結論を得た。あわせて臨時情報の普及・啓発手法に関する研究も実施し

た。その上で、同想定を「逃げトレ」に実装する実務は、来年度（R3 年度）以降の課題と

なる。 

次に、『事前避難要不要判断ツール』の基本構成、UI の概要についても検討を完了した。

『事前避難の要不要診断ツール』を中心とした開発プロジェクト全体構想を確定し、さら

に、事前避難の要不要の診断ツールのプロトタイプを作成できた。よって、この側面につ

いても、本年度の目標は 100%達成されたと評価している。その上で、プロトタイプを実際

のテストフィールドでテスト運用して改善を図る作業は、来年度（R3 年度）以降の課題と

なる。 

最後に、現行の「逃げトレ」システムを『事前避難要不要判断ツール』と接続するため

に必要な改修についても、事前避難の判断に必要となる個人情報（避難時の支援の必要性

など）を適切に取得するための手法（複数案）について検討した。その上で、それら複数

案を実際のテストフィールドでテスト運用して改善を図る作業は、来年度（R3 年度）以降

の課題となる。 
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(f) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

 なし 

2) ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

  なし 

 

②避難困難区域での「避難を可能にする」まちづくり方策の検討 

(a) 業務の要約 

津波防災まちづくりのツールとして開発された「逃げ地図」を元に、その課題の検証・

改善方法の抽出を行い、避難困難区域において避難を可能にするまちづくり方策を検討す

るための仕組みの構築を行う。本年度は、ケース・スタディー地域として和歌山県串本町

を選択するとともに、同地域において「逃げ地図」ワークショップの試行を行い、避難困
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難区域において避難を可能にするまちづくり方策について検討する余地があることを確認

した。また「逃げ地図」ワークショップを支援するためのシステムの改良を行った。 

 

(b) 業務の成果 

 震源域に近い地域においては津波到達までに安全な場所に避難することが困難な地域が

存在する（「避難困難区域」）。確実に避難するためには道路整備・高台移転といったまちづ

くり事業が不可欠となる。現在、L1 クラスの津波を対象に困難区域の解消が進められてい

るが、L2 クラスについては解消が困難な状況にある。避難できないと「あきらめてしまう」

のでなく、不確実性もふまえた避難可能なまちづくりを進めていく必要がある。本研究で

は、津波防災まちづくりのツールとして開発された「逃げ地図」を用い、その課題の検証・

改善方法の抽出を行い、その成果をもとに避難困難区域において避難を可能にするまちづ

くり方策を検討するための仕組みの構築を行うことを目的としている。 

 上記の目的を達成するために本研究では、1）津波到達時間が短く避難困難区域が存在す

る地区を対象に「逃げ地図」ワークショップを実施、「逃げ地図」の課題・改善方法の抽出、

2）「逃げ地図」の成果をもとに避難困難区域において避難を可能にするまちづくり方策の

検討、3）避難可能なまちづくりの検討支援ツールの開発、という 3 つの項目について検討

を行う。本年度は 1）、3）について検討を行い以下のような成果を得た。 

 

1) ケース・スタディー地域の選定ならびに「逃げ地図」ワークショップの試行 

ケース・スタディーを実施する地域の検討を行い、南海トラフ地震の震源域に近く地

震発生から数分で津波が到達（津波高１ｍ）（図２－４－②－１）することが予想され

ている串本町串本地区を対象とすることとした。検討の実施にあたっては行政機関の協

力が不可欠であることから串本町役場に依頼し快諾を得ている。 

 



  

132 
 

 

図２－４－②－１ 串本町の津波到達時間（出展：串本町 1）） 

 

また、来年度以降の住民とのワークショップの試行として、役場職員を対象に「逃げ

地区」ワークショップ 2)を下記のように実施し、「逃げ地図」の避難可能なまちづくり方

策の検討ツールとしての利用可能性、さらには串本町でのケース・スタディー実施可能

性についての検討を行った。 

 

日時：2020 年 11 月 24 日（火） 

場所：串本町役場 

２時 30 分―２時 35 分文部科学省「防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェ

クト」の概要 

牧紀男（京都大学防災研究所） 

２時 35 分―２時 55 分「逃げ地図」づくりの趣旨と方法 

山本俊哉（明治大学） 

３時―４時 15 分「逃げ地図」作成 

コーディネーター：山本俊哉（明治大学）１時間半 

グループ１ 揺れを感じたら避難を開始する。 

グループ２ ３分後に避難を開始する。 

４時 15 分―４時 30 分振り返り 

 

参加者：10 名（内訳：プロジェクト側５名、業務委託先１名、串本町役場４名） 
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図２－４－②－２ 「逃げ地図」ワークショップの実施風景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

グループ１           グループ２ 

図２－４－②－３ 「逃げ地図」ワークショップの成果物 

 

 「逃げ地図」ワークショップを実施した結果、串本町は震源域に近く津波到達時間が

非常に短い地域であるが、成果物から明らかなように緑の地域（３分以内に避難場所ま

で避難可能）が多く存在することが明らかになった。また串本駅に隣接するスーパーマ

ーケットは現在、津波避難ビルとして指定されていないが、ワークショップの１チーム

は避難可能な場所として検討を行っており、津波避難ビルを追加することで避難ができ

る地域が大きく広がった。避難困難区域において避難を可能にするまちづくり方策につ

いて検討する余地が十分に残されていることが明らかになった。 

 

3)「逃げ地図」ワークショップを支援するシステムの改良 

 「逃げ地図」の成果を利用したシステム（「逃げシルベ」）3）の開発が和歌山大学で行わ

れていた。しかしながら、ワークショップ実施支援を行う目的で作成されていない、避

難開始時間・避難速度の変更ができない、といった課題があったため、本年度、ワーク

ショップ支援が実施できるように以下の改良を実施した。また基礎データ作成のために

ドローンの利用についての準備を行った。図２－４－②－４から図２－４－②－５に改

良点を示す。 
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（浸水域あり白地図印刷ツール） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（避難到達点自動抽出） 

 

図２－４－②－４ ワークショップ開催支援 
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図２－４－②－５ 避難開始時間・避難速度変更ツール 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

本年度は、ケース・スタディー地域として和歌山県串本町を選択するとともに、同地域

において「逃げ地図」ワークショップの試行を行い、「逃げ地図」の避難可能なまちづくり

の検討を行うツールとしての妥当性の検討を行うとともに、避難困難区域において避難を

可能にするまちづくり方策について検討する余地があることを確認した。また「逃げ地図」

ワークショップを支援するためのシステムの改良を行い、どこの地域でも容易にワークシ

ョップの開催準備を行うことが可能となった。 

本年度、住民ワークショップを実施する予定であったがコロナ禍のため実施できておら

ず、来年度以降、対面でのワークショップが可能な状況になれば、住民ワークショップを

行い 、具体的に避難可能なまちづくりの方向性についての検討を行っていく。 

 

(d) 引用文献 

1) 串本町：串本町津波ハザードマップ、pp.5-6、2019 

2) 逃げ地図づくりプロジェクトチーム：災害から命を守る 「逃げ地図」づくり、ぎょ

うせい、2019 

3) 谷岡遼太、吉野孝、江種伸之:逃シルベ、逃げ地図制作 Web システムの開発、和歌山 

大学災害科学教育研究センター研究報告、Vol.2、pp.7-4、2018 
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(e) 成果の論文発表・口頭発表等 

1) 学会等における口頭・ポスター発表 

なし 

2) 学会誌・雑誌等における論文掲載 

なし 

 

(f) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

 なし 

2) ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

  なし 
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２．５ 発災時の企業の事業活動停止を防ぐ 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「発災時の企業の事業活動停止を防ぐ」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立大学法人東海国立大学機構 

名古屋大学減災連携研究センター 

准教授 

寄附研究部門特任准教授 

寄附研究部門特任助教 

産学協同研究部門特任准教授 

産学協同研究部門特任助教 

寄附研究部門特任教授 

寄附研究部門特任准教授 

特任教授 

特任准教授 

特任教授 

助教 

副センター長・教授 

特任准教授 

センター長・教授 

教授 

研究員 

研究員 

平山修久 

都築充雄 

蛭川理紗 

菅沼淳 

北川夏樹 

利藤房男 

山崎雅人 

新井伸夫 

倉田和巳 

護雅史 

平井敬 

野田利弘 

荒木裕子 

福和伸夫 

西川智 

千葉啓広 

石原宏 

名古屋大学災害対策室 教授 飛田潤 

名古屋大学大学院環境学研究科 教授 富田孝史 

 

(c) 業務の目的 

既往の調査研究プロジェクト成果を考慮した南海トラフ地震臨時情報（以下「臨時情

報」とする）発表時に製造業を中心とする地域産業活動が継続するために必要となる要

素を構造化し、事前防災対策と事後対応を構成要素とした産業タイムラインモデルを構

築し、都市インフラとサプライチェーンの回復力のリスク評価を行う。地域の人流、物

流に対しては、地震センサー、停電情報や都市インフラのスマートデータ、自動車セン

サーによるプローブデータに対する減災情報利活用の高度化等を行い、臨時情報発表時

の俯瞰的かつ総合的なリアルタイムでの社会様相モニタリング手法を開発する。サブ課

題２(g)で開発する地震防災基盤シミュレータと連携し、様々な階層における社会様相

モニタリングデータを用いたリスク評価手法によるマルチエージェントの時間断面で

の行動と資源を取り入れた事態想定シミュレーション技法を開発し、社会萎縮回避や事

前防災投資のための地域産業回復シナリオを作成し、サブ課題３「創成情報発信研究」

と連携し、情報提供できるようにする。 
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(d) ５か年の年次実施計画 

1) 令和２年度： 

産業タイムライン構築のため、必要な構成要素データを整備した。そのため、産業

復旧タイムラインの都市インフラデータ（GIS）構築支援業務として、産業連関構造の

モデル構築に関する調査・分析を行いつつ、災害時の社会状況モニタリングのための

多様な情報共有システムの開発に取り組み、産業連関構造のモデル構築のためのデー

タを整備した。新型コロナウイルス COVID-19 による社会の活動委縮等が南海トラフ地

震臨時情報発表時の社会の活動萎縮との相違を踏まえ、人流、物流のリアルタイムで

の把握システムを網羅的に整理した。リアルタイム振動モニタリングに関する基盤技

術開発として、リアルタイム震動モニタリング基盤システムを開発するとともに、リ

アルタイムでの社会様相把握のための加速度センサー計測ソフトウェアの開発に従事

した。リアルタイム社会様相把握のための社会様相に関するデータの収集調査、分析

を行った。愛知県西三河地域を対象として、西三河防災減災連携研究会、あいち・な

ごや強靭化共創センター、国土交通省中部地方整備局と連携し、南海トラフ地震での

臨時情報発表時の特徴的な時間断面での災害対応の図上演習シナリオを検討するため

の場づくりとして、ワークショップを実施し、地域におけるモニタリング情報共有の

協働参画手法を探求した。 

2) 令和３年度： 

産業タイムライン構築を目指し、製造業の特定業種における産業タイムラインを構

築する。リアルタイム社会様相把握手法の開発を目指してスマートメーターなどのビ

ッグデータ解析手法を開発する。事態想定シミュレーション手法の開発のため、特徴

的な時間断面における事態想定シナリオを導出する。そのために、具体的な地域を想

定し、停電情報、都市インフラのスマートメーターのビッグデータのデータ解析手法

の開発に加え、地域産業活動の継続という観点からモニタリングデータ共有を試行す

る。イベントツリーを活用した臨時情報発表時の特徴的な時間断面における事態想定

シナリオを試作する。地域研究で社会萎縮回避、早期回復のための安全情報を検討す

る。 

3) 令和４年度： 

産業タイムライン構築を目指して暫定的なサプライチェーンと都市インフラの回復

力による地域リスク評価手法を開発する。社会様相把握手法の開発のため地域のモニ

タリングデータの高度化とその共有手法の開発を実施する。事態想定シミュレーショ

ン手法の構築のため事態想定シナリオ作成手法の高度化を行う。地域産業活動が継続

するために必要となる要素を構造化し、暫定的なサプライチェーンと都市インフラの

回復力による地域リスク評価を実施する。地域の種々のセンサーを活用したモニタリ

ングデータの高度化と地域研究と協働し、共有促進のための環境整備を行う。臨時情

報発表時のエージェントの事後対応を考慮した事態想定シミュレーションを実施する。 

4) 令和５年度： 

事態想定シミュレーションの開発を目指し、産業タイムラインモデルとリアルタイ

ム社会様相把握のためのビッグデータ活用による事前防災対策と事後対応の地域リス
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ク低減効果を定量的に評価する。そのため情報発信研究でのフィードバックに基づき、

リアルタイムでのモニタリングデータの社会への情報提供手法を検討し、事態想定シ

ミュレーションによる地域の回復力評価を実施し、臨時情報発表時の産業活動の萎縮

回避のための具体的な事前防災投資による対策技術を検討する。 

5) 令和６年度： 

産業タイムライン作成手法の高度化を目指し、産業タイムラインの妥当性を検証す

る。リアルタイム社会様相把握手法の実践を目指して社会様相モニタリングデータの

共有手法を標準化する。事態想定シミュレーション手法の社会実装を目指し、事態想

定シミュレーションを実施する。社会萎縮回避や事前防災投資における産業タイムラ

インモデルの妥当性をシミュレーションにより検証する。具体的な地域やステークホ

ルダーを想定し、産業活動回復力向上のためのリアルタイムでの社会様相モニタリン

グデータの共有手法を導出する。産業タイムラインと社会様相モニタリングによる事

態想定シミュレーション手法の妥当性を検証、さまざまな階層での社会萎縮回避、事

前防災投資方針を数値解析により検討する。 

 

(e) 令和２年度業務目的 

産業タイムライン構築のため、必要な構成要素データを整備する。リアルタイムでの

社会様相把握手法の開発を目指し、人流、物流のリアルタイム把握システムの調査を実

施する。事態想定シミュレーション手法の構築のため、動的な被害予測手法を導出する。 

そのために産業タイムラインの構成要素を定義し、構成要素データの収集、整備を行

う。新型コロナウイルス COVID-19 による社会の活動委縮等を踏まえ、人流、物流のリ

アルタイムでの把握システムを網羅的に整理する。ETA（Event Tree Analysis）などリ

スク評価による被害予測手法を開発する。地域におけるモニタリング情報共有の協働参

画手法を探究する。 

 

(2) 令和２年度の成果 

①産業復旧タイムライン構築に向けた都市インフラデータ整備 

(a) 業務の要約 

産業タイムライン構築のため、必要な構成要素データを整備した。そのため、産業復

旧タイムラインの都市インフラデータ（GIS）構築支援業務として、産業連関構造のモ

デル構築に関する調査・分析を行いつつ、災害時の社会状況モニタリングのための多様

な情報共有システムの開発に取り組み、産業連関構造のモデル構築のためのデータを整

備した。 

 

(b) 業務の実施方法 

 新型コロナウイルス COVID-19 による社会の活動委縮等が南海トラフ地震臨時情報発

表時の社会の活動萎縮との相違を踏まえ、COVID-19 による社会萎縮に関する都市インフ

ラデータの整備を行った。また、新型コロナウイルスによる産業への影響調査を実施し

た。 
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(c) 業務の成果 

1) リアルタイム観測データを用いた産業活動の「萎縮」状態の想定 

a) はじめに 

臨時情報の対象地域における企業の対応については、現在もなお議論・検討が続け

られているが、工場の操業停止や交通機関の運休等の措置が講じられることも考えら

れる。こうした産業活動の「萎縮」による影響が、サプライチェーンや人流の停滞を

通じて、社会全体の萎縮に繋がることも容易に想像できる。 

こうした萎縮による影響は GDP など、経済活動の結果を示す指標を用いて、事後的

に観測されるのが一般的である。しかしながら、社会の萎縮を予防、あるいは早期の

解消を図る場合、リアルタイムで萎縮状態を把握しながら速やかに打ち手を講じるこ

とは重要である。本テーマでは産業や市民生活に関わりが深く、リアルタイムに観測

されるデータに焦点を当て、これを通じて産業活動の萎縮状態をモニタリングするこ

とを検討する。 

今年度業務では①産業の状態を示すデータ、および②リアルタイムに観測されるデ

ータについて整理する。また、②のデータを用いて①のデータをモニタリングするた

めの、適切な分析手法についても探索する。 

b) 産業の状態を示すデータの整理 

産業の状態を示すデータとしては生産数（生産指数）、生産額（出荷指数）、販売額、

利用者数等の産業活動や最終需要の動向を示すデータが挙げられる。あいちの統計

（愛知県県民文化局県民生活部統計課）1)では、主要指標（人口、鉱工業、電気・ガ

ス、建設、運輸、商業・貿易、労働・賃金、物価、家計、金融、経済、福祉、環境、

警察・消防）の月別データが公表されている。 

一例として、表２－５－①－１に 2020 年１月から 11 月までの鉱工業指数を抜粋す

る。2020 年はどの業種でも、４月から８月の期間で大きく生産量が減少していたこ

とが伺えるが、この時期は新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、様々な活動の「自

粛」が生じていた時期と重なる（とりわけ生産指数の低い５月は、「新型コロナウイ

ルス対策の特別措置法に基づく緊急事態宣言」が発せられていた時期にあたる）。こ

うした“コロナ禍”での事例は臨時情報とは異なるが、産業の萎縮をもたらす要因の

一つと考えることができよう。 
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表２−５−①−１ 愛知県の鉱工業指数（生産指数）の一部抜粋 

年月 鉱工業 
製造 

工業 

鉄鋼・非

鉄金属工

業 

鉄鋼業 
非鉄金属

工業 

金属 

製品 

2020 年 11 月 105.3 105.4 105.5 106.6 98.7 103.1 

10 月 107.9 107.9 103.2 103.2 103.2 112.1 

９月 105.0 105.0 99.6 99.8 98.7 100.8 

８月 78.5 78.5 81.7 83.0 73.1 77.2 

７月 91.8 91.8 79.3 78.1 87.3 94.0 

６月 71.1 71.1 61.2 61.4 59.9 81.8 

５月 59.6 59.6 61.2 62.3 54.8 65.2 

４月 79.9 79.9 75.2 74.8 77.5 77.9 

３月 108.1 108.1 101.1 101.6 98.1 96.1 

２月 101.3 101.3 97.6 97.9 95.9 94.0 

１月 100.7 100.8 94.4 94.6 92.8 96.0 

 

一方、前項で述べた通り、こうした統計指標は事後的に観測されるものであり、社

会の萎縮を即座に感知する目的では活用が難しい。 

加えて、これらは月単位で集計されたデータである。同一月に産業の萎縮期間とそ

うでない期間が混在する場合、２つの期間が複合した値が観測されることになる（例

えば２週間の萎縮期間における生産指数が「0.5」、その後２週間での同値が「1.0」

だった場合、月単位の生産指数は「0.75」と算出される）。内閣府のガイドライン 2)

によると、南海トラフ地震臨時情報の発表後に当該地震が発生しなかった場合、およ

そ２週間程度で「通常の生活」に戻るシナリオが例示されている。月単位のデータで

はこのような事象における萎縮度が十分に表現されないことも懸念される。 

次項では産業萎縮状態をモニタリングするためのデータについて検討するが、上記

を踏まえて「リアルタイムに観測されるデータ」、「日単位等の、細かい期間のデータ」

を可能な限り志向する。 

c) 産業萎縮状態をモニタリングするためのデータの整理 

産業に関連が深いデータとして代表的なものに、各種都市インフラのデータ（電力、

都市ガス、水道等の消費量）が挙げられる（ただし、これらのデータの中には事業者

が公開していないデータも含まれる。本項は全てのデータの入手可能性について、保

証するものではない。）。これらのデータは、各インフラを運用する事業者毎に、リア

ルタイムで観測されていると考えられる。例えば、中部電力のホームページ 3)では管

内における当日の電力消費状況を、時間帯毎の変動の様子を含め閲覧することができ

る。 

各種インフラと産業のつながりについては、愛知県の「年産業連関表」4)から確認

できる。2015 年に「都市ガス」から他の産業へ投入された財・サービスの合計額は
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209,773 百万円であったが、「自動車部品・同付属品(36,045 百万円)」、「小売(19,586

百万円)」、「飲食サービス(22,993 百万円)」といった産業に対し、特に多くの投入が

なされていたことがわかる。 

 

 

図２−５−①−１ 都市ガス産業からの産出量が投入される主な産業 

 

d) 想定する因果構造と分析手法の探索 

冒頭でも述べた通り、本業務（次年度以降の検討も含む）では、リアルタイムに観

測されている各インフラのデータを用いて、産業状態の指標について予測することを

試みる。 

ここでは、図２－５－①－２のような因果構造を想定する。エネルギー消費量等の

リアルタイム観測データは時々刻々と変動するが、その要因は様々である。気象条件

や曜日、休日と平日の違いといった、産業の萎縮に直接関係しない要素が変動要因と

なりうる一方、臨時情報や「新型コロナウイルス対策の特別措置法に基づく緊急事態

宣言」の発表といった、産業の萎縮に関係する要素によって変動することも考えられ

る（図２－５－①－２における、③と④）。 

リアルタイム観測データは産業に投入される財やサービスの量を表すことから、そ

の低下は生産指数等の、産業の状態を表す指標の低下を予期させる。ここでリアルタ

イム観測データの低下幅の内、産業の萎縮による部分（図２－５－①－２における、

「④の影響力」）の大きさについて知ることができれば、それに伴う実際の産業萎縮

の度合いについても大まかに把握できるものと想定できる。 
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②
産
業
の
状
態
を
示
す
指
標

①リアルタイム観測データ（都市インフラデータ）

④産業の萎縮に関係する、変動要因
(ex.臨時情報発表に伴う生産活動の低迷など)

③産業の萎縮に直接関係
しない、変動要因
（ex.気象条件など）

④の影響力が大きいほど，
産業の萎縮による②の
低下幅も大きくなる

一定の関連性

③の影響力 ④の影響力

 

図２−５−①−２ 想定する因果構造 

 

電力消費量をはじめとするリアルタイム観測データは、時間の流れとともに記録さ

れる「時系列データ」である。このようなデータの影響要因を分析する手法として、

時系列データ分析が挙げられる。 

時系列データ分析のイメージを図２－５－①－３に示す。例えば手元に、日単位の

電力消費量データが十分な年数分、存在すると仮定する。電力消費量はその日の気象

条件や曜日等に応じて変動していくが、ある時点で特異な変動要因（例えば、大規模

な産業の萎縮）があった場合には、それまでの変動要因では説明できないような大き

な幅の変動が表れる。時系列データ分析では、こうした変動量を評価することで、特

異な要因の影響力について推計する。 

 

 

図２−５−①−３ 時系列データ分析イメージ 
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2) リアルタイム社会様相把握のための電力需要データ収集に関する調査・分析 

a) 概要 

本検討は、臨時情報発表時の俯瞰的かつ総合的なリアルタイムでの社会様相モニタ

リング手法の開発を目的として、コロナ禍の電力需要データを収集・分析したもので

ある。電力需要データについては、電力会社のホームページ｢でんき予報｣5)～14)で公

開されるエリア需給実績データを用い、各電力会社の管轄エリアごとに収集・分析し

た。また、電力需要の変動は気象の影響を受けやすいため、気象変量として、気象庁

のホームページ 15)で公開されている各エリアの主要都市の気温を収集・分析に用い

た。なお、期間は 2018 年～2020 年の３年間を対象とした。 

b) データ収集・分析の結果 

i) 日電力需要と気温の関係 

日電力需要と気温の関係を図２－５－①－４に示す。北海道電力エリアでは、

2018 年９月６日に発生した北海道胆振胴部地震による停電の影響が表れており、中

部電力エリア他では、５月の大型連休や、８月の夏季休暇の電力需要の減少が表れ

ている。また、冬季は気温が低いと、夏季は気温が高いと電力需要が増加する傾向

が表れている。 
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図２−５−①−４ 日電力需要と気温の関係（１）−１ 
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図２−５−①−４ 日電力需要と気温の関係（１）−２ 
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図２−５−①−４ 日電力需要と気温の関係（２）−１ 
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図２−５−①−４ 日電力需要と気温の関係（２）−２ 
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図２−５−①−４ 日電力需要と気温の関係（３）-１ 
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図２−５−①−４ 日電力需要と気温の関係（３）-２ 

 

ii) 2020 年(コロナ禍)の電力需要と 2018 年～2019 年の電力需要 

コロナ禍の影響を受けたと考えられる 2020 年の電力需要について、2018 年～2019

年の電力需要と比較した。比較は、月ごとの日平均電力需要とし、2020 年と、2018

年～2019 年の平均値を比較した。なお、気温についても合わせて比較した。 

比較した結果を図２－５－①－５に示す。さらに、平日と、土日祝日に分別して比

較した結果を図２－５－①－６～図２－５－①－７に示す。 

比較の結果、中部電力エリアにおける 2020 年５月～６月の平日の電力需要が、2018

年～2019 年の平均値に対して顕著に小さくなっていることがわかる。 

 

：電力需要

：最高気温

：最低気温

：平均気温

凡例
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図２−５−①−５ 2020 年の電力需要と 2018 年、2019 年の電力需要および平均気温

の比較 

 

 

図２−５−①−６ 2020 年の電力需要と 2018 年、2019 年の電力需要および平均気温

の比較（平日） 
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図２−５−①−７ 2020 年の電力需要と 2018 年、2019 年の電力需要および平均気温

の比較（土日祝日） 

 

c) 中部電力エリアの電力需要 

i) 電力需要と気温の関係 

前項では、電力需要と平均気温の関係を示した。本節では、平日と土日祝日を分

別し、年毎に整理し、電力需要と平均気温の関係の近似式を図２－５－①－８に示

す二次関数の標準形で整理した。整理した結果を表２－５－①－２に示す。電力需

要と平均気温の関係の近似式を二次関数の標準形で表した時、各係数の示す意味は

図２－５－①－８のとおりである。各電力エリアについてこの係数を整理・比較し

た結果、中部電力エリアは、土日祝日の電力需要は平日の８割程度となっており、

他エリアに比べて顕著に小さいことがわかる。 

 

 

図２−５−①−８ 二次関数による電力需要と気温との近似式の概念 
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表２−５−①−２ 中部電力管内の電力需要と平均気温の関係 

 

 

ii) 一日における電力需要の変化 

前項では、中部電力エリアの平日と土日祝日の電力需要の差が比較的大きい結果

が得られた。本項では次に、一日における電力需要の変化について整理した。 

整理した結果（５月）を図２－５－①－９に示す。深夜の電力需要が最も小さく

なっている時間帯においても、2020 年の電力需要は 2018 年、および 2019 年に比べ

て小さくなっている。これは、引用文献(３)にも示されているとおり、24 時間体制

で生産をしている工場が休業したためと推測される。この傾向はどのエリアも同じ

であるが、中部電力エリアについては、この深夜の電力需要について平日と土日祝

日の差が比較的大きい。これは、中部電力エリアの電力需要に占める工場の割合が

大きいためと推測される。また、６時から 10 時にかけての電力需要が急増する時

間帯を確認すると、大きさ自体は明らかに小さくなっているが、増分が小さくなっ

たり、増加開始時刻が遅くなったりといった、時差出勤や在宅勤務の影響と考えら

れる電力需要の変化は確認できなかった。 
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図２−５−①−９ 中部電力エリアの一日における電力需要の変化（５月） 

 

3) 産業タイムライン構築のための都市インフラデータ整備 

a) はじめに 

南海トラフ地震における臨時情報発表時の産業タイムライン構築においては、産業

構造を把握し、社会様相シミュレーションでのシナリオ構築に資するモデルを構築す

ることが必要である。新型コロナウイルス感染症（COVID-19）での社会経済活動の停

滞と臨時情報発表時の社会の委縮に伴う地域経済活動停止との類似性の観点から、

COVID-19 感染症拡大防止対策における配水量分析、需要量解析ならびに配水量と地

域経済活動の関連性分析が求められる。まずは、COVID-19 感染症拡大防止策のひと

つである緊急事態宣言時における上水道の配水量への影響について明らかにする。 

b) 配水量データ収集について 

札幌市、仙台市、川崎市、横浜市、横須賀市、名古屋市、京都市、神戸市、愛知県

企業庁、広島市、福岡市を対象として、浄水場、配水池、配水管網における流量デー

タ（分単位、時間単位、日単位）、データ期間として 2019 年１月から４月、2020 年

１月～４月についてデータ提供依頼を行い、データ収集を行った。 

c) 名古屋市、京都市における分析 

ここでは、分析の一例として名古屋市、京都市における分析について述べる。図２

−５−①−10 に名古屋市における供給エリアならびに名古屋市全市に対する水供給量

について緊急事態宣言下の2020年４月と2019年４月の曜日別の平均時間変動を示す。

これより、水供給量の時間変動は、基本的には午前と午後とに２つのピークがある変

動となる。午前 7 時から午前 9 時にあるピークが、緊急事態宣言下の 2020 年は 2019

年よりもゆるやかになっていること、12 時過ぎにかけての水供給量のピークからの

下がり方が、2019 年は傾きが大きく、2020 年はなだらかになっている。図２−５−①

−11 に 2019 年４月をベースとした曜日別の 2020 年４月の配水量比の時間データを、

図２−５−①−12 に配水量比が 1.0 以上となる時間区分数と時間割合を示す。緊急事態

宣言下である 2020 年４月の配水量が 2019 年４月より多くなる場合には配水量比が

1.0 以上となる。火曜日以外は 2019 年よりも配水量が多くなった時間区分割合が 0.5

以上となり、平日の月曜日、水曜日、金曜日は昼間時間を中心に 78～91 の時間区分

で配水量が増加している。土曜日、日曜日についても、2019 年より配水量が増大し
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ていることがわかる。これらのことは、2020 年４月は緊急事態宣言下において、人々

が休校やテレワークや土日の外出自粛により、昼間も自宅で過ごすこととなり、昼間

時間帯における自宅での使用量が増大しことによるものといえる。 

 

 

図２−５−①−10 名古屋市上下水道局水供給エリアならびに名古屋市水供給量にお

ける緊急事態宣言下の 2020 年４月と 2019 年４月の曜日別の平均

時間変動 

 

 

図２−５−①−11 名古屋市 2020 年４月における水供給量比（2019 年４月ベース） 
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図２−５−①−12 曜日別の水供給量比が 1.0 以上となる時間帯 

 

図２−５−①−13 に示す京都市における 2020 年４月の緊急事態宣言前後の日平均給

水量推移を示す。ここでは配水区別の日平均給水量（10 日間）を示す。松ヶ崎、新

山は住宅地が多く存在する一方、蹴上は祇園、四条烏丸などのオフィス街や繁華街が

配水区に存在している。図２−５−①−13 より、2020 年３月から蹴上配水区の日平均給

水量は減少しており、京都市における緊急事態宣言後には、15％減となっている。一

方、住宅地区への供給が多くを占める新山配水区では、緊急事態宣言後には配水量が

増大していることがわかる。以上のことから、COVID-19 による社会活動の萎縮やテ

レワークによる人々の生活様式の変化が、水配水量に出現していることがわかる。す

なわち、水供給量のモニタリングにより、社会経済活動の萎縮や人々の生活様式変化

を地域別に把握することが可能であり、これらをモデル化することで、産業活動の萎

縮や停滞を表現することが可能となる産業構造モデルを検討することができるとい

えよう。 

 

図２−５−①−13 京都市における 2020 年４月緊急事態宣言前後の日平均給水量（10

日平均）の推移 
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d) 水道からみた産業活動評価モデルの構築 

水道管路被害による地域経済産業活動への影響を評価する経済機会損失評価モデ

ルを構築する。 

i) 経済機会損失モデルの構築 

経済活動主体への給水状況を把握するため、地震による被害個所を特定すること

が必要である。ここでは、水道管路被害を離散的に推定する手法 16)を用いる。具体

的には、水道管網を構成する個々の製品である水道管に着目し、既往の地震被害に

よる管路データベースに基づく管路の標準被害曲線を用いて、モンテカルロ法によ

る確率論的手法を用いて管路の被害を離散的に推定する。 

被害管路を応急復旧班による応急復旧作業により応急復旧する数値解析モデル

を構築する。ここでは、技術職員数から応急復旧班数を算定し、応急復旧班による

１日の仕事量に基づき応急復旧速度を推定する。 

応急復旧期間において、水道管路の被害に伴い経済活動主体が受水できずに経済

活動が停滞し、その活動低減割合の積分値を経済機会損失（％・日）とする。本稿

では、工業統計 17)における製造品出荷額を用いて活動低減割合を算出することとし

た。 

ii) 南海トラフ地震での評価結果と考察 

愛知県 N 地域の経済活動主体を解析対象とした。まず、愛知県 N 地域の経済活動

主体に水供給している管路に対して、内閣府による南海トラフ地震の被害想定結果

から、離散的管路被害推定手法を用いてモンテカルロ法（N=1,000）により水道管

路の被害を推定した。その結果、平均管路被害件数は 114.5 件と推定された。 

応急復旧班数は、平成 29 年度水道統計における技術職員数 18)を用いて、N 地域

への給水量の全休水量に対する割合を考慮し、かつ、南海トラフ地震が巨大広域災

害であることから、応援はないものとして設定した。 

経済機会損失については、平成 29 年工業統計調査 17)を用いて、産業中分類 24 項

目別、市町別に年間製造品出荷額を算出した。解析対象の管路が枝状管網であるこ

とから、本稿では被害管路より末端の経済活動主体は、受水できずに経済活動が停

滞するものとした。応急復旧期間における産業分類別、市町別の製造品出荷額の減

少額を推定し、日毎に活動低減割合を算出した。そのうえで、南海トラフ地震にお

ける N 地域の経済機会損失を推定した。 

応急復旧の優先順位について、浄水場からの距離、製造品出荷額、活動主体数、

配水系統の４つのシナリオで検討した。図２−５−①−14 に南海トラフ地震での N 地

域の経済機会損失の推定結果を示す。これより、製造品出荷額の大きな被害管路を

優先するシナリオが、N 地域全域では経済機会損失が小さくなっている。しかしな

がら、市町によっては、応急復旧戦略シナリオにより経済機会損失が大きく異なる。

したがって、地域の早期の経済産業活動の回復のためには、応急復旧戦略シナリオ

の検討とともに、事前の経済機会損失低減に効果的な耐震化が必要であるといえる。 
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図２−５−①−14 応急復旧シナリオ別の南海トラフ地震での N 地域の経済機会損失推定

結果 

 

4) 新型コロナウイルスによる産業への影響調査 

南海トラフ地震臨時情報が発表された場合における産業への影響を検討するための

基礎資料として、新型コロナウイルスの発生・感染拡大が産業へ及ぼす影響に関する

既存の調査資料や時系列的な各種統計データを収集・整理した。また、南海トラフ臨

時情報が発表された場合における人・物の動きの変化が経済活動へ与える影響を推計

するモデル構築のための基礎データとして、人・物の地域間移動に関する時系列デー

タを収集・整理した。 

a) 新型コロナウイルスによる産業への影響に関する情報収集・整理 

i) 信用調査会社の調査レポートの収集と時系列整理 

信用調査会社が 2020 年２月から 2020 年 12 月末まで WEB 上で公開した新型コロ

ナウイルス関連の調査レポートを収集し時系列で整理した。対象とした信用調査会

社は東京商工リサーチと帝国データバンクの２社である。東京商工リサーチ（以下、

TSR）、帝国データバンク（以下、TDB）の両調査会社は、全国の企業を対象に企業

意識に関するアンケートを実施し、その結果をまとめている。アンケート結果の第

一報は、TSR は 2020 年２月 20 日 19)、TDB は 2020 年４月３日 20)に発表した。その

後、両調査会社は約１ヶ月に一報の頻度でアンケートの結果を発表している。TDB

では、企業の意識調査「地方版」として、各県の企業に対して同様のアンケート調

査を実施している。このうち、静岡県と愛知県の企業意識調査の結果を収集・整理

した。また、上場企業の業績修正動向調査結果も併せて収集・整理した。収集した

資料は、以下の４つの期間に分けて整理した。 
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（1）緊急事態宣言発表前（2020 年２月ごろ） 

（2）緊急事態宣言期間中（2020 年３月～５月ごろ） 

（3）緊急事態宣言解除後（2020 年６月～７月上旬） 

（4）GoTo 事業開始以降（2020 年７月下旬以降） 

国からの緊急事態宣言は、当初 2020 年４月７日～５月７日までとされていたが、

感染拡大の状況を考慮し５月 25 日まで延長された。緊急事態宣言期間中に３月を

含めたのは、地方自治体独自に緊急事態宣言を発出したことを考慮したためである。 

【1.緊急事態宣言発表前（2020 年２月ごろ）】 

2020 年２月以降、中国の経済活動の停滞が国内企業に影響を及ぼし始めた。中国

企業と取引のある企業やインバウンド関連の業種では、今後の業績に不安を抱えて

いるとみられる。一方で、内需を中心に展開する企業は、新型コロナウイルス拡大

の影響は、穏やか、もしくはプラスの影響があるととらえている。 

・ ２月 20 日時点で業績に「影響がある」と回答した企業は全国で 66.4％であった

（TSR）。 

・ 業績に「影響がある」と回答した企業のうち約４割（構成比 35.9％）が「現地

サプライヤ―からの仕入れが困難となった」と回答した（TSR）。 

・ 業績に「マイナスの影響がある」と回答した企業を業種別にみると「家具類小

売」ではすべての企業（100％）、「飲食店」では 98.2％、「繊維・繊維製品・服

飾小売」では 97％が「マイナスの影響がある」と回答した（TDB）。 

・ 業績に「プラスの影響がある」と回答した企業を業種別にみるとスーパーマー

ケットなどの「各種商品小売」の 20.4％が「プラスの影響がある」と見込んで

いる（TDB）。 

・ 愛知県内の企業のうち業績に「マイナスの影響がある」と回答した企業は 66.7％

で、１ヶ月後の 2020 年４月３日発表の結果では、80.3％に増加した（TDB）。 

・ 中部国際空港では、中国便、韓国便を中心とした路線の運休で国際線が週 200

便を割り込んだ（TDB）。 

・ 静岡県内の企業のうち業績に「マイナスの影響がある」と回答した企業は 63.9％

であり、全国（63.4％）よりも高かった（TDB）。 

【2.緊急事態宣言期間中（2020 年３月～５月ごろ）】 

感染拡大の影響を受け外出の制限が浸透した 2020 年３月以降、感染者の発生に

よる業務停止やサプライチェーン、物流の滞りが企業活動に影響を及ぼし始めた。

また、緊急事態宣言に伴う外出自粛や休業要請のほか移動制限により大型連休が事

実上消滅したことが企業の業績に影響を及ぼしている。 

・ 「売り上げが減少した」と回答した企業は、３月は 75.0％、４月は 83.7％、５

月は 87.4％と増加した（TSR）。 

・ 「売り上げが減少した」と回答した企業を業種別にみると、「宿泊業」と「飲食

業」の全ての企業が「すでに影響が出ている」と回答していた（TSR）。 

・ 上場企業の業績に関しては、３月３日時点で業績を下方修正した上場企業は 50

社であったが、５月 27 日時点では累計 701 社まで増加した（TDB）。 
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・ 業績を下方修正した業種別にみると「製造業」が構成比 44.2％で最も高かった

（TDB）。 

・ 全国での新型コロナウイルス関連倒産は 192 件に上った（TDB）。 

・ 静岡県内の企業のうち業績に「マイナスの影響がある」と見込む企業を業種別

にみると「農・林・水産」「金融」「小売」のすべての企業（100％）、「運輸・倉

庫」の 94.7％の企業が「マイナスの影響がある」と回答した（TDB）。 

・ 愛知県内の企業のうち「マイナスの影響がある」とした企業が３月 14 日時点

82.3％であったが５月 21 日時点では 91.6％に増加した（TDB）。 

・ 愛知県内の企業のうち「マイナスの影響がある」とした企業を従業員別にみる

と「５人以下」が 94.5％で最多、次いで「６～20 人」が 93.2％と続き中小企業

で影響を大きく受けている（TDB）。 

・ 売り上げに占める家賃負担（売上家賃率）は大企業の多くが「３割以下」（92.2％）

もしくは「２割以下」(90.1％)であるのに対し、中小企業は「３割以下」が 88.9％、

「２割以下」が 84.5％と企業規模が小さいほど家賃負担が重い構図が浮き彫り

となった(TSR)。 

・ 政府の支援策「新型コロナウイルス感染症特別貸付」や「セーフティネット貸

付・保証」の利用は、大企業の 5.5％、中小企業の 25.7％が利用し、利用割合

が最も高いのは「織物・衣服・身の回り小売業」であった（構成比 66.6％）。「道

路旅客運送業」は 59.5％が利用している（TDB）。 

・ 業績に「プラスの影響がある」と回答した企業を業種別にみると、スーパーマ

ーケットなどの「各種商品小売」の 33.3％、「飲食料品小売」の 18.4％が「プ

ラスの影響がある」と回答した (TDB）。 

【3.緊急事態宣言解除後（2020 年 6 月～7 月上旬）】 

５月 25 日に「緊急事態宣言」が解除、６月 19 日に都道府県をまたぐ移動自粛が

緩和され、経済活動が再開したことを受け、減収企業の減少がみられたが依然８割

以上の企業が業績に「影響がある」と回答している。一方で「新しい生活様式」に

対応する商品やサービスを開発、提供を始める企業が増えている。 

・ ６月の減収企業は、３月以降最悪だった５月の 87.4％から回復し 81.6％となっ

た（TSR）。 

・ ７月９日時点で「マイナスの影響がある」と回答した企業は 84.5％となり５月

時点の調査よりも回復した（TDB）。 

・ 業績に「マイナスの影響がある」と回答した企業の業種別にみると、「家具類小

売」は４か月（３月～６月）、「旅館・ホテル」は３か月（４月～６月）連続で

すべての企業が「マイナスの影響がある」と回答した（TDB）。 

・ 新型コロナウイルスに関連した国や自治体、金融機関の各種支援策を「利用し

た」と回答した企業は 44.7％、「今後利用する可能性がある」と回答した企業は

23.9％で合計 68.6％の企業が利用について言及している（TDB）。 

・ 国や自治体、金融機関の各種支援策を「利用した」と回答した企業のうち大企

業は 22.2％、中小企業が 49.1％であった。（TDB） 

・ 国や自治体、金融機関の各種支援策を「利用した」と回答した企業を業種別に
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みると「道路旅客運送業」が 97.5％で最も多かった（TDB）。 

・ 業績に「プラスの影響がある」と回答した企業にインターネット接続業などの

「電気通信」が 20.0％みられた（TDB）。 

・ 愛知県や静岡県内の企業のうち業績に「マイナスの影響がある」と回答した企

業は両県ともに前回の回答から減少した。 

・ 愛知、静岡両県で業績に「マイナスの影響がある」と回答した企業を業種別に

みると「運輸・倉庫」、「卸売」、「製造」、「不動産」が両県ともに高い数値であ

った。 

【4.GoTo 事業の開始以降（2020 年 7 月下旬以降）】 

７月 22 日から GoTo トラベル事業が始まり、10 月１日から地域共通クーポンが開

始、GoTo イートのオンライン予約適用が開始された。５月以降、減収や業績にマイ

ナスの影響があると回答する企業は減少したものの、新型コロナウイルスの影響が

長引いているため、国や自治体からの金融支援を活用する企業が増加していた。 

・ 業績の下方修正を発表する企業は累計 1099 社に上り、修正額の合計は 10 兆 979

億 6100 万円となり、10 兆円を超えた（TDB）。 

・ 「娯楽サービス」、「飲食店」の２業種は４月、５月の売り上げが 50％を下回る

とする企業が「娯楽サービス」、「飲食業」では半数を超えていたが、７月では

２割程度に減少した（TDB）。 

・ 業績に「プラスの影響がある」と見込む企業は、飲食料品を取り扱う業種に加

え、スーパーマーケットを含む「各種商品小売」が 30％以上の数値を維持して

いる（TDB）。 

・ 愛知県内企業のうち業績に「マイナスの影響がある」と回答した企業は、８月

は 83.1％、９月は 82.2％、10 月は 81.8％と４月の回答（91.6％）以降減少傾

向となった（TDB）。 

・ 新型コロナウイルスの終息が長引いた場合、廃業（すべての事業の閉鎖）を検

討する可能性のある中小企業は、８月は 8.51％、９月は 8.82％、10 月は 8.62％、

11 月は 7.69％で推移した（TSR）。 

・ 新型コロナウイルスに関連した国や自治体、金融機関の各種支援を「利用した」

と回答した企業を企業規模別にみると中小企業は、８月は 49.9％、９月は 55.3％、

10 月は 57.9％、11 月は 61.1％で最も高く、12 月は 60.0％で推移した（TSR）。 

・ 11 月 25 日発表時点の新型コロナウイルスに関連した国や自治体、金融機関の各

種支援を「利用した」と回答した企業が利用した支援等の内容は、「雇用調整助

成金」が 50.1％、「持続化給付金」が 49.2％、「民間金融機関の実質無利子・無

担保融資（信用保証付き）」が 48.2％であった（TSR）。 
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ii) 国・自治体が公表した統計データ 

2010 年４月以降 2020 年 12 月末日までに国・自治体が公表した統計データのうち

WEB 上で公表されているものを収集し、時系列で整理を行った。 

 

表２−５−①−３ 収集対象とした統計データと収集期間 21)～35) 

No. 統計データ 期間 備考 

1 GDP 統計 2010 年４月～2020 年９月 四半期 

2 全産業活動指数 2010 年４月～2020 年７月 月次 

3 鉱工業指数 2010 年４月～2020 年 11 月 月次 

4 貿易統計 2010 年４月～2020 年 12 月 月次 

5 消費動向調査 2010 年４月～2020 年 12 月 月次 

6 全国企業短期経済観測調査 2010 年４月～2020 年 12 月 四半期 

7 法人企業統計調査 
2010 年４月～2020 年９月 

2010 年４月～2020 年３月 

四半期 

一部年度 

8 家計調査 2010 年４月～2020 年 10 月 月次 

9 商業動態統計 2010 年４月～2020 年 11 月 月次 

10 新車販売台数 2016 年１月～2020 年 12 月 月次 

11 旅行業者取扱額 2010 年４月～2020 年 11 月 月次 

12 住宅着工戸数 2010 年４月～2020 年 12 月 月次 

13 毎月勤労統計調査 2010 年４月～2020 年 11 月 月次 

14 労働力調査 2010 年４月～2020 年 11 月 月次 

15 Trade Statics 2016 年１月～2020 年 11 月 月次 

 

GDP 統計 21)については、東日本大震災が発生した 2011 年３月以降、国内総生産

は上昇傾向であったが、国内で新型コロナウイルスの感染が拡大した 2020 年２月

以降、国内総生産は急激に落ち込んだ。2020 年５月に緊急事態宣言が解除されて以

降は回復傾向にある。 
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図２−５−①−15 GDP 統計国内総生産（支出側） 

 

全産業活動指数 22)は、東日本大震災が発生した 2011 年３月以降にわずかに低下

し、2020 年４月以降の緊急事態宣言期間は、調査対象期間中で最も数値が低くなっ

た。 

 

 

図２−５−①−16 全産業活動指数の推移 

 

鉱工業生産指数 23)では、乗用車は、2020 年２月ころからの国内の感染拡大の影

響を受けて急激に数値が下落している一方、電子計算機は、在宅勤務推奨の影響を

受けて、緊急事態宣言期間中及び宣言解除後も生産指数は上昇傾向にある。 

貿易統計 24)においては、乗用車その他自動車の 2020 年５月は、東日本大震災時

に大きく輸出額が低下して以来の大きな輸出額低下であった。自動車部品も同時期

の落込みが激しい。 
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消費動向調査 25)では、2020 年２月以降、消費者態度指数・消費者意識のうち「雇

用環境」の指数が最も低く、営業時間の短縮要請や休業要請の影響が消費者意識へ

影響を及ぼしたと考えられる。 

 

 

図２−５−①−17 消費動向（消費者意識）の推移 

 

全国企業短期経済観測調査 26)では、大企業と中小企業の収益を中心とした業況の

全般的な判断を整理した。短観の調査指標は、調査対象企業からの回答を DI

（Diffusion Index）で示した。「業況」場合、回答選択肢は「１.良い」、「２．さ

ほど良くない」、「３.悪い」であり、DI がマイナスである場合は、「３.悪い」を回

答した企業が多かったことを示す。2020 年４月以降の緊急事態宣言期間中は、大企

業と中小企業ともに DI が調査対象期間中で最も低く、中小企業は大企業に比べ DI

が回復傾向に至るまでに時間を要している。 

法人企業統計調査 27)では、製造業に比べ、非製造業の方が緊急事態宣言以降売上

高の減少が大きくなっており、新型コロナウイルスの影響を受けていることが分か

る。 

家計調査 28)においては、消費支出が大きく減少したのは、2011 年の東日本大震

災、2014 年の消費税増税、2020 年の新型コロナウイルスの影響を受けた３回であ

るが、中でも 2020 年の新型コロナウイルスの影響が減少の割合が最も大きかった。 

商業動態統計 29)では、国内での感染が拡大した 2020 年２月以降、自動車小売業

は、急激に値が減少し、緊急事態宣言期間中に最も低い値となり、「新車販売台数」

と同様の推移であった。一方で医薬品・化粧品小売業は、マスクや消毒液等の需要

を受けて大幅に販売額が増加している 

新車販売台数 30)において、新車販売台数は、緊急事態宣言期間中～緊急事態宣言

解除後の５月が最も低くなった。６月以降は、徐々に回復傾向にあり 2020 年 10 月

には、前年同月比を超える結果となった。 

旅行業者取扱額 31)より、2020 年２月以降、国内旅行と海外旅行ともに前年同月
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比の１桁台まで急激に低下したのち、国内旅行は GoTo トラベル事業の影響もあり

2020 年 11 月には前年同月比の 70％まで回復したが、海外旅行は現在も出入国に制

限があるため、前年同月比１桁台から回復していない。 

住宅着工戸数 32)において、緊急事態宣言期間は大きな落ち込みがみられるが、そ

れ以外の期間は７万戸程度の水準で推移しており、緊急事態宣言の一時的な影響は

あったもののその後の回復は早かった。 

毎月勤労統計調査 33)においては、緊急事態宣言以降、対象期間中最も低い数値と

なったが、緊急事態宣言解除後は回復傾向にある。 

労働力調査 34)では、2010 年４月以降、完全失業率は減少傾向であったが、2020

年２月以降の国内で感染が拡大して以降、徐々に完全失業率が上昇し、緊急事態宣

言後も上昇傾向が継続している。 

Trade Statics35)からは、乗用車、鉄又は非合金鋼フラットロール製品、光ダイ

オード及び圧電結晶素子、集積回路、自動車部品のすべてにおいて 2020 年１月か

ら減少が始まり、同年４～５月に輸入額が底を打った。６月以降は増加傾向となっ

たが、11 月に再び大きく減少した。 

b) 地域間移動に関連するデータの収集・整理 

人・物の地域間移動に関連するデータの収集・整理を行った。 

 

表２−５−①−４ 収集データ一覧 

No. 公表機関 収集データ 対象期間 

1 国土交通省 鉄道輸送統計調査 2011 年４月以降 2021 年１月末 

2 国土交通省 自動車輸送統計調査 2011 年４月以降 2021 年１月末 

3 国土交通省 内航船舶輸送統計調査 2011 年４月以降 2021 年１月末 

4 国土交通省 航空輸送統計調査 2011 年４月以降 2021 年１月末 

 

鉄道輸送統計調査から、旅客輸送に関するデータでは、2020 年２月以降旅客輸送

人数が減少傾向となり同年４月に最小値となった。鉄道貨物輸送に関するデータでは、

2020 年４月以降に前年よりも貨物輸送量の減少傾向がみられるものの、旅客輸送に

比べると減少傾向はわずかであった。 
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図２−５−①−18 鉄道旅客輸送量の変化 

 

 

図２−５−①−19 鉄道貨物輸送量の推移 

 

自動車輸送統計調査より、輸送人員に関するデータでは、2020 年３月以降に輸送

人員の減少傾向がみられる。貨物輸送量は、減少もしくは上昇傾向はみられなかった。 
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図２−５−①−20 自動車輸送人員の推移 

 

 

図２−５−①−21 自動車貨物輸送の推移 

 

内航船舶輸送統計調査より、品目別貨物輸送量に関するデータでは、鉄鋼、輸送用

機械で 2020 年１月以降から減少傾向がみられ、同年５月または６月に最小値となっ

た。 
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図２−５−①−22 内航船舶主要４品目の輸送量推移 

 

航空輸送統計調査において、国内定期航路の旅客輸送数に関するデータでは、2020

年２月以降に減少傾向がみられ、同年５月に最小値となった。国内定期航路の貨物輸

送量に関するデータでは、2020 年１月から減少傾向がみられ、同年５月に最小値と

なった。国際貨物に関するデータでは、対中国の貨物量が 2020 年２月に落ち込んだ

ものの、同年３月以降には回復傾向がみられ、対ヨーロッパの貨物量は同年４月に底

値となり５月以降の回復傾向は対中国と比較すると緩やかであった。 

 

 

図２−５−①−23 航空輸送−国内定期航路旅客輸送の推移 
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図２−５−①−24 航空輸送−国内定期航路貨物輸送の推移 

 

 

図２−５−①−25 航空輸送−国際線貨物輸送量の推移 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

1) リアルタイム観測データを用いた“産業活動萎縮”状態の想定 

今年度業務では産業の状態を示す指標や産業の萎縮をモニタリングするためのデー

タについて整理するとともに、臨時情報発表等の特異な変動要因による産業へのイン

パクトを推計する手法として時系列データ分析を参照した。今後は「新型コロナウイ

ルス対策の特別措置法に基づく緊急事態宣言」の発表時における時系列データを用い

たケーススタディを行い、同事例における産業萎縮効果について試算を試みる。 

2) リアルタイム社会様相把握のための電力需要データ収集に関する調査・分析 

今後は、コロナ禍が電力需要に及ぼす影響を、詳細かつ定量的に明らかにするため、

気温の影響を取り除いた電力需要データを作成して分析を進める必要がある。 

① 2018 年～2019 年の電力需要について気象・暦を説明変数とした重回帰分析をおこ
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ない、気象と電力需要の相関係数を数値化する。 

② ①の相関関係にもとづき、2020 年の電力需要について、平均気象からの日々の気

象の乖離分による電力重要への影響量を推定する。 

③ 2020 年の電力需要の実測データから②を取り除き、気象調整済みの電力需要を作

成する。 

④ ③と実測値の差分の分析、気温以外の説明変数の調査を行う。 

3) 産業タイムライン構築のための都市インフラデータ整備 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）での社会経済活動の停滞と臨時情報発表時

の社会の委縮に伴う地域経済活動停止との類似性の観点から、COVID-19 感染症拡大防

止策のひとつである緊急事態宣言時における上水道の配水量への影響について明らか

にした。その結果、COVID-19 による社会活動の萎縮やテレワークによる人々の生活様

式の変化が、水配水量に出現していることを指摘した。すなわち、水供給量のモニタ

リングにより、社会経済活動の萎縮や人々の生活様式変化を地域別に把握することが

可能であり、これらをモデル化することで、産業活動の萎縮や停滞を表現することが

可能となる産業構造モデルを検討することができるといえた。南海トラフ地震を対象

として、水道管路被害による地域経済産業活動への影響を評価する経済機会損失評価

モデルを構築した。 

以上のことから、今後、COVID-19 による社会活動の萎縮やテレワークによる人々の

生活様式の変化と水配水量に関する分析を行うとともに、都市インフラ供給による経

済活動評価モデルをサブモデルとし、産業タイムライン構築のための産業構造のモデ

ル化を行うことが課題である。 

4) 新型コロナウイルスによる産業への影響調査 

南海トラフ地震臨時情報が発表された場合における産業への影響を検討するための

基礎資料として、新型コロナウイルスの発生・感染拡大が産業へ及ぼす影響に関する

既存の調査資料や時系列的な各種統計データ及び人・物の地域間移動に関する時系列

データを収集・整理した。今回収集・整理した資料は、第１回目の緊急事態宣言発表

前の 2020 年２月ごろから、その解除後の 2020 年 10 月～12 月頃までのデータである。

その後、新型コロナ感染は 2020 年末～2021 年１～２月に第３波、更に 2021 年４月に

第４波と繰り返している。今後の課題として、コロナ終息に至るまでの情報を更に収

集・整理し、コロナ感染開始から終息までの間のコロナ禍が産業活動に及ぼす影響を

みていく必要がある。更に、並行して、南海トラフ地震臨時情報が出された場合の心

理的な側面と、今回のコロナ禍による心理的な側面の共通点を抽出し、その課題と対

応策を検討していく必要がある。 
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②リアルタイム社会様相把握システム構築に関する検討 

(a) 業務の要約 

ここで対象とする「社会様相」とは、南海トラフ地震発生時、ならびに臨時情報発表

時のヒト・コト・モノの状況全般を指す。例えばそれは、リアルタイムの人口分布であ

り、ライフライン等社会基盤の稼働・供給状況であり、地域社会の様々な活動の状況で

ある。災害発生時においては、災害対応のためのリソースの分布状況といったこともこ

れに含まれる。臨時情報発表時の社会の極端な萎縮を回避するため、また、災害発生後

の応急復旧から地域経済の再立ち上げにいたるまでのさまざまな局面において必要と

なる種々の対応を的確に実施するためには、その時々の社会様相を適切に把握し、その

状況に応じた対策を選択することが重要となる。さらに、社会様相は、時間の経過とと

もに姿を変えるものでもあることから、ある時間断面における状況把握にとどまらず、

時間の経過に応じた推移の把握も重要である。このように、社会様相は極めて多様な面

を持っており、その全てを単一の視点から同時に、かつ完全に把握することは極めて困

難と言える。言いかえれば、社会様相を把握するアプローチには、複数の視点と複数の

手法が求められるということである。 
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本研究では、社会様相をモニタリングする仕組みの構築を目指しており、本年度は以

下の３点を進めた。まず、物流やライフラインの供給状況の把握など、すでに世の中に

存在し平時の活動の円滑化、効率化を目的として展開されている各種モニタリングシス

テムを対象に、社会状況の観測可能性、およびその目的に照らし現行で活用できると思

われる手段の整理を実施した。 

（1）リアルタイム社会様相把握システム構築を支えるデータ基盤）。また、震災後の迅

速・的確な対応を支援するための基礎情報として重要となる地震動特性を、効率よ

く、かつ十分な空間分解能をもって把握するための階層的なネットワーク構築の第

一歩として、MEMS センサーの稼働試験や運用環境整備を実施した。 

（2）リアルタイム振動モニタリングに関する基盤技術開発）。さらに災害対応に関わる

人をセンサーとして活用し社会様相を把握する仕組みの構築を目指し、システム開

発を共同で試行する機関との調整・協議を実施した。 

（3）リアルタイムでの社会様相（対応リソース、状況、人）把握システムを構築した。 

 

(b) 業務の実施方法 

「リアルタイム社会様相把握システム構築を支えるデータ基盤」研究においては、社

会状況の観測可能性、およびその目的に照らして、現行で活用できると思われる手段や

将来像について、文献調査を実施する。 

「リアルタイム振動モニタリングに関する基盤技術開発」については、社会状況をモ

ニタリングする際の一つの柱として、地震災害時の詳細な震度分布や重要施設の多点モ

ニタリングのための振動計測について、役割やレベルの異なる複数の観測システムを併

用する階層的観測体制を導入し、具体的な機器としてローコストな MEMS センサーの活

用可能性を検討する。またプロトタイプ観測システムの運用テストを行うべく、複数の

基礎自治体やライフライン企業と連携した体制の準備を進める。 

「リアルタイムでの社会様相（対応リソース、状況、人）把握システム構築」におい

ては、社会様相把握に必要となる多様なデータを収集するための一つの切り口として、

災害対応に関わる人そのものをセンサーとした枠組みを提案することを目指す。具体的

には、インフラの維持管理に関わるステークホルダーによる情報収集システムの構築を

目指すこととし、愛知県内にて水道事業を展開している愛知県企業庁と連携し、リアル

タイムでの情報収集を図るための情報基盤整備に向けて、協議・調整を実施した。ヒュ

ーマンセンシングという用語は、ウェアラブルデバイスや人感センサー等を用いて「人

の行動や身体状況」を計測し、ビッグデータとして活用する概念であるが、ここでは災

害時、人そのものが優秀なセンサーとなりうると解釈し、彼らの位置情報、彼らの見た

もの、感じたことを広域、かつ詳細に集約することで、社会様相把握のための重要な手

がかりとする基盤技術を開発することを目指している。 

 

(c) 業務の成果 

1) リアルタイム社会様相把握システム構築を支えるデータ基盤 

①「産業復旧タイムライン構築に向けた都市インフラデータ整備」においてもコロ

ナ禍での社会様相の変化をライフラインの供給量の変化等から推定しうる可能性を示
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したが、それら以外にも、例えば三菱総合研究所 1)は、休業や外出自粛といった対策

が電力需要に与える影響を分析し地域比較を行っている。電力需要の減少は、外出自

粛等による家庭部門の需要増加より、工場閉鎖等による産業部門の需要減が大きいこ

とから生じたと分析し、この傾向は日本よりも米国やイタリアで顕著であること、そ

の理由として企業の休業要請に係る強制力の差があげられることを示している。また、

電力広域的運営推進機構 2)は、コロナ禍における電力量と他の複数年の平均電力量を

比較し、家庭用電力量が増加している反面、産業用電力量は減少の傾向にあり、特に

飲食業、宿泊業、生活娯楽関連サービスでの減少が大きいことを示している。また、

輸送機械工業（自動車産業）の生産の落ち込みも一時的ではあるが産業用電力量に大

きく影響していることを指摘している。これらの既往の分析からも、社会活動の活性

度合をライフラインの供給量などから推定しうると考えられる。 

また、災害後の被害状況の把握においても、ライフラインの供給量の変化をもとに

推定する方法が検討されている。災害直後の電力供給量は、被災による供給支障と需

要の落ち込みの 2 つの影響を受けるが、電力復旧は比較的短期間で達成されることか

ら、災害直後を除けば電力供給量をモニタリングすることで被災の程度を測ることが

できると考えられる。例えば、秦 3)では、以下の項目が成果として取りまとめられて

いる。 

・地震後１週間以降の電力供給量の変動が建物被害と高い相関がある。 

・深夜電力を採用することにより高い推定精度が得られる。 

・水害にも適用可能である。 

 

図２－５－②－1 には、兵庫県南部地震における低層戸建住宅の全壊・火災率と、

電力供給量の低下の程度を建物被害率と見做した場合の比較を示す。図２－５－②－

２は電力供給比を地域の冠水エリア比として、浸水実績と浸水評価エリアを比較した

ものである。いずれの場合においても、電力供給量に基づき推定される被害状況は、

実被害とよく一致していることが伺える。 
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図２−５−②−１ 夜間電力量に基づく被害率 3) 

 

 

図２−５−②−２ 浸水実績と浸水評価エリア 3) 

 

これらのことからは、電力供給量をモニタリングすることで、発災前から発災後に

かけての一連の社会状況の推定が、電力供給量の把握により叶う可能性があることが

わかる。 

このように、ライフラインの供給状況から社会状況の把握を行い得る可能性を示し

たが、それらのモニタリングやその他補足的な状況把握に活用しうる可能性のあるデ

ータ（群）として、公共コモンズ、あるいはベース・レジストリがある。 

我が国では、2007 年新潟県中越沖地震の際の経験を発端として公共情報コモンズ 4)

を整備してきた。その概要を図２－５－②－３に示す。この仕組みを利用すれば、被
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害に関する地方公共団体の直接的な情報の他、ライフライン事業者の活動についても

モニタリング可能であることがわかる。また近年では、デジタル社会におけるデータ

管理としてベース・レジストリ 5)が整備されつつあり、このデータベースも活用が可

能と考えられる。 

 

 

図２−５−②−３ 公共情報コモンズの概要 4) 

 

そのほか、JR 東日本では、SIP4D（Shared Information Platform for Disaster 

management）との連携によるデータ（地表震度、建物被害道路通行規制、病院、避難）

と自社が保有するデータを地理情報システム上で統合し活用している。図２－５－②

－４に SIP4D との連携による災害情報の地図表示例を示す。 

 

 

図２−５−②−４ SIP4D との連携による災害情報の地図表示 6) 

 

また、走行する車両から得られる位置情報や運転挙動等の情報（プローブカー情報）

をサーバーで収集処理し配信するシステムはプローブカーシステム（図２－５－②－

５）と呼ばれ、自動車会社やカーナビメーカーで実用化されている。現在ではプロー

ブカー情報の減災利用についても検討が行われており、最近の災害において「通れた

道マップ」の提供が行われている。 

電力会社では、家庭に設置された次世代型電力計「スマートメーター」のデータを
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災害時に自治体や自衛隊に提供することとなった 7)。なお、スマートメーターの普及

率は 2020 年３月の時点において全国で６割程度であり、2024 年度末に大手電力 10 社

全てで導入完了の予定である。 

 

 

図２−５−②−５ プローブカーシステム 8) 

 

その他、警備会社の通報情報や顧客監視情報、エレベータ監視会社の管制運転情報

等も、災害時のモニタリング情報として活用することが期待される。 

災害後の比較的早い時期から長期に亘って活用できる情報として電力供給量があり、

また、プローブカー情報なども活用可能性が高いと考えられる。 今後は、発災から復

興に至るタイムラインの中で、より効果的に災害を定量化できる社会状況指数の抽出

とそのモニタリング方法を検討していく予定である。 

 

2) リアルタイム振動モニタリングに関する基盤技術開発 

地震災害の発生を想定すれば、初期の状況把握と災害対応、二次災害の抑止などを

効率的に実施するために、高密度地震観測網による震度分布の把握が有用である。ま

た、重要施設の被災状況を一次的に把握するためにも、各敷地や建物内での観測記録

が利用できる。ここでは、災害を想定した社会様相把握の一環として、物理的な観測

の中でも基本的な地震動特性の把握について考察するとともに、実際的な機材の確認

やデータ回収・運用システムへの展開を想定して基盤技術の開発に着手した。 

現在、全国を覆う震度観測網は、1995 年阪神・淡路大震災以降に急速に整備された

ものと言える。この背景には、1980 年代にはじまる計測震度の検討と計測震度計の開

発があり、気象庁の計測震度観測地点は 1994 年に約 300 点、1996 年には約 600 点に

急増した。また自治体の災害対応のため、消防庁による震度観測ネットワークが 1996

年ころから各市町村に順次整備され、現在は全国で約 3000 点ある。さらに防災科学技

術研究所の強震観測網 K-NET が約 1000 点に設置された（震度発表は 2004 年からで約

800 点）。これらはいずれも高精度の観測機器からネットワークでデータが回収され、

震度は一元化されて地震発生後の早期に情報が公開される。合計で約 4370 点、全国の
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面積を単純に地点数で除せば約 86km2、約 10km 間隔となる。 

全国の震度計測点の配置を図２－５－②－６に示す 9)。特に人口の多い都市域で密

度が高く、数 km 程度の間隔である。このような観測点密度の相違が観測震度に影響し

たと考えられる例を図２－５－②－７に示す 9)。大阪府北部の地震（2018 年６月 18

日）と島根県西部の地震（2018 年４月９日）はいずれも M6.1、震源深さ 12～13km で

あるが、観測された最大震度は６弱と５強で１段階の差がある。この図から明らかに

大阪の観測点密度が高く、震源近くに多数の観測点がある。さらに地盤条件の差異等

により震源距離が同様でも震度が異なる地点も読み取れる。最大震度は速報値として

被害状況の判断にかかわり、自治体等の災害対応の基準ともなることから、最大値を

取りこぼすことなく捉える高密度化は重要である。 

 

 

図２−５−②−６ 全国の震度観測点分布とその変化 9) 

 

 
図２−５−②−７ 震度観測点密度の相違と観測地の分布 9) 

 

一方で、高精度観測網は設置・維持経費や運用負荷が大きく、さらなる高密度化は

容易ではない。必ずしも高精度の機器でなくても、目的によっては十分な情報として

扱いうる場合もある。特に設置数を大幅に増加できれば、個々の記録だけでなくビッ

グデータとしての意味もあるため、波形記録の精度は必ずしもさほど重大ではない。

また、災害時の通信環境も想定すれば、データ転送は最小限が望ましく、センサー側

で代表値に処理したうえで、少ないデータ量で役に立つ情報を提示できればメリット
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が大きい。 

さらに観測網の設置・維持主体として、地域に密着した設備ネットワークを運用す

る電気、ガス等のライフライン事業体による観測もすでに実施されている。スマート

メーターなど、本来業務のセンサー＋ネットワークを活用した観測の展開により、当

該事業者の災害対応と地域災害情報の両面での活用も現実的である。通信事業者の基

地局網の活用なども考えられる。また店舗等の広範なネットワークを持つ事業体（流

通、小売り等）や、多数のユーザーを抱える住宅事業なども、観測結果がそれぞれの

業務に関する災害対応に活用できる面もある。 

観測主体をさらに個別分散で想定すれば、個人レベルでの情報を集約することが想

定される。個人で所有する携帯端末により人口分布とその変化をモニタリングする手

法はすでに実用化され、感染症に対応した社会状況モニタリングなどに応用されてい

る。個人レベルで使用する乗用車についてはコネクテッドカーの普及が進んでおり、

必要なセンシング技術を開発することによりビッグデータとしての活用が期待できる。

将来的な自律分散社会におけるモビリティの位置づけと合わせて、災害対応に活用で

きる可能性は高い。これらで使用されるセンサーはローコストが第一目的であり、限

定された性能をビッグデータの密度でカバーする位置づけとなる。 

以上のように、将来的な高密度災害情報（例えば震度情報）を考えるとき、複数の

階層を想定し、それらの役割分担と統合利用を考慮することが必要となる。またその

結果として、単一のネットワークに依存しないレジリエンスも向上できると考えられ

る。本検討では、中間的な位置づけの観測システムの例として、簡易・安価である程

度の精度を有する MEMS 加速度センサ（震度情報も出力可）を活用し、設置状況に応じ

て携帯電話ネットワークなども活用した多様な接続を検討する。さらにネットワーク

経由で集約したデータを活用するシステムとして、本研究で実施する社会状況モニタ

リングの多様な情報と一元化して利用する方策を検討する。 

なお、ここまでの議論は主に地盤の地震動分布を想定したものであるが、別な面と

して建物の地震時被災モニタリングも重要である。この分野は、特定の建物に関して、

詳細な地震応答等の計測等に基づく構造損傷（あるいは健全度）モニタリングの実用

化が進んでいるが、コスト面からも、超高層建物など大都市圏の少数の大規模・重要

建物に限定されている。また構造損傷だけでなく、建物の機能障害のモニタリングも

重要となる。たとえばエレベータ停止状況などは、高層建物の災害対応やその後の機

能維持に直結する。企業や自治体であれば、関連する重要施設（主要な営業拠点や工

場、ライフライン拠点、役所支所、病院、消防、避難所など）の被災状況把握は初動

対応に必須である。この際に、個々の建物の詳細なモニタリングは困難としても、該

当する施設の敷地内での地震動特性や、建物の代表点の応答特性だけでも基礎的な情

報として有用である。また簡易なセンサーの観測情報も、建物・地盤等の設計時検討

や事前調査等と合わせれば十分な可能性がある。 

今年度に主な検討を行ったセンサーは MEMS（Micro Electro Mechanical System）

である。このタイプの加速度センサーは小型で安価であり、携帯端末の姿勢把握やエ

アバッグの衝撃検出など工業製品に多数が使用されている。一方で、地震観測分野で

は比較的低振動数成分が主であり、加速度時刻歴の精度が求められるため、ごく小型
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のセンサーモジュールでは制約が多いと考えられている。携帯端末の内蔵センサーの

地震観測への利用はかなり以前から検討されており 10)、アプリとしても入手可能であ

る。また制度の比較的高いセンサーを使用して地震計として開発された製品もいくつ

か出ており、MEMS の中でもコストや性能のバランスで選択できる状況となっている。

今回主に使用したセンサーは、震度計として開発され、気象庁検定も受けた製品であ

る。 

図２－５－②－８に稼働テストの状況を示す。ネットワーク接続と電源供給を PoE

ハブで行っており、この状態では複数の同時稼働を実施しているが、実際には１か所

に 1 台ずつ設置を想定している。精度の高い加速度計とともに加振することで、震度

計としての機能は震度０～１相当から上限まで十分な性能を持つことを確認したが、

小振幅の加速度波形にはある程度のノイズが避けられない（図２－５－②－９）。また、

他のセンサーとの性能比較も行っている。実際に使用するうえでの重要な点は、性能

もさることながら、稼働安定性と耐久性である。今年度の数か月程度の連続稼働テス

トでは問題なかったが、将来的に現場の悪条件下での長期テストで確認する必要があ

る。 

ネットワーク接続については、有線ネットワークが使える場所では問題ないが、情

報セキュリティ方針の制約から、建物内 LAN への接続や建物外への通信は制限されて

いる場合がほとんどである。その際は、4G 携帯電話回線でデータ通信を利用すること

が一般的である。図２－５－②－10 に稼働テスト例を示す。電波状況などにより差は

あるが、都市域であれば、この目的には十分なデータ転送性能が得られている。災害

時を想定すれば MEMS センサーと通信機器のいずれも電力消費は比較的小さいため、電

源は UPS 等で賄える。回線の安定性は被災状況次第であるが、震度情報のみを送信す

るのであればデータ量はごく小さく、悪条件に強いと考えられる。 

 

 

図２−５−②−８ MEMS センターの有線ネット接続による稼働テスト 
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図２−５−②−９ MEMS とサーボのパワースペクトルの比較 

 

 

図２−５−②−10 MEMS センターの LTE 無線ネット接続による稼働テスト例 

 

接続先のシステムについては、実際にサーバーシステム（仮想を含む）がある場合

と、すべてクラウドに依存することも考えられる。クラウドであれば災害も機能する

可能性がある。今年度はデータを実際のサーバーに送ってデータベース化するシステ

ムまでを試験的に開発したが、今後は多様な接続を想定したシステムのプロトタイプ

を検討する。 

このようなシステムの運用テストに向けて、これまでにも連携活動を実施してきた

愛知県西三河地域の市町およびライフライン事業者との連携体制を準備した。これら

の自治体は、ほとんど市街地のみの小規模自治体、津波避難を必要とする沿岸域を持

つ自治体、合併により広大な市域や山間部を持つ自治体、製造業の大規模拠点を持つ

自治体など多様である。またライフライン事業者は、ネットワークの稼働のための情

報網を運用しているが、変電所等の主要施設の建物を考慮する点が重要である。この

ような連携体制から、震度計による詳細震度分布把握や重要建物被災把握のニーズ確

認を進めている。それぞれで精度の高い観測を別途保有する中で、精度とコストのバ

ランスの異なる観測体制の活用についての議論を行っている。 
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3) リアルタイムでの社会様相（対応リソース、状況、人）把握システム構築 

大規模災害時、各種インフラの被害状況並びに復旧状況を子細に把握することを目

指し、インフラの維持管理に関わるステークホルダーによる情報収集を目指す。今年

度は愛知県企業庁（以下、企業庁）と連携し、同県内の水道インフラを例に、状況を

リアルタイム把握するためのプラットフォーム開発を試行した。 

本研究で用いるシステムは名古屋大学が独自に開発してきた災害情報収集基盤

「CASI-KA」11)をベースとしており、同システムは汎用的なスマートフォン端末にイン

ストールするアプリケーションと、サーバサイドで動作する管理アプリケーションの

組み合わせで成り立っている。基本的な動作は、センサーとなる一人ひとりの人間（調

査員）が現場で写真や動画による情報収集を行い、それらをリアルタイムでサーバー

に集約することで、管理者（本部）が状況判断や調査員への指示を行うものとなって

いる。この基本的な概念を図２－５－②－11 に示す。 

 

 

図２−５−②−11 CASI-KA の基本概念 

 

CASI-KAは本来災害発生直後の被害調査ツールとして開発してきた経緯があり、様々

な組織や災害種別に応じて汎用的に利用できるような設計になっている。本研究では

これを活用し、平常時のインフラ管理においてメンテナンス情報共有ツールとして利

用するとともに、南海トラフ地震発生時に水道インフラの被害状況と復旧状況、なら

びに現場の対応リソース等について把握するためのツールとして用いる。 

より具体的には、企業庁の各事務所における水道管路管理担当者がスマートフォン

の地図画面で管路網を確認しながら、管路の被害状況や復旧状況に関する情報登録を

行い、企業庁本庁においてリアルタイムな状況把握と指示を可能とすることを目指し

ている。なお同システムを用いてこれまでに同種の実証実験を各地で行ってきており、
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災害時と平常時で同一のシステムをシームレスに活用することが肝要であることが分

かっている 12)。実証実験の様子を図２－５－②－12 に示す。そのため本研究では、平

常時の管路メンテナンス作業への活用を先行して試行している。 

 

 

図２−５−②−12 CASI-KA を用いた地域情報収集実験の様子 13) 

 

今年度（令和２年度）は、次年度以降の本格的な運用を見据えた環境整備を行った。

具体的には、以下に示す通り愛知県企業庁をフィールドとした、各関係者への説明お

よび事業の承認と、そのためのシステムの整備である。 

まず、本システムの主たる導入先は愛知県企業庁本庁である。本庁の技術監および

水道部長に計画の了承を得た後、水道事業課と水道計画課の各担当にシステムの説明

を行った。また、本庁と連携する水道事務所として、愛知用水水道事務所（尾張旭出

張所を含む）、尾張水道事務所の２事務所の担当者にも同様の説明を行った。これらの

担当者は、普段から管路網の維持管理に携わり、漏水などのトラブルを発見・報告す

ることを担っている。さらに、実際の復旧工事にあたっては各地域の事業者がおり、

必要に応じてこの事業者とも情報共有を行っている。 

前述のとおり平常時の管路メンテナンス、例として管路設備点検や漏水事故を対象

として情報共有を行うことで合意した。運用を通じて対象とする事案や利用者（事務

所や事業者）を拡大していくこととした。また、企業庁では管路情報システムを運用

しており、過去の管路メンテナンスの電子データベースを有している。将来的にはこ

ちらのシステムとの連接を視野に入れている。またシステムの利用者が増えるにつれ、

管理者および利用者の階層的な管理が必要になることも議論の中で明らかになった。

具体的には、本庁、各事務所で管理できる情報や利用者をグルーピングし、情報の共

有範囲を柔軟に制御する等である。このようなシステムの改修は次年度以降の課題で

ある。管理者の利用画面イメージを図２－５－②－13 に示す。 
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図２−５−②−13 CASI-KA 本部画面による情報集約のイメージ 

 

システムの運用開始にあたり、企業庁から管路網 GIS データを提供され、これをシ

ステムに登録した。これにより、スマートフォン画面においては管路網を地図上で確

認しながら、正確な位置情報を伴った動画や写真を収集することが可能となった（図

２－５－②－14）。次年度は平時の管路メンテナンスにおいて運用を開始するとともに、

2021年９月の企業庁防災訓練において南海トラフ地震発生を模したシステムの稼働訓

練を行うことを予定している。 

 

図２−５−②−14 スマートフォン画面による水道管網表示（調査員）画面 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

1) リアルタイム社会様相把握システム構築を支えるデータ基盤 

ライフラインの稼働状況や供給量の推移などにより社会の活性度合やその変化（災

害時においては被災状況）を推定しうる可能性のあることを明らかにした。今後、ラ

イフライン事業者においてスマートメーターなど個別、かつ詳細なデータの取得を可

能とする仕組みの導入が進み、さらに公共情報コモンズやベース・レジストリといっ

た社会活動に関連するデータの活用基盤の整備が進むことで、社会様相を多様な視点

からモニタリングすることが可能となることが期待される。臨時情報発表時、あるい

は災害発生時に生じる可能性のある社会経済活動の変化を想定し、その変化の有無や

程度は、どのようにすれば確認できるのかを検討すること、具体的なモニタリングの

手法を明らかにしていくことが、今後検討すべき課題である。 

2) リアルタイム振動モニタリングに関する基盤技術開発 

社会モニタリングの基盤技術の一つとして、高密度震度観測網の効果を検討すると

ともに、そのための方針として階層的震度観測体制を議論した。このなかで、中間の

階層の例として、比較的性能の高い MEMS センサーによる震度計製品について性能確認

と運用体制の検討を行った。結果として想定する目的のためには十分な性能と運用可

能性を確認した。実際的な稼働テストに向けて、複数の基礎自治体やライフライン事

業者と連携できる体制を構築し、一方でネットワーク接続技術やサーバシステムの開

発に着手した。今後は実際的な設置状況での性能把握、長期の安定運用の確認、他の

情報と一元利用するためのシステム構築、実際的なユーザーのニーズ把握などが課題

となる。 

3) リアルタイムでの社会様相（対応リソース、状況、人）把握システム構築 

汎用的なリアルタイム情報収集・集約ツールを応用することで、災害対応に関わる

人員そのものをセンサーとした社会様相把握のための枠組みについて検討した。今後、

平常時のインフラ管理においてシステムの試用を進めるとともに、人員の習熟やシス

テムの改善、ならびに南海トラフ地震発生のような有事を模した訓練などを行い、リ

アルタイムの社会様相把握のためのデータ収集の可能性について検証を行っていく。

本項では水道管路網をテストケースとしているが、その他の社会インフラへの応用展

開やその際の課題を整理し、本研究課題全体で開発する高度なモニタリングシステム

のモジュールとして完成させていく必要がある。 

 

(e) 引用文献 
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(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

なし 

2) ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 

 

③事態想定シミュレーション手法の構築に関する検討 

(a) 業務の要約 

事態想定シミュレーション手法の構築のため、動的な被害予測手法導出のため、リア

ルタイム社会様相把握のための都市インフラデータの収集を行うとともに、人・物の地

域間移動に関する時系列データ収集を行う。 

また、事態想定シナリオ構築のため、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）での社

会経済活動の停滞と臨時情報発表時の社会の委縮に伴う地域経済活動停止との類似性

の視点から、新型コロナウイルス感染症対策での対策本部のあり方に関する検討を行う

とともに、産業タイムラインや産業構造を組み込んだ事態想定を表現するための手法に

ついて検討する。 

 

(b) 業務の実施方法 

都市インフラに係る産業構造モデルを構築し、南海トラフ地震での臨時情報発表時の

事態想定シミュレーション手法を検討するためには、都市インフラ（水道、電気、ガス

等）と社会における人流、物流との関連について検討することが必要である。そこで、

南海トラフ地震での臨時情報発表時の社会活動の萎縮が、新型コロナウイルス感染症

COVID-19 での緊急事態宣言発表時の事態と相似であるとの仮定に基づき、都市インフラ

のセンシング情報と人流データ、産業活動との関連を分析するための、人流データの集

計手法の検討とデータ整備を行う。愛知県西三河地区を対象とし、COVID-19 の緊急事態

宣言発表前後の 2020 年１月、２月、４月、５月における４分の１地域メッシュ（250m）

で人流データを収集した。 

COVID-19（新型コロナウイルス感染症）への対策は危機管理上重大な課題である。厚

生労働省は新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針 1)を示し、「3 つの密（密

閉・密集・密接）」を徹底的に避ける等の感染拡大防止対策が求められている。また、

緊急事態宣言解除後においても、基本的な感染対策の継続など感染拡大を予防する「新

しい生活様式」やニューノーマル（新常態）を社会に定着させていくことが必要である。

現在、感染症と自然災害の複合災害については、災害時の避難所における新型コロナウ

イルス感染症対策等の検討がなされてきている 2), 3)。本稿では、被災水道事業体に設置

される水道給水対策本部において３つの密を回避するために求められることを検討し、

ポスト新型コロナウイルス感染症のニューノーマルにおける水道事業体における対策

本部のあり方について考察した。 
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(c) 業務の成果 

ユーザーの利用許諾を得たスマートフォンアプリからフリーWi-Fi への接続情報を

取得し、アプリユーザーの属性偏りや毎月増加するユーザー数を考慮し、拡大補正した。

そのうえで、月ごと、曜日ごと、１時間ごとに、あるメッシュにいるユーザーを集計し、

曜日平均人数と、その居住地の内訳を集計した。さらに、推定居住地ごとに合計し、曜

日平均を計算した。表２−５−③−１にレコードレイアウトを、表２−５−③−２に作成した

サンプルデータの一例を示す。 

 

表２－５－③－１ 収集したレコードレイアウト 

 

表２－５－③－２ サンプルデータの一例 

 

ポスト COVID-19 のニューノーマルにおける水道給水対策本部のあり方について考察

した。今後、オフラインで災害対応を実施することの意義を理解しつつ、ICT 技術によ

る災害対応業務を変革するという視点から、オフかオンではなく、一定の密を許容しつ

つ、感染リスクを減らすために新常態での水道給水対策本部をどうすべきか検討するこ

とが必要不可欠であることを示した。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

事態想定シミュレーション手法の構築のため、動的な被害予測手法導出のため、リア

ルタイム社会様相把握のための都市インフラデータの収集を行うとともに、人・物の地

域間移動に関する時系列データ収集を行った。今後は、事態想定シミュレーションのた

めのデータ整備や、事態想定シナリオの作成に向けたデータ分析を行うことが必要であ
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る。 

新型コロナウイルス感染症対策での対策本部のあり方に関する検討を行うとともに、

産業タイムラインや産業構造を組み込んだ事態想定を表現するための手法について検

討した。その結果、対策本部における意思決定や情報発信などのさまざまな階層におけ

る対応や行動を事態想定シナリオに組み込むとともに、統一モデリング言語（UML，

Unified Modeling Language）を用いて、南海トラフ地震臨時情報発表時の社会様相や

事態想定を記述する手法の検討が今後の課題である。 

 

(e) 引用文献 

1) 厚生労働省：新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針，令和2年3月28日

（令和2年5月25日変更），新型コロナウイルス感染症対策本部，2020． 

2） 防災学術連携体：https://janet-dr.com/070_seimei/071_seimei200501.html，

2020．（accessed on 令和3年1月15日） 

3) JVOAD：新型コロナウイルス避難生活お役立ちサポートブック0529版，2020． 

 

(f) 成果の論文発表・口頭発表等 

1) 学会等における口頭・ポスター発表 

    なし 

2) 学会誌・雑誌等における論文掲載 

掲載した論文 

（発表題目） 

発表者氏名 発表した場所 

（学会誌・雑誌等名） 

発 表 し た

時期 

国内・外

の別 

ポスト新型コロナウイ

ルス感染症のニューノ

ーマルにおける水道給

水対策本部のあり方に

関する一考察（査読無） 

平山修久 令和2年度水道研究

発 表 会 講 演 集 ，

718-719 

2020 年 11

月 

国内 

 

(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

なし 

2) ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 

 

④臨時情報発表時における地域情報共有連携手法の構築 

(a) 業務の要約 

臨時情報発表時における地域情報共有連携手法を検討するにあたり、遠隔型のワーク

ショップ及び訓練ツールを開発し、遠隔型のワークショップを試験的に開催し、関係機

関の臨時情報発表時における現状の体制及び課題について共有、意見交換を実施した。
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表２－５－④－１にワークショップ開催概要を示す。 

 

表２－５－④－１ 遠隔型ワークショップの開催概要 

実施日 令和３年２月５日 

会場 名古屋大学減災館減災ホール 

参加者は Zoom ミーティングで参加 

参加機関 約 70 機関がリモート主体で参加 

※西三河防災減災連携研究会会員市町（9 市 1 町）、愛

知県、名古屋大学減災連携研究センター、トヨタ自動

車（株）、中部電力（株）、東邦ガス（株）、内閣府、名

古屋地方気象台、中部地方整備局、国立研究開発法人

防災科学技術研究所、（一社）中部経済連合会 他 

参加者数 約 200 名 

実施目的 巨大地図プロジェクションマッピングの手法を用いて

南海トラフ地震発生時の津波浸水被害等の様々な「リ

スク」等を共有すると共に、情報収集及び情報共有内

容や方法等を確認し、関係機関の連携強化を図る。 

ワークショップの流れ 『前半：ワークショップ』 

・ 南海トラフ地震臨時情報発表時の想定について（四

国沖で地震発生） 

・ 南海トラフ地震発生時の想定について（三重県南東

沖で突発地震発生） 

『後半：意見交換』 

・ 南海トラフ臨時情報発表時の各機関が抱える課題に

ついて 

・ 南海トラフ地震発生時に各機関が共有すべき情報に

ついて 

 

 

写真２－５－④－１ 遠隔型ワークショップの様子 
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■日 時： 令和３年２月５日（ 金） 午後２時～午後４時頃 ※【 前半】 WS（ 60分） 【 後半】 意見交換（ 60分）

■場 所： 名古屋大学減災館 ※WEB（ Zoom） 混合開催
■主 催： 西三河防災減災連携研究会

■参加者： 約７０機関（ 約２００名） がリモート主体で参加
※西三河防災減災連携研究会会員市町（ ９市１町） 、愛知県、名古屋大学減災連携研究センター、
トヨタ自動車（ 株） 、中部電力（ 株） 、東邦ガス（ 株） 、内閣府、名古屋地方気象台、中部地方整備局、

国立研究開発法人防災科学技術研究所、（ 一社） 中部経済連合会 外
■目 的： 巨大地図にプロジェクションマッピングの手法を用いて南海トラフ地震発生時の津波浸水被害等の様々 な「 リスク」 等

を共有すると共に、情報収集及び情報共有内容や方法等を確認し、関係機関の連携強化を図る
■内 容： 【 前半： WS】

①南海トラフ地震臨時情報発表時の想定について（ 四国沖で地震発生）

②南海トラフ地震発生時の想定について（ 三重県南東沖で突発地震発生）
【 後半： 意見交換】

①南海トラフ臨時情報発表時の各機関が抱える課題について
②南海トラフ地震発生時に各機関が共有すべき情報について

⻄三河防災減災連携研究会ワークショ ッ プを開催しました
【概 要】

※⻄三河防災減災連携研究会会員市町
岡崎市、碧南市、刈谷市、豊田市、安城市、
西尾市、高浜市、みよし市、幸田町、知立市

【 幹事】 知立市 林市長 【 座長】 名古屋大学 福和教授

主催者
挨拶

ＷＳの様子

気象庁会見 速報ニュース
（ CBC齋藤ｱﾅｳﾝｻー ）

中部地方整備局の対応
（ 國村総括防災調整官）

 

図２－５－④－１ ワークショップ実施概要1) 

 

(b) 業務の実施方法 

1) 当日の会場設営など事前準備 

ワークショップ当日は、メイン会場である名古屋大学減災館１F減災ホールに西三河

地域の巨大地図を設置し、プロジェクションマッピングのシステムを準備した。また、

メイン会場を一望できる形でカメラを設置し、Web（Zoom)にてメイン会場の様子を参加

者に配信、メイン会場の正面スクリーンには配信映像を投影し、メイン会場のファシリ

テーターとWeb（Zoom)参加者がリアルタイムでコミュニケーションをとれるように設定

した。 

ワークショップ参加者は、全てWeb（Zoom)での参加とし、参加者は当日にWeb（Zoom)

と連動して情報共有に活用する特設Webサイトへのスマートフォン・PCでの接続を依頼

した。また、参加者が閲覧する特設サイトの映像をメイン会場のスクリーンに投影し、

参加者が閲覧しているZoom映像と特設サイト映像をワークショップのファシリテータ

ーがリアルタイムで確認できるように配慮した。 

また、今回は更なる臨場感を演出することを目的とし、中部日本放送アナウンサーに

よる臨時ニュース放送ブースをメイン会場に設営した。 
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写真２－５－④－２ ワークショップ会場設営 

 

2) ワークショップの全体進行シナリオ 

ワークショップは２部構成とした。第１部は南海トラフ地震臨時情報発表時の想定に

ついてのワークショップとして、四国沖で地震が発生した想定で、発災直後から気象庁

による臨時情報（調査中⇒巨大地震警戒）が発表されるまでの各機関の対応について議

論を行った。 

第２部は南海トラフ地震が発生（突発地震を想定）した想定で、発災直後から各機関

が発災直後に実施すべき事象（災害対策本部の設置、被害情報の収集）についてファシ

リテーターによる解説を交えて、確認、意見交換を行った。 

ここでは臨時情報に関して議論を行った第１部における実施方法及び成果について

述べる。 
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表２－５－④－２ ワークショップの進行シナリオ（臨時情報発表時）1) 

 
 

(c) 業務の成果 

ワークショップは、四国沖で地震が発生した想定に基づき、地発生直後から約２時間

まで想定されるタイムラインに従って発表される各種情報及び想定される状況を参加者

全員で共有した後、参加各機関が臨時情報発表時にどのような体制・対応を行うのか、

情報交換を行った。 

1) 発災から南海トラフ地震臨時情報発表までの想定 

発災後に想定される状況と、ワークショップで示した各資料を順に述べる。 

a) 地震発生 

【ワークショップ１の地震発生時の前提条件】 

・時刻：令和３年２月５日の14時 

・天候：晴れ 

・気温：６度 

・風力：１m/s 北西の風 

・状況：各自の職場で勤務中 

b) 緊急地震速報の発表 

四国沖で地震 強い揺れに警戒から九州全域、四国全域、中国全域、近畿一部の地域

とし、図２－５－④－２に示す揺れの伝播想定2)を提示するとともに、アナウンサーに

よる速報ニュース実況を行った（写真２－５－④－３）。図２－５－④－３に想定地震

の震度分布と津波警報発表状況3)を示す。 
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図２−５−④−２ 四国沖震源による地震の想定動画2) 

 

 

写真２−５−④−３ アナウンサーによる速報ニュース実況 

 

 

図２−５−④−３ 想定地震における震度分布、津波警報発表状況（名古屋地方気象

台作成）3) 

 

c) 避難指示 

沿岸地域の避難/緊急避難場所への避難（避難指示発令区域を西三河で共有）⇒避難

指示発令によって、西三河の各市町はどのような対応を行うのか？ 

d) 南海トラフ地震臨時情報（調査中）発表 
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アナウンサーによる速報ニュース実況とともに、四国沖地震による津波の想定動画を

提示した。 

 

 

図２−５−④−４ 四国沖震源による津波の想定動画2) 

 

e) 気象庁による記者会見 

名古屋地方気象台による動画により、気象庁による記者会見を提示した。 

 

 

写真２−５−④−４ 気象庁による記者会見の動画 

 

f) 臨時情報（巨大地震警戒）発表 

臨時情報（巨大地震警戒）が発表されたことを共有した。 

 

2) 臨時情報発表時の対応に関する共有 

発災直後から臨時情報（巨大地震警戒）発表までの流れを参加者全員で確認した後、

参加機関から現時点で想定している臨時情報発表時の体制等について、情報共有を行っ

た。 

 

3) ワークショップによるグループディスカッション 

ワークショップ参加者はZoomのブレイクアウトルーム機能を用いて、(1)臨時情報に

関して各機関が抱える課題、(2)南海トラフ巨大地震発生時に各機関が共有すべき情報、

についてグループディスカッションを行った。 
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なお、グループは西三河の各市町を等分に分け、オブザーバー参加の愛知県、中部地

整、中部電力、東邦ガス及び名古屋大学減災連携研究センター教職員をランダムに分配

した。各グループのファシリテーターは、西三河各市町の担当者が担い、各グループ発

表した。 

その結果、以下のような課題、共有すべき情報が抽出された。 

a) 臨時情報に関する各機関の課題 

臨時情報の周知、社会側の理解不足、臨時情報発表初期の情報収集、臨時情報に対す

る自治体間の温度差、学校に対する対応及び要請、広域的な視点での判断基準 

b) 南海トラフ巨大地震発生時の共有すべき情報 

各市町村の被災情報、ライフライン（緊急輸送道路、電気、ガス、水道、広域下水道、

通信）に関する被災情報や復旧見込み 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

関係機関の臨時情報発表時における現状の体制及び課題に関する意見交換の場とし

て前述のワークショップを開催した。その結果、各機関で臨時情報発表時の体制につい

て検討状況にばらつきがあり、必要な議論、検討が不十分であることが示しえた。これ

は、臨時情報が発表された際、社会がどのように変化するのかを関係機関で共有、検討、

議論されておらず、想定している社会情勢が各機関によって異なることによるものと考

えられる。また、臨時情報に対する地域社会の認知度が低く、臨時情報発表時の社会情

勢を十分に考察できる状況に至っていない点を指摘した。 

臨時情報発表時における地域情報共有連携手法を構築するためには、臨時情報発表に

よって生じる地域社会全体の変化、課題について関係機関が議論、共有し、それに対す

る具体的な対応内容を相互で理解することが必要不可欠であると考える。 

このような課題を解決する手段として、関係機関が一堂に会するワークショップの実

施は有益であると考える。今回実施した遠隔型のワークショップは物理的な移動の必要

性がないため、従来の参集型ワークショップと比較して、非常に多くの関係機関が参加

可能な取り組みであり、臨場感を演出する各種ツールなどを導入することでより実効性、

有効性の高い取り組みとなることが確認できた。今後コロナ禍が終息したとしても、遠

隔型のワークショップの需要は絶えることはないといえよう。 

今後もこのような手法を用いて、臨時情報発表時における地域情報共有連携手法を関

係機関と協力の上での検討が求められる。また、ここで検討したワークショップ手法は、

①産業タイムラインや産業構造、②リアルタイム社会様相、③UMLなどによる社会様相

シナリオを、ワークショップや図上演習における提示シナリオとして構築するとともに、

参加者の対応や判断を社会様相シナリオとして構築することが可能となると考える。 

 

(e) 引用文献 

1) 名古屋大学減災連携研究センター：令和２年度南海トラフ地震による総合啓開にお

ける社会経済活動の早期復旧に関する研究報告書，2021 

2) 内閣府，南海トラフ巨大地震、首都直下地震の被害と対策に係る映像資料，

http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/nankai_syuto.html 
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3) 名古屋地方気象台：南海トラフ巨大地震想定地震における震度分布、津波警報発表

状況に係る資料，2021 

 

(f) 成果の論文発表・口頭発表等 

 1) 学会等における口頭・ポスター発表 

    なし 

 2) 学会誌・雑誌等における論文掲載 

    なし 

 

(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

なし 

2) ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 
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２．６ 発災時の大都市機能の維持 

 (1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「発災時の大都市機能の維持」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立大学法人東京大学大学院 准教授 廣井 悠 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 副部門長 中村洋光 

  

(c) 業務の目的 

南海トラフ巨大地震は国難ともいうべき災害であり、このような状況下で東京・名古

屋・大阪などの大都市機能を維持することはとりわけ重要である。特に長周期地震動の

影響がある首都圏は、政治・経済・報道などを代表とする中枢管理機能が集中しており、

例えば高層ビルなどの被害は首都機能維持や国全体としての災害対応そのものに少な

くない影響を及ぼすと考えられる。しかしながら、平時に極めて高度かつ複合的に設計

されている大都市は、一たび突発的な災害が発生した際、どの程度・どういった形で都

市機能が喪失するかは詳らかにされていない。他方で今後はあらゆるものにセンサが埋

め込まれ、モニタリングが可能なスマートシティ時代を迎える緻な即時的予測は技術的

に可能となりつつあり、これを災害対応に運用するための社会技術が求められる。具体

的には、大規模災害時に都市機能の喪失に至らないための復旧オペレーションを、その

災害の特徴を踏まえた形で発災直後に示すことも可能になるものと考えられる。 

本研究では、このようなスマートシティ時代における新しい防災対応手法の確立もに

らんで、「都市機能の維持」に必要な対策をリアルタイムで抽出するための研究を、首

都圏を対象として行う。研究の手順としては、①大都市における災害シナリオをダイナ

ミックに自動生成する仕組みを構築し、②これを基に都市機能を維持するための対応タ

イムライン作成手法を確立する。このうち災害シナリオの自動生成技術は、分担者責任

者が開発している定性的被害予測技術を用いる。この技術は、これまでの災害教訓から

得られる膨大な災害事象の網羅的な因果データベースを機械学習を用いて構築し、それ

を利用して近い将来に起こりうる災害事象をリアルタイムで抽出するものであり（イベ

ントツリー・タイムラインの形）、本研究プロジェクトではこれを援用して「大都市機

能の維持」に焦点を絞った検討を行う。研究の後半では社会への実装を図るが、ここで

は２(g)で開発する地震防災基盤シミュレータによる長周期地震動対策を対象とし、長

周期地震動が大きく影響を与える都市機能として、超高層ビル等の被害（エレベータ障

害等）に着目して、モデル地域における復旧状況をシミュレーションする手法を開発し、

都市機能を守るための大都市圏ならではの復旧オペレーションの検討を実施する。 

 

(d) ５か年の年次実施計画 

1) 令和２年度：  

『災害シナリオ自動生成』に関する事象因果データベースを拡充した。長周期地震動

とエレベータ障害・復旧過程の事例を調べた。 
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2) 令和３年度：  

災害シナリオのダイナミック自動成績技術の検討を行う。エレベータ障害、復旧過程

を模擬する手法の検討を行う。  

3) 令和４年度：  

実災害を対象とした WS に基づく改良シナリオの検討を行う。モデル地域でのエレ

ベータ障害、復旧の試算の検討を行う。 

4) 令和５年度 

高層建築物エレベータの詳細復旧オペレーション手法の検討を行う。 

5) 令和６年度 

高層建築物エレベータについて、大都市復旧マニュアルの検討を行う。 

 

(e) 令和２年度業務目的 

 都市機能の維持について、災害復旧オペレーションの検討に考慮すべき要因を整理す

る。そのため具体的には、これまでの研究で構築した災害事象因果データベースを拡充

する。また、長周期地震動とエレベータ障害の関係およびその復旧過程について事例を

調査する。 

 

(2) 令和２年度の成果 

本報告書では、前半の「災害事象因果データベース」を①、後半の「長周期地震動とエ

レベータ障害の関係およびその復旧過程について事例を調査」を②として成果を記述する。 

 

①災害事象因果データベースの拡充 

(a) 業務の要約 

本業務では、機械学習を用いた災害事象因果データベースの拡充について，朝日新聞デ

ータをもとに，東日本大震災と阪神・淡路大震災について学習モデルを作り，それぞれ発

災から６か月の因果データベースを作成、ネットワークとして可視化した。 

 

(b) 業務の実施方法 

 本業務は、災害シナリオをバックキャスティングから作成する方法のひとつとして、自

然言語処理を用いて新聞記事から災害事象とその因果関係を機械的に抽出し、災害連関図

（cascading disaster network）の作成を試みるものである。今年度は、その具体的事例

として、過去の大きな地震災害である阪神淡路大震災と東日本大震災のそれぞれ発生後 6

カ月間の災害事象を対象として学習モデルをつくり、発災から６か月の因果データベース

を作成するとともに、災害間の比較を行った。 

 

(c) 業務の成果 

ここでは、阪神・淡路大震災、東日本大震災の発生当日から半年後の新聞記事を災害因

果抽出の対象とした。つまり、阪神淡路大震災については 1995 年１月 17 日から７月 16

日まで、東日本大震災については 2011 年３月 11 日から９月 10 日までである。これらの期

間に関して「朝日新聞記事データ（学術・研究用）」1995 年版及び 2011 年版のデータフ
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ォーマットにおいて、「本誌・地域誌：本誌，面名：１面から４面（スポーツ面以外）及

び特設ニュース，記事分類：災害または原子力事故」のすべてに該当する記事のなかから、

記事本文に阪神淡路大震災の場合は「兵庫県南部地震」または「大震災」、東日本大震災

の場合は「東北地方太平洋沖地震」または「大震災」が含まれるものを対象とした。なお、

これらの条件を満たしておいても、被害情報の数値の羅列のような明らかに因果関係文を

含まない記事は除外している。 

一方で方法は、筆者が過去に構築した技術を用いる。ここでは Sakahira and Hiroi（2021）

1)に準拠し、手がかり表現と継起因果表現の２種類の表現方法を用いて抽出された因果関

係文の候補に対して、機械学習による判別モデルを作成する。そのうえで、判別された因

果関係文に対して、それら文の原因部分と結果文をノードとリンクとして災害因果ネット

ワークを作成する。 

手がかり表現とは、例えば、「を背景に」「のために」のような直接的に因果関係を表

す表現のことである。はじめに日本語の新聞記事から、坂地ら(2011) 2)を参考として、35 種

類の手がかり表現を用いて因果文の候補を抽出した。しかしながら、日本語の新聞記事は

複雑であるため、この段階で抽出された文の中には因果知識が含まれていないものがある

可能性がある。そこで、上記の既存研究を参考に、構文的特徴と意味的特徴を説明変数と

する機械学習モデルを作成した。各地震災害に関して、それぞれ発生後１カ月間の記事で

抽出された因果文の候補のうち約３分の１にあたる量の文に対して 因果関係の有無につ

いてアノテーションを付けた。このうち 70％を学習用、残り 30％をテスト用とした。これ

ら因果関係の有無を目的変数として、サポートベクターマシン（SVM）を用いた機械学習モ

デルを構築した。説明変数としては、1)主節と基底節にぶら下がっている助詞の対、2)主

節と基底節にぶら下がっている節の名詞の上位概念、3)手がかり文節の前の形態素解析に

おける品詞、4)35 種類の手がかり文節、5)形態素ユニグラム、6)形態素ビッググラムを採

用した。 

継起因果表現とは、時間的な前後関係を表す継起関係に因果関係も含まれるものである。

例えば、「高速道路やビルが倒壊して、道路をふさぎ消防車も入れなかった」という記事

の文章のなかには，前述の手がかり表現は見られないが、「高速道路やビルが倒壊して」

が原因、「道路をふさぎ消防車も入れなかった」が結果という関係が含まれている。ここ

では廣井ら（2019）3)にあるように、日本語の新聞記事から８種類の継起因果表現を用い

て因果文の候補を抽出した。こちらも、この段階で抽出された文の中には因果知識が含ま

れていないものがある可能性がある。そこで、各地震災害に関して、それぞれ発生後１カ

月間の記事で抽出された因果文の候補のうち約３分の１にあたる量の文に対して因果関係

の有無についてアノテーションを付けた。このうち 70％を学習用、残り 30％をテスト用と

した。これら因果関係の有無を目的変数として、SVM を用いた機械学習モデルを構築した。 

災害連関図の作成については、各判別モデルで抽出された因果関係文について原因部と

効果部に分けられた因果データベースを用いて因果ネットワークを作成した。因果ネット

ワークは、開始ノードを原因、終了ノードを結果とした有向グラフから構成されている。

そして、この終点ノードを原因として因果データベースから結果を検索して、終点ノード

に新しい終点ノードを追加することで因果ネットワークを更新した。具体的には、終点ノ

ードの文と類似性が高い（コサイン類似度 0.7 以上）原因部を持つ因果関係文を因果デー
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タベースから検索した。そして、それら因果関係文の結果部を終点ノードの候補とした。

終点ノード候補の中から内容を踏まえ人手で選択して、終点ノードを決定した。そして、

今度はこの終点ノードを起点とし、その先の終点ノード候補を探索した。この処理を何度

でも繰り返すことで因果ネットワークを構築した。なお、類似度の算出には、文に含まれ

る名詞と動詞の分散ベクトルの平均値を用いてコサイン類似度を算出した。分散ベクトル

とコサイン類似度の算出は日本語の自然言語処理ライブラリである Ginza を用いた。 

本業務ではこれら因果ネットワークから、新聞記事に含まれる個人的な被災体験などに

関わる部を除外し、重要インフラや社会的事象を中心に再構成して災害連関図とした。以

降では、各地震災害について１カ月間の記事の 30％を用いた各判別をモデルのテスト結果

と、これら各モデルを用いて６カ月間の記事に適用して作成した災害連関図を示す。 

結果として作成された災害連関図は図２－６－①－１、図２－６－①－２のようになる

（ただし図が煩雑になるため、４階層まで表示）。
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図２－６－①－１ 機械学習によって得られた阪神・淡路大震災時の災害連関図 



202 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－６－①－２ 機械学習によって得られた東日本大震災時の災害連関図
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(d) 結論ならびに今後の課題 

 ここでは、阪神淡路大震災と東日本大震災の日本語新聞記事から、自然言語処理を用い

て災害事象の因果関係を機械的に抽出し、因果データベースを拡充した。これを図２－６

－①－１, 図２－６－①－２にように図示した結果、両災害とも複雑な連鎖関係を示し、

阪神淡路大震災では「被災地の工場生産の停止」、東日本大震災では「被災地外での計画

停電」というエスカレーションポイントを抽出した。 

一方で、長期的・グローバルな影響に関する事象は抽出されたが、その数は少なった。

この原因として、本論文では、便宜上、分析の対象としたデータは発生後６カ月の日本国

内向けの新聞記事に限定していたからであると考えられる。今後、分析データの期間や地

域を拡大することでより長期的、よりグローバルな影響を抽出することができると考える。 

 

(e) 引用文献 

1) F. Sakahira, U. Hiroi, Creating Disaster Chain Diagram from Japanese Newspaper 

Articles Using Mechanical Methods, Journal of Advanced Computational 

Intelligence & Intelligent Informatics (2021) .(impress) 

2) 坂地 泰紀, 増山 繁：新聞記事からの因果関係を含む文の抽出手法(自然言語処理) ，

電子情報通信学会論文誌. D, 情報・システム 94(8) 1496 - 1506 2011 年 8 月． 

3) 廣井悠，坂平文博：機械学習を用いた災害連関図の自動作成手法の検討，日本災害

情報学会第 22 回大会予稿集，2020． 

 

 (f) 成果の論文発表・口頭発表等 
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時期 
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廣井悠、坂平

文博 
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2）ソフトウエア開発 
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②高層建築物のエレベータ復旧オペレーション 

(a) 業務の要約 

本業務では、特に長周期地震動による被害を受けやすい超高層ビル等のエレベータ障

害に着目し、都市機能を守るために望ましいエレベータ復旧オペレーション方針を検討

することを最終目標としている。今年度は、文献調査やヒアリング調査を実施して、過

去の地震災害におけるエレベータ障害の状況や復旧過程、エレベータの耐震性能、首都

圏の超高層建物やエレベータのおおよその数量を把握した。また、これらの調査結果を

踏まえ、地震が発災した後に生ずるさまざまな物的被害やサービスの停止などを反映し

て、エレベータ障害の発生から復旧過程をシミュレーションするためのモデルで考慮す

べき項目を整理した。 

 

(b) 業務の実施方法 

 震災時におけるエレベータの復旧過程の現状等に関する調査については、長周期地震

動の発生が報告された地震を中心に、ア）関連する学協会が実施した災害調査の報告書

などの文献を収集して、エレベータ障害事例や、エレベータ障害と都市機能障害の関係

に関する記述内容を調査した。また、イ）エレベータに関連するセンサ設置状況やエレ

ベータの障害復旧過程の現状と課題を把握するために、エレベータの設計、設置にかか

る基・規準類を確認したほか、エレベータの管理や災害対応に携わる実務者にヒアリン

グを行った。あわせて、ウ）建築統計などの資料を収集し、首都圏における長周期地震

動を考慮すべき超高層建物の数やエレベータの設置状況、利用者数等、次年度以後に構

築するシミュレーションモデルの規模を検討するために必要な数量を整理した。 

 ア）～ウ）の調査結果に基づき、地震発災後に都市で生ずる各種のイベントを時系列

で記述した災害シナリオを境界条件として考慮して、エレベータ障害の発生から復旧過

程を模擬できるシミュレーションモデルに含まれるべき要素を整理し、５つの項目とし

て定義した。また、各項目を評価できる数値モデルを構築するために、検討すべき課題

を抽出、整理するともに、必要なデータとその収集方法を検討した。 

 

(c) 業務の成果 

1) 震災時におけるエレベータ障害の復旧過程の現状等に関する調査 

国内で最初に広範囲にわたる建物にエレベータ障害が生じたことが報告されたのは

1978 年宮城県沖地震である。そこで、(b)項ア）のエレベータ障害事例調査として、

日本エレベーター協会の機関誌や日本建築学会による災害調査報告等から、この地震

以後、2018 年大阪府北部の地震までの、表２－６－②－１に示す 20 の地震について

エレベータ障害に関する記述を収集した。 

エレベータ障害、すなわちエレベータを運行できない状態は、エレベータや建物に

なんらかの物的被害が生じた場合のほか、停電により運行が停止している場合、およ

びセンサが揺れを感知して管制停止後、専門技術者による安全確認が終わらずに再稼

働していない場合に分けられる。また、被災地に甚大な被害を及ぼした 1995 年兵庫県

南部地震や 2011 年東北地方太平洋沖地震ではエレベータにも多くの損傷・故障が見ら
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れた一方で、マグニチュード６程度の 2005 年千葉県北西部の地震、2018 年大阪府北

部の地震では、エレベータの損傷・故障件数は少ないながらも６万台以上の運転が休

止した。シミュレーションモデルには、揺れや地域の特性に応じて異なるエレベータ

障害の様相を反映できるようにすべきと考える。 

この調査では、表２－６－②－１で＊を付した 12 の地震で長周期地震動による超高

層建物への影響が報告されていることを確認したが、2004 年新潟県中越地震と 2011

年東北地方太平洋沖地震を除き、地震時の建物の揺れや被害状況、復旧に至る記録は

非常に限られたものであった。2011 年東北地方太平洋沖地震では、日本建築学会

（2013）1)が、揺れを受けた超高層建物や設備機器の挙動や被害の状況、図２－６－

②－１に示す事務所・商業ビルのエレベータ復旧タイムラインを報告している。また、

医療施設 2)、集合住宅 3)における災害状況に関する文献も収集し、エレベータ障害が

これらの用途の建物の機能に与える影響や、復旧状況を整理した。 

 

表２－６－②－１ エレベータ障害に関する記述を収集した地震の一覧 

発生年月日 地震名（マグニチュード） 発生年月日 地震名（マグニチュード）

1978/6/12 1978年宮城県沖地震(Ｍ7.4) 2004/9/5 2004年東海道沖の地震(M7.4)＊

1983/5/26 1983年日本海中部地震（M7.7）＊ 2004/10/23 2004年新潟県中越地震(M6.8)＊

1984/9/14 1984年長野県西部地震(M6.8)＊ 2005/3/20 2005年福岡県西方沖地震(M7.0)

1992/2/2 1992年東京湾南部の地震(M5.7)＊ 2005/7/23 2005年千葉県北西部の地震(M6.0)

1993/1/15 1993年釧路沖地震(M7.5) 2007/7/23 2007年新潟県中越沖地震(M6.8)＊

1995/1/15 1995年兵庫県南部地震(M7.3) 2011/3/11 2011年東北地方太平洋沖地震(M9.0)＊

2000/10/6 2000年鳥取県西部地震(M7.3)＊ 2016/4/1 2016年紀伊半島沖の地震(M6.5)＊

2001/3/24 2001年芸予地震(M6.7) 2016/4/14 2016年熊本地震(M7.3
注
)

2003/5/26 2003年宮城県沖の地震(M7.1)＊ 2016/10/21 2016年鳥取県中部の地震(M6.6)＊

2003/9/26 2003年十勝沖地震(M8.0)＊ 2018/6/18 2018年大阪府北部の地震(M6.1)

注：マグニチュードが最大のもの（4/16に発生）

＊：長周期地震動による超高層建物への影響が報告されたことを確認した地震  
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全台エレベータ―官制運転で停止

エレベータの状況帰宅困難者・テナント対応復旧タイムライン

全館非常放送

3/11 14:46 地震発生

14:48 建物の揺れ

14:55 建物管理会社のテナント対応開始 メーカーA点検開始

エレベーター最初の一台復旧

発生から2時間後

3/11 16:47

発生から5時間後

3/11 20:00頃

各バンク1-3台順次復旧

メーカーB点検開始

発生から6時間後

3/11 21:00頃
全テナント室内の被害調査開始

（約20数名、6班、計5時間）
各バンク最低1台復旧完了

帰宅困難者受け入れ対応開始

管制運転で停止、自動復旧3/12 4:00頃 余震発生

全エレベータ復旧

全テナントに建物の安全性に関して文書報告

3/13

3/16

館内被害状況確認点検

 

図２－６－②－１ 2011 年東北地方太平洋沖地震発生時の東京都内超高層ビル内

のエレベータ復旧タイムライン 1)の記載内容をもとに作成 

 

(b)項イ）の調査では、エレベータの耐震性能の現状を把握するため、建築基準法を

はじめとした関連法令や技術指針などを調査した。日本建築設備・昇降機センター

（2016）4)よれば、これらの基・規準類は、地震によるエレベータ障害などを契機に

改正が重ねられており、制定・改正の年を用いて、古い年代のものから、81 耐震指針

前、81 耐震指針（1981 年）、98 耐震指針（1998 年）、09 耐震指針（2009 年）、14

耐震指針（2014 年、現行）と呼ばれている。エレベータは、基本的には設置された当

時の指針に基づいて設計・施工されていることから、シミュレーションモデルには、

各建物の竣工年代を反映させる必要がある。本業務では、これらの指針に記載された

エレベータの耐震設計の基本的な考え方や各種の基準値、また、地震感知器の設定値

や地震時の管制運転の考え方を整理した。エレベータには建物の高さや性能目的に応

じて各種地震感知器が設置されており、表２－６－②－２に示す閾値を超える地震動

を検知した場合、それぞれ運転措置と復旧方法が異なる。自動診断仮復旧装置が備わ

っている場合を除き、S 波感知器の[低]以上、建物高さ 120ｍを超える場合は加えて長

尺物揺れ感知器[高]以上を検知した場合、専門技術者による点検が必要であることが

調査により明らかになった。 

また、エレベータの地震災害対策・復旧活動の現状を把握するため、復旧・点検作

業にあたるメーカー系エレベータ保守会社の技術者にヒアリングを行った。このヒア

リング調査で得られた知見は以下のとおりである。現状のエレベータ復旧は、各エレ

ベータ保守会社が、日本エレベーター協会（2015）5)に示される大規模地震発生時の

復旧に関する優先順位に基づき実施している。この優先順位では、まずは閉じ込めが

発生している建物における人命救出、続いて表２－６－②－３に示す優先順位の高い

建築物から、停止したエレベータを復旧する。また、巨大地震時においては全体の早
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期復旧の観点から、一般建物では複数台のエレベータが設置されていても１棟につき

１台を復旧させた後、他の建物の復旧に回る「１ビル１台復旧」の原則に基づき対応

がなされる。基本的な考え方は、容量よりも導線をできるだけ多く繋げることを第一

に、非常用（一部建物では乗用と兼用）エレベータの復旧が最優先され、続いて乗用、

人荷用、荷物用の順に作業に取り掛かるのが一般的である。復旧にかかる時間や作業

に必要な労力は被害項目に依存する。地震管制運転により最寄階停止したエレベータ

は、保守点検者が昇降路内の安全を確認してから再稼働させるが、エレベータ自体の

物的被害はなく点検のみで運転可能となる場合が、復旧活動全体においてに多くの割

合を占める。このような状況で止まったエレベータを早期復旧するために地震時自動

診断・仮復旧システムが導入されているエレベータも存在するが、仮復旧した場合で

も、後日実際に保守点検員が確認している。また、部品の取り換えが必要な場合や技

術的に高度な修理を要する場合には、後日別チームが修理にあたっている。 

 

表２－６－②－２ 地震時管制運転に関する各感知器の設定値 4)をもとに作成 

*1: 建物の地盤、構造に応じて適切な値に設定可能  

*2: 昇降路頂部の応答の応答倍率に応じて設定  
*3: 長尺物揺れ [高 ]の 50-70%程度の揺れ  
*4: 長尺物が昇降路内機器と強く接触し昇降路内機器が変形する危険のある揺れ状態  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震感知器  
P 波  
[gal] 

S 波  (頂部設置 /底部設置 )[gal] 長尺物揺れ  

[特低 ] [低 ] [高 ] [低 ] [高 ] 

目的  
閉じ  
込め  
低減  

長周期  
被害  
低減  

機能維持  人命  
保護  長周期被害低減  

建  
物  
高  
さ  

-60m 

2.5-10*1 

-/- 200/80 300/120 - - 

60+-90m 40/- 
(100, 120)*2/- (120, 150)*2/- 

- - 

90+-120m 20/- - - 

120+m -/- (40, 60, 80, 100)*2/- (60, 80, 100, 120)*2/- *3 *4 

検知後  

運転措置  

最寄階運転  

一時停止  

最寄階停止後  

運転停止 /非常停止  
非常停止  最寄階停止後、運転停止  

復旧方法  地震後運行再開  
点検 /自動診断仮復旧運転後  

平常運転  

一定時間  

経過後  

平常運転  

点検 /自動

診断仮復

旧運転後、

平常運転  
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表２－６－②－３ 大規模地震発生時のエレベータ復旧に関する優先順位  

優先

順位 
対応内容 建物種別 理由等 

1 
閉じ込め 

救出 

閉じ込めが発生して

いる建物 
閉じ込め救出を最優先 

2 

停止したエレ

ベータ 

の復旧 

病院等、弱者が利用

する建物 
けが人等の対応が急増する建物 

3 公共性の高い建物 
各行政から災害対策本部棟に 

指定される建物 

4 

高層住宅 

（地上高さ概ね 60m

以上） 

一般の建物と比較し、生活に大きな支障の起

こる可能性が高い建物 

5 一般の建物  

 

(b)項ウ）の調査では、首都圏において長周期地震動による超高層建物被害およびエ

レベータ障害が起こりうる地域や建物属性を推定するため、特に超高層建物が集中し

ている東京都内を対象に、高さ 60m を超える超高層建物の、名称や位置、規模、構造

種別、用途、竣工時期などの基本的な属性情報を東京都（2019）6)などの統計資料か

ら収集し、延床面積と用途からおおよそのエレベータ設置台数を推定して整理した。

また、シミュレーションモデル構築計画において考慮すべき要件を特定するため、選

択した都内の超高層密集地域における建物周辺環境（主たる検討対象である超高層建

物以外の建物、復旧ルート道路・鉄道網等）や利用人口等に関する統計 GIS データを

収集・整理した。とくに超高層建物の棟数が多い上位４区（多い順から港区、千代田

区、中央区、新宿区）については、各建物の構造種別、竣工年代、建物高さの分布を、

図２－６－②－２に示すように国土数値情報 7）のデータとあわせて地図上に図化して

各区の特徴を確認した。 

   これら４区の特徴を以下にまとめる。まず竣工年代について、千代田区と新宿区で

は、1960 年代後半から我が国初期の超高層建物が集中的に竣工されたため 1990 年以

前に竣工された比較的古い超高層建物の割合が、それぞれ 23％、27％と２割以上を占

め、同じく 14％の他区と比べて大きい。逆に、港区や中央区では臨海地域における再

開発事業が増加した 2000年以降に竣工した超高層建物が全体の約 70％を占めている。 

構造種別は建物用途とも密接に関係があり、例えば、図２－６－②－２（a）に示す

港区は、都心界隈（六本木・赤坂、品川駅周辺）に S 造に多い事務所ビルが集中し、

湾岸エリアには RC 造に多い超高層集合住宅が分布しているものの、顕著な空間的偏り

はなく、新旧がバランスよく混合している。同図（ｂ）に示す千代田区は、鉄骨造（以

下、S 造）が 77％、鉄筋コンクリート造（同、RC 造）が８％、鉄骨鉄筋コンクリート

造（同、SRC 造）が 15％と、事務所ビルに多い S 造が集中し、他の３区に比べてその

地域性が顕著に表れている。また、中心で大きな面積を占める皇居を取り囲むように

建物が分布し、東京駅周辺には事務所ビルが群集している。同図（ｃ）中央区では、

東京駅南東側には S 造の事務所ビルが多く、湾岸よりの地域では、埋立地を中心に河

川や街区に沿って RC 造の超高層住宅がほぼ平行に分布する傾向が見られた。同図（d）

新宿区では、新宿駅に一極集中していることが特徴的である。また、上述の通り、竣

工年代の古い建物が比較的多く、高い建物が多い。 
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このような地域性による建物用途や属性分布の偏りや地理的条件による拘束は、エ

レベータの復旧戦略にも影響を及ぼすと考えられ、シミュレーションモデルに反映す

る必要がある。 

 

六本木

品川駅

皇居

汐留

赤坂

( )港区a ( )千代田区b

( )中央区c ( )新宿区d

建物高さ構造種別 竣工年代

皇居

東京駅

皇居

東京駅

新宿駅 皇居
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1km 500m
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図２－６－②－２ 超高層建物棟数上位４区の超高層建物の分布 

 

2) 首都圏を対象とした長周期地震動によるエレベータ障害とその復旧過程を模擬す

る評価モデルの検討 

１）に述べた文献調査・ヒアリング調査の内容を踏まえ、首都圏を対象とした長周

期地震動によるエレベータ障害とその復旧過程を模擬し復旧戦略を評価できるシミュ

レーションモデルの構成を検討した。評価モデルに含まれるべき要素とフローを図２

－６－②－３に示す。 

シミュレーションモデルに含まれるべき要素については、大半のエレベータ復旧は

専門技術者を擁するエレベータ保守会社によって行われることから、ヒアリングや文

献調査に基づき、図２－６－②－３右側に示すように整理したエレベータ保守会社の

復旧体制を参考に検討した。つまり、大きく「運転・被害状況の把握」と「専門技術

者による復旧活動」の段階に分かれていること、また社内情報ネットワークを通じた
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管制センター、対策本部、サービス拠点（営業所）、専門技術者間の情報共有により、

被害状況・規模を迅速に把握し、被災地における閉じ込め救出や停止したエレベータ

の復旧がなされることである。そこで、構築すべきシミュレーションモデルの要素を、

これらの情報および人的・物的資源の流れを再現できるように、エレベータの状況を

模擬するためのア）対象地域・建物群・周辺環境の特定・モデル化、イ）想定シナリ

オ地震下での入力地震動評価、ウ）建物被害および設置エレベータ障害評価と、普及

活動を評価するためのエ）エレベータ復旧ネットワークパフォーマンス評価、オ）エ

レベータ復旧戦略評価の大きく２段階、５つに分けて整理した。 

その内容は、ア）では、エレベータ復旧評価の対象とする地域を選択し、対象地域

内の超高層建物のほかに被害が想定される中低層建物等の構造物、エレベータ復旧に

影響のある道路網、鉄道網等の周辺環境を特定し、モデル化を行う。 イ）では特定し

た各建物サイトに対し、想定するシナリオ地震下での入力地震動を、ウ）は推定され

る建物応答から建物被害およびエレベータ障害発生の有無を、それぞれ評価する。こ

こまでが、評価対象とする地域内で復旧すべきエレベータと当該建物の諸条件を模擬

する Phase１である。 

次に、復旧活動を模擬・評価する段階の Phase２として、エ）では、例えば道路封

鎖や鉄道運行停止、混雑等、震災時に想定される条件を考慮して、建物間を車・自転

車等の手段により移動するときの所要時間を表現できる復旧ネットワークモデルを構

築する。最後に、オ）の復旧戦略評価では、２－６－①の災害シナリオとして設定さ

れた条件を、利用可能な人的資源（復旧作業にあたる専門技術者数）および物的資源

（車・自転車等の移動手段や携帯電話等の連絡通信手段等）に関する拘束条件として

エ）で構築したモデルに与えて各建物のエレベータが復旧するまでの時間を計算し、

目的に応じて最適復旧戦略の良否を評価する。目的として想定される項目としては、

人命保護、地域全体の社会機能の早期復旧といったものがあげられ、復旧戦略の例と

しては、復旧所要時間の最短化（efficiency の最大化）、現行の「１ビル１台復旧」

の原則に共通する地域全体の平等的早期復旧（connectivity の最大化）、エレベータ

利用可能人数の確保（accessibility の最大化）などが考えられる。 

また、これらのモデルの実装には、ア）に関連して、指定した行政区や街区毎に収

集データを整理したデータベース、イ）およびウ）に関連して、地震動強さと建物被

害やエレベータ障害の関係を整備する必要がある。 
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図２－６－②－３ 震災時のエレベータ復旧戦略の評価シミュレーションモデル

の概要 

 

 (d) 結論ならびに今後の課題 

本業務のまとめと今後の課題を以下に示す。 

1) 震災時におけるエレベータの復旧過程の現状等に関する調査 

エレベータ障害が報告された過去の地震災害について、文献調査を実施し、地震

によるエレベータの被害形態および程度、地震動および建物の振動特性、エレベ

ータの耐震性能や管制機能の有無等、現時点で考えうる要因を抽出・整理した。 

2011 年東北地方太平洋沖地震では、医療福祉・事務所・住宅の建物機能にエレベ

ータ障害が与えた記録が残されており、今後の検討に有用であることがわかった。

また、現状調査として、エレベータの技術資料を調査し、設置年代別の耐震性能

に関する基準を整理したほか、エレベータ保守会社の技術者等にヒアリングを行

い、実際の復旧過程や課題を抽出・整理した。さらに、超高層建物が集中する東

京都内における超高層建物やエレベータの統計情報を収集・整理し、長周期地震

動による超高層建物被害およびエレベータ障害が起こりうる地域や数量を推定

した。また、都内の超高層密集地域における建物周辺環境（中低層建物、復旧ル

ート道路・鉄道網等）や利用人口等に関する統計 GIS データを収集・整理した。 

2) エレベータ障害とその復旧過程を模擬する評価モデルの検討では、１)の調査結果

から明らかになったエレベータ保守会社の復旧体制と復旧下における情報およ

び人的・物的資源の流れを再現するための、対象地域・建物群・周辺環境、入力

地震動、建物被害およびエレベータ障害、復旧ネットワークパフォーマンスの４

つに加え、復旧戦略の良否の判断を加えた５つを、今後構築する首都圏を対象に

エレベータ復旧過程のシミュレーションモデルに含まれるべき要素として特定
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した。あわせてモデル構築に必要なデータ整備計画を立案した。今後はこれらを

評価できる理論的な枠組みを検討し、着実にデータを整備する。 

 

(e) 引用文献 

1) 日本建築学会：長周期地震動と超高層建物の対応策―専門家として知っておきた

いこと―, 日本建築学会, 2013. 

2) 中川敦寛, 古川宗, 工藤大介, 阿部喜子, 松村隆志, 丹野寛大, 冨永悌二：災害

拠点病院の事業継続の見地からみたエレベーターの現状と課題―東日本大震災宮

城県災害拠点病院調査, 日本集団災害医学会誌, 18, pp.9-17, 2013. 

3) 江川紀美子, 定行まり子, 浅沼由紀, 小池孝子, 曽根里子：東日本大震災時の高

層住宅居住者の行動からみた防災対策について, 都市住宅学, 83, pp.138-143, 

2013. 

4) 日本建築設備・昇降機センター：建築基準法及び関連法令 昇降機技術基準の解説

2016 年版, 2016.  

5) 日本エレベーター協会：大規模地震発生時のエレベーター早期復旧等に関するご協

力のお願い，

https://www.n-elekyo.or.jp/about/pdf/20150225_elesoukifukkyu.pdf, 2015. 

6) 東京都：平成 30 年「建築統計年報 2019 年版」, 2019. 

7) 国土交通省：GIS ホームページ，https://nlftp.mlit.go.jp，2021.3 閲覧. 

 

 (f) 成果の論文発表・口頭発表等 

1) 学会等における口頭・ポスター発表 

なし 

2) 学会誌・雑誌等における論文掲載 

なし 

 

（g）特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1）特許出願 

なし 

2）ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 
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２．７ 地震防災基盤シミュレータの構築 

 (1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「地震防災基盤シミュレータの構築」 

 

(b) 担当者 

所属機関  役職 氏名 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

 

 

部門長 

副部門長 

主任研究員  

特別研究員  

センター長  

主幹研究員  

主任研究員  

主任研究員  

特別研究員  

主幹研究員  

特別研究員  

特別研究員  

部門長 

副部門長 

特別研究員  

特別研究員  

藤原広行 

中村洋光 

前田宜浩 

土肥裕史 

青井真 

髙橋郁夫 

河合伸一 

森川信之 

岩城麻子 

先名重樹 

内藤昌平 

秋山伸一 

臼田裕一郎 

田口仁 

水井良暢 

崔青林 

 

(c) 業務の目的 

時空間的な地震発生の多様性を持つ南海トラフ地震を対象に、「地震防災情報創成研

究」の各課題(d)～(f)の研究で活用可能とする将来を予測する基盤となる情報として、

地震や津波のハザードやそれによって引き起こされるリスク情報を創出する。具体的に

は、「通常と異なる現象」を地震発生の多様性の一例としてとらえ、それが起こった後

の時間推移を考慮した条件付きリスク評価手法の開発行う。また、地震本部の知見を採

り入れつつ、地震発生の多様性を表現するために構築された時空間的に膨大な組み合わ

せからなる断層モデル群に対して、長継続時間・広帯域強震動（長周期地震動を含む）

や津波遡上を安定的かつ効率的にシミュレーションできる手法を開発し、上記課題に関

連して、事前避難、産業活動、大都市機能維持のそれぞれの地域性の観点から南海トラ

フの地震像を類型化する手法の開発を行い、類型化毎の代表的な広域災害シナリオを構

築する。このように創出したハザード・リスク情報を格納する情報基盤を、防災科研の

地震ハザードステーション（J-SHIS）、津波ハザードステーション（J-THIS）、リアル

タイム地震被害推定システム（J-RISQ）と連携できる形で地震防災基盤シミュレータと

して構築し、課題(d)～(f)のそれぞれの目的に適した形態で提供可能とするとともにサ

ブ課題３.「創成情報発信研究」と連携して利活用を進めることで防災対策に活かす。 
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(d) ５か年の年次実施計画 

 1) 令和２年度：  

地震防災基盤シミュレータの構築に着手した。そのために、長継続時間・広帯域強

震動への強震動シミュレーション手法の対応検討を行った。津波到達時間が短い地域

を対象とした津波遡上の試計算を行った。建物被害・人的被害のリスク評価を行うと

ともに、地震像の類型化のための基礎的検討を行った。システム開発に向け、ハード

ウェアを導入し、既往ハザード・リスク情報を整理し、共有方法に関する設計を行っ

た。 

  2) 令和３年度：  

地震防災基盤シミュレータのプロトタイプ開発をする。そのために、地震本部の知

見を活用した断層モデル群、地下構造モデルの構築に着手し、強震動の試計算を行う。

同様の断層モデル群で津波遡上シミュレーションを行う。南海トラフで複数回地震が

発生した想定のハザード情報等を利用した類型化手法の基礎的検討を行う。それらの

検討結果を地震防災基盤シミュレータに蓄積可能にする。 

  3) 令和４年度：  

地震防災基盤シミュレータのプロトタイプから情報提供可能にする。 そのために、

最大クラスの断層モデルを含む強震動および津波遡上のシミュレーションを実施し、

その結果を用いた事前避難、産業活動、大都市機能維持の各観点からの南海トラフの

地震像の類型化手法の検討を行う。各類型の代表的な広域災害シナリオ作成手法の基

礎検討を行う。検討結果を地震防災基盤シミュレータに蓄積し、２次利用可能な形式

で情報提供できるようにする。 

  4) 令和５年度：  

地震防災基盤シミュレータのプロトタイプを高度化する。そのために、シミュレー

ションデータに基づく観測データの空間補間手法の検討を行う。事前避難、産業活動、

大都市機能維持の各観点からの南海トラフの地震像の類型化手法と類型毎の広域災

害シナリオ作成手法を高度化する。地震防災基盤シミュレータによる情報の情報発信

研究等を通した自治体や企業等での利活用による課題抽出を行い、改良を図る。 

 5) 令和６年度：  

地震防災基盤シミュレータを完成する。そのために、南海トラフの類型結果と各類

型の代表的な災害シナリオの検証を行うとともに、情報発信研究等における議論や利

活用を踏まえ、システムに搭載するリスク情報や災害情報の改良を図る。 

 

(e) 令和２年度業務目的 

地震防災基盤シミュレータの構築に着手する。そのために、長継続時間・広帯域強震

動への強震動シミュレーション手法の対応検討を行う。津波到達時間が短い地域を対象

とした津波遡上の試計算を行う。建物被害・人的被害のリスク評価を行うとともに、地

震像の類型化のための基礎的検討を行う。システム開発に向け、ハードウェアを導入し、

既往ハザード・リスク情報を整理し、共有方法に関する設計を行う。 

 

 



215 

 

(2) 令和２年度の成果 

①長継続時間・広帯域強震動シミュレーション 

(a) 業務の要約 

本業務では、南海トラフ沿いで発生する海溝型地震による長継続時間・広帯域強震動

の計算を実現するために計算手法の整備および整理を行った。広帯域強震動シミュレー

ションで多くの実績のあるハイブリッド合成法の考え方を踏襲し、長周期地震動を決定

論的手法、短周期地震動を半経験的手法等により計算することとし、長周期地震動計算

については、防災科研で開発・公開している３次元差分法による地震動シミュレータ

GMS1)に発散抑制機能を実装することで長継続時間の地震動計算を可能とした。短周期地

震動計算については、既往の計算手法の特徴を踏まえ、地震防災情報創成研究の他の課

題での利用目的に適した手法を整理した。 

 

(b) 業務の実施方法 

長周期地震動計算に用いる３次元差分法による地震波伝播シミュレーションでは振

幅が指数関数的に増大する発散と呼ばれる現象がしばしば発生し長継続時間の地震動

計算の障害となっていることから、発散対策として GMS に波動場平滑化スキーム（Imai 

et al.，2018）2）を実装し、検証用計算モデルにより対策効果を確認した。 

広帯域地震動計算に必要となる短周期地震動の計算手法として、短周期地震動の統計

的性質を利用する手法、地震動の周波数帯域間の関係性を利用する手法、観測記録に基

づく経験則を利用する手法を取り上げ、地震防災情報創成研究の他の課題での利用目的

に適した短周期地震動計算手法を整理した。 

 

(c) 業務の成果 

1) 長継続時間地震動計算への対応 

長継続時間の地震動計算において生じる発散現象への対策として、波動場平滑化ス

キーム 2）を GMS に実装した。具体的には、波動場平滑化スキームで用いる修正弾性波

動方程式を３次元スタガードグリッド上の格子インデックスを用いた離散式で書き下

し、GMS の差分計算ソルバに組み込んだ。 

修正弾性波動方程式 2)は次式で表され、通常の弾性体方程式に右辺第２項で表す修

正項が追加されたものとなっている。 

                  (1) 

ここで、ui は変位、ij は応力であり、修正項の係数 b は拡散係数に相当する。この修

正項は、短周期成分を選択的に減衰させる性質を有しており、減衰の影響が及ぶ周期

帯域は b 値に依存していることがわかっている。経験的に、発散現象は地震波伝播シ

ミュレーションの有効周期帯よりも短周期側で発生するため、b 値を適切に設定する

ことでシミュレーションとして興味のある周期帯域の地震動に影響を及ぼすことなく

発散現象のみを抑えることが期待される。補正項に含まれる ri は ri=ui と表すことが

できるので、修正弾性波動方程式は以下となる。 
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 (2) 

ここで、vi=∂ui/∂t は速度である。修正弾性波動方程式に基づく地震波伝播シミュレー

ションを行うために、修正項を GMS で使用している３次元スタガードグリッド上の格

子番号を用いた離散式で書き下した。全ての項を離散化した結果は膨大となるため、

ここでは、右辺第２項のうち vx の２階微分を離散化した例を示す。 

通常、GMS では空間４次精度の有限差分近似を用いており、右辺第２項に含まれる

２階微分は次式で定義される４次精度の離散化オペレータ D2,4 を作用させることで離

散化することができる。 

                  (3) 

ただし、計算領域境界に近い場合には次式で定義される２次精度の離散化オペレータ

D2,2 を用いる。 

                                          (4) 

これらの離散化オペレータを用いて求めた４次精度の離散式は  

 

     

 (5) 
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表２－７－①－１ 離散式に用いる係数  

n 次精度  m 階微分  
    

4 1 9/8 －24   

4 2 －5/2 4/3 －1/12  

2 2 －2 1   

4 4 28/3 －13/2 2 －1/6 

2 4 6 －4 1  

となり、２次精度の離散式は  

 

             

        (6) 

となる。なお、vx の上付き文字（n）は時間、下付き文字（ i, j, k）は空間に関するイン

デックスである。また、式中の係数（c）は、修正項の他の項の離散化で用いられるも

のも含めて表２－７－①－１に示した。このような離散化を修正項の全ての項に対し

て行い GMS の差分計算ソルバに組み込んだ。以下では発散抑制機能を組み込んだ GMS

を改良版、現在の公開版の GMS（バージョン１．８．０）を現行版と呼ぶこととする。

なお、改良版の GMS は、現行版の GMS に発散抑制効果が見込まれる計算安定化スキー

ム 3)を組み込んだものを基に機能追加が行われており、改良版には波動場平滑化スキ

ームと計算安定化スキームの２つの発散抑制機能が組み込まれていることとなる。 

改良版の GMS を用いて発散抑制効果を検証した。ここでは、大阪湾付近を対象とし

た検証用計算モデルを設定し、現行版と改良版の GMS による計算結果を比較した（図

２－７－①－１）。図２－７－①－１の右側は計算領域内に設定した観測点における

時刻歴波形を並べたものであり、上段に示した現行版での計算では 40 秒付近から振幅

の急激な増大が見られ発散が生じていることが見て取れる。一方、下段に示した改良

版での計算では発散は見られない。図２－７－①－２は地震動の面的分布の時間変化

を示しており、上段の現行版での計算では 35 秒（7000 タイムステップ）で大阪湾付

近において発散の兆候がみられ、50 秒、80 秒とタイムステップ数の増加とともに発散

が広がっていく様子が見て取れる。一方、下段の改良版の計算では 80 秒（16000 タイ

プステップ）でも発散は生じていないことがわかる。図２－７－①－３では HYG025 観

測点（図２－７－①－１に位置を示している）における現行版と改良版による速度波

形とそのフーリエスペクトルを比較している。波形およびフーリエスペクトルは同じ

振幅スケールで描画しており振幅値を直接比較することができ、現行版の速度波形は

振幅が指数関数的に増大しており発散が生じていることがわかる。また、現行版のフ
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ーリエスペクトルには５Hz 付近に明瞭なピークが現れており、この検証用計算モデル

では約５Hz の波が増大するような発散が生じていると考えられる。改良版と現行版の

フーリエスペクトルを比較すると、0.1～１Hz ではほぼ同じ振幅レベルとなっている

のに対し、高周波数帯域（短周期帯）では改良版の振幅レベルが低減し、現行版の５

Hz 付近に見られたピークは解消している。長周期地震動の計算では概ね周期１秒（周

波数では１Hz）より長周期帯域の計算が重要であるが、改良版では重要な周期帯域の

計算に影響を及ぼすことなく発散を抑制することができていると考えられる。また、

同検証用計算モデルを用いた計算では、240000 タイムステップ（20 分間）経過後でも

発散していないことを確認している。 

波動場平滑化スキームを導入したことで現行版よりも１タイムステップ当たりの演

算量が増加したため、改良版では現行版よりも計算時間を要することとなる。そこで、

改良版の GMS を MPI 並列計算に対応させ計算の効率化を図った。改良版による逐次計

算と並列計算の計算速度について比較するとともに、現行版と改良版の計算時間の比

較も行った（表２－７－①－２）。計算には検証用計算モデルを用いた。並列計算は

４並列での計算を行っており、並列化効率は 0.96 となり、十分な並列性能が得られて

いると考えられる。また、改良版の計算実行時間は現行版の３倍強となっていること

が確認できた。 

 

 

図２－７－①－１ 左：発散対策の検証用計算モデル。右：現行版と改良版の GMS に

よる速度波形の比較。左図の赤三角の観測点における波形を同じ振幅スケールで描画

している。 
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図２－７－①－２ 現行版と改良版の GMS による地震動の面的分布の時間変化の比較。

上段において赤破線で囲んだ領域では発散が生じているが、下段において黒破線で囲

んだ領域では発散は生じていない。 

 

 

図２－７－①－３ HYG025 観測点（位置は図２－７－①－１を参照）における現行版

と改良版の速度波形とフーリエスペクトルの比較。 
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表２－７－①－２ 並列性能の評価結果 

 
逐次計算 MPI 並列計算 

タイムステップ数 20000 

並列数 - 4 

計算実行時間（T）[sec] 約 78500 約 20500 

高速化率（T 逐次/T 並列） - 3.8 

並列化効率 

（高速化率/分割数） 
- 0.96 

（参考）現行版での 

計算実行時間[sec]  
約 6150 

 

2) 広帯域強震動計算手法の整理 

広帯域強震動の計算では、１）項で高度化した GMSにより計算した長周期地震動に、

別途求めた短周期地震動を付加する手法を想定している。地震防災情報創成研究の他

の課題での広帯域強震動の活用方法をヒアリングし、それぞれの目的に適した短周期

地震動の計算手法について整理した。 

まず、短周期地震動の計算手法として、ア）短周期地震動の統計的性質を利用する

手法、イ）地震動の周波数帯域間の関係性を利用する手法、ウ）観測記録に基づく経

験則を利用する手法、の３種類を候補として各手法の長所や留意点について整理した

（表２－７－①－３）。ア）の具体例としては統計的グリーン関数法が挙げられ、面

的な評価に適用可能であるものの、震源から離れた地域や巨大海溝型地震への適用性

に留意する必要がある。イ）については強震観測記録の存在する地点での評価に適用

可能であり地点毎の地震動の特徴の再現が期待できるが面的評価には向いていない。

ウ）は簡便であり面的評価が可能であるが波形の評価は困難である。ここで取り上げ

た３つの手法は、面的評価が可能な手法と、地点毎の地震動特性の再現が可能な手法

に大きく分けることができた。 

次に、他の課題での広帯域強震動の利用目的について調査した（表２－７－①－４）。

課題２(f)「発災時の大都市機能の維持」におけるエレベータ復旧評価モデルでは、超

高層建物の長周期地震動による被害評価のために絶対速度応答スペクトル（周期１～

10 秒）、非常停止の有無、中低層建物の被害評価のために最大地表加速度、加速度応

答スペクトル（周期 0.1～10 秒）が必要とのことであった。エレベータが設置された

建物位置における地震動指標値が必要であることから、任意地点の地震動評価が可能

な、ア）短周期地震動の統計的性質を利用する手法、あるいは、ウ）観測記録に基づ

く経験則を利用する手法が適用できると考えられる。また、強震動観測を実施してい

る建物であれば、イ）地震動の周波数帯域間の関係性を利用する手法を適用すること

で、地盤特性を考慮した地震動評価も可能である。 
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また、本課題２(g)「地震発生の多様性を考慮したリスク評価」では、計測震度、建

物の周期特性を考慮したリスク評価を可能とするために加速度応答スペクトル（周期

0.1～２秒）が必要となる。さらに空間的に面的な情報が必要となることから、ア）短

周期地震動の統計的性質を利用する手法、あるいは、ウ）観測記録に基づく経験則を

利用する手法が適当だと考えられる。 

 

  

表２－７－①－３ 短周期地震動計算手法 

  具体例 長所 留意点 

ア） 短周期地震動の統

計的性質を利用す

る手法 

統計的グリーン関数法 面的評価が可

能。 

震源から離れた

地点、巨大地震へ

の適用性に留意 

イ） 地震動の周波数帯

域間の関係性を利

用する手法 

包絡形状の周波数帯域間の関係

性を利用（岩城・藤原、2013）4) 

地点毎の地震動

特性を再現可

能。 

観測記録が必要。

面的評価は困難。 

カップリング学習によるアップ

サンプリング技術を利用（前田

ほか、2019） 5) 

ウ） 観測記録に基づく

経験則を利用する

手法 

地震動予測式（例えば、司・翠

川（1999） 6）、Morikawa and 

Fujiwara（2013） 7)） 

面的評価が可

能。 

時刻歴の評価は

困難。 

 

 

表２－７－①－４ 課題での広帯域強震動の利用目的 

課題 地震動指標 利活用対象 短周期地震動計

算手法（番号は表 

２－７－①－３

を参照） 

2(f) 「発災時の大都市

機能の維持」にお

けるエレベータ復

旧評価モデル 

絶対速度応答スペクトル 

（周期：１～10 秒） 

超高層建物の長

周期地震動によ

る被害評価 

任意地点の評価

が必要⇒①、③ 

強震観測記録が

利用可能な地点

では②も可能 

最大地表加速度、加速度応答ス

ペクトル 

（周期：0.1～10 秒） 

非常停止の有

無、中低層建物

の被害評価 

2(g) 本課題における地

震発生の多様性を

考慮したリスク評

価 

計測震度 地域概観版リス

ク評価 

面的評価が必要

⇒①、③ 

加速度応答スペクトル 

（周期：0.1～2 秒） 

周期特性を考慮

した評価 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

本業務のまとめと今後の課題を以下に示す。 

1) 長継続時間地震動計算については、長周期地震動計算に用いる３次元差分法による

地震動シミュレータ GMS に波動場平滑化スキーム 2）を実装し、検証用計算モデルを

用いた計算により、短周期成分が減衰され発散を抑制する効果があることを確認した。

発散抑制機能を追加した改良版の GMS は現行版に比べ計算実行時間は３倍強であっ

た。ここでは、波動場平滑化スキームのパラメータ（ｂ値）を何通りか決め打ちで設

定し、その中で発散抑制効果が認められる結果が得られた。改良版の GMS には波動場

平滑化スキームと計算安定化スキームが実装されているが、今回見られた発散抑制効

果には主として波動場平滑化スキームが寄与していると考えられる。また、発散抑制

機能の影響を受ける周期帯域はｂ値に依存しており、ｂ値の設定を適切に行うための

検討が必要である。また、改良版の GMS を用いた地震動計算を行うために、南海トラ

フ沿いの地震を対象とした計算用地下構造モデル、震源断層モデルを構築する必要が

ある。 

2) 広帯域強震動の計算に関しては、地震防災情報創成研究の他の課題での広帯域強震

動の活用方法をヒアリングし、それぞれの目的に適した短周期地震動の計算手法につ

いて整理した。短周期地震動の計算手法は面的評価が可能な手法と、地点毎の地震動

特性の再現が可能な手法に大きく分けることができ、主としてこの分類に基づいて地

震防災情報創成研究の他の課題に適した手法が整理できた。今後は、それぞれの手法

に基づいて広帯域強震動を試算し、結果を比較検討する必要がある。 
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1) 学会等における口頭・ポスター発表 

なし 

2) 学会誌・雑誌等における論文掲載 
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(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1）特許出願 

なし 

2）ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 

 

②津波遡上シミュレーション 

(a) 業務の要約 

本業務では、津波のハザード・リスク情報の創出を目的として、南海トラフ地震の多

様性を表現するために構築された時空間的に膨大な組合せからなる断層モデル群を用

いた、津波伝播遡上計算を実施する。令和２年度は、津波到達時間が短い地域を対象と

した津波遡上の試計算を実施した。具体的には、課題２(d)「臨時情報発表時の人々の

行動意思決定に資する情報の提供」における利活用を目的として課題２(d)の実証実験

対象地域であり、かつ津波到達時間が短い地域である高知県黒潮町、四万十町、須崎市

を対象に、防災科研が開発している津波シミュレータ（TNS:TsuNami Simulator）1)を用

いて津波遡上の試計算を実施した。 

 

(b) 業務の実施方法 

 詳細地形モデルの構築、試計算に使用する波源断層モデルの選定、津波シミュレータ

の改良、津波遡上の試計算、の手順で実施した。具体的な実施方法は以下のとおりであ

る。 

1) 詳細地形モデルの構築 

課題２(d)の実証実験対象地域である高知県黒潮町、四万十町、須崎市、および大阪

府堺市（図２－７－②－１）を対象に、最新のデータを反映した最小 10m 計算格子の詳

細地形モデルを構築した。具体的には、内閣府や地方自治体が作成した 10m メッシュ分

解能の地形データ、堤防データ等を基に、入手可能な最新の測量結果等の情報を反映し

た地形モデルを構築した。入手した内閣府や地方自治体のデータに反映されていない新
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設の海岸堤防等については、現地踏査を実施し、最新の堤防データを反映させた地形モ

デルを構築した。 

 

 

図２－７－②－１ 対象地域（黄色部は詳細地形モデルを構築した地域。赤色部は詳細

地形モデルを構築し、かつ津波遡上の試計算を実施した地域。） 

 

2) 試計算に使用する波源断層モデルの選定 

 地震調査委員会（2020）2)が設定した波源断層モデル群のうち、「半割れ」となる地

震で、かつ対象地域に大きな津波をもたらすと推定される波源断層モデルを選定した。

選定方法を図２－７－②－２にまとめる。まず、地震調査委員会（2020）2)が設定した

176 通りの震源域の組合せのうち、重みが最も大きい組合せを選定した（手順１）。次

に、選定した震源域の組合せを構成する震源域のうち、対象地域により大きな津波をも

たらすと推定される震源域を選定した（手順２）。最後に、選定した震源域に設定され

た波源断層モデル群のうち、大すべり域の位置を踏まえ、対象地域により大きな津波を

もたらすと推定される波源断層モデルを選定した（手順３）。 

 

 

図２－７－②－２ 試計算に使用する波源断層モデルの選定方法 
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3) 試計算に使用する津波シミュレータの改良 

 課題２(d)やリスク評価等における利活用を目的として、流速分布を出力できるよう

に、津波シミュレータ（TNS）1)の機能を拡張した。 

 

4) 津波遡上の試計算 

上記の成果物を用いて、課題２(d)の実証実験対象地域であり、かつ津波到達時間が

短い地域である高知県黒潮町、四万十町、須崎市を対象に、津波遡上の試計算を実施し

た。 

 

(c) 業務の成果 

1) 詳細地形モデルの構築 

高知県黒潮町、四万十町、須崎市、および大阪府堺市を対象に、10m メッシュ分解能

地形データ、10m メッシュ分解能粗度データ、および 10m メッシュ分解能陸判定データ

を構築した。地形データについては、地震動による堤防等の構造物の破壊を考慮して、

構造物０%沈下（破壊なし）、25%沈下、50%沈下、75%沈下、100%沈下、の計５種類を構

築した。粗度データについては、航空写真等を確認したうえで、国土交通省（2019）3)

の粗度係数の設定例と整合するように構築した。陸判定データについては、潮位条件と

して、T.P.+0.0m および朔望平均満潮位それぞれに対応したデータを構築した。構築し

た詳細地形モデルの一例として、構造物０%沈下時の 10m メッシュ分解能地形データを

図２－７－②－３に示す。 
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（高知県黒潮町西部） 

 

（高知県黒潮町東部）  

 

 

（高知県四万十町） 

 

（高知県須崎市西部） 

 

 

（高知県須崎市東部） 

 

（大阪府堺市） 

図２－７－②－３ 構築した詳細地形モデル 

（構造物０%沈下時の 10m メッシュ分解能地形データ） 
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2) 試計算に使用する波源断層モデルの選定 

 地震調査委員会（2020）2)が設定した波源断層モデル群のうち、「半割れ」となる地

震で、かつ対象地域に大きな津波をもたらすと推定される波源断層モデル６個を選定し

た（図２－７－②－４）。 

 

 

図２－７－②－４ 選定した波源断層モデル（凡例はすべり量を示す） 

 

3) 試計算に使用する津波シミュレータの改良 

 津波シミュレータ（TNS）1)を改良し、流速分布の出力機能を追加した（図２－７－

②―５の最大流速分布図を参照）。 

4) 津波遡上の試計算 

構築した詳細地形モデル、選定した波源断層モデル群、改良した津波シミュレータ

（TNS）を用いて、課題２（d）の実証実験対象地域であり、かつ津波到達時間が短い地

域である高知県黒潮町、四万十町、須崎市を対象に、津波遡上の試計算を実施した。詳

細地形モデルについては、構造物０%沈下の 10m メッシュ分解能地形データ、潮位条件

を T.P.+0.0m とした場合の 10m メッシュ分解能陸判定データを使用した。試計算の計算

条件を表２－７－②－１にまとめる。また、選定した波源断層モデル６個のうち、大す

べり域が南西側に位置する波源断層モデルを用いた場合の試計算の結果として、高知県

須崎市西部における最大浸水深分布、浸水深 30cm の到達時間分布、最大流速分布、お

よび地震発生 10 分後から 60 分後までの浸水深分布（10 分間隔）を図２－７－②－５に

示す。最大浸水深分布から、須崎市西部では５m 以上の浸水深が想定される地域を確認

できる。また、地震発生 10 分後から 60 分後までの浸水深分布から、地震発生 30 分後

～50 分後において、浸水域が急速に拡大することを確認できる。 
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表２－７－②－１ 試計算の計算方法・条件 

 
 

 

 

 

 

 

（使用した波源断層モデル） 

 

（最大浸水深分布） 
 

 

（浸水深 30cm の到達時間分布） 

 

（最大流速分布） 

図２－７－②－５ 津波遡上の試計算の結果（高知県須崎市西部）（次頁に続く） 
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（浸水深分布） 

図２－７－②－５ 津波遡上の試計算の結果（高知県須崎市西部）（前頁から続く） 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

令和２年度の業務のまとめと今後の課題を以下に示す。 

1) 課題２(d)の実証実験対象地域であり、かつ津波到達時間が短い地域である高知県

黒潮町、四万十町、須崎市を対象に、津波遡上の試計算を実施した。具体的には、
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詳細地形モデルの構築、試計算に使用する波源断層モデルの選定、試計算に使用す

る津波シミュレータの改良を実施したうえで、津波遡上の試計算を実施した。 

2) 試計算結果の一例として、高知県須崎市西部における最大浸水深分布、浸水深 30cm

の到達時間分布、最大流速分布、および地震発生 10 分後から 60 分後までの浸水深

分布（10 分間隔）を示した（図２－７－②－５）。今後、南海トラフ地震の多様

性を表現するために構築された時空間的に膨大な組合せからなる断層モデル群を

用いた津波遡上計算を実施することで、津波による浸水域の拡がり、浸水深等を、

南海トラフ地震の多様性モデルごとに示す予定である。 

3) 次年度以降の課題として、膨大な数の断層モデル群を用いて津波遡上を安定的かつ

効率的にシミュレーションすることが挙げられる。安定的かつ効率的に津波のハザ

ード情報を創出し、南海トラフの地震像の多様性を考慮したリスク評価や、課題２

(d)における事前避難の要不要の診断ツールの開発・実装における利活用を予定し

ている。 
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2）ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 

 

③地震発生の多様性を考慮したリスク評価 

(a) 業務の要約 

本業務では、南海トラフ沿いで発生する地震・津波による建物被害、人的被害のリス

ク評価を実施した。具体的には、南海トラフの地震の多様性を考慮した 151 の震源断層

モデル及び 4220 の波源断層モデルを元に、南海トラフの地震・津波が発生した場合の

条件付きリスク評価を行った。また、地震像の類型化に向けた基礎検討として、上記の

リスク評価結果を特徴量とした地震のクラスタリングを試行して、地震像の類型化に向

けた課題を抽出した。 

 

(b) 業務の実施方法 

南海トラフ沿いで発生する地震・津波による条件付きリスク評価は、地震・津波のハ

ザード情報、建物や人口といった曝露データ、ハザード対する脆弱性評価に基づき、被

害率や被害量と条件付き超過確率の関係を示したリスクカーブや条件付き期待値を算

出した（図２－７－③－１）。 

地震動によるリスク評価に用いるハザード情報は、２種類の距離減衰式（司・翠川

（1999）1）および Morikawa & Fujiwara（2013）2)）に基づく南海トラフの地震が発生

した場合の条件付きハザードカーブとした。 

津波によるリスク評価には藤原ほか（2020）3)の計算条件に準拠した、4220 波源の津

波伝播遡上計算結果に基づく条件付きハザードカーブを使用した。なお、津波による人

的被害は浸水深と津波到達時刻の２種類の外力が被害に影響を及ぼす。このように２種

類の外力が被害に影響を及ぼす場合のリスク評価手法は確立されていないことから、リ

スクカーブではなく被害推定結果をリスク評価結果とした。 

地震像の類型化手法の基礎検討では、地域として名古屋市港区を対象とした類型化の

試行を実施した。類型化にあたっては、地震の被害の指標として用いられる事が多く、

上記で算出した地震動および津波による建物被害を特徴量として、教師なし機械学習の

手法である階層クラスタリングにより地震像を類型化した。 
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図２－７－③－１ リスク評価の概念図  

 

 

(c) 業務の成果 

1) 南海トラフ沿いで発生する地震の多様性の表現形式の概要 

南海トラフ沿いで発生する地震は複数回にわたって発生したり、複数の領域が同時

に破壊したりするなどの多様性があると評価されている（地震調査委員会（2020）4））。

本業務では、南海トラフで発生する地震の多様性の表現形式の基本的な部分は藤原ほ

か（2020）3）を踏襲するものの、リスク評価の観点から南海トラフ沿いの大地震活動

１サイクルを構成する地震の順序や発生間隔を考慮した用語を定義して表現形式を

拡張した。これは、地震活動１サイクル中に複数回にわたって地震が発生する場合に

は、前に発生した地震からの復旧や臨時情報等に伴う事前避難が考えられ、地震の順

序や発生間隔が地震活動１サイクル全体の被害量に大きく影響するためである。 

具体的には南海トラフ沿いで発生する地震の多様性を表２－７－③－１により表

現した。南海トラフ沿いで発生する地震活動１サイクルを構成するＭ８クラス以上の

プレート間地震等を地震と定義する。この地震の震源となる領域を震源域と定義する。

震源域は南海トラフのトラフ軸に沿う断層面の走向方向に６つ、トラフ軸に直交する

断層面の傾斜方向に３つの、合計 18（６×３）領域に分割されている（図２－７－

③－２）。震源域に対してすべり量や破壊開始点等を指定したもののうち、地震動計

算にかかるものを震源断層モデル、津波伝播遡上計算にかかるものを波源断層モデル

とそれぞれ定義する。地震活動１サイクル中に出現する震源域の組み合わせのうち、

地震の発生順序や発生間隔を考慮しないものを震源域セット、考慮するものを震源域

パターンと定義する。一方で、地震活動１サイクル中に出現する波源断層モデルある

いは震源断層モデルの組み合わせのうち、地震の発生順序や発生間隔を考慮しないも

のを地震セット、考慮するものを地震パターンと定義する。 
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表２－７－③－１ 南海トラフ沿いで発生する地震の多様性を表現する用語の一覧  

用語 定義 

地震 南海トラフ沿いで発生する M8 クラス以上のプレート間地震等。 

震源域 地震の震源となる断層の位置・大きさ・形状のみが指定されたもの。 

震源断層モデル 震源域にすべり分布や破壊開始点等を指定したもの（地震動計算に用い

る）。 

波源断層モデル 震源域にすべり分布を指定したもの（津波伝播遡上計算に用いる）。 

震源域セット 地震活動１サイクル中に出現する１つ以上の震源域の組み合わせ。 

（地震の発生順序や発生間隔は考慮しない） 

地震セット 地震活動１サイクル中に出現する１つ以上の波源断層モデルの組み合わ

せ、あるいは震源断層モデルの組み合わせ。（地震の発生順序や発生間隔

は考慮しない） 

震源域パターン 地震の発生順序や発生間隔を考慮した、地震活動１サイクル中に出現する

１つ以上の震源域の組み合わせ。 

地震パターン 地震の発生順序や発生間隔を考慮した、地震活動１サイクル中に出現する

１つ以上の波源断層モデルの組み合わせ、あるいは震源断層モデルの組み

合わせ。 

 

 

 

図２－７－③－２ 南海トラフ沿いで発生するＭ８クラス以上のプレート間地震の震源域 

 

2) 地震リスク評価 

南海トラフ沿いで発生する地震によるリスク評価を実施した。対象とする評価項目

は建物被害（棟数ベース、損失額ベース）と人的被害である。以下に、リスク評価手

法と結果について述べる。なお、本業務でのリスク評価は個別の震源断層モデルを対

象にしたもので、前述の地震セットや地震パターンを対象としていない。 
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a） 地震リスク評価手法 

地震リスク評価に用いる地震動は距離減衰式により推定した。具体的には、全国地

震動予測地図で使用されている司・翠川（1999）1）およびＭ９クラスの巨大地震に対

応した Morikawa & Fujiwara（2013）2)の２種類の距離減衰式を用いて、各 250m メッ

シュ中心点における断層最短距離と地震の規模（モーメントマグニチュード）から地

震動の平均値を算出した。そのうえで、全国地震動予測地図 5)のばらつきに基づいて、

地震動指標と条件付き超過確率（地震が発生した場合における超過確率）の関係を示

す条件付きハザードカーブを算出した。 

また、曝露データには藤原ほか（2019）6)で作成された 250m メッシュ分解能の建

物モデルを使用した。この建物モデルは住宅地図の GIS データを元に作成されたもの

で、建物構造（３区分）、建築年代（７区分）ごとの建物棟数が掲載されている。 

地震動指標から建物被害（棟数）を算出する被害関数には、木造建物については建

築年代に加えて屋根重量区分を考慮する清水ほか（2019）7)を、非木造建物について

は中央防災会議（2012）8)および東京都防災会議（2013）9)の被害関数を使用した。

これらの被害関数は計測震度と棟数ベースでの被害率を示したものである。計測震度

と全壊率の関係を図２－７－③－３に例示した。 

 

  

 

 

（左:非常に重い屋根、右:軽い屋根） 

図２－７－③－３ 建物被害（全壊棟数）の評価に用いた被害関数の例  

 

建物損失額の評価は、上記の被害関数で求めた建物被害率と被害尺度別の損失率

（表２－７－③―２）を乗じて損失率を求めた上で、建物の再調達価格を乗じること

により損失額を算出した。上記により推定される屋根重量が非常に重い木造建物の計
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測震度と損失率の関係を図２－７－③－４に示した。 

 

表２－７－③－２ 被害尺度と損失率の関係  

Damage Grade D1 D2 D4 D5 D6

Damage Index
損傷度(DI) 0.1≦DI<0.2 0.2≦DI<0.4 0.4≦DI<0.5 0.5≦DI<0.6 0.6≦DI<0.8 0.8≦DI<0.9 0.9≦DI<1.0

被害尺度(参考:被害認定基準) 一部損壊 準半壊 半壊 大規模半壊 全壊

損失率 5% 15% 30% 45% 75%

D3

100%

倒壊

 

 

 

 

図２－７－③－４ 建物損失額の評価に用いた被害関数の例  

 

人的被害の予測手法は、建物被害の空間分布を反映させるためメッシュ単位の全壊

率の値から、揺れによる建物被害に伴う死者数を予測する手法を用いた。具体的には、

死者の予測にあたっては福島ほか（1997）10）を補正した手法、重傷者の推定には中

央防災会議（2004）11）による建物全壊率と死者率・重傷者率の関係式を使用した。

福島ほか（1997）10）の補正は、目視調査に基づく構造的な被害を罹災証明に基づく

被害に換算するための係数(藤原ほか（2018）12))を用いるとともに、建物全壊率がゼ

ロの時に死者率もゼロとするために建物全壊率が３%以下の場合には原点とを直線で

結ぶようにしたものである。また、地震による死者には高齢者が多いことがよく知ら

れていることから年齢区分別の補正係数を適用した。具体的には死者の推定には 65

歳以上の年齢割合を考慮する藤原ほか（2018）12)、重傷者の推定には 65 歳以上に加

えて 75 歳以上の年齢割合を考慮する小久保ほか（2017）13)を簡略化した手法を使用

した。上記による年齢区分別人口割合が、65 歳～74 歳が 10%、75 歳以上が 20%の場

合における建物全壊率と死者率・重傷者率の関係を図２－７－③－５に例示した。 
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（年齢構成比が 65-74 歳:10%・75 歳以上:20%の場合） 

図２－７－③－５ 人的被害の評価に用いた被害関数の例  

 

b） 地震リスク評価結果 

地震リスク評価結果として、条件付き期待値の全国集計値のヒストグラムを図２－

７－③－６～図２－７－③－10 に示した。 

棟数ベースの建物被害（図２－７－③－６・図２－７－③－７）を見ると、全壊棟

数で０～758463 棟と大きくばらつく結果となった。南海トラフ沿いで発生する地震

の震源域は都市が立地する陸地の地下から、都市から離れた海溝軸付近に至るまでの

広がりを持っている。このうち、陸地から離れた部分のみが破壊する地震で建物被害

が少なくなっている一方で、複数の都市の地下に震源域が達している地震で被害が大

きくなっている。また、ヒストグラムの形状をみると建物被害の最頻値は小さい一方

で、一部の地震では全壊棟数が大きくなっており、いわゆる裾が厚い分布形状となっ

ている。次に、距離減衰式の違いによる建物棟数への影響を見ると、司・翠川（1999）

1)に基づく推定結果（図２－７－③－６）の方が Morikawa & Fujiwara（2013）2)に

基づく推定結果（図２－７－③－７）よりも大きくなる傾向が見られる。これは、司・

翠川（1999）1)に基づく地震動の方が Morikawa & Fujiwara（2013）2)に基づく地震

動よりも広い範囲で強い地震動が推定される傾向があるためと考えられる。 

損失額ベースの建物被害（図２－７－③－８）は０～46.9 兆円と求められ、前述

の棟数ベースの建物被害と同様に多様な被害の様相を示す結果となっている。ヒスト

グラムの分布形状は棟数ベースの建物被害の場合と同様に最頻値が小さい分布とな

っている。また、距離減衰式による損失額の推定結果への影響についてみると、司・

翠川（1999）1)に基づく推定結果の方が Morikawa & Fujiwara（2013）2)に基づく推

定結果よりも大きい傾向があり、こちらも棟数ベースの建物被害と同様の結果となっ

た。 
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（地震動は司・翠川（1999）1)による） 

図２－７－③－６ 建物被害（全壊・全半壊棟数）の条件付き期待値のヒストグラム  

 

 

（地震動は Morikawa & Fujiwara（2013）2)による） 

図２－７－③－７ 建物被害（全壊・全半壊棟数）の条件付き期待値のヒストグラム  
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図２－７－③－８ 建物被害（損失額）の条件付き期待値のヒストグラム  

 

人的被害の推定結果を５時（早朝）における人口分布に基づいた推定結果を図２－

７－③－９に、12 時（正午）における人口分布に基づいた推定結果を図２－７－③

－10 にそれぞれ示した。建物被害と同様に死者数は５時で０～約 1.9 万人、12 時で

０～約 1.3 万人と南海トラフ沿いで発生する地震の多様性を受けて人的被害も多様

な様相が想定されるとともに、ヒストグラムの全体的な形状は前述の建物被害と同様

で、最頻値は小さいものの被害の大きい地震もあるといった裾の厚い分布となってい

る。また、距離減衰式の違いによる人的被害への影響も、建物被害の場合と同様に、

司・翠川（1999）1)の方が Morikawa & Fujiwara（2013）2)よりも強い地震動が想定

される範囲が広いことから、死者数が多く想定される傾向がある。５時と 12 時の死

者数を比較すると、５時の死者数が多い傾向が見られる。これは、５時は地震で相対

的に壊れやすい木造建物の滞留人口が多い一方で、12 時は非木造建物の滞留人口が

多いためと考えられる。 

 

 

図２－７－③－９ 死者数の条件付き期待値のヒストグラム（５時） 
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図２－７－③－10 死者数の条件付き期待値のヒストグラム（12 時） 

 

3) 津波リスク評価 

南海トラフ沿いで発生する津波によるリスク評価を実施した。対象とする評価項目

は津波による建物被害（棟数ベース、損失額ベース）および人的被害である。以下に、

リスク評価手法と結果について述べる。なお、本業務でのリスク評価は個別の波源断

層モデルを対象にしたもので、前述の地震セットや地震パターンを対象としていない。 

a） 津波リスク評価手法 

津波による建物被害は中央防災会議（2012）8)を補正した被害関数を使用した。中

央防災会議（2012）8)の被害関数は建物構造２分類（木造・非木造）および地域（人

口集中地区内外）別に作成されており、津波による抵抗力等の違いを反映した被害関

数となっている。前述の被害関数の補正は、被害が発生する下限の浸水深（表２－７

－③－３）以下では被害率を０とするものである。上記の補正を適用した全壊の被害

関数による浸水深と全壊率の関係を（図２－７－③－11）に示した。 
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図２－７－③－11 津波リスク評価に用いる被害関数の例（全壊） 
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表２－７－③－３ 被害が発生する下限の浸水深の設定結果  

被害 下限値[m] 

流失 0.50 

全壊 0.20 

半壊 0.01 

 
 

 

建物損失額は地震リスク評価と同様に、前述の被害関数で求めた棟数ベースの被害

率に被災度別の損失率（表２－７－③－４）を乗じて全体の損失率を求めた上で、再

調達価格を乗じて損失額を算出した。ここで、被災度別の損失率は、細目別の損失率

を内閣府の被害認定基準運用指針 14)に基づいて設定したうえで、東日本大震災での

被害悉皆調査による細目別棟数 15)で荷重平均して設定した。なお、中央防災会議

（2012）8)には流失率を評価する被害関数は作成されていないため、髙橋ほか（2017）

16)による流失率の被害関数を使用した。 

 

表２－７－③－４ 津波による被災度別の損失率 

全壊
(流失)

流失
基礎だけ残して、建物が完全に流され
ている

94,000 100% 100.00%

全壊1
主要構造が損壊しており補修により元
通り再使用することが困難

35,000 100%

全壊2
1階天井以上浸水しており、大規模修
繕等による再使用も可能

9,000 75%

大規模半壊
床から概ね1m以上天井未満浸水してい
る

40,000 45%

半壊
床から概ね1m未満の床上浸水
(一部補修により再利用可能)

45,000 35%

一部損壊 一部損壊 床下の泥を取り除けば再利用可能 26,000 10% 10.00%

被災度別
損失率

半壊 39.71%

94.89%

区分 細目 主な建物状況 棟数

細目別
損失率

全壊

 

 

津波による人的被害は藤原ほか（2020）3）に準拠した条件で計算された 4220 波源

の津波伝播遡上計算による最大浸水深および津波到達時刻に基づいて推定した。津波

による人的被害の評価には浸水深と津波到達時刻の２つの外力指標が必要であり、１

つの外力指標のみで評価される地震による被害や津波による建物被害とは異なり、現

状ではリスクカーブの算出方法が確立されていない。そのため、津波による人的被害

は条件付き期待値ではなく津波伝播遡上計算結果に基づいた被害推定値をもってリ

スク評価結果とした。 

津波による人的被害推定は即時的かつ避難距離等の地域特性を考慮できる被害推

定手法である髙橋ほか（2018）17)に基づいた。被害推定の流れは図２－７－③－12

のとおりで、まず津波到達時刻と避難未完了率予測式に基づいて避難未完了者数を推

定した後に、避難未完了者に対して浸水深等に基づいた津波被害関数による死者率を

乗じて死者数を推定するものである。 
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図２－７－③－12 津波人的被害推定の流れ 

 

避難未完了率予測式の概念は図２－７－③－13 に示したとおりで、避難の開始を

対数正規分布でモデル化したうえで、津波到達時刻から避難に要する時間を減じた時

刻までに避難を開始しなかった者を避難未完了者として評価するものである。避難の

開始が早いか遅いかは上記の対数正規分布のパラメータで設定可能であるが、今回の

リスク評価では東北地方太平洋沖地震の際の千葉県～青森県での平均的な値を設定

した。避難に要する時間は、標高 20m 以上の地点や海岸線から５km 以上離れた地点

までの距離を避難手段や年齢別の避難速度で除して推定する。 

死者数は上記で推定した避難未完了者数に津波人的被害関数による死者率を乗じ

て推定する。髙橋ほか（2018）17)の津波人的被害関数は、浸水深に加えて建物流失率

も用いて死者率を推定している。これは、津波避難が行われなかった場合でも、滞留

する建物が津波に流されるか否かで生死に影響するとの考えに基づくものである。上

記による人的被害関数による浸水深と死者率の関係を、人口集中地区外における木造

建物比率が 20%および 60%の場合を例に図２－７－③－14 に示した。なお、重傷者は

死者数の 2.2%とした(藤原ほか(2020)18))。 
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図２－７－③－13 避難未完了者率の推定方法の考え方 
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図２－７－③－14 津波人的被害関数の例（人口集中地区外） 

 

b） 津波リスク評価結果 

前項の手法により建物被害および人的被害を対象とした津波リスク評価を実施し

た。全国集計値のヒストグラムを図２－７－③－15～図２－７－③－17 に示した。

ヒストグラムの形状は地震リスク評価結果と同様に、最頻値が小さいものの被害が大

きくなる地震もある裾の長い分布となっている。しかしながらリスク評価項目によっ

て、細かい部分ではヒストグラムの形状は変化している。最大値と中央値の比で比較

すると、全壊棟数で 8.0、全半壊棟数で 4.5、損失額で 5.1、人的被害のうち５時の

人口分布で 37.8、12 時の人口分布で 34.8 となり、人的被害の方がより裾の長い分布

となっている。この違いはリスク評価項目毎の被害が発生する浸水深の違いに起因し

ていると考えられる。建物被害は浸水深１ｍ程度から被害が発生する（図２－７－③

－11）のに対して人的被害が発生し始める浸水深は概ね２ｍ以上である（図２－７－

③－14）。曝露量の大きい都市部に２ｍ以上の浸水深をもたらすような波源の数が限

られるため、裾が長い分布となったと考えられる。 

 

図２－７－③－15 建物被害（全壊・全半壊棟数）の条件付き期待値のヒストグラム 
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図２－７－③－16 建物被害（損失額）の条件付き期待値のヒストグラム 

 

次に、人的被害について地震発生時刻による影響について、５時と 12 時の死者数

を比較する。５時と 12 時の死者数には大きな違いはなく(図２－７－③－17)、地震

動での人的被害が５時と比較して 12 時の人的被害よりも多くなる傾向とは異なって

いる。これは、地震動の人的被害は人が滞留する建物の地震動への脆弱性の影響を強

く受けるのに対して、津波の場合は地震動ほど強く影響を受けないためと考えられる。

また、昼間の方が海岸線に近い平野部の人口が夜間と比べると相対的に多くなり、曝

露人口が多くなりやすいことも影響していると考えられる。 

 

 

 

図２－７－③－17 死者数の推定結果 
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4) リスク評価に基づく地震像の類型化の基礎検討 

リスク評価に基づく地震像の類型化の基礎検討として、名古屋市港区（図２－７－

③－18）を対象としたケーススタディを実施して、地震像の類型化に向けた課題を抽

出した。ここでの地震像の類型化は、プレート境界型などの地震のタイプや、震源域

や震源断層モデルのような理学的な側面での類型化ではなく、地震の影響を特徴量と

して類型化を試みた。 

 

名古屋市港区

 

図２－７－③－18 名古屋市港区と震源域の位置図 

 

類型化の試行に用いる特徴量は、前項までのリスク評価結果のうち名古屋市港区の

建物全壊棟数とした。建物全壊棟数は自然災害の被害量として最も多く用いられる指

標であるとともに、人的被害や経済的な被害とも関連すると考えられるため、類型化

の基礎検討に用いる特徴量として最も適していると判断した。地震像の類型化に先立

って、名古屋市港区内のメッシュの地震動と津波の建物全壊棟数をそれぞれ集計して、

波源断層モデルと震源域の対応に基づいて波源断層モデルの数である 4220 個の地震

動と津波の全壊棟数のペアを作成した。 

上記で整理した地震動および津波それぞれの全壊棟数を、平均値が０、標準偏差が

１となるように規格化したうえで、機械学習の手法により分類した。分類は教師なし

機械学習の手法である階層クラスタリングを使用し、分類に用いる類似度にはマハラ

ノビス距離を使用した。階層クラスタリングにはクラスタの重心とそれぞれのデータ

までの平方距離が最小となるように分類する手法であるウォード法を用いた。 

類型化の結果として、樹形図および散布図を図２－７－③－19 に示した。樹形図

から、名古屋市港区の建物全壊棟数は大きく３つに分類されることから、階層クラス

タリングの結果を３つに類型化した上で被害量の散布図を作成した。上記により３類

型に分類した結果のうち散布図の位置関係から、Ｃ１は地震動および津波ともに被害
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が小さいクラスタ、Ｃ２は地震動の被害が大きいクラスタ、Ｃ３は津波の被害が大き

いクラスタといえる。 

 

 

図２－７－③－19 類型化の試行結果 

 

 

上記の類型化の試行結果を、名古屋市港区が面する震源域「Ｄ」が破壊するか否か

に着目して集計した結果が表２－７－③－５である。4220 地震のうち震源域「Ｄ」

が破壊しない 1374 地震は全て被害が小さいクラスタであるＣ１に分類されている。

言い換えれば地震もしくは津波の被害が大きいクラスタは全て名古屋市港区が面す

る震源域「Ｄ」が破壊する地震となっている。被害の様相を特徴量としたクラスタリ

ングの結果が、対象地域と震源域の位置関係と整合しているといえる。今後は、住民

避難、産業活動および都市機能維持といった目的に応じた被害量等を特徴量として、

これらの目的に応じた地震像の類型化手法の検討を進める。 

 

 

表２－７－③－５ 類型化の試行結果と震源域Ｄの破壊有無の関係 

あり なし
C1 1,893 1,374 3,267 被害の小さいクラスタ
C2 846 0 846 地震動の被害が大きいクラスタ
C3 107 0 107 津波の被害が大きいクラスタ
計 2,846 1,374 4,220

震源域Dの破壊
クラスタ 計 備考

 

 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

本業務のまとめと今後の課題を以下に示す。 

1)  南海トラフ沿いで発生する多様性の表現形式をリスク評価の観点から拡張した。
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ハザード評価の観点での表現形式をもとに、地震の発生順序や発生間隔の考慮の

有無を考慮した表現形式とした。具体的には、地震活動１サイクル中に出現する

1 つ以上の波源断層モデルの組み合わせあるいは震源断層モデルの組み合わせの

うち、発生順序や間隔を考慮しないものを地震セット、考慮するものを地震パタ

ーンとそれぞれ定義した。 

2)  地震および津波を対象として多様性モデルを構成するリスク評価を実施した。対

象としたリスク評価項目は建物被害（棟数および損失額）と人的被害である。そ

れぞれの地震および津波の被害の総量をみると地震の多様性を反映して被害量

のばらつきが大きくなった。ヒストグラムの形状をみると、被害の最頻値は小さ

い一方で、少数ながら大きな被害をもたらす地震もあるような裾の厚い分布とな

った。 

3)  時空間の多様生を取り入れた地震パターンも考慮したリスク評価手法の検討が

必要である。本業務のリスク評価結果は、地震と津波の被害はそれぞれ独立して

算出したものであるため、両者を単純に合算した場合には被害の重複が生じうる。

更に、複数回の地震の被害を合算した場合にも被害の重複が生じうる。このため、

これらの重複を排除した被害の重ね合わせ方法の検討が必要である。 

4)  地震像の類型化の基礎検討として、名古屋市港区を対象としたケーススタディを

実施した。ケーススタディでは地震動と津波の建物全壊棟数を特徴量として、

4220 地震を階層クラスタリングにより３つに類型化した。類型化の結果と名古屋

市港区の前面にある震源領域の破壊の有無の関係をみると、被害が比較的大きな

クラスタに分類された地震は全て名古屋市の前面にある震源領域が破壊する地

震であった。今回の結果を踏まえて、住民避難、産業活動および都市機能維持と

いった目的に応じた特徴量を検討するとともに、これらの目的に応じた地震像の

類型化手法の検討を行う必要がある。 
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(f) 成果の論文発表・口頭発表等 

1）学会等における口頭・ポスター発表 

なし 

2）学会誌・雑誌等における論文掲載 

なし 
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(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1）特許出願 

なし 

2）ソフトウエア開発 

なし 

3）仕様・標準等の策定 

なし 

 

④地震防災基盤シミュレータシステム 

(a) 業務の要約 

本業務では、地震防災基盤シミュレータシステムのハードウェアの導入及びシステム

の設計を行った。また、地震防災基盤シミュレータシステムで管理・蓄積する、長継続

時間・広帯域強震動シミュレーション（以下、強震動シミュレーション）、津波遡上シ

ミュレーション、及びこれらの結果から計算されるリスク評価の情報整理を行った。さ

らにこれらの結果を他サブ課題との共有方法の設計を行った。 

 

(b) 業務の実施方法 

地震防災基盤シミュレータシステム構築のためのハードウェアの導入及び設計につ

いては、まず、約１万ケースの強震動シミュレーションデータ、津波遡上シミュレーシ

ョンデータ、リスク評価データを管理・蓄積可能なハードウェアを選定し、調達を行っ

た。システムの設計では、システムアーキテクチャの設計を行った。強震動シミュレー

ションの情報整理、津波遡上シミュレーションの情報整理、およびリスク評価の情報整

理については、各シミュレーションで入出力するデータのファイル属性・形式等の調査

を行い、地震防災基盤シミュレータシステム内で管理する際のディレクトリ構成やファ

イル命名規則について設計した。共有方法の設計については、これらのデータを他課題

へ共有する際の共有方法の設計を行った。 

 

(c) 業務の成果 

1) システム概要とハードウェアの導入及び設計 

地震防災基盤シミュレータシステムの概要を図２－７－④－１に示す。システムは、

断層・地下構造・地形モデルバンク、地震像・シナリオバンク、地震像・シナリオ検

索機能で主に構成されている。断層・地下構造・地形モデルバンク（以下、モデルバ

ンク）では、強震動シミュレーションや津波遡上シミュレーションで用いる断層モデ

ルや地下構造、地形モデルを格納する。地震像・シナリオバンクでは、モデルバンク

を用いたシミュレーション結果を格納することに加え、それらに基づくハザード・リ

スク評価結果、リスク情報の類型化手法に基づく南海トラフ地震の地震像や広域での

災害シナリオを蓄積する。地震像・シナリオ検索機能では、利用目的に応じてシミュ

レーション結果や災害シナリオ等を適切に検索、活用できるようにすることで他課題

と連携を可能にする。 
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まず、システムを搭載するハードウェアの導入を行った。導入したサーバの主な諸

元を表２－７－④－１に示す。システムでは、複数ユーザがデータを参照するなどの

利用場面が想定されるため、並行処理能力を高めるために、コア数・スレッド数の多

いものを選定し、データベースおよび Web サーバを並行して動作させることを考慮し

た。１万ケース程度のシミュレーションデータを格納可能なものとした。 

 

 

図２－７－④－１ 地震防災基盤シミュレータシステムのシステム概要 

 

表２－７－④－１ 地震防災基盤シミュレータシステムサーバの諸元 

項目 説明

サーバ形状 1Uラックマウント型

CPU 8コアかつ2.1GHz

メモリ 64GB

内蔵ストレージ 論理容量10TB  

 

次に、システム設計において、各シミュレーションで使用されるデータの調査を行

った。強震動シミュレーション、津波遡上シミュレーションを実施するための、断層

モデルデータ、地下構造モデルデータ、および地形モデルデータに加え、各シミュレ

ーションの計算設定データ、計算後に出力される結果データを調査した。また、各シ

ミュレーションのデータ等を入力にした、リスク評価データの調査を行った。これら

のデータを蓄積・管理するための断層・地下構造・地形モデルバンク、地震像・シナ

リオバンクの要件を整理した。システムの断層・地下構造・地形モデルバンクで断層

モデル、地下構造モデル、地形モデルデータを蓄積・管理し、地震像・シナリオバン

クで、強震動シミュレーション、津波遡上シミュレーション、およびリスク評価の入

出力データを蓄積・管理する。このとき、各ディレクトリに格納するファイルのファ

イル名はディレクトリパスを含めシステムで一意となるように構成した。また、これ

らのデータを他課題が利活用可能とするための、地震像・シナリオバンク検索機能を

整理した。また、アーキテクチャ設計を行った（図２－７－④－２）。システム設計
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で定義したバンク、機能を実現するためのミドルウェア、地震防災基盤シミュレータ

システムと各シミュレーション間のデータ形式やインターフェースを定義した。 

 

 
図２－７－④－２ 地震防災基盤シミュレータシステムのアーキテクチャ概要 

 

2) 強震動シミュレーションの情報整理 

強震動シミュレーションの情報整理では、強震動シミュレーションで入出力するデ

ータのファイル属性・形式等の調査を行い、地震防災基盤シミュレータシステム内で

管理する際のディレクトリ構成やファイル命名規則について設計した。強震動シミュ

レーションは、地震動シミュレータ GMS1)、統計的グリーン関数法計算ツール、ハイブ

リッド合成法計算ツールを用いて行われる。バンクのディレクトリ構造は各ツールの

入出力ファイルを漏れなく整理できる設計とした。断層・地下構造・地形モデルバン

クで蓄積・管理するデータ、ディレクトリ構成を表２－７－④－２に示す。また、地

震像・シナリオバンクで蓄積・管理する入力データ、ディレクトリ構成を表２－７－

④－３に示した。最後に、地震像・シナリオバンクで蓄積・管理する出力データ、デ

ィレクトリ構成を表２－７－④－４に示す。 
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表２－７－④－２ 断層・地下構造・地形モデルバンク 蓄積・管理データ ディレク

トリ構成（強震動シミュレーション） 

No. 内容

1 地震防災基盤シミュレータシステムルートディレクトリ

2 データディレクトリ

3 強震動シミュレーションルートディレクトリ

4 基礎データディレクトリ

5 地下構造モデルデータディレクトリ

6 バージョンディレクトリ

7 深度ファイルディレクトリ

8 深度ファイル

9 標高ファイルディレクトリ

10 標高ファイル

11 観測点ファイルディレクトリ

12 バージョンディレクトリ

13 観測点ファイル

14 断層形状ファイルディレクトリ

15 バージョンディレクトリ

16 震源断層モデルコードディレクトリ

17 震源断層モデルファイル

StructDeep-Lyre-[バージョンコード].csv

[バージョンコード]/

[震源断層モデルコード]/

Fault-[バージョンコード]-[震源断層モデルコード]_[ケースコー

ド].csv

Station/

[バージョンコード]/

Station-[バージョンコード].csv

Fault/

ディレクトリ・ファイル名

/NT/

Data/

GroundMotion/

Base/

StructDeep/

[バージョンコード]/

Lyrd/

StructDeep-Lyrd-[バージョンコード].csv

Lyre/

 

 

表２－７－④－３ 地震像・シナリオバンクで蓄積・管理する入力データ、ディレク

トリ構成（強震動シミュレーション） 

No. 内容

1 地震防災基盤シミュレータシステムルートディレクトリ

2 データディレクトリ

3 強震動シミュレーションルートディレクトリ

4 解析結果データディレクトリ

5 震源断層モデルコードディレクトリ

[震源断層モデルコード]は、震源断層モデルを識別する文字列

6 震源断層モデル外力データディレクトリ

7 差分法計算入力ファイルディレクトリ

8 統計的グリーン関数の種地震作成用入力ファイルディレクトリ

9 統計的グリーン関数の重ね合わせ用入力ファイルディレクトリ

10 ハイブリッド合成計算用入力ファイルディレクトリ

FDM/

ディレクトリ・ファイル名

/NT/

Data/

GroundMotion/

Analysis/

[震源断層モデルコード]/

HYB/

GRNS/

SGM/

ExternalForce/

 

 

表２－７－④－４ 地震像・シナリオバンクで蓄積・管理する出力データ、ディレク

トリ構成（強震動シミュレーション） 

No. 内容

1 地震防災基盤シミュレータシステムルートディレクトリ

2 データディレクトリ

3 強震動シミュレーションルートディレクトリ

4 解析結果データディレクトリ

5 詳細法ディレクトリ

6 震源断層モデルコードディレクトリ

7 震源断層モデル外力データディレクトリ

8 差分法計算結果ディレクトリ

9 KnetAscii/ K-NETアスキー形式差分波形ファイルディレクトリ

10 差分波形ファイル

[観測点番号]は、観測点を識別する番号

[成分]は、EW：EW成分、NS：NS成分、UD：UD成分の3成分

11 統計的グリーン関数の種地震波形(S波)ファイルディレクトリ

12 統計的グリーン関数の種地震波形(P波)ファイルディレクトリ

13 統計的グリーン関数波形(S波)ファイルディレクトリ

14 統計的グリーン関数波形(P波)ファイルディレクトリ

15 ハイブリッド合成速度波形(S波)ファイルディレクトリ

16 地震動指標ファイル

17 ハイブリッド合成速度波形(P波)ファイルディレクトリ

ディレクトリ・ファイル名

/NT/

Data/

GroundMotion/

Analysis/

Detailed/

GRNS/

[震源断層モデルコード]_ST[観測点番

号]_[%4d].[成分]

SGM/

SGM_ud/

[震源断層モデルコード]/

ExternalForce/

FDM/

HYB_ud/

GRNS_ud/

HYB/

[震源断層モデルコー

ド]_HYB_SEISMIC_MOTION.csv
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3) 津波遡上シミュレーションの情報整理 

津波遡上シミュレーションは、津波シミュレータ TNS2)を用いて行われる。バンクの

ディレクトリ構造は各ツールの入出力ファイルを漏れなく整理できる設計とした。断

層・地下構造・地形モデルバンクで蓄積・管理するデータ、ディレクトリ構成を表２

－７－④－５に示した。また、地震像・シナリオバンクで蓄積・管理する入力データ、

ディレクトリ構成を表２－７－④－６に示した。最後に、地震像・シナリオバンクで

蓄積・管理する出力データ、ディレクトリ構成を表２－７－④－７に示した。 

 

表２－７－④－５ 断層・地下構造・地形モデルバンク 蓄積・管理データ ディレク

トリ構成（津波遡上シミュレーション） 

No. 内容

1 地震防災基盤シミュレータシステムルートディレクトリ

2 データディレクトリ

3 津波遡上シミュレーションルートディレクトリ

4 基礎データディレクトリ

5 断層データファイルディレクトリ

6 地形標高分布データファイルディレクトリ

7 構造物ラインデータファイルディレクトリ

8 粗度係数分布データファイルディレクトリ

9 陸判定マップデータファイルディレクトリLandMap/

Roughness/

ConstLine/

Topo/

ディレクトリ・ファイル名

/NT/

Data/

Tsunami/

Base/

Fault/

 

 

表２－７－④－６ 地震像・シナリオバンクで蓄積・管理する入力データ、ディレク

トリ構成（津波遡上シミュレーション）

No. 内容

1 地震防災基盤シミュレータシステムルートディレクトリ

2 データディレクトリ

3 津波遡上シミュレーションルートディレクトリ

4 基礎データディレクトリ

5 観測点定義データファイルディレクトリ

6 沿岸水位抽出点定義データファイルディレクトリ

7 断層データファイルディレクトリ

8 鉛直地殻変動量分布データファイルディレクトリ

9 HeightByHrzDeform/ 水平地殻変動水位変動量分布データファイルディレクトリ

10 InitialTsunamiHeight/ 初期津波高分布データファイルディレクトリ

11 解析結果データディレクトリ

12

13 津波伝播・遡上計算設定ASCIIファイルディレクトリ

14 津波伝播・遡上計算設定ASCIIファイル

[波源断層モデルコード]/

CalcParameter/

Fault/

VrtDeform/

ExtractCoastalPoint/

ディレクトリ・ファイル名

/NT/

Data/

Tsunami/

Base/

ObsStation/

[波源断層モデルコード]-CalcParameter-[基礎データ系コード]-

M[格子間隔]-R[領域ID].txt

Analysis/

 

 

表２－７－④－７ 地震像・シナリオバンクで蓄積・管理する出力データ、ディレク

トリ構成（津波遡上シミュレーション） 

No. 内容

1 地震防災基盤シミュレータシステムルートディレクトリ

2 データディレクトリ

3 津波遡上シミュレーションルートディレクトリ

4 解析結果データディレクトリ

5 波源断層モデルコードディレクトリ

6 波源断層モデル外力データディレクトリ

7 沖合データファイルディレクトリ

8 沿岸データファイルディレクトリ

9 水位分布データファイルディレクトリ

10 浸水深分布データファイルディレクトリ

11 流速分布データファイルディレクトリ

Offshore/

ディレクトリ・ファイル名

/NT/

Data/

Tsunami/

Analysis/

[波源断層モデルコード]/

FlowVelocity/

Land/

WaterHeight/

Coastal/

ExternalForce/
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4) リスク評価の情報整理 

リスク評価の情報整理では、評価結果データのファイル属性・形式等の調査を行い、

地震防災基盤シミュレータシステム内で管理する際のディレクトリ構成やファイル命

名規則について設計した。バンクのディレクトリ構成は、地震毎の単位とした。地震

像・シナリオバンクで蓄積・管理する地震ハザード評価データのディレクトリ構成を

表２－７－④－８、地震リスク評価データのディレクトリ構成を表２－７－④－９に

示す。津波リスク評価に関する地震像・シナリオバンクで蓄積・管理するリスク評価

データのディレクトリ構成を表２－７－④－10 に示した。 

 

表２－７－④－８ 地震像・シナリオバンク 蓄積・管理データ ディレクトリ構成（地

震ハザード評価） 

No. 内容

1 地震防災基盤シミュレータシステムルートディレクトリ

2 データディレクトリ

3 強震動シミュレーションルートディレクトリ

4 解析結果データディレクトリ

5 簡便法ディレクトリ

6 震源域コードディレクトリ

7 震源域外力データディレクトリ

8 ハザードカーブディレクトリ

・ HazardCurveMF13：Morikawa and Fujiwara(2013)の距離減衰式

・ HazardCurveSM99：司・翠川(1999)の距離減衰式

9 強震動指標ディレクトリ

10 ハザードカーブファイル

11 地震動推定値ディレクトリ

・ SeismicMotionMF13：Morikawa and Fujiwara(2013)の距離減衰式

による地震動推定値

・ SeismicMotionSM99：司・翠川(1999)の距離減衰式による地震動推定値

12 地震動推定値ファイル

[1次メッシュコード].txt

[地震動推定値]/

[1次メッシュコード].txt

[震源域コード]/

ExternalForce/

[ハザードカーブ]/

[強震動指標]/

ディレクトリ・ファイル名

/NT/

Data/

GroundMotion/

Analysis/

Conventional/

 

 

表２－７－④－９ 地震像・シナリオバンク 蓄積・管理データ ディレクトリ構成（地

震リスク評価） 

No. 内容

1 地震防災基盤シミュレータシステムルートディレクトリ

2 データディレクトリ

3 強震動シミュレーションルートディレクトリ

4 解析結果データディレクトリ

5 簡便法ディレクトリ

6 震源域コードディレクトリ

7 リスク評価データディレクトリ

8 建物被害分布データディレクトリ

9 棟数ベース被害分布データディレクトリ

10 金額ベース被害分布データディレクトリ

11 人的被害分布データディレクトリPopulation/

Money/

[震源域コード]/

Risk/

Building/

Houses/

ディレクトリ・ファイル名

/NT/

Data/

GroundMotion/

Analysis/

Conventional/
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表２－７－④－10 地震像・シナリオバンク 蓄積・管理データ ディレクトリ構成（津

波リスク評価） 

No. 内容

1 地震防災基盤シミュレータシステムルートディレクトリ

2 データディレクトリ

3 津波遡上シミュレーションルートディレクトリ

4 解析結果データディレクトリ

5 波源断層モデルコードディレクトリ

6 リスクデータディレクトリ

7 建物被害分布データディレクトリ

8 棟数ベース被害分布データディレクトリ

9 金額ベース被害分布データディレクトリ

10 人的被害分布データディレクトリ

Houses/

ディレクトリ・ファイル名

/NT/

Data/

Tsunami/

Analysis/

[波源断層モデルコード]/

Population/

Money/

Risk/

Building/

 

 

5) 共有方法の設計 

2)、3)、4)のデータを他課題へ共有する共有方法の設計を行った。まず、地震像・

シナリオバンクで蓄積・管理しているデータのうち、都市機能、産業活動への影響、

住民避難などの利活用目的に応じて、他課題へ共有する情報の選定を行った。 

共有機能として、地震像・検索機能を定義し、インターフェースとして可視化 Web

アプリケーションのワイヤーフレームを設計した。ワイヤーフレーム案を図２－７－

④－３に示す。 

 

 

図２－７－④－３ ワイヤーフレーム案 

 

次に、地震ハザードステーション（J-SHIS）3)、津波ハザードステーション（J-THIS）

4)、リアルタイム地震被害推定システム（J-RISQ）5)などの防災科研が公開しているハ

ザード・リスク評価に関わるシステムとも連携するため、それぞれのシステムで公開

されているダウンロードインターフェース、WebAPI、WMS を調査し、それらを用いた

可視化アプリケーションのアーキテクチャ設計を行った。アーキテクチャ設計を図２

－７－④－４に示す。 

 



255 

 

 

図２－７－④－４ J-SHIS、J-THIS、J-RISQ との連携 アーキテクチャ設計 

 

 (d) 結論ならびに今後の課題 

本業務のまとめと今後の課題を以下に示す。 

1)  地震防災基盤シミュレータシステムのハードウェアの導入を行い、OS やミドルウ

ェアのインストール作業を行った。また、システムの要件から機能を定義し、シ

ステムのアーキテクチャ設計を行った。 

2)  アーキテクチャ設計で設計したバンクにおいて、本システムで管理・蓄積する、

強震動シミュレーション、津波遡上シミュレーション、リスク評価に関する入出

力データを調査し、ディレクトリ構成やファイル命名規則を設計した。より多く

の種類のリスク評価データを格納し、さらにそれらの計算根拠となるシミュレー

ション出力データを格納する場合、ディスクの増設や管理に適したファイル形式

への変換が必要である。 

3)  他課題へこれらのデータを共有する共有方法の設計を行った。可視化 Web アプリ

ケーションインターフェースでのワイヤーフレーム設計を行った。また、J-SHIS、

J-THIS、J-RISQ などの防災科研が公開しているハザード・リスク評価に関わるシ

ステムとの連携案としてアーキテクチャ設計を行った。 

 

(e) 引用文献 

1) 青井真、早川俊彦、藤原広行:地震動シミュレータ：GMS, 物理探査, Vol. 57, 651-666, 

2004. 

2) 三好崇之、鈴木亘、近貞直孝、青井真、赤木翔、早川俊彦：津波シミュレータ TNS

の開発, 防災科学技術研究所研究資料, 第 427 号, 2019. 

3) 防災科学技術研究所：地震ハザードステーション https://www.j-shis.bosai.go.jp/

（最終閲覧日 2021 年 3 月 30 日）. 

4) 防災科学技術研究所：津波ハザードステーション http://www.j-this.bosai.go.jp/

（最終閲覧日 2021 年 3 月 30 日）. 

5) 防 災 科 学 技 術 研 究 所 ： リ ア ル タ イ ム 地 震 被 害 推 定 シ ス テ ム

https://www.j-risq.bosai.go.jp/（最終閲覧日 2021 年 3 月 30 日）. 
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(f) 成果の論文発表・口頭発表等 

1）学会等における口頭・ポスター発表 

なし 

2）学会誌・雑誌等における論文掲載 

なし 

 

(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1）特許出願 

なし 

2）ソフトウエア開発 

なし 

3）仕様・標準等の策定 

なし 
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２．８ 創成情報発信研究 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 創成情報発信研究 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

 

 

 

 

 

副本部長 

主任研究員 

特別研究員 

特別研究員 

主任研究員 

特別研究員 

高橋 成実 

近貞 直孝 

水井 良暢 

崔 青林 

李 泰榮 

池田 真典 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

 

 

 

副主任研究員 

技術スタッフ 

シニアスタッフ 

事務副主幹 

今井健太郎 

大林 涼子 

長田 啓志 

小柳津昌久 

国立大学法人香川大学四国危機管理教育・研

究・地域連携推進機構 

特任教授 

准教授 

金田 義行 

野々村敦子 

国立大学法人徳島大学環境防災研究センター 教授 

助教 

助教 

馬場 俊孝 

湯浅 恭史 

金井 純子 

国立大学法人東海国立大学機構名古屋大学 准教授 

特任准教授 

中井健太郎 

島崎 敢 

公立大学法人兵庫県立大学 教授 阪本真由美 

人と未来防災センター 研究員 高原 耕平 

静岡県公立大学法人静岡県立大学 特任准教授 楠城 一嘉 

 

(c) 業務の目的 

地域防災力の向上のために、事前準備、災害時対応及び災害後対応の各ステージで各種

情報を地域の防災に活用するための情報発信の在り方を探る。サブ課題１の理学的な成果

とサブ課題２の工学・社会学的な成果を、地殻変動や地震活動等、異常な現象が発生した

時にどのように活かすか、これまでの南海トラフ巨大地震関連のプロジェクトの地域研究

会での議論も参考に、情報発信検討会を共通の防災上の特性を有する複数の地域で開催し

て検討する。検討には、気象庁からの南海トラフ地震臨時情報・解説情報の発表のケース

を念頭に、これまで地震調査研究推進本部から公表されているハザードマップや各種情報

も入力情報として使用する。研究成果を直接的に防災に活かせるよう、地域毎に異なる防

災上の課題を整理し、その解決手段を講じる。つまり、単に研究成果を防災情報としてア

ウトプットするだけでなく、正しくかつ効果的に防災情報を利用し適切な防災行動につな

げてもらう必要がある。例えば、津波浸水を考えた場合、浅い浸水深が安心情報になって



  

258 
 

はいけない。それは、浸水評価の誤差の問題のみならず、浅い浸水深は瓦礫集積や津波火

災の可能性を示唆するからである。個々人の知識と経験から、各地域が防災上のリーダー

シップをとって行動に移すことができる体制の構築を目指し、災害対応評価システムを構

築して、本プロジェクトの成果の地域への貢献度を評価する。この評価のために、地方自

治体や地域の研究者の協力を仰ぎ、特定多数における情報リテラシーを計測する。また、

これらの取り組みや分析結果について、情報発信検討会を通じて地域と共有して検証し、

次の防災力向上の計画へとつなげる。 

 

(d) ５か年の年次実施計画 

 1) 令和２年度： 

各自治体や企業との関係において、情報発信検討会の協力体制を構築し、防災上の

特性を踏まえ、津波、内陸地震・支援、産業、複合災害の４つをテーマに設定し、第

１回を合同で開催した。地震津波複合被害調査手法を検討し、津波浸水計算、津波瓦

礫計算、軟弱地盤による構造物の応答計算手法を検討し、対象地域を特定した。災害

対応評価システムを設計し、試作し、試験的に調査を実施、分析した。 

  2) 令和３年度： 

各自治体や企業との協力関係に基づき、４つのテーマで情報発信検討会を年２回実

施する。地震津波複合被害調査手法を、津波浸水計算、津波瓦礫計算、軟弱地盤によ

る構造物の応答計算の手法で特定し、地域防災に大きく影響する要素を計算、地域に

提示する。災害対応評価システムによる調査と分析を進め、必要に応じてシステムの

改良を行う。 

  3) 令和４年度： 

前年度に引き続き情報発信検討会を各テーマで年２回実施する。地震津波複合被害

調査の計算を進め、地域におけるシステム化を検討する。前年度に引き続き災害対応

評価システムによる調査と分析を進め、防災特性共通地域ごとに情報リテラシー向上

に向けて、定量化を進める。 

  4) 令和５年度： 

前年度に引き続き情報発信検討会を各テーマで年２回実施する。地震津波複合被害

調査の結果を地域に実装する検討を進める。前年度に引き続き災害対応評価システム

による調査と分析を進め、防災特性共通地域ごとに情報リテラシー向上に向けて、定

量化する。 

 5) 令和６年度： 

前年度に引き続き情報発信検討会を各テーマで年２回実施する。地震津波複合被害

調査の結果を地域に実装する。前年度に引き続き災害対応評価システムによる調査と

分析を進め、情報リテラシー向上の成果を地域に還元し、必要に応じて地域に技術移

転する。 

 

(e) 令和２年度業務目的 

昨年度までの南海トラフ広域地震防災研究プロジェクトの成果も踏まえ、各地域の防災

上の特性を分類し、その特性に応じて情報発信検討会の開催を計画し、地域との連携を開
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始する。気象庁から発表される臨時情報を念頭に、サブ課題１とサブ課題２から提供され

る研究成果を踏まえ、情報発信の在り方を探る議論を開始する。これらの情報を適切に利

活用されるように特定多数を対象とした情報リテラシー向上に向けた災害対応評価システ

ムの設計・試作を行い、この取り組みへの地域との協力体制を構築する。情報発信検討会

は、宮崎県から静岡県に至る太平洋沿岸の複数の地域を対象とし、インターネットを活用

して開催する。また、一部の地域では、防災上の課題を解決する形も試みる。津波被害が

想定される地域での漂流物の評価に着手し、津波避難の条件検討の一助とする。 

 

(2) 令和２年度の成果 

①地域の防災上の課題評価 

(a) 業務の要約 

巨大地震には、地震や津波による複合被害が生じ得る。本業務では、津波浸水、軟弱

地盤による構造物被害や津波瓦礫堆積によるハザードについて、それらの評価手法の検

討とともに、それぞれの被害予測を実施するモデル地区の選定を行った。津波浸水は非

線形長波方程式に基づく従来手法、軟弱地盤による構造物の地震応答計算は、水～土連

成有限変形解析コードを用いることにした。津波瓦礫堆積評価は、津波による波力と構

造物にかかる剪断力や摩擦力等により瓦礫の発生量と集積を計算する方法と 2011 年東

北地方太平洋沖地震（以下 2011 年東北沖地震とする。）の瓦礫発生・堆積の実績情報に

基づく簡易評価手法を併用し、用途により使い分けることとした。モデル地区としては、

津波浸水計算は香川県坂出市、津波による瓦礫堆積評価は三重県尾鷲市、強震動による

構造物脆弱化評価、津波氾濫計算は宮崎県延岡市と高知県四万十市を候補とすることに

決定した。 

 

(b) 業務の成果 

i) 複合的なハザード評価を実施するモデル地区について 

南海トラフ巨大地震を含め、30 年間での震度６弱以上の地震の発生確率や沿岸津波

高や浸水域に関する基礎的なハザード情報が政府の地震調査研究推進本部地震調査委

員会から提供されている。しかし、2011 年東北沖地震の事例を見ると、巨大地震時は、

強震被害や津波浸水および津波流体力による構造物破壊だけでなく、海岸・河岸構造物

の強震被害に伴った津波浸水の拡大、浸水境界での瓦礫堆積とそれに起因した延焼被害

などのいわば複合的なハザード評価は実施されていないのが現状である。地域によって

は、緊急輸送道路やインフラが遮断される可能性もある。地震津波防災上、特に改めて

評価するべき事項として、詳細な津波浸水および津波河川遡上評価、津波瓦礫評価、軟

弱地盤応答に基づく強震被害評価について検討を行うこととした。 

津波浸水および津波河川遡上に関わる詳細な検討は、香川県坂出市で実施することと

した。南海トラフ巨大地震による津波は瀬戸内地域では、外海となる徳島や高知沿岸と

比べて来襲する津波高さは相対的に低くなるが、強震動の影響による海岸・河岸構造物

の脆弱化が河川遡上やそれに伴う浸水に影響を与える可能性がある。また、坂出市は造

船業が盛んで地域経済にもたらす影響が大きい。当該モデル地区では、沿岸からではな

く、河川からの津波の浸水を論点として、検討を行うこととした。 
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津波瓦礫評価については、三重県尾鷲市で実施することにした。尾鷲市は三重県南部

にある比較的古くから発達している中核的な都市であり、過去の南海トラフ巨大地震に

よって深刻な津波被害が発生しており、内閣府による南海トラフ巨大地震の想定モデル

９）では 10 m 以上の津波と震度６以上の揺れが想定されている。中心市街地と郊外のい

くつかの集落から構成され、漁業、林業、観光業を中心とするが高齢化が進んでいる。

速やかな応急復旧や発災時の被害軽減のためには、津波による複合被害を踏まえた道路

啓開に係る情報創出、地域のまとまりと事前の備えが特に重要で、地域での自立が必須

になると思われる。そのため、当該モデル地区での論点としては、津波浸水だけではな

く、津波瓦礫の発生量と集積地を事前に評価し、現在の津波避難場所の分布から、適切

な避難のあり方についての検討とした。津波瓦礫の計算手法としては、下記の２つの手

法を採用する。一つは小園・他(2016)４）による、津波浸水による波力と構造物にかかる

剪断力や摩擦力等により瓦礫の発生量と集積を計算する方法（第 ii 節）、もう一つは、

今井・他(2019)６）による 2011 年東北沖地震津波の瓦礫実績情報に基づく簡易的な評価

手法である。これらのモデルを用い、内閣府の南海トラフ巨大地震の波源断層モデル９）

に対して、三重県尾鷲市における瓦礫堆積分布予測の試解析を実施した（第 iii 節）。 

軟弱地盤応答に基づく強震被害評価において、宮崎県延岡市、高知県四万十市の中心

市街地には複数の河川が流れ込んでおり、強震時による河岸堤防機能の脆弱化は津波浸

水範囲を冗長させる可能性がある。そこで、宮崎県延岡市を流れる大瀬川・五ヶ瀬川と

高知県四万十市を流れる後川を対象に、河川堤防の地震時変状を水～土連成有限変形解

析コード GEOASIA（Noda et al., 2008）１）の適用を念頭に公開されているボーリング

情報に基づいて予察を行った（第 iv 節）。 

 

ii) 建物倒壊を考慮した津波瓦礫評価手法 

近年は、県や市町村からも津波のハザードマップが周知され、それに基づいて防災計

画が立案されるようになった。浸水深マップも広く行政のホームページで公開され、発

災時の住民の避難を詳細に検討できるようになった。しかしながら、浸水深が浅いから

避難の心配はいらない、というメッセージになり得る。 

そこで、建物の倒壊と、漂流を含めたその後の移動を表現できる津波瓦礫の評価を小

園・他（2017）2）の方法を用いて尾鷲市を例に計算することにした。流水中の瓦礫には

様々な力が働く。図２－８－①－１にその概念図を示すが、津波による流体力や浮力、

底面からの摩擦力、斜面中であれば斜面方向の重力、物体同士の斥力などが考えられる。

これらの力をモデル化している。下記、瓦礫の挙動予測モデルの運動方程式を示す。 

 ρdebVdeb
dudeb

dt
=ρVdeb

duf

dt
+ρ(CM-1)Vdeb ቆ

duf

dt
-
dudeb

dt
ቇ 

+
1
2

ρCDAdeb(uf-udeb)|uf-udeb| - fdeb-fdeg-fdek  
 

ここでudeb，uf は瓦礫の速度、水の流速、𝜌deb，𝜌は、瓦礫の見かけの密度、水の密

度、Vdebは没水部分の瓦礫の体積、Adebは流水方向に対する没水部分の瓦礫の投影面

積 CM,CD は付加質量係数および抗力係数を示す。また 𝑓ௗ , 𝑓ௗ, 𝑓ௗ は瓦礫が受け
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る底面摩擦、重力成分、瓦礫同士の斥力である。底面摩擦力と重力成分は以下とな

る。 

 fdeb=μdeb൫ρdeb-ρ൯Vdebg cos 𝜃

udeb

|udeb|
 

  

 fdeg=൫ρdeb-ρ൯Vdebg sin θ 
  

ここで、𝜇deb は瓦礫に作用する摩擦係数、g は重力加速度、𝜃 は地形勾配を示す。 

付加質量係数と抗力係数は、大窪ら（2004）の既往成果を参考にし、以下の通

り設定した。 

 
log CD = ቐ

0.25-1.6 log Fr                               for  hinun H⁄ <1.2          
0.55-025 hinun H⁄ -1.6 log Fr        for 1.2< hinun H⁄ <2.0

0.05-1.6 log Fr                              for  2.0< hinun H⁄             
 

 

  

CM=1.15+1.15 tanhinun{(-2.0+2.5 hinun H⁄ )π}  
 

 

図２－８－①－１ 流水中の物体に働く力の概念。 

 

瓦礫計算は浸水深と流速を考慮し、建物の破壊条件として倒壊、滑動、転倒について

建物の種別ごとに破壊判定式をそれぞれ流体力やモーメントによって設定した。倒壊は

流体力が建物の剪断耐力を上回ると発生、滑動は流体力が摩擦力を上回ると発生、転倒

は流体力による転倒モーメントが自重による抵抗モーメントを上回ると発生する、と定

義した。流速 U と浸水深の関係について、木造２階建てを図２－８－①－２、RC 造３

階建てを図２－８－①－３、RC 造（S 造、LGS 造、SRC 造含む）２階建てを図２－８－

①－４、その他の構造物（CB 造）を図２－８－①－５に示す。これらを用いた各構造物

の破壊判定式を図２－８－①－６に示す。次に地形データと市街地データのモデル化で

あるが、2430m、810m、270m、90m、30m、10m のメッシュを作成し（図２－８－①－７）、

平面２次元非線形長波モデルに基づき津波浸水を計算した。陸域の建物については市街

地での街路に沿った遡上を考慮できるよう 2m メッシュで市内をモデル化した（図２－

８－①－８）。本研究では、瓦礫の対象として車両、船舶および建物倒壊によって発生

した建物瓦礫とした。これらの初期位置は航空写真により設定した（図２－８－①－９）。

なお、建物倒壊瓦礫は、津波浸水予測計算における建物倒壊判定を行った後、倒壊した

建物を順次瓦礫移動計算の対象とした。災害瓦礫の移動予測モデルには、対象物の面積・

体積・密度および喫水深が必要となる。車両・船舶における面積・体積等の諸元を整理

斥力

底面摩擦力

流体力

浮力

斜面方向重力

がれき

重力
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し、密度については、総重量を体積で除して求めた。喫水深については、浮力=重力とな

る水深を求めた。 

尾鷲市では、地震・津波観測監視システム（DONET）を用いた津波即時予測システム

を導入している。このシステムで導入されている 1506 ケースの断層モデルから、津波

瓦礫を発生させる断層モデルを検討した。その結果、2km2 以下の浸水面積のケースでは、

ほぼ瓦礫が発生せず、瓦礫が発生するのは 310 ケースであることが判明した。図２－８

－①－10 は、各ケースの浸水面積を示す。 

尾鷲市での市街地の計算結果のうち、ケース 1174（マグニチュード 8.5）の例を図２

－８－①－11 に示す。ここでは 20 分おきにその瓦礫の移動結果を示した。地震発生 20

分ごろに最初の津波が到達し、瓦礫の発生が始まる。60 分ごろには第２波が押し寄せ、

最も市街地の奥まで津波が入り込む。瓦礫は押し波と引き波で移動することになるが、

引き波では、発生した瓦礫が河川に沿って列状に連なり、湾内に流れ込み、湾内を封鎖

してしまうことが示唆されている。 

 

図２－８－①－２ 木造２階建ての家屋被害と流体力の関係。赤い部分は被害が発

生するエリアを示す。 

 

図２－８－①－３ RC 造３階建ての家屋被害と流体力の関係。 
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図２－８－①－４ RC 造２階建ての家屋被害と流体力の関係。 

 

図２－８－①－５ その他の構造物の家屋被害と流体力の関係。 

 
図２－８－①－６ 各構造種別の破壊判定式。 

① 0≦h<2.5

② 2.5≦h<3.125

③ 3.125≦h<5.625

④ 5.625≦h<6.25

⑤ 6.25≦h

木造(木プレハブ) RC（S造,LGS,鉄プレハブ,SRC） CB

④ 5.866≦h

① 0≦h<1.725

② 1.725≦h<5.800

③ 5.800≦h<5.866

① 0≦h<2.08

② 2.08≦h
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2430m メッシュ 810m メッシュ 

  

270 m メッシュ 90 m メッシュ 

  

30 m メッシュ 10 m メッシュ 

図２－８－①－７ 津波計算に用いた領域図。 
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図２－８－①－８ モデル化した 2m メッシュの市街地。 

 
図２－８－①－９ 車両と船舶の初期位置。 

 

図２－８－①－10 各ケースの浸水面積。横軸は 1506 ケースの断層モデル番号、縦軸

は浸水面積を示す。 
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図２－８－①－11 市街地におけるがれきの挙動（断層ケース 1174）。地震発生直後か

ら 20 分間隔で瓦礫のふるまいを示した。茶色は構造物、赤色は船舶、黄色は車両を示

す。右のカラースケールは浸水深を示す。 

 

iii) 津波瓦礫の簡易評価手法 

東北地方太平洋沖地震では津波の直接被害の他に、火災による被害が生じた。海水の

中で火災が発生し燃焼が維持することは本来考えにくいことではあるが、1933 年昭和

三陸津波での釜石市、1993 年北海道南西沖地震での奥尻島などでも、津波来襲にともな

った火災の発生が確認されている。塩水は真水より電気を通しやすいため、電線が海水

に接触してショートし、それに伴った火花が可燃性物質に引火する、あるいは、漁船の

衝突などによって火災が発生し、燃焼を維持できるような可燃性ガス、瓦礫や重油によ

120 分  140 分

0 分  20 分  
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って延焼が引き起こされる。 

東北地方太平洋沖地震による火災被害は、津波による激甚被害の陰に隠れているが、

阪神淡路大震災のそれを上回る規模であり、14 都道県で 330 件発生した（総務省消防庁

東日本大震災記録集, https://www.fdma.go.jp/disaster/higashinihon/post.html）3）。

阪神淡路大震災などの直下型地震における火災被害と異なる点としては、強震動による

家屋倒壊に起因したものだけでなく、その多くが津波によって出火と延焼が発生してい

ることにある。 

廣井・他（2012）4）は“海域を含む津波被災エリアにおいて、出火もしくは延焼した

火災”を津波火災と定義した。出火～延焼の過程は極めて複雑であり、決定論的に言及

することは難しい。出火～延焼過程の一例として、石巻市門脇小学校周辺の事例を挙げ

ると、自動車が津波によって校舎に押し流され、その衝撃によって自動車の燃料タンク

が破損し、海水の塩分によって電気系統が漏電し火花がガソリンに引火して火災が発生

し、津波によって破壊され、校舎周辺に集積した建物瓦礫へ延焼したと考えられている

（図２－８－①－12）。津波火災における出火原因としては、津波により流失・破壊さ

れた建物瓦礫に起因したもの、プロパンガスボンベによるもの、自動車や船舶によるも

の以下が考えられている。津波が延焼を助長した事例も多く、延焼に関する一因として

は、ガスボンベ等の住宅から流出物、LP ガス等の可燃性物質、備蓄タンクから流出した

可燃性オイル、そして建物瓦礫が考えられている。 

 

 
図２－８－①－12 石巻市門脇周辺における津波瓦礫と延焼の事例。 

 

このように、出火と延焼に関わる影響因子のひとつに建物瓦礫が挙げられ、津波火災

リスク評価には津波による建物瓦礫の集積分布がひとつの指標となり得る。前節のとお

り、津波による建物瓦礫の発生と集積予測モデルは、小園・他（2016）5）の手法がある。

このモデルでは津波による建物破壊や瓦礫漂流・集積の物理過程をモデル化しており精

緻な解析を可能としているが、その解析には瓦礫の生成や瓦礫移動などに関する多くの

パラメータを必要とするため、膨大な津波シナリオに基づく瓦礫堆積を含めた津波被害

予測（即時津波浸水予測システムとしては、例えば Takahashi et al., 2018 6）など）
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に実装する場合には、計算効率の面で実用上敷居が高いと言わざるを得ない。解析結果

を有効利用できる簡易的な瓦礫堆積評価手法を構築することができれば、効率的な津波

瓦礫堆積評価、ひいては津波火災リスク評価を行うことが可能となる。 

本節では、津波火災の出火と延焼の引き金となる津波瓦礫に焦点を定め、津波瓦礫の

堆積に関わる影響因子に関する検討を行い、津波瓦礫の堆積量に関する簡易的な評価手

法（今井・他, 2019 7））の概要と、本手法を尾鷲市に適用し、そこから得られる津波瓦

礫を含めたハザード予測とそこから読み取ることができる課題について言及する。 

まず、今井・他（2019）7）の手法について説明する。この手法は瓦礫堆積確率や堆積

厚さに寄与する４つの因子を統計的に抽出し、これらの因子に基づき簡易的に評価が可

能なモデルである。ここで、津波瓦礫堆積に関わる影響因子は 2011 年東北沖地震津波

直後の岩手県大槌町と釜石市における実績に基づいて統計的に決定した。浸水境界から

汀線に向かって 10 m 幅となるように測線帯を設け、遡上境界から測線帯までの距離を

LRとした（図２－８－①－13）。その測線帯に沿って 10 m 間隔における最大地形勾配 iM、

浸水深 D（m）、単位メッシュあたり瓦礫堆積厚さ DT（m/単位メッシュ）、対象メッシュ

における流失・全壊被害を含めた建物の存在有無指標 SI（有り：1，無し：0）に関する

パラメータとした。各パラメータにおいては、以下のように規格化を行った。遡上距離

は L*（=1-LR/Lmax、Lmax は最大遡上距離）、浸水深は D*（=D/LR）、単位メッシュあたりの無

次元瓦礫堆積厚さは NDT（=DT/ΣDT、ΣDT は各領域における総残存瓦礫量）として定義

した。 

瓦礫堆積量に関する簡易評価モデルについては、瓦礫漂着確率 Pdb と NDT について各

評価モデルを構築し、これらを乗じることで表現されると仮定する。 

まず、Pdb については、ロジスティック回帰による確率モデルとして構築を試みた。

候補となるパラメータは偏相関係数から AS、L*と SI を説明変数として選択し、ロジス

ティック回帰によって式(1)を構築した。  

𝑃ௗ =
ଵ

[ଵାୣ୶୮(ିథ)]
                                 (1) 

             𝛷 = 0.43𝐴𝑆 − 0.11𝐿∗ + 0.87𝑆𝐼 − 1.61             (2) 

式(1)および(2)を用いることにより、Pdb > 0.5 を瓦礫漂着とした場合に、その予測

的中率は 70%となった。 

NDT については AS、D*、iM と SI の冪関数の積で表現されると仮定し、各係数は観測

データに基づき決定することで式(3)を得た。 

𝑁𝐷𝑇 = 0.0009𝐴𝑆ି.ଵସ 𝐷∗
.ଵଶ 𝑖ெ

.ଷ଼𝑆𝐼.ଶଽ ± 0.00048          (3) 

本評価式により、ややバラツキは大きいが NDT を 0.5～3.0 倍の範囲内で予測するこ

とができる（図２－８－①－14）。これらの適用範囲は、0.49 < AS < 2.13、0 < L* < 

1、D < 7 m かつ 0 < D* < 10、0 < iM < 200、0 < SI < 2.25 である。 

 式(1)から(3)の評価モデルを用いて津波瓦礫堆積予測を行う際には、津波による

木造建物被害にともなった瓦礫発生量を推定する必要がある。まず、建物被害について

は、2011 年東北沖地震の建物被害実績に基づく設計被害関数（今井・他，2016 8））を用

いることとする。津波による建物被害関数の定式化は、地震動による被害関数型に倣い、
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正規分布による式(4)を用いる（例えば、越村・他，2009 9））。 

         dt
tx

xP
x

D
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2

2

)(
exp

2

1
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          (4) 

ここで、PDは被害確率、xは外力指標であり、津波浸水深や流体力が選ばれる。μ、

σはxの平均値と標準偏差を示す。式(4)中のμとσについて、各地域における平均地形

勾配iと堅牢建物混成率Mrの関係を調べた。ここで、木造建物よりも堅牢となるRC造や

鉄骨造を堅牢建物と定義し、浸水域内の全建物中の堅牢建物の割合をMrと定義した。図

２－８－①－15にiと各係数の関係を示す。図中の1点鎖線は全壊被害、2点鎖線は流出

被害に関するおおよその傾向を示している。μとiの間には相関は認められないが、σ

については地形勾配が大きくなるにつれて増加する傾向にある。これらの傾向は全壊・

流出被害に関わらず同様である。図２－８－①－16に堅牢建物混成率Mrと各係数の関係

を示す。μについては地形勾配と同様に相関は認められないが、σについてはMrが大き

くなるにつれて減少する傾向にある。また、これらの傾向については、全壊・流出被害

に関わらず同様である。 

上述から、設計被害関数におけるμについては地形勾配やMrの依存性は確認できな

かったことから、被害形態毎に一定値を与えることにする。全壊被害の場合には

μ=2.26±0.51とし、安全側での設計を行う場合には、μ=2.26-0.51を採用すれば良い

であろう。流出被害の場合には、μ=3.57±0.52とし、安全側での設計を行う場合には、

μ=3.57-0.52を採用すれば良いであろう。σについては、iやMrへの依存性が認められ

たことから、本研究の範囲内において、以下の式型で与える。全壊被害の場合、 

 

σ= 11.96 i 0.42Mr -0.05±0.2           (5) 

流失被害の場合、 

σ= 2.45 i 0.14Mr -0.09±0.2            (6) 

で表現される。 

図２－８－①－17にσの観測値と計算値の整合性を示す。多少のばらつきはあるも

のの、おおむね整合していることがわかる。なお、決定係数は全壊被害の場合に0.78、

流出被害の場合に0.71である。 

図２－８－①－18に建物流失に関する被害関数と設計被害関数の比較の一例（仙台

市）を示す。ここで、図中の１点鎖線はμ=3.57、σ= 2.45i0.14Mr-0.09を用いた場合であ

り、平均的な流出被害に関する設計被害関数を示す。2点鎖線はμ=3.02、σ= 2.45i0.14Mr-

0.09+0.2を用いた場合であり、より安全側で流出被害に関する設計被害関数である。いず

れにせよ、観測に基づいた被害関数に比べて安全側の設計曲線となることがわかる。 

尾鷲市における瓦礫堆積予測を行う際には、建物被害関数による瓦礫発生量の推定

が必要になる。本業務では、津波ハザードとしては、内閣府による南海トラフ巨大地震

の波源断層モデル（内閣府，http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/model/）10）の Case 

１から 11 までの 11 ケースを用いた。木質瓦礫発生量の推定は、従来の津波氾濫解析に

よる最大浸水深と式(4)から(6)による木造家屋の被害率を算出し、各建物から排出され

る瓦礫量を推計した。木造家屋を構成する部材を固定可燃物、各階の建具や家具など家
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屋 の 主 要 部 材 以 外 を 積 載 可 燃 物 と し て 、 国 土 交 通 省

（http://www.nilim.go.jp/lab/jdg/soupuro/0.pdf．）11）の方法により可燃物量を算出

した。また、木質の可燃物が津波により瓦礫化した状態を解体工法研究会編（2017）12）

の方法を用いて算出した。なお、強震動による瓦礫算出は考慮していない。また、各ケ

ースにおいて、LR（図２－８－①－19）、SI（図２－８－①－20）を算出した。AS につ

いては浸水域の広がりによって異なるが 0.3 から 0.5 の範囲とした。瓦礫漂着確率とそ

の堆積量については一様乱数と式(1)、(2)および(3)から計算し、100 回試行の平均を代

表値とした。 

図２－８－①－21 に各津波シナリオに応じた尾鷲市の津波浸水域と瓦礫堆積分布を

示す。内閣府の波源断層 11 ケース９）のうち、特徴的な瓦礫堆積分布となった Case１と

Case７が示されている。Case１の津波浸水深分布（左図）から、沿岸部において浸水深

は５m 程度、遡上距離はおおよそ１km 程度であることがわかる。このことから、浸水域

は尾鷲市街地に広がるものの、浸水深は５m 程度に留まっているために建物被害も少な

く、瓦礫堆積（右図）も遡上端で若干ではあるが堆積が見られる程度であることがわか

る。 

一方、Case７の場合、浸水深は市街地沿岸部では 10m 程度に達するため（左図）、甚

大な木造建物被害が生じることになり、結果的に多くの木質瓦礫が発生することになる。

発生した瓦礫はその多くは遡上境界に堆積することになる（右図）。 

津波ハザードマップとして広く周知されている津波浸水深分布のみで津波被害を考

える場合、浸水境界の近傍では浸水深は浅くなるために、沿岸に比較して安全と思われ

がちであるが、瓦礫堆積分布を見るとむしろ浸水境界に広く堆積する傾向にある。例え

ば、中南勢地域と東紀州地域をつなぐ大動脈である国道 42 号線は Case７では浸水境界

を横切ることになり、ここに瓦礫堆積が発生すると、緊急復旧対応の妨げになることが

懸念される。また、浸水境界の市街地においては、瓦礫堆積とそれによる津波関連火災

による延焼の危険性も懸念されることになる。なお、参考までに、Case１と７以外の津

波浸水域と瓦礫堆積分布を図２－８－①－22 に示す。内閣府の波源断層モデル９）でも

瓦礫堆積分布は大きくことなることがわかる。 

 

 

図２－８－①－13 2011 年東北沖地震津波の大槌市街地における測線帯の例。 
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図２－８－①－14 瓦礫堆積評価式の観測値と計算値の比較。浸水境界（L*≒1）に近づ

くにつれて、瓦礫堆積厚（NDT）も上昇する傾向を再現出来ていることがわかる。 

 

 

 

 

(a) μ 

 

(b) σ 

図２－８－①－15 地形勾配 i と建物被害関数における平均μと標準偏差σの関係。μ

は i に依存せずにほぼ一定値となっているが、σは i に依存し、i が大きくなるにつれ

て、σも増加する傾向にあることがわかる。 
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(a) μ 

 

(b) σ 

 

図２－８－①－16 堅牢建物混成率 Mr と建物被害関数における平均μと標準偏差σ各

係数の関係。μは Mr に依存せずにほぼ一定値となっているが、σは Mr に依存し、Mr が

増加するにつれて、σは減少する傾向にあることがわかる。 
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図２－８－①－17 σ の観測値と式(5)および(6)による計算値の整合性。 

 

 

図２－８－①－18 建物流出に関する設計被害関数の一例。○は観測値、実線は観測値

に基づく被害関数を示しており、一点鎖線および二点鎖線はμの平均値と式(6)に基づ

く設計被害関数を示す。 
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図２－８－①－19 尾鷲市における遡上端から汀線に向かって 10m 幅の測線帯の一例。 

 

 

図２－８－①－20 尾鷲市における SI の評価例。任意地点を中心として、半径 10m～

60m 内における建物存在の有無を 0 < SI < 2.25 の範囲内で指標化する。 
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図２－８－①－21 津波浸水深分布と瓦礫堆積分布の評価例（Case１と Case７）。左図

は最大浸水深分布、右図は瓦礫堆積分布を示している。 
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図２－８－①－22 津波浸水深分布と瓦礫堆積分布の評価例（Case１と Case７以外）。

左図は最大浸水深分布、右図は瓦礫堆積分布を示している。方位とスケールは、図２－

８－①－21 と同様である。 
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iv) 海岸・河岸構造物の地震動脆弱化可能性についての予察 

延岡市はいくつかの河川が合流するところであり、宮崎平野の北端に位置する。旭化

成の創業の地であり、活発な経済活動が行われているところである。被災後の早期復旧

のためには、地域経済を活発化させる必要があり、市街地や港湾施設の詳細な被災イメ

ージを持つことが重要である。四万十市は、高知県西部の山間の地であるが、四万十川

をはじめ、いくつかの架線が合流し、河川遡上による浸水被害が想定される。このよう

な場所では河川からの堆積物により軟弱な地盤が想定されるところである。最初にジオ

ステーション（防災科学研究所）13）および National Geo-Information Center（国土地

盤情報センター）14）を利用して、検討対象地域の地層構成を把握することを試みた。 

図２－８－①－23 は大瀬川・五ヶ瀬川周辺の航空写真である。河口付近から山間を

分岐して東西方向に流れ、やがて合流している。図から明らかなように、両河川の周辺

には市街地が拡がっており、河川堤防の健全性確保は津波浸水被害から守るために重要

であることがわかる。下流から上流に向かう A1－B1 測線、A2－B2 測線、A3－B3 測線に

おける横断地層横断図を図２－８－①－24～図２－８－①－26 に示す。A1－A2 測線お

よび A2－B2 測線においては、標高 0m～−10m 付近までは砂質土が卓越しているが、その

N 値は 20 以下であり、液状化判定対象となる。部分的には N 値が 10 以下の地点も存在

しており、液状化が危惧される。一方、−10m 以深になると、N 値が 0～10 程度のシルト

が主体の粘性土が堆積している。A3－B3 測線に達すると、地盤標高が高くなるととも

に、N 値が大きい砂礫が主体となる。標高−10m 付近では、N 値が 10 以下のデータも多く

なっているため、液状化の危険性を検討する必要がある。図２－８－①－27 には、大瀬

川沿いの地層縦断図を示す。表層付近は砂礫が主体だが、測線中央部では先に説明した

N 値が 0～10 程度の粘性土が厚く堆積する。 

一般的に粘性土は地震被害がない／考えなくてもよいとされるが、東北地方太平洋

沖地震では、強く長い揺れによって、本来液状化判定の対象外であるシルト分を多く含

む土が液状化したという報告もされている（国土交通省、2011 15））。また、高含水比で

鋭敏な粘性土地盤上に立地するメキシコシティでは、地震による粘性土地盤の支持力低

下に起因する構造物の転倒や沈下被害も観測されている（Zeevaert, 1972.16）、 Mendoza, 

1987 17））。今後、当該地域における地盤調査結果や土質試験結果を収集し、詳細な動的

特性の把握に努め、巨大地震発生時の粘性土層の動的特性を考慮した地震被害予測を実

施していく。 

図２－８－①－28 は後川周辺の航空写真である。四万十川と後川に囲まれた中州地

域には市街地が集中している。一級河川である四万十川の耐震診断・耐震対策に比して、

二級河川である後川はその進捗が遅れていることが危惧されるため、適切な耐震性評価

が求められる。図２－８－①－29 には、後川沿いの地層縦断図を示す。標高—10m 以深

には N 値が 10 以下のシルトが主体の粘性土が厚く堆積している。物理特性を確認する

と、自然含水比が液性限界と等しく高含水比状態で堆積している地点も存在しており、

層厚が厚いことから、地震動によって乱されると大きな沈下の原因となる危険性がある。

こちらも今後、詳細な動的特性の把握に努めていく。 

なお、地層縦断図を見ると、上流から下流に向かって基盤が深く沈み込む不整形な地

層を形成している。地震被害予測の多くは、その簡便さから鉛直一次元的な検討や多次
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元であっても水平成層モデルを用いることが多い。しかし、不整形な地層の場合、実体

波の屈折によるレンズ効果、傾斜基端部における表面波の励起や実体波と表面波が特定

箇所で示す増幅的干渉（エッジ効果）など、波動伝播が非常に複雑となり、表層地盤の

地震被害が局所的に甚大化することが危惧される（Nakai et al., 2017 18）など）。ま

た、河川堤防の特徴として、延長の非常に長い線状構造物であることが挙げられる。そ

のため、地震によって堤防の一部でも破堤・越水してしまうと、そこを起点とした広範

囲の浸水被害に繋がってしまう。本来、堤防の延長方向に対して最も危険な場所を抽出

したうえで、優先的に耐震対策を施していくことが望まれるが、堤防縦断方向に対する

耐震性評価は、手つかずのまま放置されているのが現状である。そのため、今後は任意

断面の横断面解析に加えて縦断面解析も実施し、地震被害予測に地層不整形性の影響を

考慮していくことを試みる。 

 

 

図２－８－①－23 宮崎県延岡市を流れる大瀬川・五ヶ瀬川。 
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図２－８－①－24 A1－B1 測線における地層横断図。 

 

 

 

図２－８－①－25 A2－B2 測線における地層横断図。 
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図２－８－①－26 A3－B3 測線における地層横断図。 

 

 
図２－８－①－27 大瀬川の地層縦断図。 
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図２－８－①－28 高知県四万十市を流れる後川。 

 

 

 

図２－８－①－29 後川の地層縦断図。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

本業務では、津波浸水、軟弱地盤による構造物被害や津波瓦礫堆積によるハザードに

ついて、それらの評価手法の検討とともに、それぞれの被害予測を実施するモデル地区

の選定を行った。津波浸水は非線形長波方程式に基づく従来手法、軟弱地盤による構造

物の地震応答計算は、水～土連成有限変形解析コードを用いることにした。津波瓦礫堆

積評価は、津波による波力と構造物にかかる剪断力や摩擦力等により瓦礫の発生量と集

積を計算する方法と 2011 年東北沖地震時の瓦礫発生・堆積の実績情報に基づく簡易評

価手法を併用し、用途により使い分けることとした。モデル地区としては、津波浸水計

算は香川県坂出市、津波による瓦礫堆積評価は三重県尾鷲市、強震動による構造物脆弱

化評価、津波氾濫計算は宮崎県延岡市と高知県四万十市を候補とすることに決定した。 

津波による瓦礫発生予測について、建物の倒壊を考慮した方法では尾鷲市に導入し

ている津波即時予測システムの 1506 ケースをもとに、瓦礫を発生させるのは、そのう

ち 310 ケースであることを示し、２分間隔で瓦礫の挙動を可視化した。津波瓦礫は、浸

水深の浅い場所に集積し、引き波によって尾鷲湾内に瓦礫が流れ込み、河川に沿って流

下した瓦礫が湾内の交通を困難させるように封鎖してしまうことを示唆した。 

津波瓦礫堆積に関する簡易評価手法についても、尾鷲市において適用した。津波ハザ

ードマップとして広く周知・利用されている津波浸水深分布のみで津波被害を考える場

合、浸水境界の近傍では浸水深は浅くなるために、沿岸に比較して安全と思われがちで

あるが、瓦礫堆積分布を見るとむしろ浸水境界に広く堆積する傾向にあることを定量的

に示すことができた。このことは、緊急復旧対応の妨げになることが懸念され、道路啓

開上の問題となる。また、浸水境界の市街地においては瓦礫堆積とそれによる津波関連

火災による延焼の危険性を定量的に示すことができた。 

地震被害予測の多くは、その簡便さから鉛直一次元的な検討や多次元であっても水

平成層モデルを用いることが多い。しかし、不整形な地層の場合、実体波の屈折による

レンズ効果、傾斜基端部における表面波の励起や実体波と表面波が特定箇所で示す増幅

的干渉（エッジ効果）など、波動伝播が非常に複雑となり、表層地盤の地震被害が局所

的に甚大化することが危惧される（Nakai et al., 2017 18）など）。また、河川堤防の特

徴として、延長の非常に長い線状構造物であることが挙げられる。そのため、地震によ

って堤防の一部でも破堤・越水してしまうと、そこを起点とした広範囲の浸水被害に繋

がってしまう。本来、堤防の延長方向に対して最も危険な場所を抽出したうえで、優先

的に耐震対策を施していくことが望まれるが、堤防縦断方向に対する耐震性評価は、手

つかずのまま放置されているのが現状である。そのため、今後は任意断面の横断面解析

に加えて縦断面解析も実施し、地震被害予測に地層不整形性の影響を考慮していくこと

を試みる。 

今後は各モデル地区における諸種のハザード予測を行い、基礎自治体、インフラ業者

や地区を代表する民間企業と情報発信検討会を通じて対話を行いながら、地域のニーズ

に沿ったハザード情報の提供とその対応策を検討していく必要があろう。 
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(e) 成果の論文発表・口頭発表等 

1）学会等における口頭・ポスター発表 

発表した成果（発表題目、

口頭・ポスター発表の別） 

発表者氏名 発表した場所 

（学会等名） 

発表した時

期 

国内・外

の別 

堤体基礎の強震動脆弱性

が津波漂流物挙動に与え

る影響 （口頭） 

今井健太郎，

大林涼子，柄

本邦明，岩瀬

浩之，中井健

太郎 

2020年度地震学会秋

季大会 

2020/10/31 国内 

 

2）学会誌・雑誌等における論文掲載 

なし 

 

(f) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1）特許出願 

 なし 

2）ソフトウエア開発 

なし 

3） 仕様・標準等の策定 

  なし 

 

②情報発信検討会 

(a) 業務の要約 

サブ課題１とサブ課題２から提供される研究成果を踏まえ、情報発信の在り方を探

る議論の一つとして情報発信検討会を実施することとした。「南海トラフ広域地震防災

研究プロジェクト」で実施してきた東海、関西、四国、九州の４つの地域における地域

研究会のアンケート結果や研究会席上での議論などを参考に、同じ防災上の特性を持つ

地域間で情報共有できるように、特にアンケート上で比較的コメントが多かった津波、

内陸地震・支援、産業 BCP、複合災害を防災上の特性とし、この 4 つをテーマとした。

各自治体やインフラ企業、地方支分部局、地域の大学などとのこれまでの関係も活用し

て、情報発信検討会の協力体制を構築しながら、初年度となる令和２年度はその第一回

を４テーマ合同で開催した。コロナ禍により、緊急事態宣言が発令され、拠点となる地

域で一堂に会した検討会を開催することが困難であったためのものである。 

合同の検討会は、４つのテーマの意味と、本プロジェクトの内容と今後の検討会の方

針を共有することを目的として、３月 12 日にオンラインで実施した。サブ課題３の取

り組みと４つのテーマの特徴や位置づけ、さらにサブ課題１やサブ課題２との連携に関
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して理解が深まった。さらに令和３年度以降の検討会の体制整備が進み、その方向性や

今後の具体的な展開が共有される機会となった。 

 

(b) 業務の成果 

サブ課題３では、サブ課題１とサブ課題２からの研究成果を地域や企業に還元する

ことを目的の一つとしている。サブ課題１では、気象庁から発表される南海トラフ地震

臨時情報を念頭に、微小地震やゆっくりすべりによる地震活動や地殻変動等、観測デー

タを基にした地殻活動情報や、これらの情報に基づく推移予測情報、過去の津波履歴情

報等が提供される。サブ課題２からは、現実的な社会活動を前提とした津波から命を守

る施策、愛知県の西三河地域を例とした産業を守る施策、首都機能を守る施策、広域の

災害ポテンシャル情報が提供される。これらの情報を各地域や企業などの防災施策に反

映させることが情報発信検討会の目的である。これらの情報の提供にあたり、地域の防

災上の懸念事項を共有し、また、これらの情報を地域用に加工することが必要となる。

この情報の共有を図るプラットフォームとして、サブ課題１でも使用しているクラウド

システムを採用した。 

こうした背景から、情報発信検討会の制度設計を確立した。具体的には、サブ課題１、

２、３それぞれからの研究成果を、防災上の特性として分類した「津波」、「内陸地震・

支援」、「産業 BCP」、「複合災害」の４つをテーマに関連付けて、情報提供のあり方を検

討する方針とした。今後は分類した特性について次の観点を中心に検討会を実施、議論

を深めていく。「津波」については、到達時刻と津波高の情報が防災対策の基本である

ことが見受けられるが、現実にはさらに複雑な様相を呈することになる。津波の波力が

建物を倒壊させ、車両や船舶は漂流し、瓦礫を大量に発生させる。瓦礫は浸水深の浅い

ところに集積し、時には火災を発生させることになる。この瓦礫の処理は復興の速度に

大きく影響する。また、地殻変動で沈降するエリアでは、津波が長期間にわたって滞留

し、なかなか排水が進まない長期湛水が発生する。この様なシナリオは発生する地震の

規模と場所によって決まる。こういった状況は地域によって大きく異なるが、地域ごと

に被災イメージを共有し、サブ課題１と２の成果を使って被害を低減する方法を議論す

る。「内陸地震・支援」のテーマでは、南海トラフ地震などプレート境界地震発生前後に

活発化する内陸の活断層沿いに発生する地震を念頭に、支援の在り方を探る。内陸では

津波の被害を受けないため、沿岸部の浸水直後は支援側に回ることになる。一方で、プ

レート境界地震直後に大きく地殻が変動し、活断層沿いの地震が活発化し、強震動によ

る被害の発生リスクが上がる。支援の立場から被災側に状況が変わることがあり得え、

課題のあぶり出しと備えに関する議論を行う。これら議論には、臨時情報が出た際の支

援など広域支援、あるいは地域に根ざす支援の意識醸成も重要であることから人材育成

の視点も取り入れていく。「産業 BCP」では、発災時の産業活動の持続性と早期再開を検

討する。地域の早期復興を考えた場合、地域の経済を回すこと、つまり、地域経済を支

える企業の活動停止期間を短くすることが重要な課題である。これら課題について、サ

ブ課題２(e)「発災時の企業の事業活動停止を防ぐ」の研究成果を参考に、地域の経済

規模に合わせた議論を自治体も交えて行い、情報の水平展開を行う。「複合災害」は、強

振動と津波など、前述の「①地域の防災上の課題評価」対象地域を主として防災上の課
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題評価につながる検討を行う。さらに対象地域と同様の防災上の課題を持つ他地域など

も交えた議論を行い、他地域における課題評価に資する情報共有を行う。 

情報発信検討会の対象地域は、静岡県以西の南海トラフ沿いの県と、支援の中心とな

る府県を中心に、初年度は静岡県、愛知県、三重県、和歌山県、大阪府、兵庫県、愛媛

県、香川県、徳島県、高知県、宮崎県、大分県とした。開催方法は、オンライン参加と

会場参加との同時開催とし、開催会場が遠地の場合や移動に時間をかけられない場合で

も気軽に参加しやすくすること、併せて対面による濃く深い議論や意見交換が行えるよ

うにした。会場参加は、その時の会場の周辺の組織、あるいは会場参加が可能な組織に

集まっていただき、プロジェクト側も可能な範囲で会場に伺うことにした。プロジェク

ト側が各地に出向くことは、見て聞いて感じることにより、それぞれの地域の特色や雰

囲気などの理解が進み、研究の推進に大きな力になる。開催地域は、地域側の希望、プ

ロジェクト成果紹介や議論にタイムリーな地域などから総合的に判断することとした。

さらに情報発信検討会の会則案を作成した。検討会の内容は原則非公開であること、参

加・退会は自由意志であること、会費は徴収しないこと、等が会則のポイントである（図

２－８－②－１）。 

 

  
図２－８－②－１ 情報発信検討会 会則案 

 

令和２年度の情報発信検討会は、結果的にコロナ禍の状況を睨みながらの開催とせ

ざるを得なくなった。前述の制度設計や「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」

地域研究会に参画いただいていた自治体の危機管理部門等との意見交換をパイロット

的に行った上で、新しく発足した本プロジェクトの紹介と４つのテーマの方向性をお知
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らせすることを目的に４つのテーマ合同の情報発信検討会をオンラインのみで３月 12

日（金）に開催した（表２－８－②－１）。開催案内は対象地域である府県の自治体とイ

ンフラ企業、管轄する地方整備局や気象台、地域の拠点大学、関心を持つ企業などに送

り、当日はプロジェクト側研究者も含め 59 名／組織に出席いただいた。地域側からは、

府県や基礎自治体の危機管理部門、インフラ企業、地方支分部局、地域の防災研究の拠

点大学が主な参加組織であった。 

今回の情報発信検討会の４つのテーマに関するプロジェクト側からの話題提供は表

２－８－②－１のとおりである。プロジェクトの全体概要とサブ課題３概要、ならびに

「津波」に関して防災科学技術研究所の高橋成実副本部長が紹介した。プロジェクト全

体については、地震・地殻活動を即時的に把握するシステムを構築する理学的な研究の

サブ課題１、命と社会を守る総合的な研究を行うサブ課題２、情報発信の在り方を検証

するサブ課題３の３つの課題があり、この情報発信検討会はサブ課題３に含まれること

が紹介された。さらにサブ課題３は情報発信検討会も含め主に３つの取り組みで構成さ

れ、地域の防災上の課題を評価すること、情報リテラシー向上を行うこと、そしてこの

情報発信検討会を行うことが紹介された。「津波」をテーマにした検討会では今後議論

することとして、サブ課題３で実施する取り組みである地域の津波特性に応じた情報の

共有と課題の抽出、発災前のハザード情報の高度化や精緻化とそれらの更新、発災後の

被災状況、瓦礫や津波延焼評価が紹介された。参加者からは航路啓開に関して水面下を

漂う瓦礫評価に関する質問が出るなど、本プロジェクトで目指す最新の研究へ期待が示

された。また、瓦礫発生と漂着先の評価は、土地利用にもつながることで、地域の復興

を早める手段となる可能性が示された。 

「内陸地震・支援」に関しては香川大学の金田義行副機構長／センター長が紹介した。

東日本大震災からちょうど 10 年となるタイミングであり、その教訓を生かすことがす

べての取り組みの前提条件であると冒頭で触れた。続いて、日本の最近の地震活動につ

いて、広域で震度４程度以上の揺れを伴う内陸の地震も多いこと、過去の南海トラフ地

震でもその前後に内陸の地震があったこと、さらに、日向灘の過去の地震と震源も紹介

した。内陸地震のリスクがあり、しかし南海トラフ地震が起きた際はその支援の中心と

なる地域に存在する懸案の提起も行った。支援する地域同士、あるいは応援受援の地域

連携の重要性を、根幹となる人材育成と絡めて紹介した。人材育成の例としてこのサブ

課題３で取り組んでいる情報リテラシー向上のアンケート調査の分析結果にも触れた。

DONET（地震・津波観測監視システム）や構築中の N-net（南海トラフ海底地震津波観測

網）の活用、南海トラフ地震臨時情報が出た際の対応なども支援の視点で紹介した。ア

ンケート調査について、教育現場に籍を置く方からその内容の分析と今後の考え方への

助言があった。地域の支援には人材育成や教育も含めて取り組むとよい旨のコメントも

あった。 

「産業 BCP」は名古屋大学の平山修久准教授から紹介された。「南海トラフ広域地震防

災研究プロジェクト」において愛知県の西三河地方で構築した地域リスク評価システム

の要素や思考を踏まえ、南海トラフ地震臨時情報が発令されたときに地震への備えをし

つつも産業を維持させ仕組みや考え方、あるいは発災した後にいかに迅速に復旧復興さ

せるか等、サブ課題２で実施する内容が紹介の中心であった。さらに、この情報発信検
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討会でそれを地域にどの様に広めていくかも紹介された。また、COVID-19 がライフライ

ンや人流、経済活動にどのように影響を及ぼしているか、その分析結果も参考として取

り入れ南海トラフ地震の産業 BCP の普及や進化を進める取り組みも紹介された。企業側

から本音を言い合える機会の構築と、それを俗人的でないスタイルで継続する重要性に

ついてコメントがあった。さらに南海トラフ地震の行動計画を作っていく過程のローリ

ングでこうした機会が非常に参考になるというコメントもあった。また、このプロジェ

クトで実施している災害が起きる前の情報を企業に展開し、他のプロジェクトと共有す

ることへの期待が示された。 

「複合災害」について海洋研究開発機構の今井健太郎副主任研究員が紹介した。この

テーマにおいて実施する検討内容として「堤体基礎の地震動脆弱性が津波氾濫解析に与

える影響に関する検討」と「津波瓦礫の堆積量とその分布の簡易推定手法に関する検討」

を挙げた。前者は堤体基礎部の脆弱性が津波ハザードにあたえる影響をモデル地区で定

量的に評価したもので、プレジャーボート等の漂流物の評価も含まれている。後者は津

波火災の出火と延焼の引き金となる津波瓦礫に焦点を当て、津波瓦礫の堆積に関わる影

響因子の検討をおこない、津波瓦礫の堆積量の簡易的な評価手法構築を試みるものであ

る。複合災害として堤体の耐力を定量評価して、それらを考慮した津波浸水予測、瓦礫

やプレジャーボートなどの漂流物の評価、さらに瓦礫などの漂流物に焦点を当てて津波

火災の簡易評価手法の検討を始めている。今後、このテーマの検討会では、これらの要

素も含めた複合災害について議論をしていくことを紹介した。 

その後の総合討論とまとめの枠では、このサブ課題３のアンケート結果だけでなく、

他の機会でのアンケートでも南海トラフ地震臨時情報の認知度があまり上がっていな

いとコメントがあった。さらに、認知度向上とプロジェクトへのかかわりを検討したい

というコメントや臨時情報の認知度が上がることで推移予測への考え方も良い方向へ

の変化が期待できるといったコメントがあった。さらに、認知度向上のための手法に関

する議論もこの検討会に期待したいといったコメントもあった。検討会後にいくつかの

自治体と個別に意見交換をしたところ、どの自治体も好意的かつプロジェクト成果や情

報発信検討会への期待の声が聞かれた。今回のキックオフの検討会で紹介した４つのテ

ーマについて、資料や今後の事務局等との意見交換から参画テーマを検討すると言う自

治体もあった。 

今後の展開としては、コロナの状況を睨みながらとなるものの、各テーマとも年二回、

会場参加とオンライン参加の併用でこの情報発信検討会を開催したい。前述のとおり、

地域に出向いて直接話すこと、直接現地の様子を感じることは、情報発信検討会だけで

なくプロジェクトの研究を推進する上で、地域に使っていただける成果を出し、地域に

寄り添った連携のために極めて有益である。初年度は結果的に４テーマ合同となったが、

他の地域の参画予定組織や各テーマの内容をテーマ間の繋がりも含めて知ることがで

き、出席者にとってメリットも多かったようだ。「南海トラフ広域地震防災研究プロジ

ェクト」の地域研究会は、地域で区切っていたので、地域内の地理的な特性や抱える防

災上の課題などから、場合によっては若干ギャップを感じてしまう部分もあったようだ

が、本プロジェクトの情報発信検討会は、地域の括りではなく、抱える共通の課題がテ

ーマとなっているので、そうしたギャップを感じることもあまりなく、より活発な議論
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が期待される。もちろん、共通の課題がテーマではあるもののプロジェクト側が地域の

視点を希薄にせず、また、最新の研究成果の押し付けにならないようにしなければなら

ない。さらに研究の進捗やニーズに合わせたテーマの再編や見直しも念頭に入れながら

丁寧に対応していくことは言うまでもない。丁寧な対応としては、例えば常に地域側と

の対話や意見交換を継続していくことは重要だ。検討会以外にも必要に応じて分科会的

な少し特定の地域に特化した会の開催も有効であろう。かしこまらずにプロジェクト側

から積極的に現地に出向き、出向くことが難しければオンライン会議を積極的に活用し

たい。  

表２－８－②－１ 令和２年度情報発信検討会 次第 

令和２年度情報発信検討会 

日時 令和３年３月 12 日（金）13：00 ～ 16：00 

形式 オンライン開催（Zoom） 

議題など 

プロジェクト概要とサブ課題３「創成情報発信研究」の紹介 

国立研究開発法人防災科学技術研究所        

南海トラフ海底地震津波観測網推進本部       

副本部長 高橋成実  

スライドタイトル：防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト 

サブテーマ３ 創成情報発信研究  

「津波」に関する取り組みの紹介 

同上   高橋成実   

スライドタイトル：津波  

「内陸地震・支援」に関する取り組みの紹介 

国立大学法人香川大学               

四国危機管理教育・研究・地域連携推進機構    

地域強靭化研究センター 

副機構長／センター長 金田義行 

スライドタイトル：内陸地震と支援 －南海トラフ巨大地震と地域連携－ 

「産業 BCP」に関する取り組み紹介 

国立大学法人東海国立大学機構           

名古屋大学減災連携研究センター          

准教授 平山修久   

スライドタイトル：発災時の企業の事業活動停止を防ぐ、企業 BCP 

「複合災害」に関する取り組み紹介 

国立研究開発法人海洋研究開発機構         

海域地震火山部門地震津波予測研究開発センター   

副主任研究員 今井健太郎   

スライドタイトル：「複合災害」に関する取り組み 

総合討論、まとめ など 
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図２－８－②－２ オンライン開催中の情報発信検討会の様子 

左上：高橋成実、右上：金田義行、左中：平山修久、右中：今井健太郎、 

下：オンライン上で画面共有されたスライド一覧。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題  

防災上の特性を踏まえて分類した４つのテーマ、「津波」、「内陸地震・支援」、「産業

BCP」、「複合災害」について合同でキックオフ的な情報発信検討会をオンライン開催し

た。コロナの影響を睨みながら制度設計や地域側との調整を行い、検討会では４つのテ

ーマについて当面の方向性を紹介し、地域側関係者の関心や期待する部分に応えること

ができた。プロジェクト側としても地域側関係者へ南海トラフ地震臨時情報を意識した

情報発信検討会であることを紹介でき、地域側関係者が情報発信検討会はもちろんのこ

と、サブ課題３の他の取り組みである地域の防災上の課題評価や情報リテラシー向上、

さらにはサブ課題２、サブ課題１との連携を意識していただけたことは評価できる。 

今後の課題としては、その内容が専門的になり過ぎないこと、説明などの際は分かり

やすい内容とすることを意識的に心掛けなければならない。また、共通の課題をテーマ

としながらも地域性の意識も忘れてはならない。そして、地域側の要望やその時々の研

究進捗と社会の動向を敏感に察知して検討会の実施内容等を柔軟かつタイムリーに修

正することを怠らないようにしなければならない。もちろん、情報発信検討会以外の機
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会でも丁寧な対応によって地域防災に最も大切な良好な関係の構築を継続・深化させて

いく。 

 

(d) 引用文献 

なし 

 

(e) 成果の論文発表・口頭発表等 

1) 学会等における口頭・ポスター発表 

なし 

2) 学会誌・雑誌等における論文掲載 

なし 

 

(f) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1）特許出願 

 なし 

2）ソフトウエア開発  

なし 

3） 仕様・標準等の策定 

  なし 

 

③情報リテラシー向上 

(a) 業務の要約 

サブ課題３では、本プロジェクトによる研究成果が地域や企業の防災対策や施策に利

用され災害情報に関しての発信側、受信側の相互の立場から、情報を正しく理解する情

報リテラシーの向上を図り、災害前、災害時ならびに災害後のそれぞれの状況下で正し

い行動を促すことを目的とする。公開されている各県の県民意識調査の結果を見ると、

南海トラフ地震について知識はあっても行動力につながっていないことがわかった。こ

のことから、知識、経験、判断力、行動力、未来志向をキーワードとして、災害対応評

価システムとして設計し、アンケート形式の調査を行うこととした。対象は、特定多数

とし、現在の地域防災を担う子育て世代から年配世代と将来の地域防災を担う小中高校

生とした。上記５つの項目に、浸水域や震度階、高齢化などの居住地域の社会情勢を背

景として整理する設計とした。設問として、各項目 10 問を試作し、試験的に香川県と

高知県の小学校において調査を実施、その結果を分析した。 

 

(b) 業務の成果 

まず、事前の準備として、アンケート調査の定点観測の対象を検討した。現在の防災

を支える自主防災組織を念頭においた 30-40 代以降、様々な情報を蓄積しつつある 20

代、次世代の地域防災を担う 10 代を念頭に、それぞれ各種自治体や福祉協議会、消防、

商工会議所、大学、高等学校、中学校、小学校などに協力をお願いし、賛同が得られた
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ところで実施することとした。防災講演などの取り組みは、一時的には防災力の向上に

つながるが、しばらくたつと、その効果が薄れてくることが考えられるため、プロジェ

クト終了まで定点調査を行う。研究対象者が属する組織の長の求めに応じ講義とセッ

トで行い、講義の効果と、効果の継続性を検証する。 

定点観測は、教育委員会や学校の先生方の協力が不可欠であるが、まず、香川県高松

市、高知県高知市、宮崎県延岡市との協議を開始した。高松市と高知市との協議が進み、

今年度は、この２つの市の小学校中学年を対象に行ってみることとした。大学や行政、

企業、地域コミュニティーは令和３年度から実施することを目指す。この調査は、セミ

ナー前後を一組として原則として年２回実施する方針とした。 

アンケート調査の内容として、中村・川村（2004）１）や元吉（2019）２）による、防

災行動につなげるための因子分析解析の結果を参考に、知識、経験、判断力、行動力、

未来志向の５つの要素を念頭に、アンケート調査を行うこととした（表２－８－③－

１）。上記５つの項目は、南海トラフ全域に共通な質問、地域特性を有する質問、一定

の業種に向けた質問から構成される。例えば、社会福祉協議会向けの調査項目として

は、看護師による患者への対応と同質であると考え、看護師の問題解決行動自己評価尺

度の因子 3）を参考にし、項目案を検討した（表２－８－③－２）。同時に島崎・尾関（2017）

４）による防災意識尺度（図２－８－③－１、図２－８－③－２）も行うことで、既存

の調査との相関を確認し、調査の有効性を検証する。この尺度は簡単に自己採点できる

ように設計されており、オンラインで公開されている。設問の量は、５つの要素それぞ

れ 10 問程度とする。この調査は不確定多数ではなく、特定多数を念頭に置いているが、

南海トラフ沿岸周辺において、いくつかの世代、いくつかの業種に絞って調査する。な

お、このアンケート調査は、想定されている想定震度、津波浸水深との相関、男女差を

含めた仕事内容との相関を確認するため、研究対象者の居住地域名や性別の記載を求

めるが、無記名であり、個人を特定するには至らない。 

アンケート調査は、協力頂く組織の環境に合わせて実施する方針とした。調査の利便

性と効率性を考えて、オンラインでの調査が可能になるように e コミュニケーション・

システムを利用することとした。アンケートソフト LimeSurvey にてアンケートを構築

した（図２－８－③－３）。アンケート調査項目、社会福祉協議会職員向け項目、防災

意識尺度、および前述している既存の県民意識調査の設問項目をそれぞれ独立したア

ンケートとして入力し、各設問を相互乗り入れできるように設定を行った。動作実験と

して実際に関係者にてアンケートを実施し、動作を確認した（図２－８－③－４）。動

作実験によるデモデータを利用して統計結果をグラフ化し、設問ごとに分析しやすい

グラフの種類検討を行った（図２－８－③－５）。またこの結果を、防災科学技術研究

所が開発した情報共有 Web ツールである e コミュニケーション・システムを利用し、

情報発信と閲覧が関係者間で可能となるようにデータベース相互利用ができるように

設計検討を開始した。 
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表２－８－③－１ アンケート調査項目一例 
知識  経験  判断力  行動力  未来志向  

震 度 とマグニチュードの

違いを知っている 
自 分 た ちも 地 震 や 津 波

の 被 害 を 受 け る可 能 性

を考えたことがある。 

自 分 の 住 ん でい る 地 域

は こ れ ま で 地 震 や 津 波

の 被 害 が ない ので 安 心

だ 

学 校 や 職 場 で 委 員 や リ

ーダの経験がある。 
将来の夢を持っている 

津波を知っている 
学 校 での防 災 授 業 を受

けたことがある。 

あなたの市 町 の沿 岸 部

にいたところ、5 分 間 以

上強い揺れを感じたので

津波が心配だ 

普 段 の生 活 で積 極 的 に

発言や行動している  
夢を実現するためいろい

ろ勉強や練習をしている 

南 海 トラフ地 震 を知 って

いる 
家 族 や友 人 と地 震 や津

波 について話 しあったこ

とがある 

あなたの市 町 の沿 岸 部

にいたところ、5 分 間 以

上強い揺れを感じたので

液状化が心配だ 

先 生 や 友 人 と 相 談 や い

ろ い ろ な 話 を す る こ とが

できる 

南海トラフ地震の後に住

んでいる地域を復 興させ

たい 

南 海トラフ地震 が発 生し

たら津 波 が襲 来 すること

を知っている 

地 震 や 津 波 、 台 風 、 豪

雨 、 土 砂 災 害 な ど の 被

災の経験がある。 

津 波 警 報 が発 表 され た

ので、とにかく高 台 に逃

げる 

防 災 訓 練 の時 に 周 り の

人 に声 掛 けをすることが

できる 

地域を復興させるために

どのようなことをするか考

えたことがある。 
南 海 トラフ地 震 により自

分 の地 域 に被 害 が出 る

かどうか知っている 

ハザードマップを見たこと

がある 

津 波 警 報 が発 表 され た

ので、揺れが収 まるのを

待って高台に逃げる 

防 災 のための「まちある

き」をしたことがある。 

こ れか ら の 社 会 （ デ ジタ

ル化 、温 暖 化 など）を考

えたことがある 
自宅周辺の南海トラフ地

震 の最 大 震 度 知 っ てい

る 

地 域 の防災 訓 練に参 加

している 

津 波 注 意 報 が発 表 され

たが 1 メートル以下だか

ら安心だ 

困 っている人 を見 たら声

をかけるか手 伝 うことが

できる 

自 分 たちが日 本 や 世 界

の未 来を創ると思ってい

る 

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 
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表２－８－③－２ 社会福祉協議会向けアンケート調査項目一例 
問題解決のための情報収集と査定を繰り返す 

[Q56] › 問  56 観察した情報と住民・被災者の訴えを照らし合わせている  

[Q57] › 問  57 援助しながら住民・被災者の表情や全身状態を観察している  

[Q58] › 問  58 記録や申し送りにより把握した情報と観察した情報を照らし合わせている  

[Q59] › 問  59 収集した情報から住民・被災者に必要な援助を選択している  

[Q60] › 問  60 住民・被災者の訴えに耳を傾け問題を見極めている  

円滑に問題を解決するために他部署（土木部や保健福祉部など）のチームメンバーと協働する 

[Q61] › 問  61 援助を決定するためにメンバーと意見交換している  

[Q62] › 問  62 メンバーの意見を取り入れて援助を検討している  

[Q63] › 問  63 住民・被災者の問題に関する情報をメンバーと共有している  

[Q64] › 問  64 メンバーと声をかけあって連携を図っている  

[Q65] › 問  65 住民・被災者の苦痛を最小限にとどめるためにメンバーに支援を要請している  

住民・被災者が拒絶する援助を受け入れられるよう説得する 

[Q66] › 問  66 拒絶された援助の効果を住民・被災者にわかりやすく説明している  

[Q67] › 問  67 科学的根拠を示しながら拒絶された援助の必要性を説明している  

[Q68] › 問  68 援助を拒絶する住民・被災者の心情に配慮しながら必要な情報を提供している  

[Q69] › 問  69 身振り、手振りなども用いて拒絶された援助の必要性を伝えている  

[Q70] › 問  70 住民・被災者が援助を拒絶する理由を確認している  

個別状況に応じて援助を工夫する 

[Q71] › 問  71 援助しながら住民・被災者の個別状況を見極めている  

[Q72] › 問  72 援助しながら住民・被災者の個別状況に応じて援助方法を変更している  

[Q73] › 問  73 援助の原則と応用を意識して使い分けている  

[Q74] › 問  74 使用目的が異なる物品やルールでも住民・被災者の個別状況に合わせて使用している  

[Q75] › 問  75 所属する専門領域以外の知識も活用して援助を提案している  

援助の効果を判定して支援する 

[Q76] › 問  76 予測していた援助の効果と実際の効果を比較している  

[Q77] › 問  77 援助の効果を判定するために住民・被災者の訴えと観察した情報を照らし合わせている  

[Q78] › 問  78 援助の効果を住民・被災者に確認している  

[Q79] › 問  79 他の援助が必要かどうかを検討しながら援助している  

[Q80] › 問  80 援助の効果が得られない原因を検討している  

問題解決に向け住民・被災者の意向を確認する 

[Q81] › 問  81 住民・被災者の意向を確認して援助を決定している  

[Q82] › 問  82 家族・親族の意向もふまえて援助を決定している  

[Q83] › 問  83 住民・被災者や家族・親族の意向を尊重した援助を提案している  

[Q84] › 問  84 住民・被災者が選択できるように複数の援助を提案している  

[Q85] › 問  85 住民・被災者が応急対応や援助の必要性を理解しているかどうか確認している  

問題の優先順位を見極め住民・被災者の要望に柔軟に応じる 

[Q86] › 問  86 情報収集を継続して問題の優先順位を変更している  

[Q87] › 問  87 問題の優先順位を考慮して住民・被災者の要望を満たせる方法を提案している  

[Q88] › 問  88 問題の優先順位を考慮して住民・被災者の要望にできる限り応じている  

[Q89] › 問  89 住民・被災者の要望を満たすことによる心身への影響を検討している  

[Q90] › 問  90 収集した情報を統合して問題の優先順位を決定している  

住民・被災者自身が問題を解決できるよう支援する 

[Q91] › 問  91 住民・被災者の意欲を高められるように励ましている  

[Q92] › 問  92 住民・被災者にあった解決方法を一緒に検討している  

[Q93] › 問  93 住民・被災者が問題に取り組む姿勢に関心を示している  

[Q94] › 問  94 住民・被災者のペースを乱さないようタイミングを見計らって助言している  

[Q95] › 問  95 住民・被災者ができたことを認めている  

応急対応や援助によって生じやすい問題の発生を未然に防ぐ 

[Q96] › 問  96 援助の間に住民・被災者が安心できるよう言葉をかけている  

[Q97] › 問  97 援助後も住民・被災者に異変が生じていないかどうか観察している  

[Q98] › 問  98 援助の前に住民・被災者の全身状態を正確に把握している  

[Q99] › 問  99 援助によって問題が発生しないよう手技を工夫している  

[Q100] › 問  100 応急対応や援助が住民・被災者に及ぼす影響を予測している  
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図２－８－③－１ 防災意識尺度印刷用シート①（出典：防災科学技術研究所）。 

 

 

図２－８－③－２ 防災意識尺度印刷用シート②（出典：防災科学技術研究所）。 

 

 



  

296 
 

 

 

図２－８－③－３ LimeSurvey 管理画面。 

  

 

 
図２－８－③－４ アンケート調査画面例。 
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図２－８－③－５ 可視化のためのグラフ種別検討（PDF で出力）。 

 

また、アンケートに先立ち、各県の防災に対する意識の傾向を把握するため、各県か

ら公開されている県民意識調査の結果を分析した。南海トラフ巨大地震で被害を受け

る可能性が高い静岡県 5)、愛知県 6)、三重県 7)、和歌山県 8)、兵庫県 9)、徳島県 10)、高

知県 11)、宮崎県 12)、鹿児島県の９県を調査の対象とした。鹿児島県のホームページに

は対応する資料が見つけられなかったが、その他の自治体ではホームページで一般公

開されている最新関連資料を収集できた（表２－８－③－３）。これらのアンケートの

設問を内容別に分類するとともに、複数の自治体で共通に見られる設問についてはア

ンケートの回答結果を比較した。さらに、徳島県と和歌山県については、津波襲来の危

険性の高い沿岸部とそうでない内陸部の回答結果も比較した。また、自治体の住民に対

するアンケートは、アンケートへの回答を通じて住民に気づきを与える役割もある（た

とえば、耐震診断に関する設問が住民に耐震診断の必要性を気づかせる）。そこで、自

治体が実施すべき住民に対する防災知識の普及項目をまとめた「地域の災害レジリエ

ンス評価に関する研究最終報告書 13)」の「(3) 広報コミュニケーション評価項目[4]住

民等に対する防災知識の普及内容」で示された各項目に対して、自治体アンケートの設

問がそれらのどれにあたるか分類し、県ごとに設問の網羅性の確認を行った。 
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アンケートの内容から、設問を次の８つの項目で分類した。それらは①属性（個人・

家族構成等）、②住宅の耐震性・保険等の防災・対策への関心、③地域の防災ネットワ

ークへの関心、④地震・津波そのものへの関心、⑤具体的な避難行動・判断等、⑥県の

活動の宣伝・お知らせ、⑦地域別の特徴的な設問、⑧その他、自由記述等である。分類

後の設問数を図２－８－③－６のグラフに示す。アンケートでよく問われている設問

は、①属性を除いて、②住宅の耐震性・保険等の防災・対策への関心が多く、その次に

⑤具体的な避難行動・判断等について、③地域の防災ネットワークについての関心と続

いていく。このように、被害軽減に直結すると思われる設問が比較的多かった。 

今回調査したアンケート調査では、各県で家具の固定や、耐震診断の実施、防災訓練

への参加の有無など共通して問われている設問がいくつかある。これらの共通の設問

において、多くの設問では住民の回答の傾向に自治体間で違いはなかった。しかし、数

は少ないものの、いつくかの設問の回答に違いがみられた（図２－８－③－７～10）。

図２－８－③－７～10 は、家具・家電の固定、食料備蓄、簡易トイレの備蓄、地震保

険の加入についての設問の回答割合である。これらの設問では共通して、静岡県の有り

の回答率がやや高い。静岡県では、長年にわたり東海地震対策が実施されてきており、

その効果が出ているのかもしれない。家具の固定と、簡易トイレの備蓄では、兵庫県の

有りの回答率が他県に比べて高いが、これは阪神淡路大震災の経験によるものだろう

と推察される。 

南海トラフ巨大地震の発生が差し迫ったと判断される場合に気象庁から発せられる

「南海トラフ地震臨時情報」に関する設問（図２－８－③－11）では、「知っている」

の割合は 15～30%であり、まだ多くの方に周知が行き届いてない状況を示している。（た

だし、アンケート調査は 2019 年度（令和元年度）実施のものであり、現在は改善して

いる可能性がある。）家具の固定や備蓄とは逆に静岡県での南海トラフ地震臨時情報の

認知率が他県より低い。この結果は興味深いが、静岡県では大規模地震対策特別措置法

に基づいて地震予知を前提とした対策が講じられており、その延長で臨時情報を簡単

に理解できること、新たに対象地域に入った他の県では報道を含めて社会的な関心が

表２－８－③－３ 調査資料一覧 
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高くなっていると解釈できる。「南海トラフ地震臨時情報が国から発せられた場合、地

震への備えの再確認として、あなたが実施することをすべて選んでください」の設問

（図２－８－③－12）では、静岡県の回答は食料等の備蓄、家族との連絡手段、非常持

ち出し品、避難場所・経路の確認、家具の固定の率が高くなっている。空振りもありう

る南海トラフ地震臨時情報に対する反応としては、適切な行動であると思われる。 

徳島県と和歌山県では津波の襲来の危険性がある沿岸部とそうでない内陸部を分け

て集計しており、アンケート調査結果に津波リスクにおける地域性があるかどうかに

ついて調査した。結果は、簡単に言うと、本調査からは沿岸部と内陸部の違いはほとん

ど見られなかった。強いてあげれば、和歌山県の沿岸部と内陸部の比較で、沿岸部の方

が揺れの後に直ぐに避難すると答えている人がやや多い（沿岸部：78%、内陸部：55%）

ことと、徳島県の沿岸部と内陸部の比較で、沿岸部の方がハザードマップで自宅周辺を

確認している人がやや多いこと（沿岸部：48%、内陸部：35%）が違いとして認められた。 

日本地震工学会の地域レジリエンス研究委員会は地域の災害レジリエンス評価指標

を提案した。評価項目は被害想定の有無から、耐震化実施率、意識啓発、連携体制、救

助・救急、医療と多岐にわたる。自治体職員が答えることを想定して作られており、設

問に答えていけば、地域の災害レジリエンス力が定量評価できるようになっている。こ

の場合、定量化したポイントの優劣は重要ではなく、定量化することによりどの項目の

対策が不十分なのかが明確にできることが重要である。この評価指標の広報コミュニ

ケーション評価のカテゴリの中に、「住民等に対する防災知識の普及内容」に関する評

価項目がある。これは自治体が住民に向けて伝えるべき防災知識の内容をまとめたも

のであるが、本研究で調査している自治体の住民に対するアンケートは、アンケートへ

の回答を通じて住民に気づきを与える役割もある（たとえば、耐震診断に関する設問が

住民に耐震診断の必要性を気づかせる）。そこで、本研究で調査した自治体アンケート

の設問が「住民等に対する防災知識の普及内容」の各項目のどれにあたるかを分類し、

アンケートの設問の網羅性の確認を行った（表２－８－③－４）。「住民等に対する防

災知識の普及内容」に関する評価項目のうち、ここで調べた自治体の住民に対するアン

ケートの設問でどの県も扱っていないのは、「道路啓開に伴う避難の方法」、「風評や

デマ等への対応」、「避難の流れ」、「指定緊急避難場所の災害種別の標識の見方」、

「女性の視点に立った備え」、「防犯（空き巣、暴力等への対策）」であった。全体と

して、住民に対するアンケートでは、耐震化や備蓄など発災前の平時にできることにつ

いての設問は多く、避難した後に関する設問が少ない傾向が見られた。地震津波災害の

軽減には、平常時～発災～緊急対応・救命～復旧～復興・再生～平常時という災害サイ

クル全体で最適化を行う必要がある。地方自治体の住民への防災意識調査という限ら

れた調査のみだが、この調査によって、地方自治体から住民へのメッセージにおいて、

耐震化などの被害の軽減に直結するものが多く、被災後の生活をイメージさせ準備さ

せるものがやや欠けている可能性がある。具体的には、避難所生活で必要になる知識や

技能の伝達、罹災証明手続きの方法に関することも住民アンケートで質問するとよい

と考えられる。 
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図２－８－③－６ 内容分類別設問数。なお、鹿児島県は WEB 上で利用できる調査結果自

体を見つけられなかった。 

 

 

 
図２－８－③－７「家具・家電をどの程度固定していますか」に対する回答割合。ただ

し、鹿児島県は WEB 上で利用できる調査結果自体を見つけられなかった。 
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図２－８－③－８「あなたのお宅では，家族の食料の備蓄はありますか」に対する回

答割合。ただし、三重県に関しては３日以上の備蓄があるかどうかという設問だった

ため比較から除いた。鹿児島県は WEB 上で利用できる調査結果自体を見つけられなか

った。 

 

 
図２－８－③－９「あなたのお宅では、何日分の携帯トイレ・簡易トイレを備蓄してい

ますか」に対する回答割合。三重県、和歌山県、宮崎県では該当する設問がなかった。

鹿児島県は WEB 上で利用できる調査結果自体を見つけられなかった。 
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図２－８－③－10「地震保険に加入していますか」に対する回答割合。和歌山県、徳島

県では該当する設問がなかった。鹿児島県は WEB 上で利用できる調査結果自体を見つけ

られなかった。 

 

 
図２－８－③－11「南海トラフ地震臨時情報を知っていますか」に対する回答割合。愛

知県、兵庫県、宮崎県では該当する設問がなかった。鹿児島県は WEB 上で利用できる調

査結果自体を見つけられなかった。 
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図２－８－③－12「南海トラフ地震臨時情報が国から発せられた場合，地震への備えの

再確認として，あなたが実施することをすべて選んでください」に対する回答割合。複

数回答につき選択肢が２県以下の項目は省略した。鹿児島県は WEB 上で利用できる調査

結果自体を見つけられなかった。 
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県民意識調査では、上述のように、平時での対策に関する記述が多くみられていた。

しかし、被災するタイミングは、必ずしも自宅にいるとは限らず、いろいろな場面で

遭遇する可能性がある。この点を考えると、地震や津波の知識に基づき、各自がその

時点での場面を適切に判断し、行動に移す必要がある。判断力と行動力を身につける

ためには、地域の事情を十分考慮に入れる必要があるだろう。防災の知識の習得には、

まず学校で学び、図書館等の地域の社会教育施設から学び、さらに広い地域を視野に

入れて学ぶことになる。つまり、学校での防災教育と地域の防災教育施設との連携が

大切、ということになる。地域の知が、地域の文化や歴史、それを踏まえたこれまで

の街づくりがあり、それに基づく行動にあると考えると、地域の防災力向上のために

は、サブ課題１と２から提供される研究成果を各地域に合うように情報を作り替える

必要がある、ということになる。過去の地震や津波の災害史のみならず、地域のこれ

までの取り組みを意識した上で、科学の知を地域に入り込んで、トランスサイエンス

型の対話形式の取り組みが必要、ということになる。令和２年度は、コロナ禍もあり、

この取り組みは十分ではなかったが、状況を見ながら地域に入り込んで地域の防災力

向上のために、地域の自主防災組織等と連携することが有効であると考えている。 

その中で、アンケート調査を、高松市内の小学校２校、高知市内の小学校１校で行っ

た。高松市内の小学校では３年生に調査を実施した。まず、震度、マグニチュード、

南海トラフという言葉を聞いたことがあるか尋ねた。震度は聞きなれているものの、

マグニチュードと南海トラフという単語には、まだまだ浸透していない現状が見て取

れる（図２－８－③－13、図２－８－③－14）。３年生は、これから様々な知識を得、

社会性を身につける段階であるので、これから急速に知識を身につけていくものと思

われる。高知市内の小学校では４年生を対象として実施したが、いずれもほぼ 100％

聞いたことがあると回答した（図２－８－③－15）。これは、小学校の指導要領を参考

にしても知識の習熟が早く進んでいることを示している。高知市内は、1946 年昭和南

海地震発生直後に津波が襲来し、長期にわたって湛水する写真や記録が多く残ってい

る。こういった地域性もあるかもしれない。津波に関して、津波の映像をみたことが

あるか、津波は沖合から沿岸に近づくと大きくなることを知っているか、立っていら

れない高さといった問いに対しても同じような傾向を示した（図２－８－③－16、図

２－８－③－17、図２－８－③－18）。更なる知識の向上が期待できる結果と考えてい

る。さらに、大地震が発生したらしなければいけないことは何かを確認したところ、

「机の下に隠れる」という意見が多数で、学校での避難訓練の結果が良く出ている。

机がないところではどうするか、といった問いを入れることで、この行動の根本的な

意味を考えることができるようになると思われる。また、学校でたくさんの人と逃げ

る時に注意することは何か、の問いには、おさない、走らない、しゃべらない、戻ら

ない、が多数で、こちらも学校の避難訓練の効果が出ている。但し、学校でない場合

は、避難の声をかけることが必要になるケースもある。様々な状況の想定を入れて、

自ら考える機会を与えることが重要であろう。未来志向については、将来の夢を持っ

ている生徒が 7-8 割で、夢実現に向けた取り組みは、高松市でも高知市でも大きな違

いはなかった（図２－８－③－19、図２－８－③－20、図２－８－③－21）。将来の夢

を考える前向きな思考に、大地震後の復興も含めることは難しいが、南海トラフ地震
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の発生を覚悟して、それでも夢に向かって前向きに進む教育ができればよいと考える。 

 

 

図２－８－③－13 高松市 A 小学校のアンケート調査（知識）。 

 

 

 

図２－８－③－14 高松市 B 小学校のアンケート調査（知識）。 
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図２－８－③－15 高知市 C 小学校のアンケート調査（知識）。 

 

 

 

図２－８－③－16 高松市 A 小学校のアンケート調査（津波知識）。 
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図２－８－③－17 高松市 B 小学校のアンケート調査（津波知識）。 

 

 

 

図２－８－③－18 高知市 C 小学校のアンケート調査（津波知識）。 
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図２－８－③－19 高松市 A 小学校のアンケート調査（未来志向）。 

 

 

 
図２－８－③－20 高松市 B 小学校のアンケート調査（未来志向）。 
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図２－８－③－21 高知市 C 小学校のアンケート調査（未来志向）。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

令和２年度は全国的にコロナ禍にあり、地域に出向いてのプロジェクトの事前説明

や定点観測実施に向けた事前調整など、計画通り実施できない点が多々あったが、オ

ンラインでの打ち合わせや遠隔授業などで年度計画目標の達成に注力した。アンケー

ト内容の検討や作成に関しては、アンケート内容を試作し、これを定点観測に活用す

ることが出来た。今後の調査を見込み、オンラインでも調査が実施できる体制を構築

した。また、アンケート調査結果については、香川県高松市内の小学校２校、高知県

高知市内の小学校１件で定点観測を行った。まだ速報値の段階ではあるが、南海トラ

フ地震の知識、意識の違いなど香川県と高知県で地域性の差異や見られる一方、未来

志向などについては地域性があまり顕著ではない点など興味深い結果が得られた。 

今後はさらに詳細な分析評価を進めるとともに、高知市内の中学校、延岡市内の小

学校２校と中学校１校、九州保健福祉大学での調査を予定している。また、社会福祉

協議会での調査の調整も進めている。より多くの定点観測地域を増やし、情報リテラ

シー向上のための分析評価の推進を図る。 
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３．まとめ  

令和２年度はプロジェクト初年度であり、各サブ課題間の連携も意識し着実に研究を開

始した。以下に各サブ課題の成果の概要を示す。 

 

サブ課題１「地殻活動情報創成研究」 

南海トラフの地震・地殻変動の現状を即時的に把握し情報を発信するためのシステム構

築をすすめるとともに、プレート固着状態の推移予測の確立を目的とする。サブ課題２「地

震防災情報創成研究」、サブ課題３「創成情報発信研究」と連携し、得られた成果の最大活

用を進める。本サブ課題は「高精度な３Ｄ構造モデルに基づく自動震源決定システムの開

発」、「プレート固着・すべり分布のモニタリングシステムの構築」、「３Ｄモデル・履歴情

報を用いた推移予測」の各テーマがある。 

以下に本サブ課題内の各テーマの成果概要を示す。 

 

サブ課題１a「高精度な３Ｄ構造モデルに基づく自動震源決定システムの開発」 

①熊野灘海域を中心とした既存・最新の地下構造研究成果の収集とともに、３Ｄ構造モデ

ル更新の仕組みの構築とマルチパラメータ化の手法・方針の検討を行なった。観測点補

正値を求めるため、構造探査データを用いた DONET 観測点直下の堆積層構造推定方法の

検討を進めた。  

②３Ｄ構造モデルを用いた震源決定を実施するシステムの構築に着手するとともに、計算

に用いたパラメータや震源計算結果等をリレーショナルデータベースに保存する仕組

みを整備した。 

 

サブ課題１b「プレート固着・すべり分布のモニタリングシステムの構築」 

① プレート境界でのすべり・固着の推定を現実的な３Ｄ構造に基づいて行うために、有限

要素法モデルを用いてグリーン関数の計算を行った。熊野灘周辺に設置された長期孔内

観測システムにおける、歪・傾斜応答グリーン関数を精度よく計算するため、既存の有

限要素モデルでは空間解像度が不足している領域を局所的に細分化する手法の実装及

び高精細化されたモデルを用いてのグリーン関数の計算を実施した。 

② 推定された断層すべりが持つ誤差を定量評価するための手法の枠組みを得るために、プ

レート間固着・すべり分布推定の誤差を定量評価する手法の開発を開始し、試行的に

1707 年宝永地震を模したシミュレーションデータに同手法を適用し、その性能評価を

行った。 

③ 南海トラフプレート境界浅部におけるスロー地震活動や非プレート境界の地震活動の

詳細な時空間把握を目指し、南海トラフ中西部における長期海底地震観測を開始した。 

 

サブ課題１c「３Ｄモデル・履歴情報を用いた推移予測」 

① 南海トラフを対象として、３Ｄ不均質粘弾性構造を考慮した地殻変動計算と断層面での

応力評価を行うための大規模有限要素モデル構築の基礎検討を実施し、南海トラフ全域

を含む広域に対しても大規模有限要素モデル構築が可能であること、また、このような

モデルを用いた弾性変形・粘弾性変形計算の収束性が確認できたことから、今後の検討
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のための基礎的な知見が得られた。 

② 南海トラフ沿いで発生する巨大地震・津波に伴って形成されるイベント堆積物を海底

堆積物中から認定し、その堆積間隔から地震発生履歴を推定するために御前崎沖から採

取された海底堆積物コアの分析を実施した。 

③ 陸域における地震・津波の履歴調査は、南海トラフ沿い東縁の駿河湾奥から西縁の九州

東部沿岸にかけての５地域において、おもに既存の堆積物コア試料の分析（おもに放射

性炭素同位体年代測定）を行い、一部で新たに掘削調査を実施した。 

④ 史料に基づく調査研究では、静岡県西部において明応東海地震の津波痕跡評価に資する

史料調査と北米西岸で観測された潮位波形から安政東海・南海地震の発生時間差の推定、

体験談に基づいた現地測量から昭和東南海・南海地震の津波痕跡調査を実施した。 

 

サブ課題２「地震防災情報創成研究」 

サブ課題２では、地震発生の時空間的な多様性を持つとされている南海トラフ沿いの巨

大地震に対して、「通常と異なる現象」発生後の時間推移についてもその多様性の一例とし

てとらえることにより、地震や津波のハザード・リスクの防災情報基盤を創生し、「命を守

る」「地域産業活動を守る」「大都市機能を守る」の３つの目標を立て研究を開始した。「命

を守る」を目標とするサブ課題２ｄ「臨時情報発表時の人々の行動意思決定に資する情報

の提供」では、「事前避難要不要判断ツール」の開発および「逃げ地図」プロジェクトに着

手した。「地域産業活動を守る」を目標とするサブ課題２ｅ「発災時の企業の事業活動停止

を防ぐ」では、産業タイムライン構築、リアルタイムでの社会様相把握手法の開発、事態

想定シミュレーション手法の構築に向けた研究が開始され、愛知県西三河地域を対象とし

たワークショップが開催された。「大都市機能を守る」を目標とするサブ課題２ｆ「発災時

の大都市機能の維持」では、自然言語処理を用いた災害事象の因果関係を機械的に抽出す

る研究に着手するとともに、高層建築物のエレベータ復旧オペレーションにおける現状の

把握と課題の抽出を実施した。これら３つの研究の基盤情報の創出を目標とするサブ課題

２ｇ「地震防災基盤シミュレータの構築」では、シミュレータの基本設計を実施するとと

もに、各サブ課題で必要とされる情報の創出に向けた研究に着手した。サブ課題２ｇを要

として調整を行った結果、サブ課題２の中の課題間の連携体制が構築できた。また、サブ

課題１およびサブ課題３との具体的な連携構築に着手した。  

以下に本サブ課題内の各テーマの成果概要を示す。 

 

サブ課題２d「臨時情報発表時の人々の行動意思決定に資する情報の提供」 

①『事前避難要不要判断ツール』の開発と社会実装に関する検討 

・先行プロジェクト（SIP 第 1 期）で津波避難訓練支援アプリとして開発した「逃げト

レ」を、訓練のたびに住民の空間移動データを標準化された形式でビッグデータとし

て蓄積可能なシステムとして再編するための基礎作業を実施した。  

・具体的には、第１に、臨時情報の普及啓発手法に関する基礎研究を実施した上で、臨

時情報発表時に想定される津波浸水想定について、サブ課題２ (g)と連携のもと、想定

の内容、データの形式などについて検討した。  

・第２に、『事前避難要不要判断ツール』の基本構成、UI の概要を確定させた。最後に、
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現行 の「逃げトレ」システムを『事前避難要不要判断ツール』と接続するために必

要な改修プランを確定した。  

②避難困難区域での「避難を可能にする」まちづくり方策の検討 

 ・「逃げ地図」プロジェクトを、ケース・スタディー地域として和歌山県串本町を選択し

て実施した。同地域において「逃げ地図」ワークショップの試行を行い、避難困難区

域において避難を可能にするまちづくり方策について検討した。  

・「逃げ地図」ワークショップを支援するためのシステムの改良を行い、「逃げシルベ」

の改良版として開発した。 

 

サブ課題２e「発災時の企業の事業活動停止を防ぐ」 

① 産業タイムライン構築のため、必要な構成要素データを整備した。そのため、産業復

旧タイムラインの都市インフラデータ（GIS）構築支援業務として、産業連関構造のモ

デル構築に関する調査・分析を行いつつ、災害時の社会状況モニタリングのための多様

な情報共有システムの開発に取り組み、産業連関構造のモデル構築のためのデータを整

備した。リアルタイム社会様相把握のための都市インフラデータの収集に関して、電力

需要データに着目し、リアルタイム社会様相把握のための電力需要データの収集調査、

分析を行った。新型コロナウイルス COVID-19 による社会の活動委縮等が南海トラフ

地震臨時情報発表時の社会の活動萎縮との相違を踏まえ、COVID-19 による社会萎縮に

関する都市インフラデータの整備、さらには人・物の地域間移動に関する時系列データ

収集を行うとともに、新型コロナウイルスによる産業への影響調査を行った。  

② リアルタイムでの社会様相把握手法の開発を目指し、人流、物流のリアルタイム把握

システムの調査を実施した。具体的には、リアルタイム振動モニタリングに関する基盤

技術開発として、リアルタイム震動モニタリング基盤システムを開発するとともに、リ

アルタイムでの社会様相把握のための加速度センサー計測ソフトウェアの開発に従事

した。リアルタイムセンシング技術を活用した社会様相把握・可視化手法の開発に向け

て、都市インフラに関する文献調査および分析手法の探索、センシング技術に関する調

査を実施した。また、社会様相把握のため、災害時のインフラ復旧動態把握に関する実

証実験を行った。社会様相把握・可視化のため、リソースに着目し、インフラ復旧情報

のリアルタイム収集システムの更新改修を行った。  

③ 事態想定シミュレーション手法の構築のため、動的な被害予測手法導出のため、リア

ルタイム社会様相把握のための都市インフラデータの収集を行うとともに、人・物の地

域間移動に関する時系列データ収集を行った。  

④ 愛知県西三河地域を対象として、西三河防災減災連携研究会、あいち・なごや強靭化

共創センター、国土交通省中部地方整備局と連携し、南海トラフ地震での臨時情報発表

時の特徴的な時間断面での災害対応の図上演習シナリオを検討するための場づくりと

して、ワークショップを実施し、地域におけるモニタリング情報共有の協働参画手法を

探求した。ワークショップ手法は、①産業タイムラインや産業構造、②リアルタイム社

会様相、③UML などによる社会様相シナリオを、ワークショップや図上演習における

提示シナリオとして構築するとともに、参加者の対応や判断を社会様相シナリオとして

構築することが可能となることを示した。  
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サブ課題２f「発災時の大都市機能の維持」 

① 阪神淡路大震災と東日本大震災の日本語新聞記事から、自然言語処理を用いて災害事

象の因果関係を機械的に抽出し、因果データベースの拡充を行った。  

② 高層建築物のエレベータ復旧オペレーションについて、エレベータ障害が報告された

過去の地震災害について、文献調査を実施し、地震によるエレベータの被害形態およ

び程度、地震動および建物の振動特性、エレベータの耐震性能や管制機能の有無等、

現時点で考えうる要因を抽出・整理した。この調査より、対象地域・建物群・周辺環

境、入力地震動、建物被害およびエレベータ障害、復旧ネットワークパフォーマンス

の４つに加え、復旧戦略の良否の判断を加えた５つを、今後構築する首都圏を対象に

エレベータ復旧過程のシミュレーションモデルに含まれるべき要素として特定した。  

 

サブ課題２g「地震防災基盤シミュレータの構築」 

① サブ課題２f「発災時の大都市機能の維持」の検討に必要な長周期地震動シミュレーシ

ョンのための長継続時間地震動計算ツールの開発を行った。 

② サブ課題２d「臨時情報発表時の人々の行動意思決定に資する情報の提供」の実証実験

対象地域における津波遡上の試計算を実施した。 

③ 地震発生の多様性モデルを構成する断層モデルを対象としたリスク評価を行った。 

④ 地震防災基盤シミュレータの設計を行った。 

 

サブ課題３「創成情報発信研究」 

サブ課題３では、サブ課題１とサブ課題２からの研究成果の地域や企業での利活用を推

進している。そのために、①地域の防災上の課題評価、②情報発信検討会、③情報リテラ

シー向上の３つの取り組みを進めている。 

地域の防災上の課題評価は、地域との防災連携を進める上で、地域にとって不可欠な情

報を洗い出し、地域に情報を展開するためのものである。情報発信検討会は、サブ課題３

の取り組みや各地域での取り組みを、他地域との情報共有を通じて加速させるためのもの

である。情報リテラシー向上は、本プロジェクトからの成果情報を受け取り手が適切に防

災行動に使って頂くためのものである。 

以下に本サブ課題の成果概要を示す。 

 

① 地域の防災上の課題評価 

尾鷲市、延岡市、四万十市、坂出市を対象地域として特定した。延岡市と四万十市は

強震時の地盤応答による構造物の変形を踏まえた津波瓦礫評価を実施する。尾鷲市で

は津波瓦礫評価、坂出市では津波浸水評価を実施することとした。尾鷲市を念頭に建

物倒壊を考慮した瓦礫評価と簡易評価式による瓦礫評価の２つの方法を採用し、それ

ぞれ瓦礫の評価を実施した。 

② 情報発信検討会 

今年度は、各地域や企業との信頼関係を構築して連携を開始した。各地域の防災上の

特性を分類し、津波、内陸地震・支援、産業 BCP、複合災害を４つのテーマとした。３
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月 12日に第１回情報発信検討会を４テーマ合同で開催し、59名/組織の参加があった。

この検討会で、防災上の課題の関係者間の共有や今後進める議論の方向性の示唆を得

た。 

③ 情報リテラシー向上 

現在の地域を担う子育て世代から年配世代、今後の地域を担う生徒と学生を念頭に、

情報リテラシーの向上を目的に実施するアンケート調査を検討した。各県で実施して

いる県民意識調査の概要を確認し、既存の因子分析の結果を参考に、知識、経験、判

断力、行動力、未来志向の５つを問うこととし、オンラインで実施できるシステムを

試作した。香川県と高知県の小学校で実施し、質問項目によっては地域ごとに特徴が

あるが、未来志向には有意な差はないことが確認できた。 

 

以上が令和２年度の成果の概要である。コロナ禍でのプロジェクトスタートとなったが

オンラインでの議論等を最大活用し、上述のように多くの研究成果が得られた。 
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４． 活動報告 

(1) 外部評価委員会 

① 令和２年度第１回外部評価委員会 

日時：令和２年９月 30 日（水） 13 時 00 分～16 時 30 分 

会議形式：オンライン開催 

議事： 

１．文部科学省・外部評価委員長・研究代表の挨拶と 

研究代表によるプロジェクト全体目的説明 

２．各課題の構成・目的・５か年の計画・今年度の予定など紹介と質疑応答 

 （１）サブ課題１ 地殻活動情報創成研究  海洋研究開発機構 小平秀一 

サブ課題１サブ(a)  防災科学技術研究所 汐見勝彦  

サブ課題１サブ(b)  東北大学 太田雄策 

サブ課題１サブ(c)  海洋研究開発機構 堀 高峰 

（２）サブ課題２ 地震防災情報創成研究  防災科学技術研究所 藤原広行 

サブ課題２サブ(d)  京都大学 矢守克也 

サブ課題２サブ(e)  名古屋大学 平山修久 

サブ課題２サブ(f)  東京大学 廣井 悠 

サブ課題２サブ(g)  防災科学技術研究所 中村洋光 

（３）サブ課題３ 創成情報発信研究  防災科学技術研究所 高橋成実  

３．総合討論 

４．事務連絡・今後の予定等 

 

② 令和２年度第２回外部評価委員会 

日時：令和３年３月 18 日（木） 16 時 00 分～17 時 30 分 

会議形式：オンライン開催 

議事： 

１．文部科学省・外部評価委員長・研究代表の挨拶 

２．課題ごとに質疑応答、評価委員からのコメント・評価 

サブ課題１ 

サブ課題２ 

サブ課題３ 

３．総合討論、総評 

４．事務連絡・今後の予定等 

 

③ 外部評価委員名簿 

委員長  土井 恵治  気象庁 気象研究所 所長 

委員   谷岡 勇市郎 北海道大学大学院  

理学研究院地震火山研究観測センター 教授 

委員   吉岡 祥一  神戸大学 都市安全研究センター 教授 

委員   青木 元   気象庁 地震火山部管理課 課長 
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委員   能島 暢呂  岐阜大学 工学部社会基盤工学科 教授 

委員   久田 嘉章  工学院大学 建築学部まちづくり学科 教授 

委員   香川 敬生  鳥取大学大学院 工学研究科 教授 

委員   坂東 淳   徳島県 危機管理環境部 副部長 

委員   山﨑 登   国士舘大学 防災・救急救助総合研究所 教授 

 

(2) 全体会議 

① 令和２年度全体会議 

日時：令和３年３月５日（金） 13 時 30 分～16 時 00 分 

会議形式：オンライン開催 

議事： 

１．研究代表の挨拶 

２．各課題の今年度成果と来年度計画 

サブ課題１ 

サブ課題２ 

サブ課題３ 

３．総合討論・まとめ 

 

(3) シンポジウム 

① 南海トラフ地震に備える「防災対策に資する南海トラフ地震 

調査研究プロジェクト」シンポジウム 

日時：令和３年３月５日（金） 13 時 00 分～15 時 40 分 

会議形式：オンライン開催 

主催：防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト 

プログラム： 

13 時 00 分 － 13 時 10 分 開催挨拶 

文部科学省 研究開発局 地震・防災研究課長 鎌田 俊彦 

研究代表 海洋研究開発機構 小平 秀一 

13 時 10 分 － 13 時 55 分 全体概要および「地殻活動情報創成研究」紹介 

紹介者 課題代表 海洋研究開発機構 小平 秀一 

コメンテーター 名古屋大学 山岡 耕春 教授 

13 時 55 分 － 14 時 35 分 「地震防災情報創成研究」紹介 

紹介者 課題代表 防災科学技術研究所 藤原 広行 

コメンテーター 東北大学 今村 文彦 所長／教授 

14 時 35 分 － 15 時 15 分 「創成情報発信研究」紹介 

紹介者 課題代表 防災科学技術研究所/海洋研究開発機構 高橋 成実 

コメンテーター 三重県防災対策部 日沖 正人 部長 

高知県教育委員会学校安全対策課 吉門 直子 企画監 

15 時 15 分 － 15 時 35 分 コメンテーターによる総合討論 

進行 時事通信社 中川解説委員 
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15 時 35 分－15 時 40 分 終了挨拶 

外部評価委員会委員長／気象研究所長 土井 恵治  

 

 

シンポジウム案内プログラム 

 

視聴数：390 

最大同時視聴者数：283 
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５．むすび 

令和２年度から５年計画で開始された本プロジェクト初年度の取り組みとして、地殻活

動情報創成研究、地震防災情報創成研究、創成情報発信研究の各課題においてオンライン

等による議論・検討も活用し研究計画に沿った研究を着実に進めた。また、本プロジェク

トの目標、計画、今年度成果を地震防災関係機関、自治体、企業、地域住民の方々に広く

周知するために、オンラインによりシンポジウムを開催した。その際は地震防災関係有識

者とプロジェクト関係者の討論会を実施し、その議論を通してプロジェクトの意義をわか

りやすく伝える試みを行った。さらに、プロジェクト全体会議を通して、三課題の連携の

在り方の議論を進め、プロジェクトの統合的推進を図った。 


	1_表紙-グラビア-PJ概要(2020)
	2_1a高精度な3D構造モデルに基づく自動震源決定システムの開発(2020)
	2_1bプレート固着・すべり分布のモニタリングシステムの構築(2020)
	2_1c3Dモデル・履歴情報を用いた推移予測(2020)
	2_2d臨時情報発表時の人々の行動意思決定に資する情報の提供(2020)
	2_2e発災時の企業の事業活動停止を防ぐ(2020)
	2_2f発災時の大都市機能の維持(2020)
	2_2g地震防災基盤シミュレータの構築(2020)
	2_3創成情報発信研究(2020)
	3_まとめ-活動報告-むすび(2020)

